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平成 27 年
第 ８ 回 沖縄県議会（定例会）会議録（第５号）

平成27年12月８日（火曜日）午前10時１分開議

議　　事　　日　　程　第５号
平成27年12月８日（火曜日）

午前10時開議
第１　一般質問
第２　甲第１号議案から甲第４号議案まで及び乙第１号議案から乙第22号議案まで（質疑）	

本日の会議に付した事件
日程第１　一般質問
日程第２　甲第１号議案から甲第４号議案まで及び乙第１号議案から乙第22号議案まで
　　　　　　甲第１号議案　平成27年度沖縄県一般会計補正予算（第２号）
　　　　　　甲第２号議案　平成27年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計補正予算（第１号）
　　　　　　甲第３号議案　平成27年度沖縄県国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計補正予算（第１号）
　　　　　　甲第４号議案　平成27年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計補正予算（第１号）
　　　　　　乙第１号議案　沖縄県行政機関設置条例の一部を改正する条例
　　　　　　乙第２号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例
　　　　　　乙第３号議案　沖縄県税条例の一部を改正する条例
　　　　　　乙第４号議案　沖縄県産業廃棄物税条例の一部を改正する条例
　　　　　　乙第５号議案　沖縄県個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例
　　　　　　乙第６号議案　電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律施行条例を廃止する条例
　　　　　　乙第７号議案　沖縄県石油貯蔵施設周辺環境監視測定機器等整備基金条例
　　　　　　乙第８号議案　国家戦略特別区域限定保育士事業の実施に伴う関係条例の整備に関する条例
　　　　　　乙第９号議案　工事請負契約について
　　　　　　乙第10号議案　工事請負契約について
　　　　　　乙第11号議案　工事請負契約について
　　　　　　乙第12号議案　財産の取得について
　　　　　　乙第13号議案　損害賠償額の決定について
　　　　　　乙第14号議案　指定管理者の指定について
　　　　　　乙第15号議案　指定管理者の指定について
　　　　　　乙第16号議案　指定管理者の指定について
　　　　　　乙第17号議案　指定管理者の指定について
　　　　　　乙第18号議案　指定管理者の指定について	
　　　　　　乙第19号議案　指定管理者の指定について
　　　　　　乙第20号議案　指定管理者の指定について	
　　　　　　乙第21号議案　当せん金付証票の発売について
　　　　　　乙第22号議案　沖縄県教育委員会委員の任命について

出　席　議　員（47名）
議　長
副議長

喜　納　昌　春　君
翁　長　政　俊　君

１　番
２　番

比　嘉　京　子　さん
比　嘉　瑞　己　君
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職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名
事 務 局 長 比　嘉　徳　和　君 次 長 知　念　正　治　君

知 事
副 知 事
副 知 事 
知 事 公 室 長
総 務 部 長
企 画 部 長
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子 ど も 生 活
福 祉 部 長
保健医療部長
農林水産部長
商工労働部長
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スポーツ部長
土木建築部長
企 業 局 長
病院事業局長

翁　長　雄　志　君
浦　崎　唯　昭　君
安慶田　光　男　君
町　田　　　優　君
平　敷　昭　人　君
謝　花　喜一郎　君
當　間　秀　史　君

金　城　　　武　君

仲　本　朝　久　君
島　田　　　勉　君
下　地　明　和　君

前　田　光　幸　君

末　吉　幸　満　君
平　良　敏　昭　君
伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者
知事公室秘書
広報交流統括監

総 務 部
財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
委 員 長
職 務 代 理 者 

教 育 長
公 安 委 員 会
委 員 長
警 察 本 部 長
労 働 委 員 会
事 務 局 長

人 事 委 員 会
事 務 局 長
代表監査委員

金　良　多恵子　さん

新　垣　秀　彦　君

池　田　克　紀　君

照　屋　尚　子　さん

諸見里　　　明　君
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新　田　宜　明　君
儀　間　光　秀　君
上　原　　　章　君
花　城　大　輔　君
砂　川　利　勝　君
具志堅　　　透　君
大　城　一　馬　君
具志堅　　　徹　君
渡久地　　　修　君
山　内　末　子　さん
仲宗根　　　悟　君
照　屋　大　河　君
當　間　盛　夫　君
𠮷　田　勝　廣　君
又　吉　清　義　君
島　袋　　　大　君
中　川　京　貴　君
座喜味　一　幸　君
玉　城　ノブ子　さん

赤　嶺　　　昇　君
新　垣　清　涼　君
瑞慶覧　　　功　君
崎　山　嗣　幸　君
新　垣　安　弘　君
呉　屋　　　宏　君
前　島　明　男　君
照　屋　守　之　君
新　垣　良　俊　君
仲　田　弘　毅　君
嶺　井　　　光　君
嘉　陽　宗　儀　君
玉　城　義　和　君
奥　平　一　夫　君
新　里　米　吉　君
髙　嶺　善　伸　君
狩　俣　信　子　さん
金　城　　　勉　君
糸　洲　朝　則　君
新　垣　哲　司　君
具　志　孝　助　君
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○議長（喜納昌春君）　これより本日の会議を開きま
す。
　諸般の報告については、お手元に配付の文書により
御了承願います。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔諸般の報告　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
○議長（喜納昌春君）　日程第１及び日程第２を一括
し、これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案か
ら甲第４号議案まで及び乙第１号議案から乙第22号
議案までを議題とし、質疑に入ります。
　質問及びただいま議題となっております議案に対す
る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。
　照屋守之君。
　　　〔照屋守之君登壇〕
○照屋　守之君　おはようございます。
　平成27年を締めくくる県議会において、私の所信
を表明し質問を行います。
　せんだって、翁長知事の国連人権理事会での演説文
が151カ国等に発信された趣旨の報道に触れ、改めて
基地問題とはいえ、自己決定権、この権利が憲法を初
め我が国で権利として明確な定めがないと私は認識を
しておりますけれども、その中で、先住民族の自己決
定権という誤解を与えることに懸念を表明するもので
あります。私は今でも沖縄県民は先住民族ではないと
考えております。
　さて、翁長知事が就任し、公約の辺野古反対、つく
らせないの実現に多くの県民が期待をいたしておりま
す。１年が経過し、①、人件費も含めて年間で約１億
円の予算がかかる米国駐在事務所の設置、②、翁長知
事の訪米活動、③、辺野古新基地建設問題対策課を設
置しての取り組みや全庁体制での現場監視活動も継続
しているようであります。しかし、この１年間、予算
も人も配置をして取り組みをしたにもかかわらず、今
翁長知事は辺野古をつくらせないの道筋を示すことが
できず、辺野古の作業は進められております。特に、
国は８月から１カ月間作業を中断し、集中協議を行っ
て沖縄県に工事中止のチャンスが与えられたにもかか
わらず、翁長知事はそのチャンスを生かすことができ
ずに工事の再開を許してしまったことは、大変残念で
あります。
　そして今、問題解決は裁判に持ち込まれておりま

す。翁長知事の政治力、交渉力が国に対して発揮され
ずに裁判闘争になったことを大変残念に思っておりま
す。県と国との全面対決、このことは県と国の信頼の
失墜を意味するものであると私は考えております。私
は今、県と国が対立する政治の状況は危機的な状況
で、県民に不安を与えていると考えております。そし
て、翁長知事への就任時の期待は、今や不安と疑問に
変わりつつあるのではないかと考えております。
　私は、翁長知事の国と対立した現状では、辺野古を
つくらせないの公約実現はもとより、一番重要な普天
間飛行場の返還の実現についても厳しいのではないか
と考えております。国の責任で辺野古と普天間問題を
解決させる、このことが翁長知事の責任であるはずで
あります。
　私は改めて翁長知事に提言をさせていただきます。
翁長知事が基地問題を政治問題として解決してほし
い、切にお願いをするものであります。そのために、
①、県と国は立場の違いを認め合った上で、信頼をも
とに解決をする、②、かわりの案も含めて、県・国両
方とも歩み寄りの解決策をつくる、③、米軍から自衛
隊に転換させ米軍を大幅に減少させる、④、日米地位
協定の改善策を約束させる、⑤、沖縄の尖閣諸島を守
る体制を県と国の共通認識と県民の安全保障体制を確
立する。
　以上のことを県知事として冷静に交渉し、基地問題
を解決すべきであると考えております。知事、ぜひお
願いいたします。
　私は、基地と経済、または沖縄振興とは密接な関係
にあると考えております。基地は経済発展の阻害要因
であると言われておりますけれども、基地を返還さ
せ、新たな経済発展をつくり出すことは、翁長県政の
大きな課題であると考えております。私は今、県が進
める鉄軌道構想を支援し、実現できるよう期待をいた
しております。基地を返還し、沖縄県の未来をつくり
出す鉄軌道の建設、切に願っております。鉄軌道建設
は数千億円と20年ぐらいの時間を要する長期構想で
あります。その実現には、国の協力・支援は絶対条件
であり、特に財源については、国に頼るしか道はあり
ません。鉄軌道構想は最終的には、県知事の政治力、
交渉力になると考えております。基地問題で国と対立
する中、基地以外の重要課題の解決も翁長県政の課題
だと考えております。

議 事 課 長
副 参 事 兼
課 長 補 佐

主 幹
主 査

平　田　善　則　君

勝　連　盛　博　君

中　村　　　守　君
川　端　七　生　君
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　最後に、翁長知事にお願いがあります。これ以上差
別表現や国に対する批判をやめていただきたい。切に
お願いをいたします。私は国に対して評価する部分と
問題点を共有して冷静に分析して問題解決に当たって
ほしいと切に願っております。
　以上申し上げて質問に入ります。
　１、辺野古反対、つくらせない、その手法と結果責
任について。
　(1)、つくらせないをいつまでに実現するか。
　(2)、国はつくる、県はつくらせない、この認識と
の理解でよいか。
　２、普天間飛行場の返還について。
　(1)、翁長県知事が県議時代に、県知事が返還を要
求し日米合意、約束がなされて19年が経過しており
ます。辺野古反対のみでなぜ普天間返還について翁長
知事の政治力を発揮しないのか。
　３、５年以内の運用停止を求めることについて。
　(1)、国は、普天間飛行場の５年以内の運用停止
は、辺野古移設が前提条件だと言い切っております。
５年以内の運用停止を求めることは辺野古移設を認め
ることになります。このことは当然であるがいつから
方針が変わったのか。
　４、埋立承認取り消しについて。
　(1)、第三者委員会の検証結果を受けて、翁長知事
は埋立承認取り消しを行った。検証結果は、県職員の
チェックミスを指摘したものであります。取り消しを
する前に県知事として県職員の非をわびるべきであっ
たと考えております。なぜ、翁長知事は県民にわびな
いのか。
　５、オール沖縄の選挙利用について。
　(1)、県知事選挙を初め衆議院選挙、市長選挙とな
ぜオール沖縄を選挙利用するのか、見解を伺います。
　どうぞ、よろしくお願いします。
○議長（喜納昌春君）　翁長知事。
　　　〔知事　翁長雄志君登壇〕
○知事（翁長雄志君）　ハイサイ　グスーヨー　
チューウガナビラ。
　照屋守之議員の御質問にお答えをいたします。
　御質問に個別にお答えする前に、照屋守之議員は自
己決定権ということに、言葉を使ったことに対して大
変理解できないというようなことのようでありますけ
れども、平成９年の地方分権推進委員会の勧告の中
で、いわゆるそれまでの国と地方分権の地方自治体と
のあり方が平成９年に変わったということがよく言わ
れます。その基本的考え方の中で、こういうふうにこ
れは国の文章ですから、地方分権の推進に伴い、地方

公共団体の自己決定権、自己責任が拡大することであ
りますと書いてあります。
　それから、もう一つこれに付随しての内容等の充実
的な、羅列のところにあるんですが、やはりここでも
公正の確保、透明性の向上ということで、今後は地方
公共団体の自己決定権、自己責任が大幅に拡大するこ
とになりますというふうに、この地方分権推進委員会
第２次勧告の平成９年度の委員会でこの方針が出され
ているわけですね。ですから、この自己決定権という
ものが、何か先住民族がどうだとか、そういったよう
な形で議論されるというのはおかしな話ではないかな
というふうに思っております。
　そういうことで、私のほうから辺野古反対、つくら
せない、その手法と結果責任についてに関する御質問
の中の、つくらせないの実現時期についてお答えをい
たします。
　公有水面埋立承認については、本年７月の第三者委
員会の検証結果報告書を踏まえ、これを精査した結
果、承認には取り消し得べき瑕疵があるものと認めら
れたため、取り消したところであります。しかし、政
府のその後の承認取り消しに対する審査請求、審査請
求手続における執行停止決定及び代執行手続への移行
といった一連の対応は、団体自治、住民自治といった
地方自治の本旨に照らしても極めて不当であり、今日
の事態に至ったことはまことに残念であります。
　私は、今後もあらゆる手法を用いて、辺野古に新基
地はつくらせないという公約の実現に向けて、不退転
の決意で取り組んでまいります。
　次に、オール沖縄についてお答えをいたします。
　平成25年１月27日に行われたオスプレイの普天間
基地配備撤回を求めた東京要請行動において、オスプ
レイ配備に反対する沖縄県民大会実行委員会、沖縄県
議会、市町村関係４団体、市町村、市町村議会の連名
で、安倍総理大臣及び関係閣僚に直接、建白書を提出
したことは、大きな意義があったものと考えておりま
す。建白書の精神に基づき、県民が心を一つにし、と
もに力を合わせて、国内外に向けた働きかけを行って
いくことが、基地負担軽減の実現につながるものと考
えております。
　その他の御質問につきましては、副知事、部局長か
ら答弁をさせていただきます。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
　　　〔知事公室長　町田　優君登壇〕
○知事公室長（町田　優君）　辺野古反対、つくらせ
ない、その手法と結果責任についての御質問の中で、
国と県それぞれの認識についてお答えします。
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　県は、あらゆる手法を用いて辺野古に新基地はつく
らせないということを県政運営の柱にしております。
政府は、県の承認取り消しに対し、審査請求手続にお
ける執行停止を決定し、工事を強行しております。
　日米両政府が、辺野古移設計画を唯一の解決策であ
ると固執することは、沖縄の社会的安定を損ない、日
米安全保障体制に大きな禍根を残すものと考えており
ます。
　次に、普天間飛行場の返還についての御質問の中
で、普天間飛行場返還に向けた知事の政治力について
お答えします。
　普天間飛行場の早期返還及び危険性除去は、県政の
最重要課題であります。特に、５年以内の運用停止に
ついては大変重要であるとして、政府との集中協議に
おいて取り組み状況について説明を求めたところであ
りますが、政府からは具体的な言及はありませんでし
た。
　県としましては、政府との今後の協議の中で普天間
飛行場の早期返還及び危険性の除去を強く求めてまい
りたいと考えております。
　次に、５年以内の運用停止を求めることについての
御質問の中で、普天間飛行場の運用停止についての御
質問にお答えします。
　県は、辺野古移設の進捗にかかわらず、５年以内運
用停止等を実現するよう求めてきたところでありま
す。去る８月から９月にかけて行われた政府との集中
協議においても、５年以内運用停止の取り組み状況に
ついて説明を求めたところでありますが、政府からは
具体的な言及はありませんでした。
　県としましては、５年以内運用停止を実現するため
には、具体的な作業スケジュールをまずは政府におい
て示す必要があると考えており、今後開催される政府
との協議の中で、工程表の作成を求めてまいりたいと
考えております。
　次に、埋立承認取り消しについての御質問の中で、
職員の非についての御質問にお答えします。
　瑕疵ある承認を取り消し、適法性を回復させること
こそ、責任を果たすことになるものと考えておりま
す。結果として取り消さざるを得ない承認がなされた
ことは、大変残念なことだと思っております。
　以上でございます。
○議長　（喜納昌春君）　照屋守之君。
○照屋　守之君　議長、ちょっと休憩。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午前10時17分休憩
　　　午前10時17分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　照屋守之君。
○照屋　守之君　御答弁ありがとうございます。
　冒頭で申し上げました所信については、答弁説明は
私は求めておりませんから。
　自己決定権については、それぞれの権限とか立場と
か、そういうふうなものも含めての決定権だと思うん
です。国防上のそういうふうな問題について、沖縄県
は自己決定権を持ち合わせておりません。協議をする
ということはありますけれども。ただ、そういうふう
な約束事を日本政府とアメリカ政府が約束したものを
沖縄県知事がそれは破棄してほしいという、そういう
要求はできるかもしれませんね。白紙に戻した段階で
新たな対応をどうするかというふうなことですけれど
も、ただこれは質問に入っておりませんから答弁はよ
ろしいです。
　再質問をさせていただきます。
　県はつくらせない、国はつくる、両方がそれを認め
合ってそれぞれに対応をしていく、そういうふうな理
解でよろしいんですか。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
○知事公室長（町田　優君）　現状としては議員の
おっしゃるとおり、県は辺野古に新基地はつくらせな
いということで対応しておりますし、政府のほうはそ
れに対して県の承認取り消しに対し、代執行手続など
を行いながら工事を強行しているという認識でござい
ます。
○議長（喜納昌春君）　照屋守之君。
○照屋　守之君　そうすると、県はずっと反対運動と
つくらせないという手だてを講じる。国はつくるため
の手だてを講じ続けていくというそういうふうな認識
でいいんですか。
　これは安慶田副知事、そういう認識ですか、国は。
国と県の認識は。
○議長（喜納昌春君）　安慶田副知事。
○副知事（安慶田光男君）　御答弁申し上げます。
　今部長が申し上げたような答弁で、同じ見識に立っ
ております。
○議長（喜納昌春君）　照屋守之君。
○照屋　守之君　県知事は反対をし続けながら――と
いうことは、こういうことだと思うんですね。県知事
は反対をし続けながら、国の作業は進んでいく。反対
をし続けながら作業は進んでいく。そういうことにな
るんですか、いかがですか。
○議長（喜納昌春君）　翁長知事。
○知事（翁長雄志君）　集中協議におきましても、無
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言と言えば無言であったんです、政府のほうは。ほと
んど私の言葉に対して、いやそうじゃないですよとか
というものは大変少ないことでありました。防衛大臣
と抑止力を話したぐらいで、それ以外は聞き置くとい
う感じでありまして、集中協議が一体あの１カ月何
だったんだろうかというような感じは今もって強くし
ております。
　それからもう一つは、今国は辺野古唯一と言ってい
ますし、私たちはつくらせないと言っておりますけれ
ども、自民党県連はたしか辺野古を含むあらゆる場所
を想定しているという話だったと思うんです。今いろ
いろ議論しておりますと辺野古唯一というお考えなの
かどうかというのも、私たちからすると同じ県民同士
の考え方ですから、ぜひまたお聞かせ願いながら、判
断をさせていただきたいなというふうには思います。
私もこれは質問ではありませんので、当然のことなが
ら、そういった流れがあったという中で、基地問題、
どうやって解決していくかとこういうことだというふ
うに思っております。（発言する者あり）
○議長（喜納昌春君）　静粛に。
　照屋守之君。
○照屋　守之君　自民党県連の考えは聞いていません
よ。失礼な話じゃないですか。知事の取り組みを聞い
ているんであって、我々のものについての意見は聞い
ていませんからね。
　結果的には、こうなると翁長知事は反対をする、国
は作業を進めていく。つまり反対をしながらつくらせ
るというそういうスタンスで県は認めているんじゃな
いですか、いかがですか。反対をしながらつくらせ
る、そういうことでしょう。（発言する者あり）
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
　静粛に。
○知事公室長（町田　優君）　私どもとしては、当然
ながら辺野古新基地はつくらせないという立場からさ
まざまな施策を展開しております。その一環として抗
告訴訟について、本議会にもこれから追加で提案させ
ていただきまして、国の埋立工事をとめるために訴訟
を提起するということを考えております。
○議長（喜納昌春君）　照屋守之君。
○照屋　守之君　ですから埋立訴訟を提起したって、
裁判が行われたって、反対をし続けて、国はそれをつ
くりつつ作業は進めるわけですから、県の立場からす
ると客観的に見ると、反対をしながらそれは工事は進
めさせているというふうな認識に立つわけですよね
……（発言する者あり）
○議長（喜納昌春君）　静粛に、静粛に。

○照屋　守之君　そのことは、以上で終わります。
　次に、普天間飛行場の返還について。
　翁長知事はこの普天間飛行場の返還の、私はなぜ政
治力を発揮できないのかという疑問があるんですよ。
私も翁長知事の政治力、期待しておりましたよ。那覇
市長、あるいはまた自民党県連の議員として相当の政
治力でこの問題を、我々が解決できない問題を解決し
てくれるということを期待しておりました。ところが
残念ながらその普天間返還について、なかなか言及が
ないわけですよね。知事は、就任をされてから普天間
飛行場を視察されておりますか。
○議長（喜納昌春君）　翁長知事。
○知事（翁長雄志君）　私は、普天間に行くときも必
ず普天間飛行場を見ながら通っております。よく最近
は、宜野湾に行く用事もあるものですから、その意味
からいうと必ず立ちどまってその様子を確認している
ところであります。
○議長（喜納昌春君）　照屋守之君。
○照屋　守之君　それは個人的にいつでも見られるん
でしょうね。ただ私が申し上げたいのは、これだけの
重要課題ですから、やっぱりマスコミも含めて、知事
がそういうふうな普天間視察をして、この問題の取り
組みをしっかりやっているんだなということを、なぜ
やらないのかという、そこに疑問があって、今問題提
起をしているわけであります。
　３点目の、５年以内の運用停止を求めることについ
てですけれども、菅官房長官は、８月18日に翁長知
事に５年以内の運用停止について、前提条件として、
地元の協力がなければ難しいと、辺野古に移設されな
い限り困難だと、正式に知事に伝えているわけですよ
ね。そういうふうに５年以内の運用停止は、辺野古が
条件だというふうに言い切っているのに、なぜ今あえ
て県が、政府がそう言い切っているのに５年以内の運
用停止を求めるのか、この御説明をお願いできません
か。（発言する者あり）
○議長（喜納昌春君）　静粛に願います。
　翁長知事。（発言する者あり）
　静粛に。
○知事（翁長雄志君）　お答えいたします。
　前知事が埋立承認に至った大きな理由の中に、今
おっしゃった総理と官房長官がお約束をして、そして
前知事もこれが担保だという話をして埋立承認をした
んです。そして、その後のいろんな経過の中で、さあ
普天間の運用停止５カ年間の起点はどこだというふう
な話をしましたら、去年の２月なんですよ、去年の２
月。私が当選をしたのは去年の11月16日ですので、
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それから９カ月間、仲井眞体制があったわけです。そ
の間、アメリカからの情報は聞いたこともないぞと、
約束もしたことないぞと、そういうような話なもので
すから、私はあの埋立承認の総理と官房長官のお約束
は、あれは空手形になっているのではないかというよ
うな気持ちはあの時点でも持ったんです。そして私が
当選をして就任したらお会いもできませんでしたが、
今おっしゃるように辺野古を認めるのが前提だという
のは、１年たってからの話なんです。普天間の返還と
いうのは、なかなか厳しいというのはよくわかります
し、そうすると起点が２月であれば、そこからの動き
がありそうなもんですが、総理、官房長官からもそう
いった話が全くない中で来ているもんですから、私
は、今、照屋議員がおっしゃるような意味合いでは話
は通らないのではないかと。本当に普天間、市民の安
全を考えているのであれば、そういったこととは別に
して、世界一危険と言っているわけですから、それは
もう一日も早くさわっていくのが大切であって、それ
を私がやったらやらない、誰だったらやるなどという
ことでは、去年の埋め立て、一昨年の埋め立てという
のは、話は通らないのではないかなとこのように思い
ます。
○議長（喜納昌春君）　照屋守之君。
○照屋　守之君　非常にわかりにくいんですよね。
　あの……（発言する者多し）
○議長（喜納昌春君）　静粛に。
○照屋　守之君　翁長知事は、その当時は恐らく仲井
眞県政のそういう対応というのを批判していませんで
したか。空手形だのどうのこうのと相当批判していま
したよね、５年以内の。そういうのはなかったです
か。今改めて、国が辺野古移設条件で５年以内の運用
停止だという形で言い切っているわけですよ。言い
切っているわけですよね。言い切っていて、なおかつ
県が５年以内の運用停止を求めるということは、これ
は国に対して辺野古移設は認めますよという、そこが
暗黙の了解のもとにやるから５年以内の運用停止が求
められるわけでしょう。これ非常にわかりにくいです
よ。であれば何で５年以内なんですか、何で３年以内
でも１年以内でもすぐでもいいじゃないですか。わざ
わざそういう形で、あえて前知事がやった……（発言
する者多し）
○議長（喜納昌春君）　静粛に。
　質問中です。
　静粛に願います。
○照屋　守之君　５年以内の運用停止を求めるそのも
の自体が、私は、知事の姿勢としておかしいのではな

いかというふうに思っているわけですよ。いかがです
か。
○議長（喜納昌春君）　安慶田副知事。（発言する者
あり）
　静粛に。
○副知事（安慶田光男君）　今、５年以内の運用停止
の件で集中協議期間中にという話なんですが、何度も
これまでの答弁でも申し上げておりますように、集中
協議期間中におきましては、政府側は正直言って５年
以内の運用停止は、辺野古が前提だということは一つ
も言っていません。そして、沖縄県の協力が必要だと
いうことはおっしゃいましたが、それ以後の言及につ
いては言っておりません。ただ、去る11月10日の会
見で初めて防衛大臣が辺野古が条件だというのが表明
されたのが政府でありまして、そのことが私たちがど
ういう経過でそうなったのかまだ国にも聞いておりま
せん。私たちはこれから先ほども申し上げましたよう
に、国との協議の中では、これを５年以内の運用停止
を求めていきたいと考えておりますので、それまでの
いきさつもお聞きしてみたいと。５回もやった協議の
中で何度か知事も私もそれについて質問をしたんです
が、はっきり国は――そのとき防衛大臣もずっと同席
されたのは２回ありますが、その会議の席ではおっ
しゃっておりません。そういうことで、これまでのい
きさつを今後聞いてみたいとそう考えております。
○議長（喜納昌春君）　照屋守之君。
○照屋　守之君　いきさつを聞いたってどうしよう
が、国は５年以内の停止は辺野古移設が前提なんで
す。それをわかった上で、５年以内の運用停止を求め
るということは、国が進める辺野古移設は認めますよ
というそういうことなんですね。そのことだけを指摘
しておきます。
　次に、埋立承認取り消しについてであります。（発
言する者多し）
○議長（喜納昌春君）　静粛に。
○照屋　守之君　12月３日の代表質問の答弁で、知
事公室長は、埋立承認願書について瑕疵があるという
判断をしたと説明しております。
　この答弁はこれまでになかったことで、埋立承認願
書に瑕疵があったという、これいつからこの表現が出
てきて、どういうことですか。御説明お願いします。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
○知事公室長（町田　優君）　初めてというお話でし
たけれども、私どもは取り消し通知書の中で、沖縄防
衛局の埋立承認願書については、いろんな問題がある
ということを指摘しております。具体的には４条第１



−160−

項第１号の要件、４条第１項第２号の要件、それぞれ
について要件を満たしていない。したがって、結果と
して承認に瑕疵があると判断しております。
○議長（喜納昌春君）　照屋守之君。
○照屋　守之君　しかし、こんな第三者委員会の検証
結果を受けて瑕疵があるという説明は聞いています
よ。埋立承認の願書に瑕疵があるということは、私こ
の前本会議で初めて聞きましたよ。だからこんな大事
な問題をころころころころ説明を変えて、埋立承認の
願書に瑕疵があれば受け付けした時点でおかしくない
ですか。受け付けした時点でおかしいということにな
るわけでしょう。受け付けられぬでしょう。いかがで
すか。この反省はどうなんですか。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午前10時33分休憩
　　　午前10時34分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　知事公室長。
○知事公室長（町田　優君）　先ほども申し上げまし
たように、私どもとしてはこの埋立承認につきまして
は、要件を充足していないということで結果として承
認に瑕疵があると判断したところでございます。
○議長（喜納昌春君）　照屋守之君。
○照屋　守之君　休憩願います、休憩。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午前10時34分休憩
　　　午前10時35分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　知事公室長。
○知事公室長（町田　優君）　承認願書に瑕疵がある
というのは、間違いでございますので、承認に瑕疵が
あるということでおわびして訂正したいと思います。
○議長（喜納昌春君）　照屋守之君。
○照屋　守之君　議長、休憩。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午前10時35分休憩
　　　午前10時37分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　照屋守之君。
○照屋　守之君　これですね、知事公室長が訂正して
わびる問題じゃないでしょう。知事、副知事の問題
じゃないですか。部下がやっているんですよ、こんな
ことを。誤解を与えるような発言をして、これ裁判に
までなって、国も巻き込んで大変な問題ですよ。ここ
で訂正しておわびしてというこんな問題じゃないで
しょう。知事どうですか。

○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午前10時37分休憩
　　　午前10時47分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　答弁の整合性のあれで、執行部の申し出で30分間
休憩いたします。
　　　午前10時47分休憩
　　　午後２時31分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　休憩いたします。
　　　午後２時31分休憩
　　　午後２時38分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　照屋守之君、議場に不在ですので、質疑は終了いた
しました。
　次に、議席番号11番具志堅　透君。
　議席に不在ですので、質疑を終了いたしました。
　次、花城大輔君。
　議席に不在ですので、質疑を終了いたしました。
　翁長政俊君。
　議席に不在ですので、質疑を終了いたしました。
　新垣哲司君。
　議席に不在ですので、質疑を終了いたしました。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午後２時39分休憩
　　　午後２時40分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　金城　勉君。
　　　〔金城　勉君登壇〕
○金城　　勉君　こんにちは。
　ちょっと動揺しております。心の準備が整っていま
せんけれども、気を取り直して、質問をいたします。
　まず、子供の貧困問題について伺います。
　全国的にも深刻な問題として注目されている子供の
貧困問題ですが、沖縄県においてはより深刻度が厳し
いと言われております。貧困問題は、個人や家庭の問
題という考え方もありますが、将来のことを考えれ
ば、社会全体の責任において対応していかなくてはな
りません。
　以下、質問します。
　(1)、子どもの貧困対策推進計画の進捗状況はどう
か。
　(2)、母子生活支援施設（３カ所）の増設はどう
か。
　(3)、夜間保育園の増設及び夜間学童保育所の新設
についてどうか。
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　(4)、生活困窮者自立支援制度との連携はどうか。
　２、生活困窮者自立支援事業について。
　(1)、県内11市、そして県の支援事業の実績はどう
か。
　(2)、県の委託のあり方を見直し、町村の社協に変
更すべきではないか。
　３、児童養護施設退所者への支援策について。
　児童養護施設は、18歳になったら退所しなければ
いけません。就職や進学などの形で退所していきま
す。就職、進学の際には、いろいろな形でお金が必要
になります。住居を構えたり、身の回りを整えたり、
入学金や授業料などなど、まとまったお金がなければ
なりません。しかし、家庭にいろいろな問題があるた
め、家族を頼れない人が多い。どうしても公的な支援
が必要となります。
　そこで、以下質問をします。
　(1)、直近３年間の退所者数は何人か。
　(2)、退所者への支援メニューにはどういう項目が
あるか。
　(3)、新たな支援のあり方を検討しているか。
　(4)、給付型奨学金制度の創設、適用についてお願
いします。
　４、無戸籍者問題について。
　(1)、９月議会での答弁で、県内無戸籍者の人数は
14人ということでありましたが、ほかにいないかど
うか、また戸籍の復活は可能かどうか。
　(2)、潜在的には、14人以上の無戸籍者がいるので
はないかとの指摘もあり、実態調査を検討できない
か。
　５、県立北部病院の医療サービス提供体制につい
て。
　(1)、県立北部病院の課題は何か。
　(2)、医師・看護師の確保について、悪循環に陥っ
ていないか。
　(3)、７対１看護体制の導入はどうか。
　(4)、北部地域の定住環境への影響はどうか。
　６、中城湾港振興について。
　(1)、来年４月からのクルーズ船受け入れの推進体
制をどうするか。
　(2)、受け入れに当たって、旅客ターミナルなど港
湾施設の整備をどう検討するか。
　(3)、航路拡張整備の国との連携についてどうか。
　(4)、ＣＩＱ、いわゆる税関や出入国管理、検疫な
どの対応はどうするか。
　(5)、中城湾港新港地区における総合窓口の設置に
ついて、どう検討するか。

　(6)、津波・地震などへの防災対策、避難訓練等の
取り組みについて、お願いします。
　７、「海から豚がやってきた」記念碑建設の進捗状
況はどうか。
　８、県道の雑草対策について。
　(1)、観光立県の視点から、総合事務局、市町村と
の連携で総合的に対策をとる必要があるのではない
か。
　(2)、財源不足を理由にこのまま放置してよいか。
　(3)、長年の課題として抜本対策を考えるべき時期
ではないか。
　よろしくお願いします。
○議長（喜納昌春君）　翁長知事。
　　　〔知事　翁長雄志君登壇〕
○知事（翁長雄志君）　金城勉議員の御質問にお答え
をいたします。
　中城湾港振興についてに関する御質問の中の、ク
ルーズ船受け入れの推進体制についてお答えをいたし
ます。
　中城湾港新港地区は、平成28年４月から10月末ま
でに11回、４万トン級のクルーズ船が寄港する予定
になっております。クルーズ船受け入れについては、
地元自治体が主体となって、国、県、経済団体等で構
成される中城湾港の振興を考える会を発足させ、ク
ルーズ船誘致や交通、観光等の受け入れ体制の構築に
取り組むことになっております。
　沖縄県としましては、同会の取り組み状況を踏まえ
ながら、歓迎イベント運営経費の一部負担等により、
受け入れ推進体制の強化を支援していきたいと考えて
おります。
　次に、「海から豚がやってきた」記念碑建設の進捗
状況についてお答えをいたします。
　「海から豚がやってきた」の逸話は、沖縄の戦後復
興に欠かせなかった世界中のウチナーンチュからの温
かい支援を象徴する出来事で、沖縄県にとって大変意
義深い史実であります。この逸話を後世に伝えていく
ため、沖縄県では実行委員会を立ち上げ、記念碑建立
に向けて、沖縄・ハワイ姉妹提携30周年記念事業の
一環としてさまざまな取り組みを行ってまいりまし
た。その結果、多くの県民と関係団体からの御賛同と
御協力をいただき、目標額を上回る募金が集まりまし
た。
　沖縄県としましては、今後とも設置場所であり、こ
の逸話にゆかりのある、うるま市を初めとする関係機
関と連携し、来年３月の建立に向けて着実に取り組ん
でまいります。
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　その他の御質問につきましては、副知事、部局長か
ら答弁をさせていただきます。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
　　　〔子ども生活福祉部長　金城　武君登壇〕
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　それでは、子
供の貧困問題の御質問の中で、「子どもの貧困対策計
画」の進捗状況についてお答えをいたします。
　「子どもの貧困対策計画」については、同計画に盛
り込む施策等の参考とするため、11月２日、外部有
識者等で構成する「沖縄県子どもの貧困対策に関する
検討会」から提言を受けたところであります。このほ
か、子供の貧困対策を効果的に実施するため、本県に
おける子供の貧困の実態把握を目的として、調査を実
施しております。今後は、これらの取り組みの成果等
も踏まえ、計画素案を取りまとめ、来年２月にパブ
リックコメントや市町村照会等を実施する予定であり
ます。その後、県民からの意見等を踏まえ、計画案を
作成し、知事、両副知事、関係部局長で構成する「子
どもの貧困対策推進会議」における議論を経て、来年
３月に計画を策定することとしております。
　次に、母子生活支援施設の増設についてお答えをい
たします。
　現在、県内の母子生活支援施設は、那覇市、浦添市
及び沖縄市が設置している３施設となっております。
母子生活支援施設の新たな設置については、財政負担
や設置場所の確保、地域ごとの母子家庭の状況等を踏
まえ、関係市において総合的に判断するものと考えて
おります。
　県としましては、引き続き関係市に対する必要な情
報提供や意見交換等を行ってまいります。
　次に、夜間保育所の増設、夜間学童保育所の新設に
ついてお答えをいたします。
　平成27年４月１日現在、夜間保育所は３施設と
なっており、このほか、延長保育により夜８時以降も
開所している保育所が３施設あります。各市町村にお
いては、ニーズ調査や地域の実情等を踏まえて策定し
た「市町村子ども子育て支援事業計画」に基づき、教
育・保育施設の整備等に取り組んでいるところであ
り、県としましては、市町村計画の着実な実施を支援
してまいります。放課後児童クラブについては、開所
時間の延長に取り組むクラブに対して支援を行うな
ど、保護者の就労状況に応じた支援体制の整備を進め
ているところであります。
　県としましては、引き続き地域ニーズを踏まえた子
供の居場所確保に係る市町村の取り組みを支援してま
いります。

　次に、生活困窮者自立支援制度との連携についてお
答えをいたします。
　生活困窮者自立支援制度は、生活保護に至る前の段
階の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対
し、自立相談支援事業の実施、住居確保給付金の支
給、子供の学習支援等を行うための所要の措置を講ず
るものであります。同制度については、子供の貧困対
策における保護者への生活・就労支援、子供の学習支
援等の面で有効な施策と考えております。今後とも、
同制度を子供の貧困対策の重要施策と位置づけて取り
組んでまいります。
　次に、生活困窮者自立支援事業についての御質問の
中で、生活困窮者自立支援事業の実績についてお答え
をいたします。
　平成27年10月現在の県及び市における生活困窮者
自立支援事業の実績は、自立相談支援事業の相談件数
が2674件、住居確保給付金の給付件数が196件、一
時生活支援事業の利用件数が83件、家計相談支援事
業の利用件数が13件、就労準備支援事業の利用件数
が17件、学習支援事業の利用人数が457人となって
おり、ことし４月の相談窓口設置以降、増加傾向にあ
ります。
　次に、事業の委託のあり方についてお答えをいたし
ます。
　県における生活困窮者自立支援事業は、民間に委託
して実施しており、拠点となる４カ所に相談窓口を設
置し対応しているところであります。また、県におい
ては、相談者が窓口まで来所しやすく、必要な方に支
援が届けられるよう、市町村社会福祉協議会等と密接
に連携を図りながら取り組んでいるところでありま
す。
　県におきましては、今後とも地域の潜在的な対象者
や窓口まで来ることが困難な生活困窮者に配慮した相
談体制のさらなる充実を図ってまいりたいと考えてお
ります。
　次に、児童養護施設退所者への支援策の御質問の中
で、直近３年間の退所者数についてお答えをいたしま
す。
　本県においては、高等学校等を卒業後、児童養護施
設を退所した児童の人数は、平成24年度が19人、平
成25年度が20人、平成26年度が23人となっておりま
す。
　次に、退所者への支援についてお答えをいたしま
す。
　児童養護施設を退所する児童への支援措置としま
しては、就職・大学進学等の支度費として、最大で
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27万6190円が助成されるほか、資格取得に係る経費
に対し５万6570円が支給されることになっておりま
す。また、施設退所児童の就職やアパート等の賃貸に
際して、児童養護施設長等が身元保証人となる場合に
は、身元保証や連帯保証に係る保険料を補助する身元
保証人確保対策事業を実施しております。このほか、
一般社団法人沖縄県指定自動車学校協会においては、
平成26年度から免許取得費を児童１人当たり10万円
を免除しているほか、沖縄大学においては、授業料の
全額免除を行うなど、社会的養護を要する児童の自立
に向けた支援が広がっております。
　次に、退所者への新たな支援策についてお答えをい
たします。
　県においては、児童養護施設入所児童の就労及び自
立支援に係る支援の充実を図るため、職業選択のため
の助言や職業指導、退所児童の自立に関するアフター
ケア等を専門に行う職業指導員を、平成27年度から
３施設に配置しております。今後、同指導員を配置し
た効果を検証しながら、順次、他の施設への拡充を検
討してまいります。
　次に、給付型奨学金制度の創設についてお答えをい
たします。
　給付型奨学金制度については、県教育委員会におい
て、能力がありながら経済的理由により、県外大学へ
の進学が困難な学生を対象とする奨学金制度の創設に
向けて、調整が行われているところであります。ま
た、県内の児童養護施設を退所後、進学した児童を対
象に、一般からの寄附金を募り、経済的支援を行う
「にじのはしファンド」等、民間における取り組みも
進められております。
　県としましては、生活が不安定で継続的な養育を必
要とする児童の措置延長等の施策も含め、児童の自立
支援につながる取り組みを引き続き進めてまいりま
す。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
　　　〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕
○企画部長（謝花喜一郎君）　無戸籍者問題について
の御質問の中の、県内の無戸籍者についてお答えいた
します。
　那覇地方法務局によりますと、平成27年11月10日
時点で把握している県内の無戸籍者の数は、６月の調
査時点から１名ふえ15名とのことであります。那覇
地方法務局では、市町村と連携し、県内の無戸籍者
15名について、戸籍に記載されるための支援を行っ
ているとのことであります。

　次に、潜在的無戸籍者の把握についてお答えいたし
ます。
　戸籍事務につきましては、市町村長が管掌し、法務
大臣が処理基準を定め、地方法務局の長などが市町村
長に対し助言・勧告・指示等を行っているものであり
ます。那覇地方法務局によりますと、潜在的な無戸籍
者を把握するため、市町村戸籍担当部署等と連携し、
無戸籍者の情報の把握に努めているとのことでありま
す。県においても、児童福祉、学校教育などの所管業
務の過程において、無戸籍者に関する情報を把握した
ときは、那覇地方法務局へ連絡することとしておりま
す。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　病院事業局長。
　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕
○病院事業局長（伊江朝次君）　県立北部病院の医療
サービス提供体制についての御質問の中で、県立北部
病院の課題についてお答えいたします。
　県立北部病院においては、内科など一部の診療科に
おける診療制限や医師、看護師等の安定的な確保、７
対１看護体制の導入、周産期医療体制の整備などが課
題となっております。
　次に、県立北部病院の医師、看護師確保の現状につ
いてお答えいたします。
　県立北部病院の医師確保については、臨床研修によ
る医師の養成、大学医局等への医師の派遣要請、人的
ネットワークやホームページによる医師募集などの対
策を講じているところであります。そのような中、去
る10月には産婦人科の医師を４名体制とし、紹介状
による分娩受け入れを再開しております。また、看護
師の確保については、就労希望者の７対１看護体制、
２交代制及び夜勤免除などの要望と病院の労働環境と
のミスマッチが人材確保に影響していると考えられ、
厳しい状況が続いております。
　病院事業局としては、県立北部病院の医師や看護師
の確保に向けて、引き続き全力で取り組むとともに、
労働環境の見直しについては、経営への影響等を考慮
して慎重に検討してまいります。
　次に、７対１看護体制の導入についてお答えいたし
ます。
　７対１看護体制については、手厚い看護による良質
な医療の提供や、看護師の労働環境の改善にもつなが
るものと認識しております。しかしながら、県立病院
の重要な課題の一つである持続的な経営健全化という
観点を踏まえると、導入には慎重な検討が必要であり
ます。現在、北部病院においては、導入に向けて病床
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機能の変更や病床数の見直し、経営への影響等を含
め、再度検討を行っているところであります。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　保健医療部長。
　　　〔保健医療部長　仲本朝久君登壇〕
○保健医療部長（仲本朝久君）　それでは、県立北部
病院の医療サービス提供体制についての御質問の中
で、北部地域の定住環境への影響についてお答えいた
します。
　北部住民を対象に、北部広域市町村圏事務組合が実
施した北部地域の医療環境に関するアンケート調査
によりますと、「不満、少し不満である」との回答
が34.8％であり、「満足、まあまあ満足である」の
20.3％を上回る結果となっております。また、北部
地域の住民が医療を受ける場合、入院医療については
20％以上が中南部の医療機関を受診している現状も
あり、医療提供体制の確保は定住化を進める上で大き
な課題であると考えております。
　県としましては、引き続き県立北部病院の機能強化
等、北部地域の医療提供体制の充実に努めてまいりま
す。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
　　　〔土木建築部長　末吉幸満君登壇〕
○土木建築部長（末吉幸満君）　中城湾港振興につい
ての御質問の中の、クルーズ船寄港に係る港湾施設整
備等についてお答えします。６の(2)から６の(4)まで
は関連しますので、恐縮ですが一括してお答えしま
す。
　中城湾港新港地区では、地元自治体が主体となって
中城湾港の振興を考える会を発足させて、クルーズ船
誘致へ取り組むことになっております。旅客ターミナ
ルや航路拡幅等の港湾施設整備及びＣＩＱ等への対応
については、今後のクルーズ船寄港の実績と見込みや
中城湾港の振興を考える会の中での検討を踏まえ、関
係機関と調整していきたいと考えております。
　県としては、今後ともクルーズ船受け入れについ
て、積極的に取り組んでいきたいと考えております。
　次に、総合窓口の設置についてお答えします。
  中城湾港新港地区の港湾施設整備や管理・運営・企
業誘致の推進については、土木建築部、商工労働部、
うるま市、沖縄市が連携して取り組んでいるところで
す。中城湾港新港地区の総合窓口の設置については、
中城湾新港地区協議会からの要請もあり、今後、うる
ま市、沖縄市を含む関係機関と検討会を設置して課題
等を整理していきたいと考えております。

　次に、防災対策、避難訓練等の取り組みについてお
答えします。
　県は、中城湾港新港地区の防災対策について、平成
26年度に中城湾港（新港地区）防災計画を策定して
おります。防災計画では、地震・津波時の情報伝達や
避難方法等について取りまとめており、沖縄市、うる
ま市の地域防災計画に反映するよう両市に提供したと
ころです。
　防災訓練については、津波防災の日に県と市町村が
主催する沖縄県広域地震・津波避難訓練に合わせて実
施しております。ことしは11月５日に新港地区に立
地する企業36社、参加人員458名で避難訓練を行っ
たところですが、今後とも多くの企業への参加を呼び
かけていきたいと考えております。
　次に、県道の雑草対策についての御質問の中の、
国、市町村との連携についてお答えします。
　道路の適切な維持管理については、観光イメージの
向上や交通安全の観点から、大変重要であると考えて
おります。沖縄総合事務局と県では、平成22・23年
度に道路防草対策検討会を設置し、防草対策のあり方
について検討し、その検討結果を市町村にも提供する
とともに、さまざまな雑草対策を実施してきたところ
です。しかしながら、十分な対策となっていないた
め、平成26年度から３年計画で、学識経験者を含む
沿道景観の向上に係る技術研究開発検討委員会を設置
し、雑草抑制効果のある植物を活用した防草技術等に
ついて調査検討しているところです。また、除草の実
施については、雑草の成長が著しい時期やマラソン大
会等のイベントに合わせて行うなど、各道路管理者と
連携しているところであります。
　次に、県道の雑草対策等についてお答えします。８
の(2)と８の(3)は関連しますので、恐縮ですが一括し
てお答えします。
　県が管理する道路については、平成27年度は県単
独費で約５億円を計上し、年２回から３回程度の除草
を行うこととしております。また、道路ボランティア
団体による植栽管理の拡充にも努めており、平成27
年度は約300団体の協力を得て、道路の美化にも取り
組んでおります。今後とも、大学等の研究機関の技術
協力も得ながら、有効な雑草対策の確立に向け、調査
検討するとともに、維持管理予算の確保に努めていき
たいと考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　金城　勉君。
○金城　　勉君　どうも御答弁ありがとうございまし
た。



−165−

　まず子供の貧困問題については、この貧困対策推進
計画について鋭意取り組んでいるということでありま
すから、ぜひ実のある計画を立てていただいて、今深
刻なそういう状況にある子供たちへの対応方をお願い
申し上げたいと思います。内容については、今年度で
出てくるということですから、期待して待ちたいと思
います。
　それでその貧困問題と密接につながる、この夜間保
育園、そして夜間学童の問題であります。夜間保育園
については、今３カ所で那覇、沖縄、浦添それぞれで
実施されておりますけれども、市町村が担当してそれ
は実施するとはいえ、市町村任せでいいのかどうか。
そして、今現実問題として、その夜間の保育の需要と
いうものをどのように認識されているか。そういうこ
とについて、まずお聞かせをいただきたいと思いま
す。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　まず夜間保育
のニーズといいますか、これにつきまして、市町村が
子ども・子育て支援計画を策定するときの状況といい
ますか、それを一応確認しましたら、この夜間、夜８
時以降、保育所の利用を希望するというのが62件、
これは市部のほうで11市に対して確認したらそうい
う状況にあるというふうなことを聞いております。
　ただ、これだけが需要かどうかというのは、やはり
必ずしもそれ以外にも潜在的なニーズはあるというふ
うに考えておりまして、このあたりはいろいろと地域
の実情に応じて、市町村の取り組みを県としてはしっ
かりと支援をしてまいりたいというふうに考えており
ます。
○議長（喜納昌春君）　金城　勉君。
○金城　　勉君　この３カ所ができて大分たつと思う
んですけれども、その間においてもやはり時代状況と
いうのは、どんどん変化してきて、特に女性の働く環
境というものも多様化して、夜間働く、そしてその働
くに当たっては、子供を預けなければいけないという
そういう需要というのはふえていると思うんですね。
ですから、そこはそういう市町村任せにしないで、
しっかりその辺の連携協議の場をつくっていただい
て、的確に需要を把握しながら、やはり具体的にそう
いう夜間の子供たちへの対応というものをどうするの
かということが必要ではないかと思うんですけれど
も、もう一度お願いします。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　市町村等の連
絡会議はこれまでも定期的に行っておりますが、この

夜間保育所の設置も安心こども基金の活用、それから
待機児童解消支援基金、市町村の負担分を軽減するた
めのそういう県の単独の事業もございます。
　そういう形で市町村から要望があれば県としては対
応可能でございますので、市町村に対してはそういう
需要があれば対応していただくということでいろいろ
と意見交換をしてまいりたいというふうに考えており
ます。
○議長（喜納昌春君）　金城　勉君。
○金城　　勉君　ぜひ積極的な働きかけでもってその
需要に応えていただきたいというふうに思います。
　次に、生活困窮者自立支援についてお尋ねをいたし
ますけれども、今部長答えられたように、この10月
末現在でトータル457件の各種支援事業がなされたと
いう答弁でありましたけれども、この事業の狙い、目
的について御説明いただけますか。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　これはまさに
子供の貧困対策の最も効果的な次世代への貧困の連鎖
を絶つという意味での学習支援ということで、非常に
有効な手段ということで県としてはそういう取り組み
に力を入れて取り組んでいるという状況でございま
す。
○金城　　勉君　狙い、事業の狙い。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　これは子供の
学習支援事業、これは制度の中で言われている、まさ
にそのとおりですけれども、生活保護世帯あるいは生
活困窮世帯の子供への学習支援を行って、貧困の連鎖
を防止するというのがこの事業の目的でございます。
○議長（喜納昌春君）　金城　勉君。
○金城　　勉君　学習支援事業はその中の一つですよ
ね。生活困窮者自立支援事業そのもの、これを聞いて
いるんです。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　生活困窮者自
立支援制度、これは生活困窮者というのがいろんな複
合的な課題を抱えているという方が多いということ
で、その制度のはざまに陥らないように総合的な相談
事業の実施のほか、住宅確保給付金、その他の任意事
業等で包括的に支援を行っていくというものでござい
ます。
○議長（喜納昌春君）　金城　勉君。
○金城　　勉君　ごめんなさい。私が聞いたのは、
457という数字を出したので、そういうお答えをいた
だいたようですけれども。
　必須事業として自立相談支援と住居確保給付金の事
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業があって、そのほかにも任意事業があって、それぞ
れのトータルの数字が出されておりますけれども、や
はりこの事業の狙いというのは、おっしゃるようにそ
ういう困窮した世帯に対する、家庭に対する支援、こ
れがひいては子供の貧困の支援事業にもつながるわけ
ですから、それを速やかに実施していくということが
必要かと思います。
　それでこうした事業で、例えば困窮の余りどうして
も生活保護を申請しなきゃいけないというようなケー
スもあるかと思うんですけれども、相談事業の中で具
体的にそこまでそういう手配をした実績などもありま
すか。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　いろんな方が
相談に、窓口にお見えになりますので、生活保護の対
象となりますか、そういう対象になる方については当
然に紹介しているというお話は聞いております。
○議長（喜納昌春君）　金城　勉君。
○金城　　勉君　数字はちょっとすぐには出ないかも
しれませんけれども、それも後日のために把握してお
いていただきたいと思います。
　それでその生活保護、これは関連でお聞きするんで
すけれども、今沖縄の場合、生活保護を受けなきゃい
けない環境にありながら、車を所有しているというこ
とでその対象にならない。また、車を手放したくない
と、どうしても生活の中で車がなければならないとい
うようなケースも多々あるわけですね。ですからそう
いうところの緩和策というのはないでしょうか。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　生活保護制度
において、例えばどうしても仕事といいますか事業の
用に供する、どうしても必要な場合には認める、車の
所有を認めるという場合もありますので、その辺は運
用の中で必要性を各福祉事務所のほうで判断されてい
るという状況でございます。
○議長（喜納昌春君）　金城　勉君。
○金城　　勉君　そういった柔軟な対応がやっぱり広
く使われるようになればというふうに思います。
　それともう一つ、委託のあり方についてですけれど
も、９月議会でもお願い申し上げたんですけれども、
11市についてはそれぞれで事業を実施しているんで
すけれども、町村においては、県が委託事業で４カ所
にその拠点を設けて実施しているんですね。
　今の部長の答弁では、引き続きそういう窓口で丁寧
にやっていきたいということですけれども、やはり現
場の声を聞きますと身近に、近いところに相談の窓口

が欲しいと。前にも言ったように、要するに困窮世帯
というのは、もうきょう食べる物がどうなのかという
そういうせっぱ詰まった方々が多いですから、まして
交通費を捻出してそういう離れた遠いところに行かざ
るを得ないということになるとちゅうちょもするし、
また具体的にそういう金銭の工面も必要になってく
る。ですから、そういう意味でも私が聞く範囲内でも
町村としては独自にその事業を実施したいという声が
寄せられているんですよ。ですから、そういう希望す
る町村については、町村にあるいはまた町村の社協に
委託をするというようなことがぜひ必要だと思うんで
すけれどもいかがですか。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　この制度につ
きましては、やはりこの支援者をいかにこの支援機関
につないでいくかということが重要と考えておりま
す。
　県としてこれまで町村の各種窓口、そして地域住民
の身近な相談窓口であります市町村社協といろいろと
連絡会議等通して意見交換してまいりまして、その社
協等におきましては、この一時相談の窓口としての機
能、それから県の実施する自立相談支援事業につなぐ
役割を担っていただきたいと、そういうことで連携を
図ってきたというのが現状でございます。
　やはり県として30カ所の町村の地域を所管してい
るということもございまして、当該、希望されるとこ
ろも含めてですけれども、この委託というのはなかな
か今のところ厳しいのかなと思っております。社協が
もともと持っているこの地域住民の福祉の窓口という
機能がございますので、これを発揮してやはり自分ら
の中で提供する、サービスの中でなかなか支援ができ
ないようなケースについてより専門的な県の事業につ
なぐということで専門的な自立支援を県の事業で担っ
ていくと。その場合にやはりなかなか窓口に、相談す
る場所が遠いとかということもいろいろと課題として
聞いておりますので、県のほうでは今巡回に少し力を
入れて取り組んでいるところでございますので、その
方向で何とかより身近で相談できる体制を引き続きい
ろんな形でできないか検討してまいりたいというふう
に考えております。
○議長（喜納昌春君）　金城　勉君。
○金城　　勉君　部長、ここがちょっと私の認識と違
うんですね。なぜそういう一番住民に身近な町村に委
託できないのか。あえて県で引き取ってそういう４カ
所の拠点、あるいはまたそれぞれの社協の窓口を通し
てつないでもらうとか、回りくどいですよ。やはり
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困っている人が身近にいれば、身近で相談し、そして
具体的な手を打つということが一番スピーディーで、
そしてまたきめ細やかなそういう支援事業の趣旨に
のっとった対策が打てるわけですよ。ですから、それ
を県がまとめて一括して委託してそこからまた各町村
にサービス提供をするというのは、回りくどいし、住
民サービスから非常にかけ離れてしまう。その事業の
趣旨からもやっぱり離れてしまう。
　ですから、どういう事情があるかわかりませんけれ
ども、これはぜひ考え方を変えていただきたい。やは
り一番困っているのは、その地域に住んで、そして地
域の方々と密接につながるというのはやはり市町村で
すから、今回町村ですから。そういうところがやはり
きめ細やかにスピーディーに困窮している方々へ、
ちゃんとかゆいところに手が届くぐらいのサービスを
提供するというのがこの事業の狙いですから、それを
県が囲い込んでやるというのはいかがなものかと思
う。これはどうですか知事。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　御指摘のとお
り、やはり身近なところで相談を受けるというのが非
常に望ましい形ということは、私も十分理解できま
す。実は、支援員の専門性といいますか、かなりいろ
んな形でこの相談業務を経験してきた方を配置すると
いうのが基本的な要件もございますので、このあたり
市町村社協におろしたときに、どこまでそういう体制
的にできるかというような課題もあろうかと思います
ので、この辺は少し町村社協とも意見交換をしてまい
りたいなというふうに考えております。
○議長（喜納昌春君）　金城　勉君。
○金城　　勉君　部長、それは取り越し苦労ですよ。
ちゃんとそういう町村社協の皆さんだってそれなりの
キャリアを積んできているわけですから、この事業そ
んなに難しいことじゃないですよ。むしろ、いかにス
ピーディーにきめ細やかにそういう必要とする人たち
に対応するかというのが大事なことですから、特に専
門的な何かキャリアが必要ということではありません
よ。
　ですから、そこはぜひ町村の皆さんともしっかりも
う一度話し合いをして、新年度からはそういう体制が
とれるように、ぜひ検討していただきたいと。これは
また引き続き関心を持って見詰めていきたいと思いま
すから、よろしくお願いをいたします。
　次に、児童養護施設の退所者への支援策についてで
すけれども、部長答弁されたように、数々の支援策が
なされております。ただ、例えば就職支度金であると

か身元保証人対策事業であるとかそういうふうな形で
支援策がなされておりますけれども、使い勝手の面
で、もう一つ柔軟性が欲しいなという声があるんです
ね。例えば就職支度費については、これはアルバイト
や非正規の皆さん方にも適用されますか。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午後３時25分休憩
　　　午後３時25分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　児童養護施設
の退所であればアルバイトも含めて含まれると、対象
になるということでございます。
○議長（喜納昌春君）　金城　勉君。
○金城　　勉君　大丈夫……。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午後３時26分休憩
　　　午後３時26分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　済みません。
訂正いたします。
　アルバイトはやはり含まれてなくて、きちっとした
就職ということのようでございます。
○議長（喜納昌春君）　金城　勉君。
○金城　　勉君　そうなんです。だから、これは就職
支度費が設定されているんですけれども、対象になる
のは本採用になった人にしか支度費は支給されないん
ですね。アルバイトとか非正規とかは対象外なんです
よ。今の時代状況というのは御存じのように、いきな
り退所して本採用というのは、なかなか実態としては
少ないと思いますよ。むしろ数としては非正規やアル
バイトのほうが多いんじゃないかというふうに私は推
測するんですけれども、その辺の状況は把握されてい
ますか。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　全て把握して
いるわけじゃないんですが、やはり本県が非正規の割
合が全国一高いという状況を考えますと、やっぱり児
童養護施設の退所児童につきましても非正規が多いん
だろうなということは推測はできるという状況でござ
います。
○議長（喜納昌春君）　金城　勉君。
○金城　　勉君　それでその支度費については、その
アルバイトや非正規の就職についても適用するという
ようなそういう柔軟な対応は可能ですか。
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○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　これは全国的
な制度でございますので、このあたりはしっかりと
我々も九州各県いろんな主管課長会議、部局長会議ご
ざいますので、そこを通して制度の見直し、柔軟な運
用についての要望はしていきたいなというふうに考え
ております。
○議長（喜納昌春君）　金城　勉君。
○金城　　勉君　ここはぜひ速やかにその緩和措置を
とって、適用できるようにぜひ見直しをお願いしたい
と思います。
　それともう一つ、身元保証人の確保対策事業ですけ
れども、今、毎年のように20名前後の退所者がいる
んです。この人たちの身元保証人がほぼ４名ぐらい毎
年対象事業になっているんですけれども、これは実態
としてはどういう形で保証がなされているんですか、
保証人。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午後３時28分休憩
　　　午後３時29分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　この制度は、
保証期間が原則３年で、保証人がその施設長あるいは
児童相談所長ということになっております。
○議長（喜納昌春君）　金城　勉君。
○金城　　勉君　そうなんですよね。だから、施設長
が３年間の区切りをつけて保証人になっているんです
けれども、問題が起こったときには施設長個人にか
かってくるんですよ。ですから、そういうことの制度
であってはやはりいろんな不備が出てくるんじゃない
かと思うんですね。
　そういうことでやはり行政として、ちゃんと組織と
して対応する必要があるんではないかと、そういう形
をつくる必要があるんではないかと思うんですけれど
も、いかがですか。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　このあたりは
確かに御指摘のとおり課題かと思いますので、行政と
してどういうことができるかは検討してまいりたいな
というふうに考えております。
○議長（喜納昌春君）　金城　勉君。
○金城　　勉君　まだもうちょっと残っていたんです
けれども、10秒サービスします。ありがとうござい
ました。
○議長（喜納昌春君）　𠮷田勝廣君。

　　　〔𠮷田勝廣君登壇〕
○𠮷田　勝廣君　質問を行います。
　こういう状況で質問するのも非常に、なかなか大き
な壁にぶつかったときには、沖縄県民の心は一つに
なって対政府に当たったり、対アメリカ政府に当たっ
たりしたのが歴史的だと私は思っています。ですから
非常に残念だなと思っております。
　私の手元に歌が送られました。玉城さんは非常に歌
が上手ですけれども、私もちょっと歌わせてください
ね。政府ヌ族タヤ　名護街ユ荒ラチ　負キティ詫ビ知
ラン　牙ユ向キティ。わかりますか、これ。どうです
か、玉城さん、だめですか。御万人ヌ協力　美ラ自然
ユ守ティ　我シタ子孫ニ　夢ユ託サ。こういう歌を私
のほうに託されましたので、歌ってみて皆さんの判断
を受けたいと思います。
　質問いたします。
　もう一つ忘れました。今辺野古のゲート前ではいろ
んなことが行われております。島袋文子さんという
86歳の方が毎朝５時半に起きて、６時にはゲート前
で一生懸命頑張っている。そして、じじい、ばばあた
ちも一生懸命頑張って確実に若い人たちが一生懸命頑
張っている姿に、非常に今感動をしております。そう
いう意味で、これからの辺野古の行く末、これは非常
に関心を私も持っていますし、そして沖縄県民あるい
は恐らく日本の国民の皆さんも、あるいは世界の多く
の皆さんも、この辺野古の行く末に大きな関心を持っ
ておられると思います。そういう意味で、民主主義と
か民意とか、あるいは沖縄県民の心とか、そういうこ
とがこの辺野古の移設問題といいますか、新基地問題
といいますか、これに凝縮されているんじゃないかな
と思いつつ、質問いたします。
　知事の政治姿勢について。
　(1)、沖縄県民の民意は、時の政府や権力機構に
よって踏みにじられ、無視され続けた歴史がある。民
意を実現するには、どうすれば可能か。また、知事の
沖縄の歴史認識について伺いたい。
　(2)、辺野古のゲート前では、早朝６時から、工事
車両をとめるため、必死に抗議行動を――もう520日
超えましたかね――行っております。知事の見解を伺
いたい。
　２、基地問題について。
　在日米軍基地について。
　ア、基地名、所属部隊名、軍人・軍属の数につい
て。
　イ、主要な装備について。
　ウ、基地の使用協定について。
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　エ、人口比に占める米軍人・軍属の比率について。
　(2)、在沖米軍基地について。
　ア、海兵隊、空軍、海軍、陸軍の軍人・軍属の数に
ついて。
　イ、主要な装備について。
　ウ、基地の使用協定について。
　エ、人口比に占める米軍人・軍属の比率について。
　(3)、基地負担軽減・抑止力について。
　ア、１万9000人の海兵隊員と9000人の海兵隊の家
族が配置されているか伺う。
　イ、海兵隊員の６カ月間ローテーションについて。
　ウ、イラク戦争時における在沖米軍の実態につい
て。
　エ、海兵隊員の年齢構成について。
　オ、嘉手納空軍基地に飛来した外来機及び暫定配備
した機種及び部隊名を伺う。
　カ、ホワイト・ビーチに寄港した原子力潜水艦名と
滞在日数及びその他の艦船名を伺います。
　(4)、安倍首相が前知事と約束した５年以内の運用
停止の実現に向けて、どのような対策があるか伺いま
す。
　(5)、基地返還について。
　大田元知事は、基地アクションプログラムを作成
し、基地返還に向けてのプロセスを示したが、県政に
おいても、開発可能性がある基地等については、市町
村等と連携して、基地返還に向けての積極的な施策を
講じる必要があると考えるが、所見を伺います。
　３、辺野古ゲート前における警備について。
　(1)、東京警視庁の機動隊員が派遣され、高級リ
ゾートホテルに宿泊しているが、その法的根拠と費用
の負担について明らかにされたい。
　(2)、警視庁機動隊員の所属隊、隊員の教育、訓練
の内容等について、明らかにされたい。
　(3)、県警と警視庁機動隊との現場における指揮、
命令はどのように行っているのか、明らかにされた
い。
　(4)、随所で過剰警備、特に警視庁派遣の機動隊員
の乱暴な言動が見られるが、公安委員会の意見を聞き
たい。
　(5)、最近の警備は、カメラマン等狙い撃ちして拘
束し、おりの中――これ臨時収監所と言っていいで
しょう――に閉じ込めているが、法的根拠を明らかに
されたい。
　４、教育・防災について。
　多くの小中学校が海岸線に隣接して建設されている
が、津波等に対する対策はどうなっているか伺いま

す。
　(2)、国頭地区の学力テストの結果が県平均よりも
低いようであるが、その原因と対策を伺う。
　(3)、さくら寮の運営補助要請について伺います。
　(4)、いじめ防止に有効な対策について伺います。
　(5)、ラジオの電波が遮断されているトンネルの数
と対策について伺います。
　５、福祉・医療について。
　(1)、有料老人ホーム等施設は、一月に10万から16
万円の施設利用費がかかり、低所得者には大きな負担
があります。市町村等と連携し、低所得者が利用でき
る老人ホーム等の建設が急務と考えますが、所見を伺
います。
　(2)、重粒子線治療施設について。
　ア、これまでの調査、検討状況について。
　課題と問題点について。
　運営の主体と今後の方向性について。
　エ、他の重粒子線治療施設との競合について説明さ
れたい。
　(3)、北部病院では、１対10看護のため、看護師の
応募が少なく、定着率が悪いとのことである。早期に
１対７看護体制が必要と考えるが、所見を伺います。
　６、移民資料歴史館（仮称）の建設について。
　当山久三氏が海外雄飛を目指し、1900年にハワイ
へ上陸、移民してからことしで115年。海外で活躍す
る県系人は40万人余と言われております。移民して
から115年。歴史を学び、継承することは重要であり
ます。しかし、残念なことに、115年の歴史を検証す
る施設はありません。ブラジル、ボリビア、ハワイ等
は、移民資料館があります。県においても、第６回世
界ウチナーンチュ大会を迎え、移民資料館建設に向け
ての方向性を示すべき時期だと考えますが、所見を伺
います。
　我が会派の代表質問との関連についてはありませ
ん。
　よろしくお願いいたします。
○議長（喜納昌春君）　翁長知事。
　　　〔知事　翁長雄志君登壇〕
○知事（翁長雄志君）　𠮷田勝廣議員の御質問にお答
えいたします。
　知事の政治姿勢についてに関する御質問の中の、民
意の実現と歴史認識についてお答えをいたします。
　琉球から沖縄への歴史は、薩摩藩の侵攻、琉球処
分、沖縄戦、サンフランシスコ講和条約による米軍統
治等、苦難の連続でありました。最近でも、東京要請
行動における建白書や辺野古新基地建設問題において
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示してきた沖縄県民の民意は、政府によってないがし
ろにされてきました。私は、沖縄の課題解決を図るた
めには、日本政府への要請はもとより、マスメディア
やＮＧＯ等に広く沖縄の現状をお伝えすることによっ
て、国内外の世論の喚起を促すことが重要であると考
えております。
　あとは副知事、部局長から答弁させていただきま
す。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
　　　〔知事公室長　町田　優君登壇〕
○知事公室長（町田　優君）　知事の政治姿勢につい
ての御質問の中で、辺野古ゲート前における抗議活動
についてお答えします。
　県は、あらゆる手法を用いて辺野古に新基地はつく
らせないということを県政運営の柱にしております。
ゲート前に集まった多くの方々の行動も、県と同様、
辺野古に新基地はつくらせないという強い思いのあら
われであると理解しております。
　次に、基地問題についての御質問の中で、沖縄を除
く在日米軍施設名、主な装備等についてお答えしま
す。２の(1)アから２の(1)エまでは関連しますので、
一括してお答えします。
　在沖を含む在日米軍人の数については、平成26年
９月時点で約４万9500人となっており、これは、同
時期の日本の推計人口約１億2709万人の約0.04％に
相当します。
　米軍の施設名等について、空軍が管理する施設とし
ては、横田飛行場や三沢飛行場などがあります。横田
飛行場には、在日米軍司令部や第５空軍司令部などが
あり、主要な装備としてＣ130輸送機などが配備され
ています。三沢飛行場には、空軍第35戦闘航空団が
あり、主要な装備としてＦ16戦闘機などが配備され
ています。海軍が管理する施設としては、横須賀海軍
施設や佐世保海軍施設などがあります。横須賀海軍施
設には、在日米海軍司令部などがあり、主要な装備と
して空母、巡洋艦などが配備されています。佐世保海
軍施設には、佐世保艦隊基地隊があり、主要な装備と
して揚陸艦などが配備されています。海兵隊が管理す
る施設としては、岩国飛行場などがあります。同飛行
場には、海兵隊第12海兵航空群があり、主要な装備
としてＦＡ18戦闘機やＫＣ130空中給油機などが配
備されています。陸軍が管理する施設としては、キャ
ンプ座間や車力通信所などがあります。キャンプ座間
には在日米陸軍司令部があり、車力通信所には、主要
な装備として、いわゆるＸバンド・レーダーが配備さ
れています。このほか、米軍が共同使用する自衛隊の

施設として、矢臼別演習場、富士演習場、小松飛行
場、築城飛行場などがあります。
　基地使用協定の締結については、全国の米軍基地所
在都道府県に確認したところ、事例はないとのことで
す。なお、自治体と米軍が直接締結している協定とし
ては、災害時の相互支援に関するもの等があります。
　次に、同じく基地問題についての御質問の中で、在
沖米各軍の軍人・軍属数や主な装備等についてお答え
します。２の(2)アから２の(2)エまでは関連しますの
で、一括してお答えします。
　在沖各軍の軍人・軍属数については、平成23年６
月末時点、陸軍が軍人1547人、軍属326人、海軍が
軍人2159人、軍属1139人、空軍が軍人6772人、軍
属437人、海兵隊が軍人１万5365人、軍属92人と
なっており、その合計は２万7837人となっておりま
す。人口比に占める在沖米軍人・軍属の比率について
は、平成23年７月１日現在の沖縄県の推計人口139
万9300人と比較すると、沖縄県の人口の約２％に相
当します。
　使用協定については、県内では、事例はありません
が、自治体と米軍が直接締結している協定としては、
災害時の相互支援に関するもの等があります。
　米軍の主要な装備については、嘉手納飛行場には、
空軍のＦ15戦闘機やＫＣ135空中給油機、海軍のＰ
３Ｃ対潜哨戒機などが配備され、普天間飛行場には、
海兵隊のＣＨ53ヘリコプターやＭＶ22オスプレイな
どが配備されております。
　次に、在沖海兵隊員の人数についての御質問にお答
えします。
　政府によりますと、平成24年12月時点の海兵隊の
定員数は、約１万9000人とのことであります。ま
た、米軍によりますと、軍人等の人数については、平
成23年６月末時点で、軍人１万5365人、軍属92人、
家族8126人となっております。
　次に、同じく海兵隊のローテーションについての御
質問にお答えします。
　平成23年に政府から示された「在日米軍・海兵隊
の意義及び役割」によりますと、海兵隊の部隊展開計
画、いわゆるＵＤＰは、約６カ月のサイクルで３段階
の任務を行うものとしております。展開前期間では学
校教育や実動訓練を行い、展開期間では前方展開や演
習及び実任務、展開後期間では展開終了後の体制維
持、次の展開準備を行い、米本土、沖縄、洋上をロー
テーション異動しております。
　次に、同じくイラク戦争時における在沖米軍の実態
についてお答えします。
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　県は、イラク戦争時、在沖米海兵隊外交政策部か
ら、部隊展開プログラムの一部として沖縄に配置され
ている２つの歩兵部隊と飛行部隊がイラクに配備さ
れていることの説明を受けております。派遣の状況
については、平成16年２月に約3000人、８月には約
2200人との説明を受けましたが、在沖海兵隊は、作
戦保全及び運用上の理由から、明確な人数や期日を公
表できないとし、これ以上の情報はありません。ま
た、空軍については、約800人の要員がイラクを含む
中東地域や世界中のさまざまな場所に派遣されている
との説明を平成15年３月に受けております。
　次に、同じく海兵隊員の年齢構成についての御質問
にお答えします。
　在沖海兵隊の年齢構成については、現在、沖縄防衛
局に照会中であり、現時点では承知しておりません。
　次に、同じく嘉手納飛行場に飛来した外来機等につ
いての御質問にお答えします。
　沖縄防衛局が実施した嘉手納飛行場における航空機
の運用実態調査によると、外来機と考えられる航空機
として、Ｆ16やＦＡ18等の戦闘機、ＫＣ130等空中
給油機、ＵＣ35等輸送機、Ｅ３等偵察機、ＡＨ１等
回転翼機等が確認されております。また、米側から通
知があった外来機としては、バージニア州ラングレー
基地所属第１戦闘航空団及び州空軍第192戦闘航空団
等のＦ22Ａ戦闘機や、ウィスコンシン州第115戦闘
航空団、オクラホマ州第125遠征戦闘中隊、バーモン
ト州第158戦闘航空団の州空軍Ｆ16戦闘機が配備さ
れております。
　次に、同じく原子力潜水艦等のホワイト・ビーチ地
区への寄港についての御質問にお答えします。
　ホワイト・ビーチ地区には、ハンプトンを初めとす
るロサンゼルス級原子力潜水艦と、ハワイ、ノースカ
ロライナのバージニア級原子力潜水艦が、過去３年
間で計73回、補給・維持などを目的に寄港しており
ます。滞在日数については、ルイヴィルが平成27年
１月６日から３日間、ハンプトンが同年５月７日から
３日間停泊したことがあり、それ以外の原子力潜水艦
は、入港日の同日に出港しております。また、ホワイ
ト・ビーチ地区に寄港するその他の艦船としては、佐
世保基地所属の強襲揚陸艦ボノムリシャールなどがあ
るほか、共同使用により海上自衛隊の船舶も寄港して
おります。
　次に、同じく５年以内運用停止の実現についての御
質問にお答えします。
　県は、辺野古移設の進捗にかかわらず、５年以内運
用停止等を実現するよう求めてきたところでありま

す。去る８月から９月にかけて行われた政府との集中
協議においても、５年以内運用停止の取り組み状況に
ついて説明を求めたところでありますが、政府からは
具体的な言及はありませんでした。
　県としましては、５年以内運用停止を実現するため
には、具体的な作業スケジュールをまずは政府におい
て示す必要があると考えており、今後開催される政府
との協議の中で、工程表の作成を求めてまいりたいと
考えております。
　次に、同じく基地アクションプログラムについての
御質問にお答えします。
　沖縄21世紀ビジョンにおいては、「基地のない平
和で豊かな沖縄をあるべき県土の姿としながら、基地
の整理縮小を進める」こととしております。その実現
のため、既に合意されたＳＡＣＯ及び再編に基づく統
合計画で示された基地の整理縮小を着実に進める必要
があり、日米両政府に強く求めてきたところでありま
す。
　御質問の基地アクションプログラムを含め、具体的
な基地の整理縮小に向けて、さまざまな施策を研究し
ていきたいと考えております。
　次に、移民資料歴史館の建設についてお答えしま
す。
　県としましては、100年余にわたる移民の歴史を後
世に継承し、先人の労苦をたたえることは重要だと考
えております。ことしＪＩＣＡ横浜にある海外移住
資料館や兵庫県の神戸市立海外移住と文化の交流セン
ターへ職員を視察に派遣し、意見交換を行ったところ
であります。その際、どの施設においても予算的に厳
しい状況にあることが伺え、維持管理に課題があるこ
とが明らかになりました。
　移民資料歴史館につきましては、今回の視察・調査
結果を勘案し、実現可能性を含めどのような方策があ
るか、今後検討してまいりたいと考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
　　　〔警察本部長　加藤達也君登壇〕
○警察本部長（加藤達也君）　辺野古ゲート前警備に
関する御質問の中で、警視庁機動隊が派遣されている
法的根拠と費用負担についてお答えいたします。
　警視庁機動隊が派遣されている法的根拠につきまし
ては、警察法第60条となります。また、派遣されて
いる警視庁の警察官に係る費用につきましては、旅費
等の派遣に伴い必要となる経費については国が、給与
等身分に直接付随する経費については東京都が、それ
ぞれ負担することになります。
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　次に、警視庁機動隊員の所属隊、隊員への教育、訓
練内容等についてお答えいたします。
　現在、キャンプ・シュワブ前で警備に当たっている
のは、警視庁第９機動隊の警察官であります。隊員の
教育・訓練の内容等については、警視庁において行わ
れているものであり、お答えする立場にありません
が、平素から適切に行われているものと承知しており
ます。なお、県警察においては、個人の生命、身体、
財産の保護と公共の福祉の維持という警察の責務に照
らし、抗議行動を行っている方の安全確保、抗議行動
を行っている方と工事関係者の安全確保、国道上の一
般交通を含む安全の確保などの観点から法令にのっ
とって適切な措置を講じるよう指導を行っているとこ
ろであります。
　次に、現場における指揮、命令についてお答えいた
します。
　派遣されている警視庁の警察官は、派遣先である県
警察の指揮のもとで警備に当たっているところであり
ます。
　次に、カメラマン等への対応についての法的根拠に
ついてお答えいたします。
　県警察としましては、キャンプ・シュワブ前におけ
る抗議行動に対しては、それが適法・適正に行われて
いる限り、関与するものではありませんが、連日、工
事関係車両の入域時を中心に抗議行動参加者による
ゲート前の道路を占拠して車両の通行を妨害する形で
の座り込み行為や寝転び行為、車道に飛び出しての車
両の前への立ち塞がり行為や車両の下への潜り込み行
為といった危険かつ違法な抗議行動が行われておりま
す。
　県警察としましては、これらの行動を行っている方
に対し、再三の警告を行った上で違法状態を解消する
ため、警察法、警察官職務執行法、刑事訴訟法の関係
規定全体の趣旨を踏まえ、安全に最大限配慮した上
で、必要最小限度の範囲において安全な場所に移動す
るなどの措置を講じておりますが、その際、抗議行動
参加の映像撮影者や報道機関のカメラマンが違法状態
となっている場合には、同様の措置を講じているもの
であり、特定の者を狙い撃ちしているわけではありま
せん。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　公安委員会委員長。
　　　〔公安委員会委員長　與儀弘子さん登壇〕
○公安委員会委員長（與儀弘子さん）　𠮷田勝廣議員
の御質問にお答えをいたします。
　辺野古ゲート前警備に関する御質問の中で、警視庁

機動隊員の言動についてお答えをいたします。
　キャンプ・シュワブ前では、連日、抗議行動参加者
による道路上への座り込み行為や車道に飛び出しての
立ち塞がり行為などの危険かつ違法な抗議行動が行わ
れているため、県警察では、そのような行為に対し、
安全に最大限配慮した上で、法令に基づき適切な措置
を講じているものと承知をしているところでございま
す。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　教育長。
　　　〔教育長　諸見里　明君登壇〕
○教育長（諸見里　明君）　それでは、教育・防災に
ついての御質問の中で、小中学校における津波等の対
策についてお答えいたします。
　各学校では、平成25年に県教育委員会が策定した
児童生徒等の安全確保対策危機管理マニュアルを活用
し、学校独自のマニュアルに沿って、高台への避難行
動や円滑な誘導を含めた訓練を実施しております。
　県教育委員会としましては、教職員を対象とした学
校防災リーダー育成研修会を開催するとともに、児童
生徒等の危険回避能力を高めるため、今後とも発達段
階に応じた防災教育を推進してまいります。
　次に、国頭地区の小学校６年生の学力についてお答
えいたします。
　平成27年度全国学力・学習状況調査の結果におい
て、国頭地区については、県全体の平均正答率との差
はわずかであり、さらに、国語Ｂと算数Ａについては
全国平均を上回っていることから、全国水準に達して
いるものと捉えております。
　県教育委員会としましては、今後とも学校支援訪問
や教科の授業改善研修会等を充実させることで、児童
生徒一人一人が夢や目標に向かって着実に歩み続ける
ことができる体制づくりに努めてまいります。
　次に、さくら寮の運営補助要請についてお答えいた
します。
　さくら寮の運営につきましては、去る９月30日に
名護市県立高等学校北部合同寄宿舎運営協議会会長等
から、運営費補助金の増額や舎監の配置などの要請を
受けております。現在、運営協議会と意見交換を行っ
ているところであり、その財政状況や市町村の負担に
ついての調整状況を踏まえ、さくら寮の適切な運営を
図る観点から、必要な支援に努めてまいります。
　次に、いじめ防止の有効な対策についてお答えいた
します。
　いじめ問題については、｢いじめは絶対に許されな
い｣との認識を持ち、学校や地域を含めて社会総がか
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りで対峙することが重要です。そのためには、学校や
家庭、地域及び関係機関との連携が必要で、地域人材
として教職員ＯＢの活用も有効だと考えます。
　県教育委員会としましては、今後とも教職員の指導
力の向上を図り、各学校で策定したいじめ防止基本方
針が適切に運用されるよう支援体制の充実に努めてま
いります。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
　　　〔土木建築部長　末吉幸満君登壇〕
○土木建築部長（末吉幸満君）　教育・防災について
の御質問の中の、トンネルのラジオ電波受信等につい
てお答えします。
　県内の道路トンネルは、国管理13カ所、西日本高
速道路株式会社管理１カ所、県管理17カ所、市町村
管理５カ所、合計で36カ所あります。現地調査の結
果、そのうち23カ所のトンネルでラジオ電波が届か
ず受信できないことを確認しております。
　トンネル内でラジオ電波を受信できるようにするた
めには、ラジオ再放送設備を設置する必要があります
が、その設置は、道路トンネル非常用施設設置基準に
規定されており、トンネル延長や交通量で判断され
ます。ラジオ電波が受信できない23カ所のトンネル
は、交通量が少ないこと等から基準に適合してないた
め、ラジオ再放送設備は設置しておりません。ラジオ
電波が受信可能な13カ所のうち、８カ所はラジオ再
放送設備を設置しており、残り５カ所はトンネル延長
が短いため受信可能となっております。なお、ラジオ
再放送設備の設置費用は、延長1424メートルの国道
506号豊見城トンネルにおいて、約9600万円を要し
たと聞いております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
　　　〔子ども生活福祉部長　金城　武君登壇〕
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　それでは、福
祉・医療についての御質問の中で、低所得者が利用で
きる老人ホームについてお答えをいたします。
　運営費の一部を補助することにより、無料または低
額な料金で利用できる軽費老人ホームが県内に９施設
設置され、平成27年３月時点で433人が入所してお
ります。また、特別養護老人ホームや養護老人ホーム
においても、入所者等の所得に応じた利用料の設定と
なっており、低所得者については、費用負担の軽減が
図られております。
　県としましては、沖縄県高齢者保健福祉計画に基づ
き、市町村と連携し、平成29年度末までに、特別養

護老人ホーム等1074床の増床整備に取り組んでまい
ります。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
　　　〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕
○企画部長（謝花喜一郎君）　福祉・医療についての
御質問の中の、重粒子線治療施設の課題等についてお
答えいたします。５の(2)アから５の(2)ウまでは関連
いたしますので、一括して答弁させていただきます。
　重粒子線治療施設については、平成24年度の基礎
調査で洗い出された課題等を踏まえ、平成25年度及
び平成26年度の調査検討において、公設民営の事業
スキームや国際医療拠点における施設の位置づけ等の
整理を行ってきたところです。一方、これまでの調査
検討において、集患のあり方を含めた安定的な運営の
見通しや高額な治療費等が課題となっていることか
ら、今年度も、引き続き有識者等で構成する検討委員
会を設置し、慎重に調査検討を行っているところで
す。また、運営主体のあり方についても引き続き検討
を行っているところです。今年度末をめどに検討結果
を取りまとめ、施設導入の可否を含めた事業の方向性
を示していきたいと考えております。
　次に、ほかの重粒子線治療施設との競合についてお
答えいたします。
　現在、国内で稼働中の重粒子線治療施設は４施設、
整備中の施設は３施設となっております。国内におけ
る重粒子線治療の実績は年々増加傾向にあり、今後
も、高齢化の進展に伴いがん患者は増加すると予想さ
れております。一方、離島県である本県においては、
集患のあり方を含めた安定的な施設運営の見通しが課
題となっております。これらを踏まえ、本県の施設に
おいて見込まれる患者数等について、詳細な検討を
行っているところです。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　病院事業局長。
　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕
○病院事業局長（伊江朝次君）　福祉・医療について
の御質問の中で、看護師確保対策としての県立北部病
院への７対１看護体制導入についてお答えいたしま
す。
　７対１看護体制については、手厚い看護による良質
な医療提供が期待できるとともに、看護師の労働環境
の改善によって、看護師の確保にも寄与するものと考
えております。しかしながら、県立病院の重要な課題
の一つである持続的な経営健全化という観点を踏まえ
ると、導入には慎重な検討が必要であります。現在、
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北部病院においては、導入に向けて病床機能の変更や
病床数の見直し、経営への影響等を含め、再度検討を
行っているところであります。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　𠮷田勝廣君。
○𠮷田　勝廣君　公室長、移民資料館ですが、これ
ちょうど僕が町長時代、つくろうとして県と相談した
んです。そうしたら、ＪＩＣＡに移民資料館をつくる
ので、県がつくったら我がほうがつくれないわけです
ね、極端に言うと。それで僕は島墾事業を活用して移
民資料館をつくろうと、そういう計画で世界、いわゆ
る南米、ハワイ、ロサンゼルス等の県人会と相談し
て、その資料を金武町に譲ることはできますかという
相談をしたら、沖縄県も移民資料館をつくるので沖縄
県のほうにこれは提供したいということだったんで
す。これ歴史を調べればすぐわかることだから調べて
ください。もしそうでなかったら、私たちはもう今完
成していますよ。僕はそこをずっと言い続けているわ
けです。県が絡んだんですよ、これ、ＪＩＣＡに。
ちょうどこれは、いわゆる文化会館、県の美術館・博
物館これと同時にＪＩＣＡにビルをつくって、ここに
移民資料館をつくろうと。それで、いろんな財政問題
があって、それは頓挫しましたけれども。その財源も
よく知っていますよ、僕は。そこをもう一度振り返っ
てみて、過去を振り返ってみて、よく検討してくださ
い。
　それから、重粒子の関係なんですが、僕も行きまし
た。今度は鹿児島なんか今陽子とか、静岡県のがんセ
ンターなんかも陽子治療しているわけですね。そうい
う中で、本当に競合という、離島県である沖縄が生産
性、僕は生産性抜きにしたらつくったほうがいいと思
います。けれども、その生産性を抜きにしてじゃどう
なんだろうかなということを、患者さんのことを考え
ればつくったほうがいい。だから、そこをその辺の内
容とそれからちょっと公室長、先ほどの話。それをわ
かっていたら答弁できますか、過去の歴史を。
○議長（喜納昌春君）　𠮷田議員、一問一答でやって
いきましょうね。
○𠮷田　勝廣君　ごめんなさい、失礼しました。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
○知事公室長（町田　優君）　議員御指摘のとおり、
過去に現在のＪＩＣＡ沖縄の隣接地に建設する計画が
あったと存じております。平成５年度から平成８年度
までいろんな調査をした結果、最終的には、計画の見
直しに至ったということを承知しております。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　お答えいたします。
　まず、がんの患者数、沖縄県は死亡率、トップはが
んなんですけれども、がんの患者数、これ全国的に見
ましてもやっぱり増加傾向にあります。これは先ほど
答弁したとおりで、平成19年度から23年度までの５
年間で、全国で約21％、県内でも約19％ふえており
ます。10年後、平成32年には、全国で沖縄でも約３
割近くふえるだろうということが見込まれている。そ
ういった傾向があるわけですが、一方で、沖縄県、先
ほども答弁いたしました離島県であります。そういっ
た中において、これまでことしの秋までには方向性出
したいと言ったことを来年までと、来年度末までとい
うことで答弁しているわけですが、その一番大きな要
因としまして、国の先進医療会議におきます診療報酬
の改定の動きがございます。重粒子線のこの治療の保
険収載に関する発表が来年１月中ごろ、４月には改定
が行われるだろうということがございます。そういっ
たときに、この我々が見込んでおりました全国から、
他県から来ていただけるだろうと思われていたものの
数をもう一度精査する必要があるだろうと。これまで
の調査で100名から200名ぐらいというふうに見込ん
でいたわけですが、保険収載ができる、または保険収
載適用先進医療ＡからＢになるというような場合が出
た場合、果たして沖縄県に来られるかというようなこ
とがございます。先ほども答弁いたしましたように、
より詳細な調査を行わないと開設した暁にこの見込ま
れた患者が来ないということでは、大変問題がござい
ますので、我々そこを大変注意して調査を行っている
ところです。そのために、個別に各施設にアンケート
調査などを行ったり、また本土のほうともいろいろと
意見交換などを行ったりしているということです。こ
の辺につきましては、大変重要なポイントだというふ
うに理解しておりますので、丁寧に慎重に検討してい
きたいというふうに考えております。
○議長（喜納昌春君）　𠮷田勝廣君。
○𠮷田　勝廣君　慎重に本当に検討していただきたい
と思います。
　それから、公室長、移民資料館については、そうい
う経過があったということを踏まえて、やっぱりいろ
んなことをやったほうがいいと僕は思うんですよ。費
用対効果もいろいろあると思いますけれども、そこは
金武町もそういう意欲はいっぱい持っていますから、
その辺の費用の負担も我々もしようということをやっ
てきたわけです、これまでずっと。その辺もよく調査
をしていただきたいと思います。
　教育長、このさくら寮の運営補助、これ一番最初
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230万ぐらい補助をしていたんですけれども、現在
92万ぐらいに落ち込んでいると。そこの今度運営は
どうするかと、また新しく離島関係の宿舎が出てきま
した。それとの関連をどうするかとか、さまざまな問
題が出ていますので、ここは僕らが北部市町村会長の
ときに、さくら寮をつくったもんですから、思いがあ
るわけです。そのときの舎監をどうするかが大きな教
育長との話で、舎監はやってもらった。今度は補助金
をどうするかということがあって、基金も少なくなっ
ていますから。これは各市町村も応分の負担をすると
思います。そういう応分の負担をすると思いますの
で、そこの調整をぜひやっていただきたいと思いま
す。
○議長（喜納昌春君）　教育長。
○教育長（諸見里　明君）　さくら寮につきまして
は、議員がおっしゃるように、今運営協議会等とも意
見交換をやっているところです。運営協議会の中で
は、県教育委員会が今離島支援センターを建設したこ
とに鑑みまして、もっといろんな支援できないかとい
う要請がございます。この辺も承知しておりますの
で、今後どういうことが可能か、予算面も可能かどう
か、そういうのも含めて検討していきたいと思いま
す。
○議長（喜納昌春君）　𠮷田勝廣君。
○𠮷田　勝廣君　ぜひさくら寮、新しくできたわけ
じゃなくて10年の経過がありますから、それを踏ま
えて考えていただければなと思います。
　それから県警ですけれども、東京警視庁、これを今
第９と言っていましたね。前は第４だったと思いま
す。これ交代したんですか。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
○警察本部長（加藤達也君）　交代しております。
○議長（喜納昌春君）　𠮷田勝廣君。
○𠮷田　勝廣君　大体人数とか、その交代の時期とい
うのは誰が判断しますか、これ。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
○警察本部長（加藤達也君）　これは先方と調整して
決定しております。
○議長（喜納昌春君）　𠮷田勝廣君。
○𠮷田　勝廣君　これは公安委員会が絡むんですか、
絡まないんですか。それとも、本部長が調整すること
になるわけですか。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
○警察本部長（加藤達也君）　派遣そのものは公安委
員会が要請するということになっております。
○議長（喜納昌春君）　𠮷田勝廣君。

○𠮷田　勝廣君　そうすると、第４から第９にかわっ
たというのは、ある意味では、公安委員会が２回目も
要請したということになりますか。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
○警察本部長（加藤達也君）　これを何回目と呼ぶか
ということはございますけれども、要請については公
安委員会が行うものでございます。
○議長（喜納昌春君）　𠮷田勝廣君。
○𠮷田　勝廣君　１回調整すれば、それはもうずっと
永久に、永久というかその抗議行動が続く限り、これ
が継続されるということですか。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
○警察本部長（加藤達也君）　要請の範囲が及んでお
ればそういうことになります。
○議長（喜納昌春君）　𠮷田勝廣君。
○𠮷田　勝廣君　公安委員、要請の内容は、どういう
要請をしていますか、東京都に。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午後４時15分休憩
　　　午後４時15分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　公安委員会委員長。
○公安委員会委員長（與儀弘子さん）　再質問にお答
えをいたします。
　公安委員会では、キャンプ・シュワブ前での警備を
含め、県内のさまざまな警察事象に的確に対応するた
めに、必要があると認め、決裁を行ったものでござい
ます。
○議長（喜納昌春君）　𠮷田勝廣君。
○𠮷田　勝廣君　休憩。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午後４時16分休憩
　　　午後４時17分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　警察本部長。
○警察本部長（加藤達也君）　要請は一度行っており
ます。
○議長（喜納昌春君）　𠮷田勝廣君。
○𠮷田　勝廣君　だから、一度行えばそれが継続的に
なるんですかということは、答弁しにくいですか。一
度行えばそれでオーケー。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
○警察本部長（加藤達也君）　部隊は入れかわってお
りますけれども、要請は一度行っております。
○議長（喜納昌春君）　𠮷田勝廣君。
○𠮷田　勝廣君　いや、ちょっと、堂々めぐり……。
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一度行えばずっとこれが、辺野古の警備がずっと続く
までそれが続くんですかと。それ東京都は、自分で予
算出すわけですから、給料から。本当は自分の、ある
意味では公安という、警官は東京都の職員なんだよ
ね、基本的には。東京の治安を守って東京都民の安全
を守るのが第一義的だから、それを沖縄の公安委員会
がお願いしたから、辺野古のゲート前でのいろんな警
備について、これが永続的にされるんですかというこ
とを聞いているんですよ、さっきから。１回やればそ
のまま継続されるんですかと。答弁お願いします。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
○警察本部長（加藤達也君）　そこは先方との調整に
従って行うことになります。
○議長（喜納昌春君）　𠮷田勝廣君。
○𠮷田　勝廣君　回答が明白じゃないから、きょうは
これぐらいにしておきましょう。
　ただ、やっぱり東京の職員だから、ここに来て、国
が旅費は出すと、そして国が恐らく旅館費も出すで
しょう、旅費ですから。そうすると、その警察の、東
京の機動隊というのは、沖縄の歴史をわからない。そ
こに参加しているじじい、ばばあ、僕たち、そして若
い人たち。その訴えをなかなかわかってもらえない。
沖縄県警と全然違うんですよ、対応が。私はそのこと
を言っているわけ。だから、東京の機動隊には帰って
もらって、沖縄県警がやってくださいと。すると意思
疎通もできますよと。そうすると、いろんな向こう、
現場におけるさまざまな摩擦は解消されると、私はそ
う思っているんです。だから公安委員、公安委員長で
すかね、そのことをぜひ現場でまた見たらいいです
よ。私はそう思う。だから公安委員の皆さんも、ある
程度現場を見ていただきたいなと私は思いますけれど
も、いかがですか。
○議長（喜納昌春君）　公安委員会委員長。
○公安委員会委員長（與儀弘子さん）　再質問にお答
えをいたします。
　個々の警察官の言動についてまで、詳細を把握して
いるものではありませんので、御質問に直接お答えす
ることは困難でございますけれども、必要であれば現
場視察を行って把握をしていきたいと思います。
○議長（喜納昌春君）　𠮷田勝廣君。
○𠮷田　勝廣君　本来私も優しいんですよ。恐らくみ
んな優しいと思うんですよ、警察官も。やっぱり現場
はいろんな摩擦があって混乱する可能性がある。だか
ら、その混乱を抑える。要するに混乱させないように
するのが警察官だし、また向こうのリーダーなんで
す。だから、そのことを重々判断していただいて、こ

れからの運用を考えていただきたいなと、これ要望し
ておきます。
　休憩願います。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午後４時20分休憩
　　　午後４時20分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　𠮷田勝廣君。
○𠮷田　勝廣君　公室長、今の海兵隊、本当に、１万
9000名と言ったよね。よく言うでしょう、定員が。
その定員に達したことあるの、基本的に、沖縄県で。
○知事公室長（町田　優君）　何と何ですか。
○𠮷田　勝廣君　海兵隊の定員。１万9000名と定員
言ったでしょう、定員に達したことあるかというこ
と。（「達した」と呼ぶ者あり）　達したこと。僕の
発言が悪いか。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午後４時21分休憩
　　　午後４時21分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　知事公室長。
○知事公室長（町田　優君）　お答えします。
　先ほどもお答えしたように、定員は１万9000人な
んですけれども、直接に米軍に人数について確認しま
すと、例えば１万5000人であるとか、１万6000人で
あるとか、そういう数字になる場合が多いと承知して
おります。
○議長（喜納昌春君）　𠮷田勝廣君。
○𠮷田　勝廣君　僕は20年分調べた。各防衛白書も
全部調べた。その結果、在日海兵隊でさえ２万人に
なったことないのに、１万9000になったことないの
よ。これは何なのかと。そこをもう一度調べてちょう
だい。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午後４時22分休憩
　　　午後４時23分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　知事公室長。
○知事公室長（町田　優君）　お答えします。
　先ほども申し上げましたように、最近の人数で言
いますと、１万5000、１万4000、１万2000、１万
3000あるいは１万5000、そういう数字になっており
ます。昭和の時代までさかのぼりますと、２万1000
であるとか１万1000であるとか……
○𠮷田　勝廣君　そこまで言ってないよ。
○知事公室長（町田　優君）　……そういう数字もご
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ざいます。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　𠮷田勝廣君。
○𠮷田　勝廣君　ちょっと待ってください。
　一番最初はこれです、防衛白書、一番。（資料を掲
示）　これに在日米軍１万8000と書かれている。こ
れ我が国における主要な兵力概況、１万8000と書か
れている。在日米軍よ。今度は、同じようにこの防
衛白書。これアジア・太平洋地域における海兵隊の
数で、これは全体で２万4000名、アジア・太平洋地
域。その中で、日本には１万5870人。ミリタリーバ
ランスの2014年10月30日と書かれている。これ読ん
だことありますか、公室長。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
○知事公室長（町田　優君）　防衛白書につきまして
は、一応毎年の物を目を通すようにはしていますけれ
ども、その人数については記憶にはございません。
○𠮷田　勝廣君　休憩。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午後４時24分休憩
　　　午後４時24分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
○𠮷田　勝廣君　問題は、１万9000名が定員、そし
てよく基地の負担軽減というでしょう、5000名はど
こかに、あれはどこかにと。実際に住んでいるのは
１万3000名ぐらいでしょうと、定時住んでいるの
が。それはどういうことかと、そこを僕は問題にして
いるわけです、いつも。ワイ、公室長、なぜだと思い
ますか。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
○知事公室長（町田　優君）　政府の説明によります
と、１万9000は定員の数字であると、実員数につき
ましては、その時々において変化があるという説明を
受けております。
○議長（喜納昌春君）　𠮷田勝廣君。
○𠮷田　勝廣君　だから、僕が言っているのは、20
年調べたら１万3000名だ、実際住んでいるのは。だ
からこれはうそっぱちだよと言っているわけ。１万
9000って誰が決めたの、定員は。いつでも定員は
２万3000人もあるし２万5000、３万にもできるよ、
定員なんだから。しかし、アメリカの国防省も削減し
ているの。わかりますか、削減。海兵隊も空軍も陸軍
も削減しているわけ、世界からは。今、20万人体制
を17万人に見直していくわけ、海兵隊も。それを削
減しているのに、定員は沖縄だけが１万9000名堅持
しますと、そんなばかな話はないでしょう。どうです

か、公室長。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
○知事公室長（町田　優君）　おっしゃるとおり、定
員と実員の差、これについては、私どもも常にどうい
うことなのかということで、そういう観点から見てお
ります。したがいまして、今回の在沖米軍海兵隊の兵
力の削減で9000人減ると、それは定員について9000
人減るということで理解しておりまして、それでは実
員数ではどうなるのか、その辺はしっかり政府に対し
て説明を求めていきたいと考えております。
○議長（喜納昌春君）　𠮷田勝廣君。
○𠮷田　勝廣君　だから海兵隊の抑止力であるとか、
それから海兵隊の数の問題とか、これだめだよと、海
兵隊の抑止力なんていうのはこういうことで抑止力が
あるわけがないよということを我々証明したいわけ
だ。それで今、定員１万9000名のうち、5000名がど
こ、9000名がどこに行きますよと、これもうそっぱ
ちだよと証明したいわけだ。これを証明して初めて政
府に物が言えると。海兵隊の抑止力ないですよと、そ
こ。
　それで、もう一つ、ちょっともう時間がないからこ
うだけれども、例えばさっき沖縄に海兵隊が、軍人が
どれだけいるかということをちょっと調べました。ロ
シアが１万人のうち10人、軍人。そして中国16人、
台湾126名、沖縄179名、そして北朝鮮482名、韓国
135、アメリカでさえ48名。だからいかに沖縄が基
地負担になっているのか、過重なのかと、これから見
ても。そこをきちっと我々はアピールせんといかぬよ
と。それがあなたの仕事だと思う。たくさんあるんだ
けれども、もう言えないけれども、それに対して今後
そういう調査検討して、あらゆるアメリカの情報を的
確に把握して、世界とどう比較して、こういう沖縄の
基地がいかに負担なのかと、それが抑止力につながっ
てないよということを我々は明らかにせんといかぬで
しょう、公室長と知事に最後のお話を聞きたい。お願
いします。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
○知事公室長（町田　優君）　議員のおっしゃるとお
り、政府の発表については、私どももしっかり情報を
収集しながら、その内容について精査していかなけれ
ばいけないと考えております。
○議長（喜納昌春君）　翁長知事。
○知事（翁長雄志君）　今𠮷田議員の御説明を聞きま
して、日ごろいろんな数字を見るにつけ、大変疑問に
思っているのが大変整理をされてきているような感じ
もいたします。ですから、やはり海兵隊の抑止力の問
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題も含めて、こういった数字をしっかりと把握する中
で、政府にも、またワシントンＤＣなどに行くチャン
スがある場合でも、しっかりと議論ができるような把
握をしていきたいと思っております。
○𠮷田　勝廣君　終わります。
○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。
　　　〔儀間光秀君登壇〕
○儀間　光秀君　皆さん、こんにちは。
　維新の会の儀間光秀です。
　皆さんに一つ報告だけ申し上げて、通告に従い一般
質問を行いたいと思います。
　本日午後、議会事務局に会派名の変更届けをさせて
いただきました。維新の党から維新の会へときょうを
もって変更して、今後の議会活動を進めてまいります
ので、よろしくお願いしながら一般質問をしたいと思
います。
　１、総合交通体系計画についてでございます。
　沖縄県総合交通体系基本計画の中の、策定の背景、
計画の意義、計画の性格及び役割、計画の期間をまず
読み上げて質問をしてまいりたいと思います。
　「策定の背景」、「本県は、沖縄振興開発計画及び
沖縄振興計画の下、昭和57年、平成４年、平成14年
の３度にわたり、長期的な交通分野の将来像を示す総
合交通体系基本計画を策定し、陸・海・空の各交通施
設整備、交通ネットワークの拡充整備に取り組んでき
た。　今般、沖縄21世紀ビジョン（平成22年３月策
定）の実現に向け、その総合計画として“沖縄21世紀
ビジョン基本計画”が策定された。　今回、見直しを
行った沖縄県総合交通体系基本計画（以下「計画」
という。）は、“沖縄21世紀ビジョン基本計画”を上
位計画とし、そこで示された交通分野に関する基本政
策の具体的な構想を示すことで、“沖縄21世紀ビジョ
ン”の実現に寄与することを目的として策定したもの
である。」
　「計画の意義」、「海洋島しょ県である沖縄にとっ
て、日本本土及びアジア・太平洋地域等との交流、県
内各地の文化や人々の交流、地域の均衡ある発展、離
島の定住条件の整備という観点を考慮した場合、交
通体系は県民生活及び経済を支える重要な生命線で
ある。また、交通体系の整備は沖縄の自然的、地理
的、歴史的、社会的特殊事情に起因する不利性を克服
し、他方で時代潮流を踏まえた優位性を増大させるこ
とにつながり、同時にそれは沖縄21世紀ビジョンに
掲げた将来像を実現するための前提となるものであ
る。　沖縄が抱える様々な課題を解決し、沖縄21世
紀ビジョンに掲げた将来像を実現するためには、交通

体系に関する基本計画を定め、交通施策を総合的、体
系的に展開していくことが重要であり、ここに県民と
ともに計画を策定する意義がある。」
　「計画の性格及び役割」、「計画は、本県の交通政
策に関する総合的な基本計画であって、沖縄21世紀
ビジョンで示された県民が描く将来像及びそれを実
現するために策定された“沖縄21世紀ビジョン基本計
画”に示された基本方向及び基本施策などを踏まえ、
本県における交通政策の「基本方向」や「基本施策」
などを明らかにしたものである。　また、計画は、沖
縄県における交通政策の基本となるものであり、沖縄
の総合交通体系のビジョンとして、今後各方面で交通
施策を推進する際の指針となるものである。　した
がって、市町村が独自の交通基本計画等を策定する際
の指針となるほか、県民をはじめ企業、団体、ＮＰＯ
等などの、各主体の自発的な活動の指針となるもので
もあり、計画に包含された施策は、関係行政機関だけ
ではなく県民及び民間なども含めた関係者全員が協働
して取り組むことが重要である。」
　「計画の期間」、「沖縄21世紀ビジョンが2030 年
（平成42年）を目途とする将来像を定めた構想であ
ること、“沖縄21世紀ビジョン基本計画”が平成24年
度からスタートすること、交通関連の施策の中には検
討を始めてから実現するまでに10 年以上の期間を要
するものがあることなどを踏まえ、計画の期間は、平
成24年度から平成43年度までの20年間とする。」と
あります。
　そこで質問いたします。
　(1)、交通の現状と課題について伺う。
　(2)、自動車保有車両数の推移について伺う。
　(3)、主要道路（中南部）の交通量について伺う。
　(4)、交通渋滞による経済損失について伺う。
　(5)、主要道路（中南部）の今後の計画と完成時期
について伺う。
　２、観光入域客1000万人達成に向け交通渋滞対策
として高速船導入について伺う。
　(1)、平成９年から平成11年度まで運航していた超
高速旅客船ジェットフォイル「マーリン」について伺
う。
　(2)、那覇空港拡張に伴い港湾整備を行い、那覇か
ら宜野湾、北谷、恩納、名護、本部を結ぶ、高速船を
導入した新たな公共交通システムの導入について伺
う。
　３、少年非行の現状について伺う。
　平成25年以降の検挙・補導人員について伺いま
す。
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○議長（喜納昌春君）　翁長知事。
　　　〔知事　翁長雄志君登壇〕
○知事（翁長雄志君）　儀間光秀議員の御質問にお答
えをいたします。
　総合交通体系計画についてに関する御質問の中の、
交通の現状と課題についてお答えをいたします。
　国内で唯一鉄道のない沖縄県では、急激な自動車利
用の拡大とバス利用者の減少により、極めて高い自動
車依存型社会が形成され、交通渋滞が日常化しており
ます。交通渋滞の緩和には、道路網の整備に加え、自
家用車から公共交通利用への転換が重要であり、体系
的な公共交通ネットワークの構築が課題となっており
ます。
　その他の御質問につきましては、副知事、部局長か
ら答弁をさせていただきます。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
　　　〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕
○企画部長（謝花喜一郎君）　総合交通体系計画につ
いての御質問の中の、自動車保有車両数の推移につい
てお答えいたします。
　県内の自動車保有車両数は、復帰直後の昭和47年
度の約18万台から年々増加を続け、平成元年度には
約58万台、平成26年度には約107万台と復帰から42
年間で約６倍に増加しております。
　次に、観光入域客1000万人達成に向け交通渋滞対
策として高速船導入について伺うという趣旨の御質問
の中の、超高速旅客船マーリンについてお答えいたし
ます。
　超高速旅客船マーリンは、第三セクターの沖縄マリ
ンジェット観光株式会社において、平成９年７月か
ら、那覇―本部、伊江島間を、夏場は１日３往復、冬
場は２往復の運航をしておりました。しかしながら、
当初の需要見込みと実績において大きな開きがあった
ことから、平成12年２月14日の運航を最後に事業を
廃止しております。
　次に、高速船による新たな公共交通システムについ
てお答えいたします。
　県は、交通渋滞対策として、短中期的には国道58
号を中心とする那覇市から沖縄市までの区間に、定時
速達性が高く多頻度で運行する基幹バスシステムの導
入に向け、関係市町村、バス事業者、交通管理者等と
連携して取り組んでおります。また、中長期的には鉄
軌道を含む新たな公共交通システムの導入に取り組む
こととしております。
　現時点では交通渋滞対策として、高速船の活用は予
定しておりません。

　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
　　　〔土木建築部長　末吉幸満君登壇〕
○土木建築部長（末吉幸満君）　総合交通体系計画に
ついての御質問の中の、沖縄本島中南部の主要道路の
交通量についてお答えします。
　本島中南部における主要道路の交通量については、
平成22年度の道路交通センサスによる調査結果か
ら、国道58号については那覇市内で約７万5000台、
浦添市内で約７万3000台、宜野湾市内で約６万7000
台となっております。また、国道330号では那覇市内
で約４万5000台、浦添市内で約９万6000台、宜野湾
市内で約４万1000台となっております。
　次に、交通渋滞による経済損失についてお答えしま
す。
　国土交通省の平成18年度公表資料によれば、全国
の渋滞による損失は年間12兆円に上り、１人当たり
年間30時間の時間損失となっております。これをも
とに渋滞による沖縄県の経済損失を推計すると、損失
額は年間約1800億円、損失時間は１人当たり年間約
47時間となります。
　次に、沖縄本島中南部における主要道路の計画と完
成時期についてお答えします。
　本島中南部においては、計画車線数４車線以上の主
要道路、16路線の整備を行っているところでありま
す。そのうち、国の整備する道路では、沖縄西海岸道
路・豊見城道路が平成27年度、同糸満道路が平成28
年度の開通を予定し、国道329号与那原バイパス・南
風原バイパスが平成30年度に一部開通を予定してお
ります。
　県の整備する道路では、県道68号線が平成27年度
に完成、宜野湾北中城線が平成30年度に部分供用、
国道507号八重瀬道路及び豊見城中央線が平成33年
度に完成を予定しております。また、南部東道路につ
いては、平成30年代前半の暫定供用を目指し、鋭意
整備を推進しているところであります。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
　　　〔警察本部長　加藤達也君登壇〕
○警察本部長（加藤達也君）　少年非行の現状に関す
る御質問の中で、平成25年以降の検挙・補導人員に
ついてお答えいたします。
　平成25年中に県警察が検挙・補導した刑法犯少年
は1315人で、平成26年中は1173人となっておりま
す。また、平成27年10月末現在の検挙・補導人員は
780人で、前年同期に比べ132人、14.5％減少して
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おり、平成25年以降年々減少している状況にありま
す。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。
○儀間　光秀君　答弁ありがとうございました。
　上から順序よく行きたいと思います。
　自動車の保有車両数、26年末で107万台、前年度
と比べても右肩上がりで推移しております。年々車両
台数がふえて、この中南部の交通渋滞は本当に目に余
るものがあるような気がしてなりません。その中で交
通量もお聞かせいただきました。私も手元にいただい
た数でいいますと、この数でいくと平成11年と比較
して減っているんですよ、この数字からいくと。それ
が何が原因かというと、その22年当時何があったか
というと高速の無料化があって、一般道路を走る台数
が高速を使って中北部に行ったという数字が手元にあ
ります。
　部長、この高速の交通量の数字も教えていただけま
すか。平成11年と22年比較してどのぐらい差が出て
いるというんですか、その辺の数字をお願いします。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午後４時45分休憩
　　　午後４時45分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　土木建築部長。
○土木建築部長（末吉幸満君）　沖縄自動車道北中城
インターチェンジから沖縄南インターチェンジ間です
が、平成11年度が２万8910台、ちょっと場所違いま
すが北中城インターチェンジから喜舎場サービスイン
ターチェンジなんですけれども、これが７万2246台
です。さらに、西原インターチェンジから北中城イ
ンターチェンジ間が平成11年度が３万1304台、これ
に対し平成22年度が７万8471台です。さらに、那覇
インターチェンジから西原インターチェンジ間、平成
11年度が１万6135台、これに対しまして、平成22年
度が６万5751台という値となっております。
○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。
○儀間　光秀君　11年度を基本としたら22年度、３
倍から５倍ぐらいになっているんですね。やっぱりそ
の高速道路に行ったという車の台数が、一般道では
減っているという数字が顕著にこれあらわれていると
思います。
　それを踏まえて次の(5)番に飛ぶんですけれども、
過去の今まで行った県道主要道路の完成を見ている道
路なんですけれども、それをもってもまだ交通量が
減っていない。５年に１回交通量調査するということ

で、今恐らく27年度でやっている真っ最中とお聞き
しています。今後の主要道路、今答弁があったように
16幹線があって今はっきり明示、完成年度の数字が
出ているのが６路線なんですね、これでよろしいです
か。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
○土木建築部長（末吉幸満君）　先ほど答弁させてい
ただきましたように、近い将来で完成年度がはっきり
しているのが先ほどの６路線ということでございま
す。
○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。
○儀間　光秀君　そのほかは未定という認識でよろし
いですか。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
○土木建築部長（末吉幸満君）　未定といいますか、
例えば私ども先ほど平成27・28年度、ここ一、二年
先の道路というのはある程度の目安はついてございま
す。ただ、今やっているほかの道路につきましても、
これがずっと未定というわけではなくて、できれば平
成30年度の前半あたりぐらいにはやっぱり開通、供
用開始したいという気持ちはございます。
○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。
○儀間　光秀君　その中の一つの路線、前回の一般質
問でさせていただいたんですけれども、浦添港川線、
前回、20年後半という当初の目的から、前回の質問
で32年に延びたという答弁をいただきました。
　部長、鉄塔が３つあるとお聞きしています。その交
渉の進捗状況をお聞かせください。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
○土木建築部長（末吉幸満君）　電力鉄塔の移設時期
でございますが、平成31年度中を目指して沖縄電力
と今計画を進めているところでございます。31年度
でございます。
○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。
○儀間　光秀君　それが完了して交渉が終わって移
設して32年度の完成を目指すということですので、
ぜひこの32年を、そのときは何があるかというと、
那覇空港の第２滑走路の開港の年になると思います。
やっぱり交通渋滞が先ほどもお話があったように、
1800億ぐらいの損失があると。これ本当に県経済に
とって、これ平成18年ですかね、ということですの
で、恐らく今もっと大きな経済損失があると思いま
す。やっぱり交通網の整備が沖縄県の経済に与える影
響というのは大変なものがあると思いますので、しっ
かりこの年次計画に沿って達成していただきたいと思
います。
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　次に、(2)、那覇空港拡張に伴う新たな交通システ
ムの導入についてなんですけれども、交通渋滞の緩和
のための高速船導入は、部長考えていないというんで
すけれども、今この主要道路も含めて交通量がふえて
いる、あるいは計画している道路がある。冒頭にも述
べたように、21世紀ビジョンではそういう施策があ
る。この整合性を考えるときに、交通渋滞の対策とい
うのが一番大きな課題になってくると思うんですけれ
ども、交通政策の分野からいま一度答弁をお願いいた
します。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　お答えします。
　先ほど知事から答弁もございましたように、沖縄県
は鉄軌道もないという唯一の県でございまして、急激
な自家用車の利用とバス利用者の減少ということで交
通渋滞が日常化しているということです。これを解消
するためには、やはり我々としては自家用車から、自
動車から公共交通への転換が極めて重要だろうという
ことで、平成24年度から導入されました一括交付金
を活用しまして、バスレーンの延長などを見据えた低
床バスの導入ですとか、バスロケーションシステムの
導入、それからバス停のグレードアップ、そういった
ものを行い、またＯＫＩＣＡの導入などを行って、こ
とし２月からバスレーンの延長を行ったところでござ
います。これによりまして、これまで右肩下がりであ
りましたバス利用者の数もまた少し上がってきており
ます。こういったことをやることによって、これから
ますます高齢化社会になりますし、低炭素社会の実現
のためにも、我々は公共交通、自家用車から公共交通
へという施策を展開してまいりたいというふうに考え
ているところでございます。
○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。
○儀間　光秀君　1000万人の観光入域客を目標とす
る、滞在日数は何日間くらいですか、前田部長になる
と思うんですけれども。
○議長（喜納昌春君）　文化観光スポーツ部長。
○文化観光スポーツ部長（前田光幸君）　平成26年
度で3.84日でございました。
○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。
○儀間　光秀君　それは平成26年度ですか。将来の
目標の滞在日数ですね。
○議長（喜納昌春君）　文化観光スポーツ部長。
○文化観光スポーツ部長（前田光幸君）　平成33年
度で５日間でございます。
○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。
○儀間　光秀君　観光客が今の交通体系の中で、

1000万人来るあるいは４泊５日をしてもらい、1000
万人掛ける４泊となると4000万人、それを365日で
割ると何と11万人が日々県内にいるという、滞在し
ているということになるんですよ。11万と申します
と約浦添の人口の方々が滞在する。その中で観光行っ
たりあるいは買い物行ったりする。沖縄に、青い海を
見ながら空港におりてきて、車でレンタカーで出る、
最初のその印象が本当に交通渋滞でよろしいんでしょ
うかね。と申しますのは、観光客はやっぱり限られた
時間の中で旅行しに来ていますから、それもひとつ受
け入れる体制を県がしっかりそういうイメージも含め
てやらないといけないと思います。
　それで今私が提案する高速船の導入、この高速船の
導入もこの高速船でも観光インフラ、観光渋滞の緩和
にも役立つんじゃないかなと思います。こういった観
光客1000万人時代に向けて私の提言ということで、
60名ぐらいの経済界の方があらゆる観点からあらゆ
る指摘をしています。その中にもやっぱり交通渋滞の
緩和が一番のネックじゃないかなということを多くの
方々が提言して、また高速船の提言をする方もいま
す。そういった海上交通を活用するというのが今後の
沖縄の観光産業の課題になるかと思います。そういっ
た意味でこの高速船を宜野湾に着ける、北谷に着け
る、恩納村、名護、本部に着けるということは、これ
は観光客のみならず沖縄県民のあるいは通勤、通学あ
るいは北部地域からの航空へのアクセス、そういった
観点からも大きく県民にも寄与するような気がしてな
りません。そういった文化観光スポーツ部のロード
マップ、それにも海上交通という、検討するというの
が提案されているんですけれども、部長、今のお話を
聞いて、観光産業を背負う部署の部長としてどう思う
か、まず部長の見解もお聞きしたいなと思います。
○議長（喜納昌春君）　文化観光スポーツ部長。
○文化観光スポーツ部長（前田光幸君）　昨年度策定
しました沖縄観光推進ロードマップの策定過程におい
ては、例えば受け入れ体制の整備において、国や県、
市町村等々がインフラ整備含めてハード、ソフトいろ
んな整備をしなければならない。その交通ネットワー
クの整備において、庁内での検討を経て海上交通の検
討が記載されたという経緯がございます。県において
は、入域観光客数1000万人の達成に向けて、官民一
体で誘客活動やそれから受け入れ体制の整備を推進し
ておりまして、増加が見込まれる観光客の移動、交通
の利便性向上を図っていく必要があると思います。
　そのため、将来的に交通ネットワーク、交通網が総
合的、体系的に整備され、交通渋滞の緩和が図られる



−182−

ということは、観光振興の面からも重要であると考え
ております。
○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。
○儀間　光秀君　この総合交通体系基本計画の中に、
「本島観光拠点への観光客のニーズに合ったアクセス
交通網の構築」とございます。その中身をちょこっと
読ませていただきます。「沖縄のゲートウェイである
空港や港湾から本島の観光拠点までの行きやすさを向
上させるため、各交通手段の特性を活かし、観光客の
アクセス交通のニーズ（沖縄の“雰囲気、らしさ”を楽
しみつつも安全、安心、迅速に観光拠点に移動）を踏
まえたアクセス交通網の構築に資する取組を展開す
る。」とあるんですね。沖縄らしさって何ですか。
○議長（喜納昌春君）　沖縄らしさ……。
　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　お答えいたします。
　沖縄らしさというのは、やはり沖縄の青い海、それ
から南国特有の花や木にあふれたそういったところを
沖縄らしさというふうに考えております。
○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。
○儀間　光秀君　それから申しますと、やっぱり交通
渋滞の対策というのは一刻も早いものだと認識いたし
ます。
　そこで、この項目最後になるんですけれども、鉄軌
道を待っていられないと思うんですね。皆さん、今鉄
軌道を一生懸命尽力して開通に向けて頑張っている理
解はできます。それよりかは先にこういう交通アクセ
ス、公共交通システムの検討もするべきだと思うんで
すけれども、担当副知事である安慶田副知事がもう手
を挙げていますので、副知事よろしくお願いします。
○議長（喜納昌春君）　安慶田副知事。
○副知事（安慶田光男君）　お答え申し上げます。
　今、交通体系のほうから事業計画を聞かれたり、あ
るいは将来の沖縄の観光産業のあり方から交通網の整
備を聞かれたりしておられますが、正直申し上げまし
て、今企画部から答弁がありましたように、現時点に
おいては交通網の整備について海上のほうは明記され
ておりません。しかしこれから、先ほどから言ってお
りますように観光客1000万を超して、そしてまた今
まだはっきりはしませんが、北部にそれなりの娯楽施
設が入る可能性があるとなれば、やはりそういう意味
では、以前にも自民党の中川議員からもそういう質問
がありましたので、それも踏まえて私たちは検討して
いきたいということであります。今後、交通体系ある
いはまた今後の沖縄県の観光のあり方などを踏まえ
て、そういう体系のあり方、今後の交通網のあり方を

できる限り、今御指摘に基づいて関係部局と調整をし
て検討してまいりたいとそう考えております。
○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。
○儀間　光秀君　ぜひよろしくお願いいたします。
　次の項目、少年非行の現状についてなんですけれど
も、知事と教育長、県警本部長のもとに、私が那覇保
護観察所からいただいた資料が手元に届いておると思
います。ちょっと見解だけ伺いたいと思います。
　少年非行が沖縄は九州管内でトップなんですよ、そ
れも突出してですね。沖縄を担う子供たちの非行が余
りにも突出しているのに不安を感じながら、今まで御
尽力いただいた皆さんのさらなる御尽力を賜りたく、
ちょっと資料が手元にあると思うんですけれども、１
号観察、２号観察とありまして、それは保護観察です
ね。沖縄の問題飲酒、１号観察が39名、また中学生
の１号観察が38名、１号観察と申しますのは、家庭
裁判所で保護観察に付された少年、２号観察と申しま
すのは、少年院を仮退院になった少年のことを指しま
す。そういった意味で、那覇少年鑑別所の所長にお会
いしたときに、沖縄もとにかく再犯率も多いというこ
とですので、関係各部署あるいは鑑別所、保護観察所
あたりで協議会をつくったらどうかなと思うんですけ
れども。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　沖縄のこの少
年非行の厳しい現状というのは、確かに御指摘のとお
りかと思います。
　県におきましては、非行少年を含めたこの社会生活
を円滑に営む上で困難を有する子ども・若者に対する
支援を効果的に実施するということで、沖縄県子ど
も・若者支援地域協議会というのを設置しておりま
す。この協議会におきましては、知事部局、それから
教育庁、警察本部の関係課、それから法務省の那覇少
年鑑別所、それから那覇保護観察所も参加をしており
ます。そういう意味でこの協議会を活用して関係機
関、情報共有に努めながら青少年の健全育成に取り組
んでまいりたいというふうに考えております。
○議長（喜納昌春君）　儀間光秀君。
○儀間　光秀君　最後に一言、まだ今年度その協議会
が行われていないようです。ぜひ四半期に１回ぐらい
のペースでやっていただくよう要望いたしまして一般
質問を終わります。
　ありがとうございました。
○議長（喜納昌春君）　以上で本日の一般質問及び議
案に対する質疑を終わります。
　本日の日程はこれで全部終了いたしました。
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　次会は、明９日定刻より会議を開きます。
　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。
　　　午後５時３分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。

議 長
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平成 27 年
第 ８ 回 沖縄県議会（定例会）会議録（第６号）

平成27年12月９日（水曜日）午前10時３分開議

議　　事　　日　　程　第６号
平成27年12月９日（水曜日）

午前10時開議
第１　一般質問
第２　甲第１号議案から甲第４号議案まで及び乙第１号議案から乙第22号議案まで（質疑）	

本日の会議に付した事件
日程第１　一般質問
日程第２　甲第１号議案から甲第４号議案まで及び乙第１号議案から乙第22号議案まで
　　　　　　甲第１号議案　平成27年度沖縄県一般会計補正予算（第２号）
　　　　　　甲第２号議案　平成27年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計補正予算（第１号）
　　　　　　甲第３号議案　平成27年度沖縄県国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計補正予算（第１号）
　　　　　　甲第４号議案　平成27年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計補正予算（第１号）
　　　　　　乙第１号議案　沖縄県行政機関設置条例の一部を改正する条例
　　　　　　乙第２号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例
　　　　　　乙第３号議案　沖縄県税条例の一部を改正する条例
　　　　　　乙第４号議案　沖縄県産業廃棄物税条例の一部を改正する条例
　　　　　　乙第５号議案　沖縄県個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例
　　　　　　乙第６号議案　電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律施行条例を廃止する条例
　　　　　　乙第７号議案　沖縄県石油貯蔵施設周辺環境監視測定機器等整備基金条例
　　　　　　乙第８号議案　国家戦略特別区域限定保育士事業の実施に伴う関係条例の整備に関する条例
　　　　　　乙第９号議案　工事請負契約について
　　　　　　乙第10号議案　工事請負契約について
　　　　　　乙第11号議案　工事請負契約について
　　　　　　乙第12号議案　財産の取得について
　　　　　　乙第13号議案　損害賠償額の決定について
　　　　　　乙第14号議案　指定管理者の指定について
　　　　　　乙第15号議案　指定管理者の指定について
　　　　　　乙第16号議案　指定管理者の指定について
　　　　　　乙第17号議案　指定管理者の指定について
　　　　　　乙第18号議案　指定管理者の指定について	
　　　　　　乙第19号議案　指定管理者の指定について
　　　　　　乙第20号議案　指定管理者の指定について	
　　　　　　乙第21号議案　当せん金付証票の発売について
　　　　　　乙第22号議案　沖縄県教育委員会委員の任命について
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○議長（喜納昌春君）　これより本日の会議を開きま
す。
　日程に入ります前に報告いたします。
　昨日、知事から、お手元に配付いたしました議案７
件の提出がありました。
　次に、11月20日から12月４日までに受理いたしま
した請願１件及び陳情６件は、お手元に配付の請願及
び陳情文書表のとおりそれぞれ所管の常任委員会に付
託いたしました。
　その他の諸報告については、お手元に配付の文書に
より御了承願います。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔諸般の報告　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
○議長（喜納昌春君）　日程第１及び日程第２を一括
し、これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案か
ら甲第４号議案まで及び乙第１号議案から乙第22号
議案までを議題とし、質疑に入ります。
　質問及びただいま議題となっております議案に対す
る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。
　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　おはようございます。
　維新の会の當間盛夫でございます。
　議長、ちょっと休憩をお願いいたします。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午前10時５分休憩
　　　午前10時６分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
○當間　盛夫君　それでは、改めまして、質問に移ら
せていただきます。
　今、政府においては、強い経済ということでＧＤＰ
600兆円に向けてということで出しております。今、
約500兆円ですよね、それを100兆円上げていくとい
うそのことをうたってきているんですが、その中身的
には、賃金・物価上昇で約50兆円、実質ＧＤＰの増
加分ということで、これが約60兆円ということであ
ります。中身いろいろと議論ありますよ。子育てに向
けるとか、ＴＰＰによる輸出の増加だとか、訪日外国
人の消費の拡大とか、そういったもろもろあるんです
が、我々地方からすると結局東京オリンピックに向け
て、そのオリンピックの10兆円だとか、東京一極の
そのものはやっているんです。しかし、今いろいろと
我が県もその戦略特区でやる、いろんな形でやるんで

すけれども、でもその省庁にお願いに行くわけです、
その戦略特区するのに。その省庁が了解を出さないと
我々がその９カ所ですか、戦略特区に指定されている
のにみずからやりたいものを、じゃ、すんなり認めて
くれるかというとやっぱりそうではない。中央省庁の
やっぱりお墨つきがないとそれは進んでこないという
ところもあるというのも現実なんです。でも、我々は
この600兆円にかけて国はいろんな予算をやってくる
ということになってくると、これはやっぱり先取りす
べきだろうというふうにも考えます。
　まず質問なんですけれども、県内総生産の推移と４
次の沖縄振興計画の目標値がありましたが、その結果
について、まずお伺いをいたします。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　お答えいたします。
　まず、お断りさせていただきますけれども、１次振
から４次振計におきます県内総生産の見込みが実質値
でございますので、答弁の数値も実質値で統一させて
答弁させていただきたいと思います。
　県内総生産は、実質値で昭和47年度に6057億円で
ありましたものが、第１次沖縄振興開発計画、最終年
度の昭和56年度におきます１兆円程度の見込みに対
しまして、実績は１兆9841億円、第２次沖縄振興開
発計画、最終年度の平成３年度におきます２兆4000
億円の見込みに対しまして、実績は３兆1337億円、
第３次沖縄振興開発計画、最終年度の平成13年度に
おける４兆9000億円の見込みに対して、実績は３兆
5681億円、沖縄振興計画、最終年度の平成23年度に
おける４兆5000億円の見込みに対しまして、実績は
３兆9377億円となってございます。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　今ありましたように、１次振計、
１兆円程度の見込みという、見込みといってもやっぱ
りこの分での目標値だとかいろんな立ててのものです
ので、やっぱり目標値だと思うんですね。それをいか
にクリアするかということで予算づけをしてきたはず
でしょうから、それからしたら、１次振計、２次振計
は、その達成をしていると、ＧＤＰ県内のそのものは
ですね。しかし、３次振計になってくると４兆9000
億の見込みが結果的に３兆7000億でしかないと。４
次振計、仲井眞さんのときにおいても４兆9000億、
ちょっと見込みが高かったなということでハードル
を下げるんですよ。４兆5000億にするんですけれど

副 参 事 兼
課 長 補 佐

主 幹
主 査

勝　連　盛　博　君
中　村　　　守　君
川　端　七　生　君
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も、でも実質は３兆9000億しかないという、その未
達が出てくるんです。その未達の、部長、原因的なも
の、この３次、４次の原因的なものはどういうものが
あるというお考えでしょうか。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　いろいろあると思いま
すけれども、この３次振計の見込みというのは、やは
りちょっと高目だったということで、今、議員からも
ございました４次振計はこれちょっと低目にしたわけ
ですが、ちょうどこの時期にバブル経済の崩壊後とい
うことで、長期にわたって日本経済が低迷期にあった
とか、そういったものがあったかと思っています。
　またちょっと我々も４次振計のお話しさせていただ
ければ、４兆5000億と見込んだものが実績は先ほど
答弁しましたように３兆9377億円、達成率が87.5％
でございます。これをこの産業ごとに見ますと、産
業分類、第１次産業が900億円の見込みでございま
す。それが606億円ということで達成率が67.3％、第
２次産業が7200億円の見込みに対しまして、実績は
5159億円と、これも達成率が71.7％と、第３次産業
が３兆6900億円の見込みに対して、実績は３兆3539
億円、90.9％ということでございました。こういっ
たことから、各産業ごとに見込みが少なかったという
のは、やはり先ほど答弁いたしましたように、バブル
崩壊後の経済低迷というのもございますけれども、沖
縄県はそういったものを踏まえて、しっかりとまた観
光・リゾート産業に続く第３、第４のリーディング産
業もやらないといけないと思っていますし、また、１
次産業、２次産業についてもしっかり力を入れなけれ
ばならないなということで、今、気を引き締めて対応
しているところでございます。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　この見込みが達成し切れなかったと
いう部分は、やっぱり沖縄の小さな経済をそのままに
してしまっている。本来もう稲嶺さんのときに４兆
9000億でやったわけですから、バブルだとかいろん
なのがあったはずですよ。しかし、その予算の減少も
出てくるわけですよね、国からの予算の減少とか。そ
ういった面からしたら、やっぱり小さな経済をつくっ
てしまったというのが、私は沖縄における県民所得、
いまだに47位という県民所得の推移になっていると
いうことになるんですが、実質、現時点で沖縄の県民
所得、部長、どうなっているんでしょうか。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午前10時13分休憩
　　　午前10時13分再開

○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　１人当たりの県民所得
ですけれども、210万3000円となっております。平
成26年度の見込みですけれども、210万3000円でご
ざいます。平成25年度が207万8000円ということで
ございます。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　皆さんのその21世紀ビジョンのも
のからしても、先ほどの県民所得も平成22年３兆
7000億を皆さんの展望、見込みからすると平成33年
５兆1000億まで持っていくと。県民所得も207万を
平成33年には271万まで持っていきたいということ
で、皆さん展望でやっております。僕はこれ展望では
なくて、知事、目標値にすべきだと思っています。あ
くまでも展望で、いや達成できませんでしたというこ
とではなくて、やっぱり目標を持たないと、そのこと
の施策等々、重点的なものがどうあるべきかと、何を
伸ばしていくかということはできてこないと思うん
です。そのことは、５兆1000億が沖縄の経済、その
５兆1000億で県民所得を271万まで持っていく根拠
がどうあるのかというのも、ひとつ微妙ではあるんで
すけれども、そういった面での小さな経済、ＧＤＰも
なかなか達成し切れない。そしてその中での低所得を
生んでいる現状ということを本当にまさに今、子供の
貧困だとか、沖縄の貧困率だとか、いろんな形で言わ
れるんですけれども、負のスパイラルという形がある
んですけれども、その対策というのは、企画部長、ど
ういうような形で進めていくんですか。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　お答えいたします。
　先ほども申し上げましたように、平成33年度の県
内総生産５兆1000億円見込んでおりますけれども、
これ達成するためには、やはり沖縄県のリーディング
産業である観光・リゾート産業、そこをまずしっかり
対応しなければならないと思っております。それから
今急激に伸びております情報通信産業、それから全日
空（ＡＮＡ）の物流ハブを活用した臨空・臨港型産業
などの第３、第４のリーディング産業をしっかりやる
ということ、それから、ちょっと繰り返しになるかも
しれませんけれども、翁長県政になりましてアジア経
済戦略構想をつくっております。成長著しいこのアジ
アのダイナミズムと連動した産業振興に力を取り入れ
ると、それから農林水産業ですとか建設業、製造業な
どの地場産業、そういったものにもしっかり力を入れ
て自立型経済構築をつくっていくと、そういった中で
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しっかり５兆1000億円程度の見込みを達成していき
たいというふうに考えているところでございます。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　要因的には、僕は、予算の削減、一
時期2298億でしかなかったという内閣府の予算もあ
ります。これもう年間にすると1200億のマイナスに
もなっておりますので、これが沖縄県の小さな経済を
つくってしまっている要因にもなるなというふうにも
思いますし、沖縄県のその不用額、予算を執行し切れ
ないという不用額が231億も出ているということは、
私は今度の概算要求の部分でも前年度を下回ってしか
出し切れないという部分が、これはもう間違いなくそ
の不用額の多さというのは、その今度の予算額の要求
にも影響しているということがありますので、このこ
ともしっかりとやっていかないといけないというふう
にも思っております。やっぱりそれをするためにも、
今度国が600兆の戦略を打つわけですから、それを沖
縄もまた参考にというか、それを活用するような形で
のものをもっていく、そのことが大事じゃないかなと
思うんです。まさにこれインフラ整備をして、今空港
もやっている、これから鉄軌道もやっていくというこ
ともあるんですけれども、観光をいかに伸ばしていく
か、そしてまた今２次産業、沖縄で特自貿やるんです
けれども、製造業がなかなか入らないというところも
ありますので、製造業をまたどうしていくのか、今戦
略特区も沖縄やっていますよ。その戦略特区をまたど
う生かしていくかということをやって、ＧＤＰのその
沖縄の目標額を５兆の展望ということではなくて、
やっぱりその分の今４兆ちょいですので、その４兆を
８兆ぐらいまでにする戦略をやっぱり知事、私は持つ
べきだと思うんですが、それの議論に対してはどうで
しょうか。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　お答えいたします。
　やはり今當間議員おっしゃいましたように先ほども
答弁いたしましたけれども、観光客1000万人という
目標がございますけれども、それをしっかりやること
によってやはりこの観光産業を中心にまず沖縄県を伸
ばしていかないと、またインフラ整備についてもしっ
かりＭＩＣＥですとか、鉄軌道についても将来的に
我々今作業に取りかかっているところですが、そう
いったものも行うことによって、インフラ関連で底上
げを図ると。それからやはり高齢社会、少子化社会に
なるわけですから、子育て、介護、そういったものに
もしっかり目を配って、そういったところの必要な予
算についても、しっかり国から予算を獲得して対応す

ると。それからＴＰＰ等についてもいろいろ議論があ
りますけれども、足腰の強い農林水産業をやることに
よって、沖縄県の全体的な底上げを図っていくことが
必要ではないかというふうに考えているところでござ
います。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　沖縄県の小さな経済、そして低所
得、貧困と、貧困率の高さということをやっぱり解消
するためには、今皆さんが見込んでいる５兆という話
ではなくて、それをいかに６兆、７兆という、県内総
生産を高めていくということが、この沖縄県の経済を
大きくしていって、その低所得から抜け出していくと
いうものをつくっていくというふうにも思っておりま
す。これは振興の折り返し地点になるわけですから、
そういった目標をしっかりと持って頑張っていっても
らいたいと思います。
　ちょっと休憩お願いします。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午前10時19分休憩
　　　午前10時20分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
○當間　盛夫君　それでは、次に２番目の子供の貧困
対策についてであるんですが、12月１日にその会議
が内閣府そして各市町村、意見交換が行われたという
ことなので、どのような話し合いをされたんでしょう
か。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　お答えをいた
します。
　去る12月１日に、子供の貧困対策に内閣府そして
県・市町村が連携して取り組むために、認識の共有を
目的として３者による意見交換を行いました。この意
見交換における市町村からの主な既存事業のこの事例
報告がなされておりますが、例えば、訪問支援の取り
組みであるとか、学習支援事業、それから子ども食
堂、保育等への独自支援等、そういう市町村として取
り組んでいる報告がございました。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　それじゃ、質問のほうで、県内のま
ず生活保護の状況を伺います。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　お答えをいた
します。
　まず、平成27年９月現在で、生活保護世帯数は
２万6564世帯で生活保護受給者数は３万5826人、保
護率は24.59パーミルとなっておりまして、全国で５
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番目に高い保護率ということでございます。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　これ前年度と比べると、現時点での
推移的なもの、比較はどうなんですか。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　平成26年度
で申しますと、世帯数が２万5475世帯です。先ほど
申し上げました２万6564世帯、ちょっと差が今あれ
ですけれども、それと人数が３万4840人で、先ほど
の３万5826人ということで増加している。保護率も
24.01、これが26年度で先ほどの24.59ですから、保
護も増加傾向にあるという状況でございます。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　この生活保護、増加傾向にあると。
これだけ人手不足だとか沖縄のいろんなものが経済上
向きだと言うんですけれども、その保護率は増加して
いるということがあるので、これ部長、世帯類型別あ
りますよね、これちょっと教えていただけますか。
パーセントでいいです。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　生活保護の世
帯類型別で申しますと、高齢世帯が最も多くて全体の
48.5％、そして次に障害世帯が18.9％、傷病者世帯
が14.3％、その他世帯が13.1％、母子世帯で5.2％と
なっております。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　年齢のものからすると、一緒。60
歳以上の高齢者になってくると、年齢別にすると
54％なんです。もう半分以上、高齢者の皆さんとい
うことになるんですが、私、今度、子供の貧困という
形になるんですけれども、その生活保護の状態からす
ると、沖縄県は高齢者の貧困というのも並行してある
んです、現実が。その辺もどうしていくのかというこ
となので、先ほど保護率で５位というのがあるんです
けれども、貧困率では沖縄はどういう状況にあるんで
すか。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　都道府県の子
供の貧困率が算出されてないということでございます
が、本県の状況を申しますと、やはり県民所得が低い
こと、それからひとり親家庭の出現率が全国の約２倍
ということで、厳しい状況にあるというふうに考えて
おりまして、県においては、現在その子供の貧困に関
する調査を実施しておりまして、この実態把握に努め
てまいりたいというふうに考えております。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　貧困率よく新聞に出てくる分で、全
国ベースで16.3％、６名に１人が貧困の現状にある
んだということで、ある資料のほうからすると、沖縄
の貧困率、これ平成19年の貧困率で29.3％というよ
うな数字が出ていると、もう間違いなく全国一高いと
いうような数字が、沖縄は出ているんです。この中
で、これは部長もお持ちだと思うんですけれども、捕
捉率が低いというのがあるんですけれども、その捕捉
率の低さというのは、どういう理由なんですか。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午前10時26分休憩
　　　午前10時26分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　お答えをいた
します。
　生活保護の捕捉率とは、生活保護を申請すれば受給
が可能なもののうち、実際に保護を受給しているもの
の割合をいいます。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　これ資料からすると、沖縄の貧困率
は29.3％、貧困率も高いけれども、今言うその捕捉
率、その分でのもう受けられる皆さんという認識を持
つんですけれども、これは9.8％という数字が出るわ
けですよね。その分だけ貧困率はあるんだけれども、
そういう部分での恩恵ではないけれども、その部分で
の捕捉が全く足りていないという現状が沖縄にもある
ということですので、今度のその貧困対策のほうで、
皆さん生活の支援、保護者への就労支援、経済的支援
ということで今度対策をしていくということが、これ
予算的なものはどういうふうな組み方をしていくんで
すか。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　現在、次年度
に向けた予算編成作業もやっております。計画は今現
在、どういう施策を重点的に位置づけるかということ
は、また今内部で議論をしているところでございまし
て、予算的なものは、これから最終的な詰めをしてい
くというところでございます。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　それじゃ、教育長、県予算における
教育への支出状況を、まずお聞かせいただけますか。
○議長（喜納昌春君）　教育長。
○教育長（諸見里　明君）　お答えいたします。
　県教育委員会関係の平成27年度の県の当初予算で
すけれども、7464億9700万円で、そのうち県教育
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委員会、この所管が1593億7473万5000円となって
おりまして、前年度の当初予算と比較しますと57億
7805万9000円の増となっております。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　ハード面いろんな学校等の改修で、
そういう数字的なものが出てくるんですけれども、や
はり日本全体の新聞のあれなんで、教育支出が最下位
だと、ＧＤＰに比べると、世界各国の比較できる32
カ国の中からすると最下位の日本の教育支出状況とい
うことが、教育長として我が沖縄県はその教育支出と
いうことは、多いんですか、少ないんですか。
○議長（喜納昌春君）　教育長。
○教育長（諸見里　明君）　総務省が出した都道府県
歳出決算状況調べがあるんです。平成25年度の都道
府県別歳出総額に占める教育費、これ大学費除くん
ですけれども、その割合は全国平均が20.9％、沖縄
県が21.5％となっており、この点では全国平均を上
回っているんですけれども、同じ調べの中で、児童
生徒１人当たりの歳出額というのが全国平均が85万
4000円、沖縄県は77万9000円で全国でも低いほう
となっております。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　教育長、次に、進学率云々は別答弁
いただきましたので、高校の不登校で中退、不登校の
率だとか数、中退の数とか率とか教えていただけます
か。
○議長（喜納昌春君）　教育長。
○教育長（諸見里　明君）　直近の３年間でよろしい
でしょうか。
　本県、これ公立高校ですけれども、中退者数が平
成24年度が880人、平成25年度が869人、平成26
年度が767人で、中退率にしますと、平成24年度が
1.9％、平成25年度が1.9％、平成26年度が1.7％と改
善傾向にはございます。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　沖縄の高校の中途退学者の数、私
がいただいている26年度は、県立高校で1013名とい
うことで、私立含めると2.2％に26年度はなるんです
が、これはどういう数字なんですか。
○議長（喜納昌春君）　教育長。
○教育長（諸見里　明君）　中途退学者数について
は、これまで文部科学省のこの児童生徒の問題行動
等、生徒指導上の諸問題に関する調査をもとにして
やっておりまして、これまで全日制課程と定時制課程
が対象となっておりました。當間議員が持っている数
値というのは、通信制課程を含めたものだと思いま

す。通信制課程を含めると1013人となります。これ
も、前年度より170人の減ではございますけれども、
全国的には一番悪いほうになっております。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　通信課程で高校のその分があるわけ
ですから、沖縄県は全国ワーストワンなんです、その
中退率もです。今度の皆さん、県外進学大学生奨学事
業という、これどこまでどう進んでいますか、予算づ
けというのはできましたか。
○教育長（諸見里　明君）　休憩願います。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午前10時32分休憩
　　　午前10時32分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　教育長。
○教育長（諸見里　明君）　県教育委員会では、県外
大学へ進学する際の経済的負担の軽減、それから難関
大学等への進学、さらに大学等進学率の向上を目的と
して、議員がおっしゃる県外大学進学への支援事業の
創出に向けて、今関係部局と調整を行っているところ
です。まだ調整中ではございますけれども、平成28
年度に募集を開始するような形で鋭意取り組んでいる
ところです。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　給付型というのは、まだ全国どこに
もないんですよね。子供の貧困で、損失で2.9兆円、
もう３兆円近くその分では子供の貧困がそのまま進ん
でいくと差が出てくるということですので、私は県外
へ進学する子供たちではなくて、やっぱり大学を進学
する子供たちにはぜひその給付型いろんなものを含め
て奨学金ということは持つべきだと。でもこれは今度
の給付型というのは一つのきっかけにもなってくると
思いますので、ぜひ頑張ってもらいたいと思います。
　休憩お願いします。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午前10時33分休憩
　　　午前10分34分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
○當間　盛夫君　それでは、３番目に県と市町村の公
共工事の入札不調の状況と対策について、部長お聞か
せください。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
○土木建築部長（末吉幸満君）　平成26年度の土木
建築部が発注しました894件の工事のうち、入札不調
が94件で全体の10.5％となっております。また、国
が実施した入札不調に関する平成26年度の状況調査



−192−

では、県内27市町村からの報告があり、総数1349件
の工事のうち、入札不調が80件で全体の5.9％となっ
ております。土木建築部では、不調の原因として、技
術者の数が少ないこと、県の予定価格と企業の積算価
格との間に乖離があると分析しております。
　このため、技術者不足対策として、複数の小規模工
事をまとめて１件の工事として発注、主任技術者を兼
任できる要件の緩和、現場代理人の常駐義務の緩和、
余裕期間を設定した工事の発注、離島等において、市
場単価と実勢価格の乖離が見られる工種については、
見積もり等を参考に実情に沿った価格設定、不調・不
落となりそうな案件については、一般競争入札で発注
を行っております。また、次年度からは、実施設計単
価について、より直近の単価設定となるよう、調査回
数をふやすことを検討しているところです。また、市
町村の不調対策については把握しておりませんが、県
の取り組みについて提供していきたいと考えておりま
す。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　今26年度の状況をお話しされたん
ですが、近々この27年度10月時点、11月時点で皆さ
んその状況、入札の不調・不落についての状況はお持
ちですか。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
○土木建築部長（末吉幸満君）　27年10月末現在で
すけれども、436件の工事のうち不調は73件です。
あと、不調ともう一つ不落というのがございまして、
この不落が18件で合わせて91件、率にして今21％と
いう状況になっております。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　26年度に比べて27年度、10月時
点、11月時点でそれは前年度を上回っているという
認識でいいんですか。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
○土木建築部長（末吉幸満君）　残念ながら若干上
回っている状況でございます。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　皆さん今度、最低制限価格の見直し
をどうするかということで審議会開かれていると思う
んですが、その審議会は何回行われて、その審議会の
内容はどういうような形が話されているのか、ちょっ
とお聞かせください。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
○土木建築部長（末吉幸満君）　８月に１回やりまし
て、これまで２回開催しております。
　開催の審議の状況なんですが、まず我々が26年に

やったコスト調査の結果というのを報告させていただ
きました。その後に、建設業協会のほうから今の状
況、非常に厳しいというそういうお話もいただきまし
て、今２回の審議が終わっているという状況でござい
まして、事務局のほうからは、このコスト調査の結果
を踏まえて、全体的に建設企業の業者のほうに赤字の
工事が多いとか、あるいは算定式の見直しについてど
のようにしたらいいのかということを今議論している
ところでございます。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　この赤字含めて、今度国の、今度と
いうか、改正品確法がありますよね。この改正品確法
でうたわれている、その発注者の責務の明確化という
ことが、これどういう意味、どういうことをしなさい
ということ。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午前10時38分休憩
　　　午前10時39分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　土木建築部長。
○土木建築部長（末吉幸満君）　公共工事の入札及び
契約の適正化を図るために必要な措置を講じるよう努
めるというのが品確法の趣旨になってございます。
○當間　盛夫君　僕は、発注者の責務の明確化という
ことだったんだけれども、もう一度部長、座ってでい
いですから。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
○土木建築部長（末吉幸満君）　済みません、休憩お
願いします。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午前10時40分休憩
　　　午前10時40分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
○土木建築部長（末吉幸満君）　品確法の中で基本理
念の追加というのがございまして、将来にわたる公共
工事の品質確保とその中長期的な担い手の確保、ダン
ピング防止等、この基本理論を実現するため、発注の
責務として予定価格の適正な設定、低入札価格調査基
準等の適切な設定、計画的な発注、円滑な設計変更と
いうのを明確にされております。また、事業の特性等
に応じて選択できる多様な入札契約方式の導入・活用
を位置づけ、それにより行き過ぎた価格競争を是正す
るというのが改正の趣旨になっております。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　この発注者は、県だとして、これ
やっぱり中長期的に人材の育成確保するために、適正



−193−

な利潤を確保できるようにやりなさいと、その中で予
定価格も適正に設定をしなさいということがあるか
ら、皆さん、今度の最低制限価格をどうするのかとい
うことの見直しが入ってきているというふうにも思う
んです。
　せんだって赤嶺議員の質問の中で、最低制限価格の
上限額の撤廃を検討していると、そういう上限額の撤
廃ということ、これ理由的に上限額を撤廃するという
のは、どういう形になるの。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
○土木建築部長（末吉幸満君）　今、最低制限価格の
金額というのは、公契連モデルと言っていますけれ
ども、当然直接工事の、例えば何％、共通に対する
何％、あるいは現場価格の何％とか一般管理の何％と
いうことをやるんですが、その算定式で出てくる数
値というのがあります。もう一つは、それとその式
を根拠にするんですが、今私どもが最低制限価格と
いうのは70から90％以内ということになっています
ので、この最低制限価格を算定式で出したときに、
その90％に財務規則でもっている最低制限価格の率
内で設定するもんですから、九十何％と出ても、この
90％で抑えられるということがございます。それで
我々審議会で審議していただいているのは、この算定
式に基づいた値をそのまま使ったらいいんじゃないか
というようなことを議論しているところです。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　僕が聞いても今余り意味がわから
ない。各市町村は、県の横並びなんです。今、県が
90％でやっているから各市町村もおおむね90％なん
ですよ。皆さん、今、部長が言っているものになって
くると、いろんな算定のものがあるという形になるわ
けで、これ各市町村戸惑ってくるんじゃないですか、
どうですか。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
○土木建築部長（末吉幸満君）　先ほど申し上げまし
た算定式というのも各市町村それを根拠にしておりま
す。先ほどの算定式ですね、それは各市町村とも私ど
も県と同じようなものを使っていると理解しておりま
す。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　これはじゃ上限撤廃、例えば、皆さ
んやるということに、今もう90という形があるんで
すけれども、これはもう全体的に上限撤廃してそうい
う部分で上がってくるという認識でいいんですか。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
○土木建築部長（末吉幸満君）　そのようになり

ます。例えば、先ほどの算定式で計算したのが、
九十二．幾らと出てきたら、その九十二．幾らを根拠
にして、最低制限価格を設定したらどうかというよう
な提案といいますかそういうことも含めて、今、審議
会で審議していただいているところです。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　皆さんが、各市町村の担当含めて、
皆さんがこの分で曖昧にするということになってくる
と、担当者のその総合評価方式みたいな形でちょっと
鉛筆なめなめちょっとそのことが明確化されないと、
余計に不透明になってくるんじゃないかということに
なります。それからすると、先ほど言った今度の品確
法の改正の分での適正な利潤を確保する。現在皆さん
が出している４割はもう赤字なんですよ、公共工事の
４割は。皆さんその最低制限価格云々という前に、
やっぱりちゃんとその適正な価格を出していくという
ことが一番大事であって、またもう一つ、その今、年
度、例えば計画的なものがどうあるのかということ
も、皆さんこの改正法の計画的な発注やりなさいと、
年度で平準化していきなさいということがあるんです
けれども、これ今どういう状況になっているんです
か。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
○土木建築部長（末吉幸満君）　発注年度の平準化と
いうのは、私どもも土木事務所に号令はかけるんです
けれども、ただ工事によってはどうしても用地が片づ
かないと発注できないということもございますし、い
ろんな条件重なって時期が重なるというのも事実でご
ざいます。そういうこともありまして、平準化やりた
いんですけれどもなかなかそれに至ってないというの
が実情でございまして、ただ我々も土木建築部職員一
丸となってその平準化というのは取り組んでいこう
と、いつも言っているところでございます。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　もっと審議会でこの最低制限価格は
議論して、明確にすべきだと思います。95だったら
95ということで、そうしないとなかなか市町村が、
その参考にできてこないという状況がある。平準化す
るという意味合いというのは、仕事が例えば12月と
かに集中してしまうと、なかなかとろうにもとれない
と、人がいないということが現実にあるわけですか
ら、その平準化というのはしっかりとできるように、
努力じゃなくもうこれはやっていくんだということを
求めていきたいと思います。
　休憩お願いします。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
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　　　午前10時46分休憩
　　　午前10時46分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
○當間　盛夫君　農業政策なんですが、部長、県ＴＰ
Ｐ農業対策本部設置についてということで、県が果た
す役割、ちょっと教えていただけますか。
○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。
○農林水産部長（島田　勉君）　お答えいたします。
　当該対策本部は、本県農畜産業の将来展望の確立を
目指し、生産・流通・販売・環境対策等の効果的な施
策の検討に資するため、行政、それから関係機関・団
体の相互間の連携強化を図ることを目的に、去る11
月17日に、県のほかＪＡ沖縄中央会、ＪＡおきなわ
等、合計14団体で構成したものでございます。
　県がその対策本部に参加することにより、県それか
ら関係団体によるＴＰＰに関する情報のことはもちろ
んのこと、今後の沖縄農林水産業の振興に向けた円滑
な情報共有、それから迅速な対応が可能になると考え
ております。
　以上です。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　これもう間違いなく合意されてきま
したんで、粛々と進めてこられるのかなと、でも情報
共有はしっかりとやって、その対策がおくれないよう
にお願いをしたいと思います。
　次に、中央卸売市場における物流対策の強化、その
活性化について、ちょっとお伺いします。
○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。
○農林水産部長（島田　勉君）　市場の活性化という
ことでございますが、まず卸市場の機能としては、御
存じのとおり集荷機能、分荷機能、価格形成機能、決
済機能、情報受発信機能とございます。当然その活性
化のためには、こういった従来から持つ役割・機能の
強化に加えて、それからまた現時点で考えられる新た
な価値も付加しながら取扱量の増加を目指すことだと
考えております。そういう意味で現状を顧みますと、
その取扱量がどうなっているか、それからまた安心・
安全な流通になっているかどうか、いろいろと問題も
浮き彫りになってきております。こういった市場の機
能が低下しますと、その分荷機能としての食品を安定
的に県民へ提供するというそういった供給機能ができ
なくなるとか、それから安定した出荷先としての農家
の所得も保障できないとか、そういったことも影響さ
れます。そういう意味で市場を活性化しないといけな
いと考えておりまして、現在県としては、当面ハード
面の整備、それからソフト面の整備というように分け

て考えておりますけれども、ハード面としては、今年
度中央卸売市場に冷蔵配送センター、それから冷蔵配
送車の整備を図って、県内の青果物のコールドチェー
ン化を図っていきたいと考えております。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　もう30年たって老朽化もしており
ます。中途半端なものをつくるんじゃなくて、市場に
物が集まるような仕組みをぜひつくってもらいたいな
というふうに思っています。
　(3)番取り下げをいたします。
　最後に、警察行政でありますが、那覇市松山地区の
交番設置について、本部長、ちょっと見解をお聞かせ
ください。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
○警察本部長（加藤達也君）　お答えいたします。
　県警察におきましては、限られた陣容を効果的、効
率的に運営して、良好な治安を確保し、安全で安心し
て暮らせる沖縄県の実現に向け、各種施策を実施して
いるところであります。
　交番等につきましては、既存交番等の位置、管内人
口の変動、治安情勢等を踏まえて検討しているほか、
交番の統合等による大型化、あるいは新設などについ
ても随時検討し、適正配置に努めているところであり
ます。
　議員御指摘の那覇市松山地区には、平成19年末ま
で旧日本銀行那覇支店の敷地内に那覇警察署松山交番
が設置されておりましたが、同銀行が那覇市おもろま
ちに移転したことに伴い、交番についてもおもろまち
に移転した経緯があります。
　松山地区は、県内最大の繁華街であることから、当
時も交番の設置について検討しましたが、松山交差点
を中心とした半径約900メートルの範囲内に泊高橋交
番、県庁前交番、西武門交番、牧志交番が設置されて
おり、いずれの交番からも早期に現場臨場できる環境
下にあることなどを総合的に判断し、交番は設置いた
しませんでした。しかしながら、交番廃止に伴って治
安が悪化することがないよう、松山交番が管轄してい
た地区を隣接する交番の所管区へ変更するとともに、
泊高橋交番及び県庁前交番の配置人員を県内の交番で
最大となる15名としたほか、県警本部の執行部隊で
ある自動車警ら隊や機動捜査隊などと連携し、同地区
の警戒を強化して対応しているところであります。松
山地区における刑法犯認知件数は減少している現状か
ら、現在までのところ治安が悪化した状況にはないと
認識しておりますが、今後とも風営法の改正や増加傾
向にある外国人観光客による同地区の治安への影響等
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を適宜把握し、良好な治安を維持できるよう適正な態
勢を整えてまいりたいと考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　當間盛夫君。
○當間　盛夫君　本部長おっしゃっているとおり、今
度風営法が改正される。沖縄は間違いなく観光客も増
加している。一方では、国際テロというテロの心配と
いうか、その部分もあるというものからすると、やは
り日本の交番というのは物すごい大きな役割を果たし
ているというふうに思っておりますので、ぜひまた交
番が必要なところには、県のほうともしっかりと予算
組みをして交番設置も必要なところにはしっかりと
やっていくということをぜひお願いをして終わりたい
と思います。
　ありがとうございました。
○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。
○呉屋　　宏君　早速、一般質問をさせていただきま
す。
　通告のとおり、2015年11月15日日曜日のＪＴＡ、
那覇―久米島便の運航状況についてお伺いをします。
　この日、１日の運航状況についてお伺いをしたいと
思います。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　お答えいたします。
　11月15日におきます那覇―久米島路線の運航につ
きましては、ＪＴＡが１往復、ＲＡＣが６往復を予定
しておりました。
　しかしながら、ＲＡＣの機材不良に伴いまして、久
米島の３往復が欠航しております。そのため、ＪＴＡ
が急遽臨時便を１往復運航し、対応したところでござ
いますが、結果として最長で３時間以上待たされた方
がいるということを聞いております。住民の重要な足
である航空便におきまして、このような事態が起こり
ましたこと我々も大変残念でございます。
　今後の対応について、ＪＴＡ、ＲＡＣにしっかり申
し入れをしたところでございます。
○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。
○呉屋　　宏君　部長、この日久米島では、どのよう
な行事があったのかということを御説明いただけませ
んか。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　お答えいたします。
　当時の行事につきまして、久米島町に確認いたしま
したところ、観光イベント等は特段なかったとのこと
でございますけれども、当日、久米島町議会議員選挙
が行われたというふうに聞いております。

○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。
○呉屋　　宏君　そのとおりなんですね。
　後ろから２便が欠航になりました。慌てて、それを
フォローするために臨時便を飛ばした。ところがその
臨時便が着くころにはもう８時の投票箱は締め切られ
ている。このような状況で本当に離島が活性化できる
のかなと思うんですけれども、これについて、県はど
のような思いで見ておられるんですか。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　お答えいたします。
　やはり今、議員からありましたように、議員選挙が
行われておる大事な日に結果として、最終的にはＪＴ
Ａがやったとはいえ、最長で３時間以上待たされて投
票締め切り時間に間に合わなかった方がいらっしゃっ
た可能性があると。事実、我々が航空会社のほうにも
確認しましたところ、那覇発のほうでＪＴＡ利用者が
68名いらっしゃったようですが、その中には地元の
方で成年の方、投票に行けなかった方がいる可能性が
あると。カウンターでも投票のお話があったというよ
うなことも聞いております。
　我々は大変、民主主義の根幹でありますので、そう
いったことが起こったこと自体をやはり航空会社に対
してもしっかり認識すべきではないかということも、
実は話させていただいたところです。我々は、ＪＴＡ
そしてＲＡＣ、非常勤取締役を派遣している県とし
て、今後そういったことがないようにしっかりと航空
会社には申し入れを今後もやっていきたいというふう
に考えております。
○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。
○呉屋　　宏君　部長、そのとおりなんですね。
　実は、私はその３日後の18日に久米島にいまし
た。開口一番、私が言われたのは、６名の皆さんから
投票に行けなかったということを確認いたしました。
　私は、これはおっしゃるとおり民主主義の根幹であ
る選挙、これがこのような形でよもや臨時便を出すん
であればもっと早く８時あるいは７時までに着くよう
なそんな対処ができて当たり前なんじゃないのかなと
思っています。
　予備の機は、そこにありますよね。どうですか。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　お答えいたします。
　実はＲＡＣのほうは今５機ございますけれども、１
機は、まさしく予備でいつも置いていたところでござ
います。ただ、その当日、与那国マラソンがあったと
いうことで、その予備機も含めて全５機を使用して対
応していたということで、ＲＡＣによる対応ができな
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かったと。ＪＴＡについてもほかの便が既にあるわけ
ですから、機材繰りでは結果として投票時間８時に到
着するような運航ができなかったというふうに聞いて
ございます。
○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。
○呉屋　　宏君　僕は、久米島結構な数往復してい
て、とても感じているのが欠航がとにかく多い。遅延
が多い。これ今部長にお伺いしたいのは、ことし１月
から11月その那覇―久米島便、どれぐらいの欠航が
出ているのかをお答えいただけませんか。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　お答えいたします。
　ことし１月から11月、久米島路線の欠航便が108
便というふうに聞いております。
○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。
○呉屋　　宏君　多分これは108というのは誤解を生
みますから、そこは訂正したほうがいいと思います。
108というのは、ここから飛んでいかないと向こうか
ら飛んでこないわけだから、多分108割るの２だと思
います、54便。
　私が調べたものは、これは久米島に電話を入れてき
ちっと調べましたけれども、これ那覇発久米島便、
つまり片方だけ、ここから行く便だけで57便欠航に
なっています。そのうちに機材整備だけで33便が欠
航している。台風などの自然、天候によるもので24
便が欠航している。ところが、この33便というの
は、皆さんの認識の中で多いと思われているのか少な
いと思われているのか、どうですかこれは。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　台風等によるものは天
災でございますのでいたし方ないにしても、機材繰り
というものは本来極力ゼロに近づけるべきものという
ことが、我々本筋だと思っております。そういったこ
とも含めて、ＲＡＣに対して、ＪＴＡに対してもそう
なんですが、そういった機材繰りによる欠航というの
は、極力少なくするようにというのは、取締役会等に
出席した場合は、常々彼らからもイレギュラー運航と
いう形で報告があるわけです。我々それに対しても
しっかりその原因等についてお聞きをして、その修理
体制・運航体制などは、大丈夫かというような質問も
取締役会の場で投げかけているところですけれども、
彼らは規定に基づいてしっかりとした体制をやってい
る。ただ、結果的にそういったアラームランプ等がつ
いた場合には、どうしても運航することができないと
いうことで欠航になることがあるというような説明で
した。

　そういったことも含めて、我々は今後ＲＡＣと耐用
年数といいましょうか、いろいろあると思いますの
で、その辺のところも踏まえて新機材の購入等につい
てもまた支援していきたいというふうに考えていると
ころでございます。
○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。
○呉屋　　宏君　お聞きはしないですのでここから数
を言いますから、その所感をお聞かせいただきたいと
思います。
　実は、私は久米島に電話を入れて遅延便、１月から
11月までのこの11カ月で15分以上おくれた便がどれ
だけあるかということを聞きました。そうしたらびっ
くりしたんですけれども、229ですよ。これ30分し
か飛ばないこの飛行機を15分以上、229回、これは
どうなんでしょう。担当部長としてどう思われます
か、これ。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　今の御質問……
○呉屋　　宏君　ちょっとごめんなさい。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午前11時２分休憩
　　　午前11時２分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　我々、ことし27年で
すが、１月から11月までのものも確認いたしまし
た。そうしましたところ、全部で3950便のうち、
3942便の運航ということで運航率は97.3ということ
は聞いてございます。
　ただ、先ほども申し上げましたように、島の方々に
とっては、いろんな事象で離島、久米島から那覇、那
覇からまた久米島に行き来するわけですから、その中
で欠航をする、また遅延があるということについて
は、島の方々の生活にとって影響があるということ
で、極力それを少なくするよう申し入れを行っている
ところでございます。
○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。
○呉屋　　宏君　これは本当に離島苦の問題は、足か
ら出てくることだと思っているんですね。私はこの
11カ月の間で57便が欠航、自然で飛べないというこ
ともありますから33便が欠航した、機材整備でどう
にもならない。あるいはまた229便が遅延だったと。
随分行っていますけれども、久米島からターミナルに
着くと同時にそこから乗り継ぎで行く観光客が結構い
るんですよ。これは部長よくわかっていると思う。
　その中で遅延をするということは、もう便が決まっ
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ているわけですから、僕はこの３カ月、２週間前に予
約を入れてもとれない状況なんです、今久米島は。こ
れぐらいの状況なんですよ。ですから、遅延をすると
観光客に迷惑がかかる。皆さんは、離島に観光客をも
う少し送りたいと言っている。離島苦の解消、観光客
の増加をさせようということで皆さんの中では、県の
人口増加計画の36ページに「特色を生かした産業振
興」に観光振興のことが書いてありますね。そういう
ことが全て連動していくんですよ。ですからこのこと
については、もう一度真剣に考えていただいてＲＡＣ
の２便ともこれは機材が非常に古いですよ。今、新し
いものにしようと思っているんでしょうけれども、こ
れもっと早く急いで便のものもしっかりとしていただ
ければなと思っていますけれども、知事、御決断をい
ただいて、どういう思いで今のやりとりを聞かれてい
たか、知事の所見を。
○議長（喜納昌春君）　翁長知事。
○知事（翁長雄志君）　お答えいたします。
　21世紀ビジョンでも離島の重要性、沖縄の発展の
ためには、ある意味で離島の活性化なくして沖縄の活
性化はないんだという話もして、環境面・医療面、運
輸いろいろございましたけれども、きょうその飛行機
の件に関しまして、大変微に入り細に入り詳しく議論
をしていただいて、やはり離島の厳しさをまたこの面
からも大変強く感じました。ですから、機材の問題も
あるでしょうし、それから観光客をどうやって離島に
送るかということで、いろいろこちらも工夫している
中でこのようなことが起きているというようなこと
は、これはいろいろ議論をし詰めていけば、必ず改善
するような内容になると思います。きょうお聞きをし
ましたので、担当部と一緒になって、改めて航空会社
含めいろいろ議論をする中から、改善に向けて全力を
挙げていきたいと思います。
○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。
○呉屋　　宏君　それから、通告をしてありました沖
縄県から離島への航空機補助についてお伺いをいたし
ます。
　これについては、先ほどの議論を通してどういうよ
うな航空機対策、知事が今決断をされていますので、
それも含めて部長、機材を早目にやるだとか、あるい
は機材を買ってＲＡＣには渡しているわけですから、
当然これはＲＡＣは責任を持ってこういう遅延だと
か、あるいは欠航がないような形を一緒になって相談
していただきたいと思うんですけれども、いかがです
か。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。

○企画部長（謝花喜一郎君）　先ほども答弁いたしま
したように、ＲＡＣとしても安全規定に基づいて定期
的に整備を行っているわけですが、結果的にそういっ
た欠航があるという要因の一つとして考えられますも
のが、耐用年数といいましょうかそういったところが
あるかなと思っています。ちょっとこれも確認しまし
たところ、５機ございますが、機の年齢が平均14.4
年、最高機で18.3年ということ、減価償却のものは
８年ですが、大体およそこれの1.5から２ぐらいはも
つとしてもやはりそろそろ限界かなということがござ
います。
　そういったことから県は、27年度から29年度まで
で５機、今年度は２機を購入するということで、12
月には機材が搬入されるだろうというふうに聞いてご
ざいます。この２機分のものについては、国と県との
協調補助で総額70億7000万円ですが、今年度しっか
りこれを機材購入してＲＡＣに対しても優先的に久米
島とか与那国とかいろいろ声が多いところにやると、
また残りの２機、それから最後の１機もしっかり機材
調達を行ってもらって、離島住民の足として、県民の
翼として対応できるように我々もしっかり申し入れし
たいと思っております。
○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。
○呉屋　　宏君　同じく、人口増加計画の34ページ
には、皆さんが書いている中に離島過疎化の人口減少
の背景は、定住条件となる生活基盤が整っていないと
いうことが挙げられているということですから、生活
基盤の根幹である足をしっかりやっていかないとだめ
だと思います。
　そして、２番、70歳以上の運転免許更新について
お伺いします。
　70歳以上の運転免許更新と一般の免許更新の違い
は何かを御説明いただきたいと思います。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
○警察本部長（加藤達也君）　70歳以上の免許更新
と一般の免許更新の違いに関する御質問にお答えいた
します。
　運転免許更新の際の講習につきましては、一般の方
は道路交通法第101条の３、更新を受けようとする者
の義務の規定による講習が義務づけられております
が、70歳以上の方は、道路交通法第101条の４、70
歳以上の者の特例の規定により高齢者講習の受講が義
務づけられております。
　一般の講習は、多数の者を一堂に集め、交通安全を
中心とした座学のみであり、講習時間は運転経歴等
により30分から２時間で、講習手数料は500円から



−198−

1350円となっております。一方、高齢者講習は、加
齢による身体機能の低下と運転への影響を自覚してい
ただき、安全運転の方法を個別・具体的に指導するた
め、１グループ３人で行い、講習内容も座学以外にシ
ミュレーター等による運転適性診断や実車による指導
が含まれており、講習時間は２時間30分から３時間
で、講習手数料は運転適性診断や実車による指導を含
めて5200円から5600円と一般の講習に比べ高くなっ
ております。
　講習手数料は、道路交通法第112条、免許等に関す
る手数料の規定により道路交通法施行令第43条で標
準額が定められ、沖縄県警察関係手数料条例で制定し
ており、全国一律の金額となっております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。
○呉屋　　宏君　私は先月、個別でいろいろ訪問させ
ていただいたときに、70歳以上の人たちが非常に不
安を持っているんですね。ですから、これが幾らにな
るのか、それとも座学だけでこんなに高い金額をとる
のかとか、そういうことがなかなか広まっていないん
ですね。ですから、これ以上のことは聞きませんけれ
ども、ただこれは70歳以上になると同時にこのよう
な案内を私はかけてもいいんじゃないのかなというこ
とさえ思うんですね。運転免許のそろそろ切りかえだ
というときに、そういうのをかけて、やっぱり知らし
めたほうが私はもっといいのではないかなと思います
ので、提起だけにさせていただきます。
　３番、農林水産行政について。
　前回も質問しましたが、農業大学の改築場所はもう
決定いたしましたか。
○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。
○農林水産部長（島田　勉君）　現在、移転に関する
法的規制の確認、それから財政負担、施設管理などに
ついて庁内で検討しているところでございまして、残
念ながらまだ決定しておりません。
○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。
○呉屋　　宏君　部長、これ行政ペースなんですよ。
　だから前も言ったように、決めるのを何も12月に
やってくれとは言っていないと。可能性が少ないとこ
ろは、低いところはもう足切りをして、次のプロジェ
クトに進ませてくれと言っているんですよ。６カ所あ
る中で６カ所全部置くというのはこれは本当に市町村
は大変だと思いますよ。
　もう一つ、恩納村なんかは、今皆さんの耳に入って
いるかもしれないけれども、今度また衛星を追うため
のパラボラアンテナを沖縄にもう一つつくらなければ

いけない。適地が多分、宇宙開発事業団の横のあの土
地だ。ところが農業大学もあそこなんですよ。だから
次の、これはまた固定資産につながっていきますか
ら、いろんなプロジェクトがそこの中にあるわけです
から、手が挙げられなくて困っているんですよ。それ
を何とかしてくれと前も僕は言ったんですけれども、
いかがですか。もう足切りをしたらどうですか。
○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。
○農林水産部長（島田　勉君）　事情はよく承知して
おりますので、早期に決定したいと思います。
○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。
○呉屋　　宏君　これ以上もう言いません、２回も
やっていますから。
　ただこの議場でやっている議論というのは、この議
論の府は、しっかりと検討いただいて、どういうこと
なのかというのをわかっていただいて早期にでも進め
ていただきたいなと思います。
　４番、返還されたキャンプ瑞慶覧西普天間住宅地区
について伺います。
　跡地利用計画の進捗状況について、いかがですか。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　お答えいたします。
　宜野湾市は、平成16年に同地区の跡地利用基本計
画を策定していたわけですが、策定から10年近く経
過したということで、25年４月に発表された統合計
画を受けまして、見直す作業に着手しております。
　その経過ですが、25年９月に地権者アンケートを
行いまして、土地利用計画素案を作成し、また26年
１月、２回目の地権者アンケートを行って土地利用計
画素案を案２としています。それを地権者に周知した
ということです。26年４月には、国際医療拠点構想
が示されましたことから、土地利用計画の修正案を作
成して地権者に説明していると。その後、26年８月
に３回目の地権者アンケートを行って有識者検討委員
会の意見を踏まえ、跡地利用基本計画案を策定してい
るということでございます。ことし５月、４回目の地
権者アンケートを行って、市附属機関の策定委員会の
審議・答申を経て、ことし７月跡地利用計画を策定し
てございます。
○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。
○呉屋　　宏君　私は一般質問をやる前日はいつも徹
夜をしながらやるんですけれども、これ全部まとめた
後に６時ごろ事務所から家に帰るときに、ニュースを
見たら、ひっくり返りそうになりましたよ。普天間飛
行場にディズニーランドの要請を行う。きょう朝見
て、僕はこれ何なのかなと思ったんですね。まさにま
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さにですよ、部長、僕はきょう皆さんのところとこれ
だけ西普天間のことだけでやろうと思ったんですよ。
　なぜか。
　僕は裏でどうもいろんなものがこれまで動いてきた
というのを肌で感じているんです。これは地主会の頭
越しにはやらない、地主の意向を聞いてやる。これま
で２年間そう言ってきたんです、皆さんは。特に宜野
湾市も。ところが、いやこれは最初に琉大ありきで
やってきたなということは感覚的にわかるんですよ。
まさにきょうのニュースがそうじゃないですか。普天
間飛行場にディズニーランドを持ってくる。地主会で
この議論を１回もやっていませんよ。ましてや、この
中で何て言っているかというと、いいですか。この新
聞を見てディズニーリゾートの誘致、それもオリエン
タルランドをコリドー地域に誘致すると書いてあるん
ですよ。コリドー地域というのはまだ返還もされてな
い。協議にも入っていない。何でこんなことが一般に
出てくるのか、新聞に出ていくのか不思議でしようが
ないんですけれども、皆さんがやっているとは思いま
せんけれども、所見をちょっとお伺いしたいと思いま
す。これも西普天間とつながっていくんじゃないかな
と思っています。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　ディズニーリゾートの
誘致につきましては、私もきょうの新聞報道で初めて
知りました。市長が菅官房長官と会談した際、６項目
の一つだというふうに承知しております。
　ただ我々新聞で書かれている以上のことは承知して
ございませんし、このことについて市のほうと議論を
行ったと、意見交換を行ったということもございませ
ん。
○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。
○呉屋　　宏君　僕は、西普天間もこのようなやり方
やったんじゃないかと思っていますよ、正直言って。
これは中身は謝花さん一番よく知っているはずだ。
　僕は何でこんなこと言うかというと、あのアンケー
ト調査もそうですよ。返還の合意がなされたのはいつ
ですか。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　平成25年４月でござ
います。
○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。
○呉屋　　宏君　平成25年の４月に返還合意になっ
た。それからその年の９月にアンケート調査に入るん
ですよね。その中に、医療特区だとか琉大病院だとか
が入っているんですよ。４カ月、５カ月ですよ。これ

は最初に琉大ありきだったんだろうなというのを誰が
見たってわかる。そこに重粒子も初めから入ってい
る。これは何が地主の頭越しに跡地利用をやらないと
いうことなのか、私には理解ができないんだけれど
も、僕の日本語の理解力がないのか。僕はこの状況を
皆さんは時系列的に並べて、本当にそこの中におかし
いところがないのかというのを皆さん本当に地主やそ
ういうところで考えられているのか。
　例えばあの普天間にアンケート調査をして、そこに
病院が必要ですかと、琉大病院が必要ですかというア
ンケートになったら、それは地主は必要ですよと丸つ
けますよ、それは、ほとんどが。だから、あのアン
ケートはその迷惑施設じゃないものだけ全部入ってい
るんですよ。そうすると、みんな必要だ必要だとなる
から、それは当然入れたいものはあそこの中に入れれ
ば、それはそういうふうになっていくんです。
　というのは僕は、あのときにこれもアンケートに入
れてくれませんかということも要望もしたんです。と
ころが、アンケートに入れてくれない。決めて進んで
いるものしか入れない。この件についてはもう一度部
長の所見をお伺いします。別に、素直にお答えいただ
けませんか。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　お答えいたします。
　先ほども少し答弁させていただきましたけれども、
平成16年の跡地利用基本計画、これは「水・緑・眺
望を生かしたいやされるまち」をテーマとした住宅地
を中心とした基本計画だったというふうに承知をして
おります。その後、その統合計画で27年３月末に返
還ということを踏まえて地権者アンケートを実施して
その中で、25年９月の地権者アンケートで新たに立
地する都市機能として、回答者の約７割が医療機能が
必要と回答したということで宜野湾市において議論が
行われて、県と宜野湾市、そして琉球大学３者におい
て国際医療拠点、琉大医学部の移設を中心とした国際
医療拠点の形成という形で動き出したというふうに承
知してございます。
　ですから、25年の９月の時点、その時点では私の
記憶でもまだ琉球大学の移設とかそういう議論ではな
かったというふうに承知しております。
○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。
○呉屋　　宏君　僕は資料を探したんですけれども探
し切れなくて、きょうこっちに持ってきてないんだ
けれども、これ実は皆さんが出した中部地域の跡地
利用のものなんですよ。これは６市町村が入ってい
ますね。これは25年の１月ということになっていま
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す。ただ、これは26年の３月の改訂版なんですね、
これ。僕は、改訂しない前のもの――幾ら探しても見
つからなかったんだけれども――実はこの中にはたし
かコリドー地域に国際医療拠点は入ってなかったです
か。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　広域構想ですね。私、
改訂版というのはちょっと済みません、実は私も承知
していなくて。広域構想は嘉手納より南の６施設につ
いて、それぞれの関係する市町村の意向を踏まえて県
全体で商業施設に偏らないような跡利用をしようとい
うことでつくったものでございまして、そのときにコ
リドーが入っていたというのは私としても記憶にござ
いません。ただ、キャンプ瑞慶覧という大くくりで、
今のものは西普天間というキャンプ瑞慶覧の一部です
けれども、キャンプ瑞慶覧の構想はあると思います。
現時点においてもですね。その部分を今回西普天間と
いうことで51ヘクタール区分されて形になったもの
ですから、この部分について今の跡地利用計画になっ
ているということだと理解しております。
○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。
○呉屋　　宏君　私は、謝花さん、これだけはわかっ
ていただきたいんだけれども、住民や地権者の皆さん
と正式に積み上げた議論に対して、私は反対だとかと
いうことを言っているわけではないんですよ。いいで
すか。これ私が２年間で今までやってきた西普天間の
資料だけですよ。（資料を掲示）　返還協議会も含め
て国も入れての返還協議会の資料。これを時系列的に
並べると、そうはならないんです、答えは。そうした
ら、きょうの朝のことでしょう。これがきのうの記者
会見の全部ですよ、やりとり。（資料を掲示）　９
ページ。要請書も含めて、僕はきょう朝とりました
よ、これ東京から。全部文章起こしされている。この
中でもじゃこの協議は何だったんですかと。これで
やっと導き出したのが今のものじゃないんですか。そ
うじゃなくて今度普天間の返還は勝手に市長が官房長
官に会って、ディズニーランド・ホテルをそんなこと
言えばできるのかと。だったらこれは我々が２年間
やってきたこの積み上げは何なんですか。本人は、僕
は西普天間でこんなことがあったからまた同じこと
やっているんだと思いますよ。できるんだと思ってい
るんだと思う。これが行政手続のあり方かな。私は保
革だとかそういう問題じゃない。私は誤解をしている
んじゃないかと。市長は、返還跡地は宜野湾市の中は
全部自分のものだと思っているんじゃないかなと思っ
ていますよ。そこまでの話なんだよ。だって自分で東

京に行って官房長官にその要請をするんだもの。これ
は保革を超えて、関係なく住民を裏切っているのと同
じですよ。
　このことはしっかりと県は思って、きょうのニュー
ス見てくださいよ。５年以内のあの問題は県は抜いて
やると言っているんでしょう。好き嫌いは別にして、
国と県と市町村がセットになってやらなければ、それ
は国も県も好き嫌いがあって１年間開催してないの
かもしれませんけれども、しかしこれはもっと大人
になって145万人がここで暮らしているわけだから、
700万人以上の観光客がここに来ているわけだから、
そういう見識を持って行政運営をしていただけないか
と思うんですけれども、それどうですか、謝花さん。
これ今のままで西普天間をやると、本当に選挙誘導で
すよこれ、誰が見たって。これはあのコリドー地域を
横断するような道路は今までなかった。それであの
ゾーニングをした。あれができるということはゾーニ
ングをやり返さないとだめだよ。もう一回ゾーニング
しないといけない。あの道路が来るということは。あ
の道路がない前提で僕らはゾーニングしてきたんだか
ら。そうじゃないですか。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　ゾーニングと今議員が
おっしゃっているのはコリドーの部分の話だと思いま
すけれども、今般国から示された部分については、共
同使用という形になっております。
　ただ我々が求めておりましたのは、51ヘクタール
だけではなかなか２つ問題があると思っております。
まず58号へのアクセスが必要ですよということが１
つです。それともう一つは、コリドーの南側部分をせ
めて返していただいて51ヘクタールと一体的な土地
利用が必要だということで南側部分の返還を行ったと
いうことで宜野湾市と地権者と県は共同で国に対して
要請をしてきたということで、これがまず前提でござ
います。キャンプ瑞慶覧西普天間住宅地区の51ヘク
タールについては、先ほど答弁させていただきました
ように、地権者等のアンケートを踏まえてああいう形
で来たと。今後のコリドー南側部分のあれについて
は、その51ヘクタールができた計画とどのような形
で整合をとるかというのがまさしくこれについては議
論も、議員も先ほど少しおっしゃっておりましたけれ
ども、どういった形にするかというのは議論はまだ私
としてもやった記憶がございませんので、これについ
てはこれからの作業だというふうに認識しているとこ
ろでございます。
○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。
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○呉屋　　宏君　時間がありませんから、言います。
　謝花さん、間違っている。これはこのコリドー部分
を通る。今議論されているのはこの道路だ。つまり返
還地が入っていないんだよ。これを入れたら、この道
路をここに持ってこようとしたら、これはできなかっ
たんですよ。返還される予定がないからといって。だ
から、今度これがついたんだよ。そうしたらこのゾー
ニングはもう一回改めなければいけない。僕はそう
思っているんですね。
　もう一つ最後に聞きますけれども、謝花さん、あそ
こに沖電の鉄塔がある。あの鉄塔をどうするのか、も
う中身はわかっているはずです。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　お答えいたします。
　あの鉄塔が地区内に１基ございます。またその他の
数基が同地区に隣接しているということでございまし
て、宜野湾市においては跡地利用計画では、鉄塔です
とか高圧送電線の下を緑地としてゾーニングをすると
いうふうになっております。現時点においてこれらの
鉄塔の取り扱いがまだ確定しておりません。これにつ
いては沖縄電力、防衛局、そして宜野湾市を含む関係
機関において協議を行っているというふうに承知して
おります。
　県としても、円滑な跡地利用の観点から関係機関と
連携しながら、鉄塔の取り扱いについて引き続き協議
をしていきたいというふうに考えております。
○議長（喜納昌春君）　呉屋　宏君。
○呉屋　　宏君　知事、最後にお伺いします。　
　あの鉄塔は、この70年間我々が土地を所有しない
で、我々に何もなく、沖縄県と電力と防衛局とこれだ
けであの鉄塔をつくって送電線をつくったんです。で
すから、我々の了解は何もないんですよ。返されたと
きにそこに鉄塔が存在して送電線が通っている。これ
ではちゃんと原状に復して返すという形になりません
から、そこのところの鉄塔の問題はぜひ決意表明を知
事に……。中身は余りわからないかもしれませんけれ
ども、決意表明だけで結構です。
○議長（喜納昌春君）　翁長知事。
○知事（翁長雄志君）　今呉屋宏議員の質問とうちの
企画部長の答弁の中で、これはぜひとも早くしっかり
と解決をしていかなきゃならないなという思いで聞い
ておりました。
○呉屋　　宏君　ありがとうございました。
○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。
　　　〔新垣安弘君登壇〕
○新垣　安弘君　皆さん、おはようございます。

　時間が中途半端になりまして、スムーズに進めてい
きたいと思いますので、よろしくお願いいたします。
　それでは、通告に従い質問に入らせていただきま
す。
　まず初めに、安全保障と基地問題について伺いま
す。
　(1)、尖閣諸島問題の現状と今後についての認識を
伺います。
　(2)、復帰当時に比べて自衛隊に対する県民の信頼
は格段に高まっていると思いますが、現在自衛隊に対
する県民意識はどのような状況にあると思われるで
しょうか。
　(3)、政府の南西諸島防衛の全容が固まり、その内
容が報道されましたが、本県としてはどのように評価
するのか伺います。
　(4)、前県政で始まった万国津梁フォーラムは、今
後開催する予定はあるのでしょうか。また過去３回の
費用対効果を伺います。
　(5)、基地問題が混迷を深める中で、歴史の中の琉
球処分をあえて琉球併合だとする流れができつつある
ように感じられます。琉球併合と琉球処分について知
事の所見を伺います。
　次に、教育行政について伺います。
　(1)、幼稚園の３年保育の推進への取り組みを伺い
ます。
　(2)、本県の学童保育の現状について伺います。
　(3)、他府県で土曜授業への前向きな取り組みが見
られますが、本県の対応を伺います。
　(4)、公立高校の修学旅行に対する取り組みについ
て伺います。
　(5)、スクールカウンセラーとスクールサポーター
の活動状況と次年度の計画を伺います。
　(6)、進学力グレードアップ推進事業の実施状況を
伺います。
　(7)、沖縄高専への通勤、通学に関する問題につい
て。
　これは、名護の市街地に住んでいる学生が朝の通学
の際の交通渋滞で授業におくれることがあるそうで
す。教職員の中にもそういう方が見られるそうなんで
すが、学校側としての対応を伺います。
　最後に、農業振興について伺います。
　(1)、農作物の輸入、輸出、移入、移出の現状につ
いて伺います。
　(2)、夏場と冬場の農作物の移入、移出の現状につ
いて伺います。
　(3)、県内における植物工場の運営状況を伺いま
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す。
　以上、よろしくお願いいたします。
○議長（喜納昌春君）　翁長知事。
　　　〔知事　翁長雄志君登壇〕
○知事（翁長雄志君）　新垣安弘議員の御質問にお答
えいたします。
　私のほうからは、安全保障と基地問題についての、
琉球併合と琉球処分についてお答えをいたします。
　沖縄の歴史は、琉球処分、沖縄戦、戦後の米軍統
治等、苦難の連続でありました。琉球は1879年、今
から136年前に日本に併合されました。これは琉球が
強く抵抗したため、日本政府は琉球処分という名目で
軍隊を伴って行われたとの意見もあります。このこと
は、沖縄県にとって過重な基地負担等、今日に至るさ
まざまな問題の原点となっているものと考えておりま
す。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
　　　〔知事公室長　町田　優君登壇〕
○知事公室長（町田　優君）　安全保障と基地問題に
ついての御質問の中で、尖閣諸島問題についてお答え
します。
　尖閣諸島をめぐる問題については、日中両国政府の
冷静かつ平和的な外交によって解決されるべきものと
考えております。日中関係は、昨年11月及び本年４
月に相次いで日中首脳会談が開催されるなど、改善の
方向に向かっていると考えております。
　中国と長い交流の歴史を持つ沖縄県としては、これ
まで築いた友好関係を生かし、沖縄ならではの中国と
の交流を推進することにより、日中関係の改善に貢献
してまいりたいと考えております。
　次に、同じく自衛隊に対する県民意識についての御
質問にお答えします。
　平成26年度において県が実施した地域安全保障に
関する県民意識調査によると、自衛隊に対する印象に
ついて、「良い印象を持っている」、「どちらかとい
えば良い印象を持っている」を合わせると、71.4％
となっております。多くの離島を抱える本県におい
て、緊急患者空輸や災害救助など、自衛隊は県民の生
命財産を守るために大きく貢献しているものと考えて
おります。
　次に、同じく南西諸島防衛計画に対する評価につい
てお答えします。
　自衛隊の配備については、防衛白書において、災害
対応を含む各種事態発生時の迅速な対応を可能とする
ため、自衛隊配備の空白地域となっている島嶼部に警
備部隊などを新編することにより、南西地域の島嶼部

の態勢を強化することとしております。
　県としては、自衛隊の配備について、地元の理解と
協力が得られるよう、政府は丁寧に説明を行うととも
に、住民生活の安全・安心に十分配慮するべきである
と考えております。
　次に、同じく万国津梁フォーラムの開催予定と費用
対効果についての御質問にお答えします。
　県では、平成25年度及び平成26年度において、万
国津梁フォーラムを３回開催し、これらの議論や提言
を踏まえ、今後の政策の参考とするとともに、県民が
沖縄を取り巻く諸課題について考える機会としてまい
りました。過去３回のフォーラムにおいては、延べ
843名の来場があったほか、報告書やホームページ上
でその内容を広く発信しております。
　今後のフォーラムの開催につきましては、日本の安
全保障は日本国民全体で考えるべきものであることを
踏まえ、より効果的な開催のあり方を検討していると
ころでございます。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　教育長。
　　　〔教育長　諸見里　明君登壇〕
○教育長（諸見里　明君）　それでは、教育行政につ
いての御質問の中で、幼稚園３年保育の推進について
お答えいたします。
　公立幼稚園の保育年限は、保護者のニーズや地域の
実情を踏まえて、設置者である市町村が決定しており
ます。平成27年度は、240園中２年保育が98園、３
年保育が５園で実施されております。
　県教育委員会としましては、従来から３年保育を
推奨しており、平成27年策定の「黄金っ子応援プラ
ン」においてもその必要性を提示し、市町村の理解を
求めております。今後も研修会等を通して幼児教育の
重要性を周知し、３年保育を促進してまいります。
　次に、本県の土曜授業への対応についてお答えいた
します。
　土曜授業については、学校が実施を希望し、市町村
教育委員会が必要と認める場合において、学校や地域
の実態に応じて実施することが可能です。土曜授業を
実施する場合、教育課程や教職員の勤務体制の見直
し、家庭や地域の理解、地域における行事や各種大会
との調整等が課題として想定されます。
　県教育委員会としましては、今後とも国の動向や市
町村教育委員会の意向を踏まえるとともに、学校が実
施を希望した場合には支援してまいりたいと考えてお
ります。 
　次に、公立高校の修学旅行についてお答えいたしま
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す。
　県教育委員会としましては、修学旅行が学校内では
得がたい学習を行う大切な機会と捉えており、実施率
等の向上を図るため、平成26年度から県立高校６校
を研究モデル校に指定しております。指定校を初めと
した修学旅行実施の積極的な奨励により、実施校が平
成25年度29校から、平成27年度36校へと増加してお
ります。
　次に、スクールカウンセラーの活動状況と次年度の
計画についてお答えいたします。
　スクールカウンセラーについては、児童生徒の不登
校やいじめ等の問題行動及び教育相談の対応のため、
今年度は96人を県内の小・中・高校へ配置しており
ます。平成26年度の活動状況としては、相談件数が
４万3146件、相談人数が延べ１万5341人となってお
ります。
　次年度につきましては、文部科学省と調整しなが
ら、配置人数や配置時数等の拡充に努めてまいりま
す。
　次に、進学力グレードアップ推進事業の実施状況に
ついてお答えいたします。
　県教育委員会では、大学等進学率の改善を図るため
進学力グレードアップ推進事業を実施しております。
今年度は、東大を初めとする関東・関西・九州地区の
30大学１研究所42学部へ501名の生徒を派遣いたし
ました。また、昨年派遣された生徒たちにさらなる学
習意欲と難関大学への進学意識の向上を図るため、県
内外大学の教授等の担当講義を受講させる「ガクモン 
ナビ　オキナワ」や合同学習会を実施しているところ
です。今後とも、派遣生徒が高い学習意欲を継続でき
る効果的な学びの機会を提供し、さらなる進学力の向
上につながる支援を行ってまいります。
　次に、国立高専への通勤等についてお答えいたしま
す。
　国立沖縄工業高等専門学校は、国が設置した学校で
あることから、県教育委員会の所管ではございませ
ん。国立高専の職員の通勤、学生の通学に関する事項
につきましては、国立高専において適切に対応されて
いるものと考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
　　　〔子ども生活福祉部長　金城　武君登壇〕
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　教育行政につ
いての御質問の中で、放課後児童クラブの現状につい
てお答えをいたします。
　平成27年５月１日現在の放課後児童クラブ数は

357クラブ、登録児童数は１万4452人となってお
り、前年度と比較し15クラブ、473人増加しており
ます。
　県においては、公的施設活用のための施設整備に対
する支援や運営費支援、職員の処遇改善に対する支援
を実施しているところであり、引き続き市町村と連携
し、放課後児童クラブの設置促進と質の向上に努めて
まいります。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
　　　〔警察本部長　加藤達也君登壇〕
○警察本部長（加藤達也君）　教育行政に関する御質
問の中で、スクールサポーターの活動の現状と次年度
の計画についてお答えいたします。
　県警察では、深刻化する少年犯罪に対応するため、
学校生徒の健全育成と非行防止を図ることを目的に、
県警察スクールサポーター制度を導入しております。
今年度は、スクールサポーター11名を21中学校に派
遣し、非行グループの補導及び解体、非行少年等の居
場所づくりや立ち直り支援等を行い、学校及び学校周
辺の環境改善を図っております。同制度につきまして
は、学校からの評価も高く、警察と学校、家庭等との
一層の連携充実が期待されることから、次年度のス
クールサポーターのさらなる増員について関係部局と
調整中であります。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。
　　　〔農林水産部長　島田　勉君登壇〕
○農林水産部長（島田　勉君）　農業振興についての
御質問の中で、農作物の輸入、輸出、移入、移出につ
いてお答えいたします。
　本県における農作物の輸入、移入について、平成
26年度の県中央卸売市場における野菜の取扱実績で
見ますと、１、国外からの輸入量は4759トンで、
主な品目はタマネギ、２、県外からの移入量は２万
6215トンで、主な品目はキャベツとなっておりま
す。また、輸出、移出につきましては、貿易統計等
によりますと、国外への野菜の輸出量は40トンで、
主な品目はカンショ、県外への野菜の移出量は１万
2815トンで、主な品目はカボチャとなっておりま
す。
　次に、夏場と冬場の農作物の移入、移出についてお
答えいたします。
　農作物の移入について、平成26年度の中央卸売市
場における野菜の移入量で見ますと、２万6215トン
となっております。そのうち、７月から９月までの
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夏場における移入量は7608トンで、年間移入量の
約29％、１月から３月までの冬場における移入量は
4490トンで、年間移入量の約17％を占めておりま
す。また、県外への移出量は１万2815トンで、その
うち、夏場の移出量は742トンで、年間移出量の約
６％、冬場の移出量は5986トンで、年間移出量の約
47％となっております。
　次に、植物工場の運営状況についてお答えいたしま
す。
　県内における植物工場は、平成26年度末現在、閉
鎖環境で太陽光を使わずに環境を制御する完全人工
光型が11カ所、温室等の半閉鎖環境で太陽光等を利
用する太陽光利用型が３カ所の合計14カ所でありま
す。運営する事業者の内訳は、株式会社等９カ所、Ｎ
ＰＯ関連３カ所、農業生産法人１カ所、社会福祉法人
１カ所で、主にレタス類、ホウレンソウ等の葉野菜類
を生産し、県内スーパー、飲食店等への直販のほか、
自社商品の食材として活用している状況でございま
す。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　質問の途中ではありますが、
時間の都合もありますので、新垣安弘君の再質問は休
憩後に回したいと思います。
　休憩いたします。
　　　午前11時47分休憩
　　　午後２時21分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　新垣安弘君の再質問を行います。
　新垣安弘君。
○新垣　安弘君　よろしくお願いいたします。
　再質問に入る前に、一言沖縄問題に関して書いて
あった物を読んでから再質問したいと思います。
　中国においても1970代以降、東シナ海のガス田開
発に絡み、尖閣諸島の領有権ひいては琉球処分そのも
のの有効性を改めて問い直す意見が中国人民解放軍な
どから提示されている。2012年11月14日に中国、韓
国、ロシアによる東アジアにおける安全保障と協力会
議での席上、中国外交部直属の中国国際問題研究所の
郭副所長は、日本の領土は北海道、本州、四国、九州
四島に限られており、北方領土、竹島、尖閣諸島に加
えて沖縄も放棄すべきだと公式に演説した。中国共産
党機関紙の人民日報は2013年５月８日付の紙面で、
歴史的な懸案で未解決の琉球問題を再び議論できると
きが来た。尖閣諸島が台湾に附属する島だ。清は日清
戦争後の下関条約で台湾や尖閣諸島、澎湖諸島、沖縄
を日本に奪われた。日本はポツダム宣言を受諾した以

上、中国へ台湾や尖閣諸島を返還するのみならず、沖
縄の帰属についても議論すべきだと主張する論文を掲
載した。こういう紹介記事が載っております。
　それを踏まえて再質問したいと思うんですが、ま
ず、公室長、尖閣諸島問題なんですが、ここは毎回質
問するたびに改善の方向に向かっているという、日中
関係がですね。そういうお話がありますし、外交努力
をしっかりやってもらいたいというお話があります。
これは、別に問題ではないんですが、ただ一つ言える
のは、国民や他府県の人たちは、それはそれでいいと
しても、尖閣を預かる沖縄県の中の防災や安全保障を
考える、安全保障の部門においては、これはただ安易
な楽観的な見方はしないほうがいいと思います。日中
関係はいつでもこじれる、そう思っていたほうが私は
正しいと思います。そういう意味で、尖閣問題もいい
ときはいいんだけれども、最悪の状況をある意味想定
もしながら、そのときに、八重山の人たちや先島の人
たちがどういうふうになるのか、そこら辺もしっかり
公室長の部局においては、常日ごろから考えておかな
いといけないことだと思うんですが、そこは意識が一
般の県民や他府県と同じ意識であってはならないと思
うんですが、そこはいかがでしょうか。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
○知事公室長（町田　優君）　日中関係について、こ
じれる場合についても、県としてよく考えておくべき
という御指摘がございました。
　私どもの部門では、防災に加えまして、国民保護の
仕事もしております。その中で、県民、国民の避難で
ありますとか、その措置については日ごろから計画を
立てて県民の安心・安全、それに取り組んでいるとこ
ろでございます。
○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。
○新垣　安弘君　20年前にイギリスとアルゼンチン
の間でフォークランド紛争というのがありました。あ
れは、アルゼンチンの政権が国内的に行き詰まって、
それでイギリスが実効支配しているフォークランドを
とりに行って紛争になったわけです。そういう状況か
ら見ると、その尖閣というのは中国にとって、いわゆ
るアルゼンチンにおけるフォークランドのような、自
分たちの物だけれども相手に実効支配されていると、
そういう意識があると思うんです。ですから、そうい
う点では、国内の政治体制のあり方にもかかわるんで
すが、国内情勢で政権が行き詰まったら、それはその
領土問題で動き出す、そういうことがあるというの
は、これ当たり前の話ですから、そういう点では、や
はり尖閣問題というのは、これからずっと緊張感を
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持っていかないといけないと思います。
　そこで、日本政府も、フォークランドのようなそう
いうことがあってはならない、そういう思い、そうい
うすきを見せてはならないから、南西諸島の防衛の方
針を打ち出していると思うんです。そういう点では、
私は、政府の南西諸島の防衛のあり方、尖閣の守り
方、そこはごく当たり前のことじゃないかということ
で思っているわけです。
　そこで、そういうことも踏まえて、もう一点、公室
長、万国津梁フォーラムについてお伺いします。
　これは知事もよく沖縄をアジアにおける平和の緩衝
地帯にしていきたいと、そういう思いを語られておら
れます。これは本当にいいことだと思うんです。そこ
で、この万国津梁フォーラム、すごく私はいいことと
して進んできたと思うんです。今までも何度かやって
いるし、それが翁長県政になって途切れてしまうのは
本当に残念だなと思うんです。ですからそこは、例え
ば予算のかかることでもありますから、例えばあした
東京のほうで東アジアの問題を国際的に考える財団法
人があって、そういうシンポジウムをやったりするわ
けです。ですから、県が主催して予算を使ってやるの
もそうなんですが、そういうさまざまな団体の会議を
沖縄に誘致するとか、一緒にやるとか、そこは沖縄が
東アジアの安全保障問題を議論する場なんだというこ
とで、そういうふうにしていくためにも、この万国津
梁フォーラムを発展させていくべきだと思うんです
が、そこはどうですか。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
○知事公室長（町田　優君）　議員のほうから万国津
梁フォーラム、途切れてはならないという御提案がご
ざいました。
　私どもも万国津梁フォーラム、これはもう終わった
と言っているわけではございませんで、現在もこの開
催の方法については、鋭意検討を続けているところで
ございます。
　それから、東京で行われているようなフォーラムの
沖縄での誘致、これにつきましても大変いいことだと
思いますので、国際会議の誘致、あるいはいろんな催
し物、そういうものを沖縄でやっていただく、それは
私ども県としても目指すところは同じでございます。
○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。
○新垣　安弘君　知事にあと１つお伺いしたいと思い
ますが、先ほど中国の問題を読み上げさせてもらった
んですが、琉球処分なのか琉球併合なのかということ
なんです。私は沖縄のその空気自体をすごく心配する
向きがあるんですが、いわゆる学者じゃないから処分

なのか併合なのかというのは詳しくは論じられません
けれども、明治のあの近代国家で日本がまとまってい
こうとするときに、会津の戦争があり、佐賀の乱があ
り、西南戦争があり、そういうさまざまなことを経な
がら一つの近代国家日本にまとめてきた。そういう中
で、沖縄は1879年に、あのときに沖縄の士族は戦わ
なかったんですね。戦わなかった、血を流さなかっ
た。そういうことで処分されたということで、琉球処
分ということで続いてきていると思うんですが、あれ
がほかの地域で見られたように、ドンパチやっていれ
ば処分じゃなくて琉球の乱だとか琉球戦争だとか、そ
ういう呼び方で今日まで来たんじゃないかと思うんで
す。結果は、沖縄県が置かれて同じ結果になったとし
ても、それはそれとして、琉球処分というのは私も余
り好きじゃないんですけれども、だから第２の琉球処
分、第３の琉球処分、沖縄側からそういうことを発す
るのも余り好きじゃないんですが、じゃ併合かという
ことになると、私は併合というと日韓併合というのを
イメージするんですね。日本が韓国を併合した、韓国
はその日本が戦争に負けることによってもとの姿に
戻った、独立した。じゃ沖縄も併合されているんだと
したら、併合されている姿は本来の姿じゃない。沖縄
も併合を解いてもとの、本来のあるべき姿に返るべき
だという議論が沖縄の中で出てきてしまうと、併合さ
れたのは、これは本来の姿じゃないからやはり琉球独
立かというところに沖縄の世論が、空気がそっちに向
けられかねないといいますか、そういう状況になった
ら、それは喜ぶ人は周りにいるかもしれませんけれど
も、沖縄にとっては問題だと思うんです。そういう意
味で処分なのか併合なのかという言葉の使い方を私は
すごく心配するんですが、その沖縄の空気としてです
ね。そういう懸念に対しては、知事はどうでしょう
か。
○議長（喜納昌春君）　翁長知事。
○知事（翁長雄志君）　新垣議員の御質問にお答えを
したいと思います。
　琉球処分という言葉も、併合という言葉も、恐らく
沖縄県民は百人百様に意味合いを捉えていると思いま
す。新垣さんと私が全く違うように、同じウチナーン
チュですが、今考え方とは私とは一緒にはなりませ
ん。ですから、そういったものは、それぞれが主張し
て別段構わないと思うんです。
　私のほうから言わせてもらいますと、今併合という
のはどういう意味かというと、辞典によると、国際法
上これまで自国に属していない領域を国家が一方的行
為によって自国の領域にすることを併合と言うという
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話なんです。私は二十、二十代のときに、大城立裕先
生の「琉球処分」を読ませてもらいまして、沖縄のい
ろんな思いを抱いたわけであります。今、佐賀の乱と
か本土のいろんな乱の話をされておりますが、私がそ
ういった歴史をひもとくのは、0.6％に74％を70年間
も置いておいて、何ら顧みない。こういったようなこ
とに対して現実があると昔もこうだったね、ああだっ
たねという話をするんです。そして、私たちがそれを
文句言うと独立するんじゃないかという話まで見られ
かねないというんですが、私たちは現に1952年に独
立どころか切り離されたんですよ。私たちが離れたく
て離れたんではなくて、併合だろうが処分だろうが、
136年前に御一緒させていただいて、戦争で10万人
死んで、それから７年後には切り離されたんです。私
からすると切り離される心配のほうがあるんですよ。
いろいろ中国とのがちゃがちゃでは。日清戦争前後で
切り離すという話がありました。そういったようなこ
と等がまだ沖縄というのは持っているので、独立など
という勇ましい話以前に、切り離したことが昨今ある
話でありまして、そういったこと等にも目を向けて、
ウチナーンチュの政治家としてどうあるべきかと、お
互いの子や孫が将来どうあるべきかというようなこと
に関して、どこから心配をしていくのか、ここが大切
なポイントだと思います。中国が脅威あるというこ
と、あるいはまた向こうが沖縄を自分の領土と思って
いるというようなことは置いておいても、あそこでい
ざこざが起きましたら、尖閣で、当然のことながら観
光客も激減しますし、こういったようなことが５年も
10年も続くと大変なことになるから、公室長が話を
するように、何とか外交でとどめてもらいたいと。起
こるものは起こるんじゃしようがないんじゃないかと
言われたら、これはこれでまた物事を別の角度から考
えればいいのであって、沖縄側からするといざこざと
かそういうものは避けてもらいたいというのが私たち
の気持ちだということを言っているわけです。
○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。
○新垣　安弘君　私もいざこざを望んでいるわけでは
ないんです。沖縄と日本とのその関係がいい方向に
行って、それは独立とか勇ましいことは当然ないと思
いますし、切り離されやすいような状況をつくっても
よくないし、そういう点では、なかなかかみ合わない
んですが、ぜひいい方向に進めていただきたいと思い
ます。
　次に移ります。
　教育問題、お願いします。
　教育長、土曜塾の問題、何度か私取り上げているん

ですが、これ鹿児島においては、県の教育委員会が主
導して全県で進めていくとか、話が進んでいると思う
んです。今まで教育長の答弁はそんなに前と変わらな
いんですが、これは学校側に聞いたらやりたくないん
です、これは明らか。ただ、80％の父兄にとっては
いいんじゃないかと。それが月１回だろうか、隔週で
あるかいろいろあるけれども、そこは学校側に聞いて
じゃなくて、県の教育委員会としてどこの地域でも父
兄の８割は賛成、学校は反対、この問題を私は沖縄の
さまざまな事情、教育事情からしたらいい方向に持っ
ていけると思うんです。もちろん教師の負担の問題は
あります、そこは解決して。ですから、そこをもう
ちょっと他の県、特に鹿児島とかほかの県、前向きに
やっているところがありますから、そこはもうちょっ
と踏み込んで検討する余地はないですか。
○議長（喜納昌春君）　教育長。
○教育長（諸見里　明君）　お答えいたします。
　鹿児島県が去年12月に県内の市町村の教育委員会
に、第２土曜日の午前中に３こまの授業を行う、いわ
ゆる土曜授業、それを実施すると、推進するとやった
ときには本当にびっくりしたんですけれども、県が主
導してやっているわけです。他府県でも土曜授業とい
うのが実施されている県が徐々に多くなってきている
んです。うちの教育庁内でもいろいろ議論したんです
けれども、結論はこうなんです。まず、市町村の教育
委員会がどういう意向を持っているか、その地域の教
育に一番責任を持っているのが市町村であるわけです
から。そして学校の意向等々踏まえても。それからも
う一点は、今私たち県教育委員会、かなり学力向上の
ために補習体制であるとか、あるいは夏休みも出てき
てやっている学校もありますし。例えば、朝早くある
いは放課後、10分、20分のすき間を利用してやって
いる学校もあるんです。例えば、取りこぼしがないよ
うな、あるいはちょっとひっかかっている生徒たちを
残してとか。そういうのを勘案していったら、今土曜
日で月１回かそれぐらいはやっているような感じの時
間をとっているんです。だから、そういう面もありま
すので、学校としては、今議員がおっしゃったよう
に、これ以上の過重負担になるんじゃないのかと、あ
るいは土曜授業の意義というのは、地域の人材である
とか、あるいは第三者の方の力をかりるわけですけれ
ども、そういう面も含めて、幾つかの大きな課題もあ
るわけです。この辺はまたいろいろと研究させてほし
いと思います。
○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。
○新垣　安弘君　あとスクールサポーターについて、
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教育長、徐々に６名から８名、８名から11名とふや
してきています、スクールサポーターについてです
よ。これは県警本部長にお伺いします。沖縄の場合、
中学生の非行率が極めて高い。中学校区内で先輩、後
輩のつながりの中での問題が多いと、それでことしふ
やして11名体制でやってきているんですが、そのＯ
Ｂの皆さんからそういう状況も、本部長、聞かれてい
るとは思うんですが、そこはどうでしょうか、もっと
必要な状況はないのかどうか。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
○警察本部長（加藤達也君）　先ほども御答弁申し上
げましたとおり、スクールサポーターについては、そ
の必要性というのは感じられるところでありまして、
その増員につきましては、現在財政担当部局と調整を
しているところでございます。
○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。
○新垣　安弘君　教育長、これは学校現場からも要
望・要請が上がってこないと、それを県警のほうに伝
えないと、それはなかなか難しいと思うんです。そこ
はぜひ教育長、遠慮しないでその部分はしっかり学校
現場から聞いて、遠慮しないで上げてもらって、遠慮
しないで県警のほうにお願いするということが必要だ
と思います。どうでしょうか。
○議長（喜納昌春君）　教育長。
○教育長（諸見里　明君）　スクールサポーターの役
割、意義というのは、重々承知しております。県警と
連携して今取り組んでいますけれども、私たちもやは
り公安委員会、あるいは県警のＯＢの方々のぜひお力
をかりなきゃいけない場面がかなり出てきていますの
で、その辺はぜひスクールサポーターの拡大をできな
いか、県警と連携しながら取り組んでまいりたいと思
います。
○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。
○新垣　安弘君　あと教育長、公立高校の修学旅行の
問題、これ２年ぐらい前に私が調べてもらったとき
に、所得の低い県からずっと調べてもらって、同じ
ようなところでも宮崎とか岩手とか100％ですね、島
根、鳥取が低かったんですが、当時沖縄50％。先ほ
どの教育長の答弁ですと上がってきていると。そこ
は、これからもっと90％、100％まで近いような方
向に進めていくという意欲はおありなのかどうか、そ
こら辺をちょっとお聞かせください。
○議長（喜納昌春君）　教育長。
○教育長（諸見里　明君）　お答えいたします。
　先ほど参加人数の推移を見まして、また喜んだんで
すけれども、平成25年が29校、平成27年が36校にふ

えている。今まだ取り組みたい意向ですけれども、来
年は43校にふえるというかなりいい傾向にあるんで
すけれども、結局募ったらどうなるか、またわからな
いんですけれども。この件と今高校生にパスポートを
取らせて海外とかそれを推進したらどうかという意見
が県民から、議員さんからもかなりあります。この辺
もぜひ指定校を加味して考えていきたいと思っていま
すので、修学旅行の充実に向けていい方向で進めてい
けると思っております。
○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。
○新垣　安弘君　もう一点、進学力グレードアップ推
進事業です。これ生徒はすごく意識を高められていい
と思うんですが、これによって、教員がついていって
いると思うんですが、教員の意識改革はどうなのかと
いうことと、もう一点は、この皆さんは、やはり自分
のその就職・進学のための準備じゃなくて、県からす
れば予算を使って行くわけですから、沖縄のために将
来頑張るんだというか、そういう公的な思いをやっぱ
り伝えるあれも必要だと思うんですが、そこら辺の工
夫はされているかどうか。
○議長（喜納昌春君）　教育長。
○教育長（諸見里　明君）　進学力グレードアップ推
進事業におきましては、生徒たちを東大を初め難関大
学、希望する大学等々に一緒に参加させて、その辺の
意識を高めるためにやっているわけです。それから、
先生方に対しても、大学の先生の講義であるとか、あ
るいは新たな進学力の質を開拓する、それから難関大
学合格への手順とか、そういう研修も一緒にやってお
ります。参加した生徒さんたちからは、かなり評判が
よくて、保護者も、本当に意識が変わっている。私も
去年一緒に参加して見てきたんですけれども、東大に
入っていって、東大の講義を聞いて、そこで東大の学
生たち、ゼミたちと交流するわけです。それが一橋で
あるとかいろんな大学でことしから九州地方にも連れ
ていったわけですけれども、この辺はまた戻ってきて
もモチベーションを落とさせることなく、例えばいろ
んな東京大学の合格支援プログラムであるとか、国公
立大学の合格支援プログラム、それから合同学習会、
先ほど答弁した「ガクモン　ナビ　オキナワ」等々
で、この辺をもっともっと意識を高めるような努力を
しております。かなり意識も変わりつつあると思いま
す。
○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。
○新垣　安弘君　学童保育についてちょっとお伺いし
ます。
　まず、沖縄県の学童保育は全国に比べて保育料が高
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いということを言われていると思うんですが、そこら
辺の状況と、あと学童保育に対する補助金がどういう
ふうな形になっているのか、そこを少し説明してもら
えますか。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　お答えをいた
します。
　利用料金でございますが、本県の平成26年度の利
用料金の平均は、１万115円になっておりまして、全
国では、これは統計若干違うんですけれども、７割
が8000円未満だと言われております。そういう意味
で、本県の場合は民立民営といいますか、そういう活
用が多いということから高い実態があるということ
で、それに向けては一括交付金を活用いたしまして、
公的施設、学校内に施設をつくる、民間の地域から移
行させるというような取り組みを現にやっておりまし
て、平成26年度の実績で申しますと、10カ所の施設
が公的施設への移行をしております。それから、学童
クラブに関しては、運営費の補助がございますので、
一般的に各クラブに対する運営費、これを国・県・市
町村で３分の１ずつの負担でしたか、この負担をしな
がら運営費の助成を行っているというところでござい
ます。
○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。
○新垣　安弘君　全国との比較で、公的施設を使って
の部分が少ないというふうに沖縄は言われていると思
うんです。そこは皆さん、徐々にやっていると思うん
ですが、そこはぜひ力を入れて、市町村とも連携しな
がらやるべきだと思います。そうすればもっと早く進
むと思います。
　１点、補助金の件なんですが、これは補助金はいつ
学童に支払いされるのか、渡されるのか、そこのとこ
ろを少し……。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午後２時47分休憩
　　　午後２時47分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　放課後児童ク
ラブの補助金につきましては、実施主体が市町村に
なっておりまして、これは市町村の状況によって時期
時期、いろいろあろうかと思いますが、一般的にはや
はり年度中盤以降の交付になっているというふうに聞
いております。
○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。
○新垣　安弘君　この補助金は県も出していると思う

んですが、国からも行くし、現場には10月ぐらいに
しかおりてこなくて、しかもこれは３月までに使い切
りなさいと、そういう形の様子があるやに聞いている
んです。そうすると、これ現場大変だと思うんです
よ。そこは、県も出している側ですから、４月から渡
るような方向にすれば、運営はすごく楽だと思うんで
す。そういうところの改良というか、改善というか、
そこはやる方向はないのかどうか。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　これはいろい
ろと手続上の問題、いろいろ市町村のほうもあろうか
と思いますので、できるだけやはり早期に運営主体で
ある学童さんのほうに交付するのが基本的な方向だと
思います。それに向けて市町村といろいろと意見交換
なり、早目に交付できるような仕組みをいろいろと話
し合っていきたいなと思っております。
○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。
○新垣　安弘君　そこのところ、ぜひよろしくお願い
いたします。
　あと最後に、農林関係です。まず植物工場は、これ
商工労働部もかかわっている部分あると思うんです
が、そこは商工労働部のほうからは特にこの植物工場
についてはないですか。
○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。
○商工労働部長（下地明和君）　植物工場につきまし
ては、一義的に農林水産部のほうで、食品の製造とい
う部門でかかわっていただいておりまして、商工労働
部がかかわるとしましたら流通販売、そこら辺でどの
ような形で販売促進していくかというところになろう
かと思います。
○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。
○新垣　安弘君　農業をやっている方が植物工場を立
ち上げたというケースはありますか、農林水産部長。
○農林水産部長（島田　勉君）　休憩お願いします。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午後２時50分休憩
　　　午後２時50分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　農林水産部長。
○農林水産部長（島田　勉君）　現在県内に14の植
物工場がございますけれども、農業関係での立ち上げ
というのはございません。
○議長（喜納昌春君）　新垣安弘君。
○新垣　安弘君　なかなかこの植物工場に関しては、
本当に難しいところであると思うんです。
　最後に、先ほど(1)番、(2)番と沖縄の農産物の輸
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出、輸入、移入、移出のことを聞いたんですが、この
中で、先ほど数字をいろいろとお聞かせいただいたん
ですが、沖縄のその農業の輸出とか移出、移入とか、
夏場とか冬場見る上で、沖縄の農業の課題とかそうい
う部分とかが見えてくると思うんですが、方向性と
か、そこを最後にちょっとこの質問に対するあれで、
まとめでお話願えますか。
○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。
○農林水産部長（島田　勉君）　今の植物工場との兼
ね合いもあるんだろうと思います。やっぱり夏場、冬
場比べてみますと、どうしても夏場における野菜、青
果果樹も含めてですが、特に野菜については、生産量
が減ってまいりますし、そういう意味では、夏場にお
ける野菜等の安定生産を図っていく必要があるんだろ
うと思います。また、夏場については、その当然台風
それから病害虫、それから実際野菜の切りかえ、品目
の切りかえ等もあって、夏場は落ちるんですけれど
も、そういったものに対応して、現在農林水産部とし
ては、そういう耐暑性にすぐれた品種の育成、それか
らネットを利用した防風対策、それから災害に強い施
設の整備、それから既存施設をさらに補強して台風被
害を軽減するとか、そういった夏場の避暑災害等を対
策として夏場の生産をふやしていこうとしておりま
す。
　以上です。
○新垣　安弘君　ありがとうございました。
○議長（喜納昌春君）　議席番号13番具志堅　徹
君。
　　　〔具志堅　徹君登壇〕
○具志堅　徹君　一般質問を行います。
　前代未聞で、先日は12月８日、パールハーバー・
リメンバーということもあったんですが、本議会でも
初めてのことのようだと聞いております。ついては、
いろいろあるようですから、８つの項目掲げておりま
すけれども、２番目と３番目、７番目の３項目だけに
とどめた質問にしたいと思いますので、よろしくお願
いいたします。
　では一般質問を行います。
　辺野古・大浦湾への埋立土砂について、九州各地か
ら持ち込まれることが報道されております。岩ズリの
採取地区、これには瀬戸内海や門司、天草、五島、佐
多岬、奄美大島、徳之島ということであるようですか
ら、その採取地となる自治体及び環境団体への協力依
頼を行ったらどうかと九州連絡協議会があるようです
から、その辺についてお聞きしたいと思います。
　それから、３番目の文化財ということにしてありま

すが、文化行政の中で、名護市の新博物館建設への県
の協力、お力をおかしいただきたいということであり
ます。これは県有地の等価交換や売買等も含められて
おりますけれども、そういうことについてお聞きした
いと思います。
　項目の７番目に、これは漁港ということで北部の漁
港みんな聞こうと思っていたんですが、相談もしてあ
りますので、辺野古の漁港の今後の整備などについて
お聞きしたいと思いますので、簡潔によろしくお願い
いたします。
　以上、質問いたします。
○議長（喜納昌春君）　環境部長。
　　　〔環境部長　當間秀史君登壇〕
○環境部長（當間秀史君）　辺野古・大浦湾への埋立
土砂についての中で、採取地の自治体等への協力要請
についての質問にお答えします。
　公有水面埋立事業における埋立用材に係る外来生物
の侵入防止に関する条例の運用に当たっては、県外の
埋立用材採取地における特定外来生物等の直近の侵入
状況に関する情報が重要です。
　このため、県としましては、地元自治体等へ情報提
供を求めていきたいと考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　総務部長。
　　　〔総務部長　平敷昭人君登壇〕
○総務部長（平敷昭人君）　文化財行政についての御
質問の中で、名護市新博物館建設への県の支援として
の県有地の活用についての御質問にお答えいたしま
す。
　県有の未利用地につきましては、初めに庁内での有
効利用の有無を検討し、庁内利用がない場合は、次に
市町村等に対し買い受け意向を確認することとしてお
ります。
　名護市内の県有未利用地につきましては、今年度以
降、順次当該事務手続を行う予定であり、その段階で
名護市から買い受けの申し出があれば所管部局と連携
し対応してまいりたいと考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。
　　　〔農林水産部長　島田　勉君登壇〕
○農林水産部長（島田　勉君）　漁港の管理・整備に
ついての御質問の中で、北部各漁港の管理状況につい
てお答えいたします。
　沖縄本島北部には、県管理４漁港、市町村管理19
漁港あります。これらの漁港が有効に活用されるため
には、適切な維持管理が不可欠であることから、漁港
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管理条例を定めるなど維持管理の徹底を図っておりま
す。また、施設の老朽化とともに更新を必要とする施
設が増加していることから、各漁港管理者において
は、施設の健全度を評価する機能診断を踏まえた機能
保全計画を策定し、計画に沿った保全対策工事等の実
施に努めております。なお、名護市管理の辺野古漁港
では、航路等に土砂が堆積するなど一部の漁港施設で
機能が低下しつつあることから、県では、機能保全計
画を策定するための水産物供給基盤機能保全事業の平
成28年度新規採択に向け、国や事業主体である名護
市と調整を進めているところであります。
　県としましては、引き続き国や名護市と連携し、辺
野古漁港における施設の保全対策を推進するととも
に、必要に応じて防波堤のかさ上げなど機能強化対策
にも取り組んでまいります。
　以上です。
○議長（喜納昌春君）　具志堅　徹君。
○具志堅　徹君　翁長県政を支えていく立場で、これ
で終わります。
○議長（喜納昌春君）　新垣清涼君。
　質問取り下げております。
○議長（喜納昌春君）　瑞慶覧　功君。
　　　〔瑞慶覧　功君登壇〕
○瑞慶覧　功君　ハイサイ　グスーヨー　チューウガ
ナビラ。
　県民ネットの瑞慶覧功ヤイビーン。ユタシクウニ
ゲーサビラ。
　質問いたします。
　１、知事の政治姿勢については、代表質問と重複し
ておりますので取り下げます。
　２、基地問題について。
　(1)、負担軽減の名のもとで、本土の横田基地へ配
備されるＣＶ22オスプレイや、岩国基地に配備され
るＦ35ステルス戦闘機の駐機場が伊江島補助飛行場
に整備されるということは、危険な訓練は沖縄で行わ
れるということである。その要因は沖縄に集中する米
軍訓練空域や水域、実弾射爆撃場の存在によるものと
思われます。見解を伺います。
　(2)、沖縄周辺の米軍訓練空域・水域、実弾射爆撃
場の実態と沖縄県に与える損失、影響について伺いま
す。
　(3)、久米島の鳥島射爆撃場で米軍が発がん性が高
いと言われる劣化ウラン弾1500発を捨てたとされる
問題の概要と、国・県はどのように対応されたか伺い
ます。
　(4)、これまで、国に対し訓練場の返還を求めた県

の取り組みと国の対応、今後の県の取り組みについて
伺います。
　(5)、北谷町字上勢頭の米軍嘉手納基地一部返還地
でダイオキシン類が検出された問題で、野国昌春町長
は沖縄防衛局に対し汚染土壌の取り扱いについて要請
しています。局の対応と県の対応について伺います。
　３、日米地位協定の改定について。
　(1)、11月11日に開催された町村議会議長全国大会
において、「日米地位協定の見直しに関する特別決
議」が全会一致で採択されました。今こそ、翁長知事
を先頭にオール沖縄で全国行脚を取り組むべきだと思
います。見解を伺います。
　(2)、駐留軍等労働者の雇用問題。
　アとイは取り下げます。
　政府は来年の３月末で駐留軍等労働者の日本側労務
費負担を定めた特別協定を改定し、福利厚生施設で働
く労働者約5800人の労務費負担を廃止しようとして
います。
　ウ、駐留軍等労働者は日本政府が雇用主でありなが
ら、賃金労働条件改善は国内法が適用されず、人事権
は米側が掌握しており、国の主権や雇用主権限は不平
等な日米地位協定によって行使できない状況に置かれ
ています。県は身分の保障を政府に求めるべきです。
見解を伺います。
　４、文化観光スポーツ部関連について。
　(1)、(2)、(4)は取り下げます。
　(3)、韓国からの航空路線の新規就航や増便が相次
ぎ、特に冬場のゴルフツアーに人気があります。しか
し県内には外国人客を受け入れないゴルフ場も存在す
るとのこと。
　ア、県内のロングコース数と外国人客を受け入れな
いコースの現状について伺います。
　イ、観光立県として外国人客を受け入れないという
ことは、あってはならないことだと思うが、県の見解
を伺います。
　５、商工労働部関連については取り下げます。
　６、農林水産部関連について。
　(1)、10月26日、糸満市の海岸でサーファーの男性
がサメに襲われ負傷しました。近年のサメの個体数の
状況、サメによる漁業への影響、県の対応策について
伺います。
　(2)、日台漁業協定。
　ア、今期の日台漁業協定適用水域内の４月から７月
期の操業実績が延べ180隻で前年比約3.5倍、漁獲量
は54.7％ふえている要因は何か伺います。
　イ、久米島西方の特別協力水域での操業が突出して
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いる要因は何か。来期の操業ルールで台湾側に何を求
め、交渉していくのか伺います。
　７、教育行政について。
　(1)、県立高等学校における特色ある学科、コース
などの設置状況と評価、今後の方針について伺いま
す。
　(2)、高等学校の海外への修学旅行が年々ふえてい
ます。海外への修学旅行希望校の生徒にパスポートの
無償配付はできないか伺います。
　(3)、10月13日、台風21号で大きな被害を受けた
与那国町へ被害状況調査に行きました。学校の教室や
体育館、保育所の窓ガラスの破損により、楽器やパソ
コン、書籍等の被害が目につきました。雨戸、サッシ
があれば防げたと思われます。今後の対策を伺いま
す。
　８、土木建築部関連について。
　(1)、道路管理については取り下げます。
　(2)、北谷町の白比川河川改修事業。
　10月22日に行われた改修工事説明会の内容と県の
対応について伺います。
　(3)、中城村、吉の浦火力発電所埋立地背後水路南
側流出口の土砂づまり対策について、県の対応を伺い
ます。
　よろしくお願いします
○議長（喜納昌春君）　翁長知事。
　　　〔知事　翁長雄志君登壇〕
○知事（翁長雄志君）　瑞慶覧功議員の御質問にお答
えをいたします。
　私のほうからは、日米地位協定の改定に関する御質
問の中の、日米地位協定見直しの取り組みについてお
答えをいたします。
　去る11月11日、町村議会議長全国大会において、
「日米地位協定の見直しに関する特別決議」が採択さ
れたことは、大変意義のあることだと考えておりま
す。日米地位協定の見直しについては、米軍基地が集
中する沖縄という一地域だけの問題ではなく、我が国
の外交・安全保障や国民の人権、環境保護などについ
てどう考えるかという極めて国民的な問題であり、今
後とも引き続き渉外知事会等全国的な団体とも連携
し、取り組んでいきたいと考えております。
　あとの御質問につきましては、副知事、部局長から
答弁をさせていただきます。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
　　　〔知事公室長　町田　優君登壇〕
○知事公室長（町田　優君）　基地問題についての御
質問の中で、訓練空域・水域及び実弾射爆撃場に対す

る見解及び県に与える影響等についてお答えします。
２の(1)と２の(2)は関連しますので、恐縮ですが一括
してお答えさせていただきます。
　沖縄県及びその周辺には米軍の訓練水域が28カ
所、５万4940平方キロメートル、訓練空域が20カ
所、９万5415平方キロメートル設定されておりま
す。また、実弾射爆撃場については、鳥島射爆撃場、
沖大東島射爆撃場等があります。これら訓練区域にお
いては、外来及び常駐の航空機や艦船の訓練等が日常
的に行われております。当該水域・空域の経済的損失
については、把握しておりませんが、これら区域が設
定されているため、漁場への制限、事故への不安、航
空経路への制約があると承知しております。
　次に、同じく鳥島射爆撃場における劣化ウラン弾に
ついての御質問にお答えします。
　平成９年２月、外務省からの連絡により、平成７年
12月から平成８年１月にかけて３回にわたり、鳥島
射爆撃場において訓練中の米海兵隊のハリアー機が、
計1520発の劣化ウランを含有する徹甲焼夷弾を誤っ
て発射していたことが明らかになりました。
　県は、問題発覚を受けて、鳥島射爆撃場における劣
化ウラン弾の回収及び環境調査の実施等について、軍
転協と連携し国に対して要請を行ってまいりました。
国は、平成９年から平成14年に行った鳥島並びに久
米島の陸域及び周辺海域における環境調査の結果、劣
化ウランの影響は認められないことが確認されたとし
て、自然環境や住民の健康への影響はないとの報告を
行っております。また、外務省によると、米軍は平成
８年以降、鳥島射爆撃場における劣化ウラン弾の回収
及び陸域調査を実施しており、これまで247発の劣化
ウラン弾を回収しているとのことであります。
　県としては、県民の生命、生活及び安全を守る立場
から関係機関に対し、訓練の安全管理を徹底し、事
件・事故の再発防止に万全を期すこと等、県民の目に
見える形で基地負担が軽減されるよう粘り強く働きか
けていく考えであります。
　次に、同じく訓練場の返還についての御質問にお答
えします。
　沖縄県は、これまで累次にわたり、ホテル・ホテル
訓練区域の一部解除、鳥島射爆撃場及び久米島射爆撃
場の返還について要請を行っております。ホテル・ホ
テル訓練区域の一部における使用制限の解除について
は、平成26年７月23日から実施されております。鳥
島射爆撃場については、長年の実弾射爆撃訓練によ
り、島としての形状を失いつつあり、我が国の領土保
全上、重大な問題であると考えております。
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　県としては、引き続き県民の生活と安全を確保する
とともに、漁業の振興や県土の保全を図る観点から、
あらゆる機会を通じ、日米両政府に対し、ホテル・ホ
テル訓練区域の解除区域の拡大及び対象漁業の拡充、
並びに鳥島射爆撃場及び久米島射爆撃場の返還につい
て、軍転協、久米島町、漁業関係団体とも連携しなが
ら、求めていきたいと考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　環境部長。
　　　〔環境部長　當間秀史君登壇〕
○環境部長（當間秀史君）　基地問題についての中
の、北谷町上勢頭の問題に係る北谷町長の要請に対す
る局と県の対応についての御質問にお答えします。
　平成27年11月17日に北谷町長は沖縄防衛局長に対
して、地権者の意向を尊重し、不利益とならない措
置、周辺住民に対し調査結果及び汚染物質に係る説明
会の開催、土壌汚染範囲の確定、今後の汚染物質処理
に関する対応措置の実施について要請しております。
同要請に対し、沖縄防衛局長は、汚染範囲確定のため
の追加調査や周辺住民への説明を行う方針と聞いてお
ります。
　県としましては、土地所有者の意向も踏まえつつ北
谷町等と協議を行いながら、連携して対応していきた
いと考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。
　　　〔商工労働部長　下地明和君登壇〕
○商工労働部長（下地明和君）　日米地位協定の改定
についての御質問の中の、駐留軍等労働者の身分保障
等についてお答えいたします。
　平成22年に公表された防衛省の駐留軍等労働者の
労務管理に関する検討会報告書によると、駐留軍等労
働者の労働条件が我が国の労働法令に合致していない
ものが３項目あり、以前から防衛省と在日米軍との間
において調整が行われ、早急に解決する必要があると
されております。また、沖縄防衛局によると、駐留軍
等労働者の雇用主は日本政府ですが、身分は公務員で
はなく、採用、昇進、解雇等に係る人事権は使用者で
ある米軍が有しているとのことであります。
　沖縄県としましては、駐留軍等労働者の雇用の確保
及び労働条件の向上を図ることは重要な課題であると
認識しており、渉外知事会と連携し、駐留軍等労働者
に雇用不安等を与えることのないよう適切な労務管理
を図ること、労働条件の向上を図ることを、政府に対
して要請しているところであります。
　以上でございます。

○議長（喜納昌春君）　文化観光スポーツ部長。
　　　〔文化観光スポーツ部長　前田光幸君登壇〕
○文化観光スポーツ部長（前田光幸君）　文化観光ス
ポーツ部関連についての御質問の中の、県内ゴルフ場
のロングコースの現状と外国人客受け入れに対する県
の見解についてお答えいたします。４の(3)のアと４
の(3)のイは関連しますので一括してお答えいたしま
す。
　県内のロングコースのゴルフ場は、20コースと
なっております。一般社団法人沖縄県ゴルフ協会によ
りますと、県内一部のコースでは、外国人のプレー
ヤーやマナーの習慣の違い等により、団体客を受け入
れていない状況があるとのことです。
　県としましては、外国人観光客200万人の目標達成
に向けて、官民一体となって取り組んでいるところで
あり、言語や文化、習慣が異なる観光客に対して、
オール沖縄で受け入れ体制の強化を図ることが重要で
あると考えております。このため県と沖縄観光コンベ
ンションビューローが連携して、外国人観光客の満足
度向上等に向けたインバウンド連絡会を開催するほ
か、県民に対しては「ウェルカムんちゅになろう」
キャンペーンを展開しているところであります。今後
は、スポーツ・ツーリズムの分野においても、関係機
関等との意見交換を行い、外国人観光客受け入れの機
運醸成に努めていきたいと考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。
　　　〔農林水産部長　島田　勉君登壇〕
○農林水産部長（島田　勉君）　農林水産部関連につ
いての御質問の中で、サメによる漁業への影響と県の
対策についてお答えいたします。
　沖縄近海に生息するサメの個体数は不明ですが、
平成25年のサメ類の漁獲量は43トンとなっておりま
す。県では、糸満市大渡海岸で発生したサメによる咬
傷被害を受けて、各漁業協同組合に対し、サメによる
漁業被害についてのアンケート調査を実施しておりま
す。現時点の集計では、22漁協より回答があり、人
的な被害はありませんが、サメによる漁具の切断や漁
獲物に対する平成26年度の推定被害額は約1300万円
となっております。また、近年、漁場でサメを見かけ
る機会がふえたとの意見が11漁協よりありました。
　県としましては、沖縄県漁業再生支援事業により、
各市町村に対しサメ駆除の取り組みを支援しており、
今後とも市町村や漁業関係団体と連携し、サメによる
漁業被害の軽減に努めてまいります。
　次に、日台漁業取り決め適用水域での操業実績及び
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来期に向けた交渉についてお答えいたします。６の
(2)アと６の(2)イは関連しますので、恐縮ですが一括
してお答えいたします。
　平成25年４月に合意した日台漁業取り決めについ
ては、平成27年３月の日台漁業委員会会合等におい
て、八重山北方水域における日台の漁船が昼夜で交代
して利用する水域の拡大、特別協力水域における台湾
漁船がはえ縄を設置しない水域の拡大など、おおむね
沖縄側漁業者の意向を酌み入れた内容に操業ルールの
見直しが図られております。沖縄漁船にとっては、優
先的に操業できる水域が拡大されたことで台湾漁船と
のトラブルに遭うリスクが減り、適用水域内に入りや
すくなったことが、操業隻数の増加した要因と考えら
れます。また、特別協力水域については、沖縄本島か
ら近く、マグロ類の好漁場でもあるため、沖縄本島の
マグロ一本釣り漁船が増加し、121隻が操業したと報
告を受けております。
　しかしながら、当該水域においてマグロはえ縄漁船
が安心して操業するには、船間距離４海里の確保や、
日本漁船が優先的に操業できる水域の拡大等が必要と
考えており、県としましては、漁業関係団体や国と連
携し、次回開催の日台漁業委員会会合等において、さ
らなる操業ルールの改善を強く求めてまいります。
　以上です。
○議長（喜納昌春君）　教育長。
　　　〔教育長　諸見里　明君登壇〕
○教育長（諸見里　明君）　それでは、教育行政につ
いての御質問の中で、県立高等学校の特色ある学科等
についてお答えいたします。
　県立高等学校の学科・コースにつきましては、地域
の生徒数の動向、生徒・保護者のニーズ、地域の実情
等を考慮して特色ある学科等の設置に努めておりま
す。例えば、具志川商業高等学校の観光リゾート科や
向陽高等学校の中国語コース、首里高等学校や南風原
高等学校では、染織デザイン科や郷土文化コースなど
特色的な学科を設置しております。
　県教育委員会としましては、今後とも、21世紀を
担う創造性豊かな人材の育成と生徒の視点に立った魅
力ある学校づくりを支援してまいりたいと考えており
ます。
　次に、高校生のパスポート取得についてお答えいた
します。
　県教育委員会では、生徒のグローバルな国際感覚を
育むために、海外へ修学旅行を実施することは、有意
義だと考えております。高校生のパスポート取得につ
きましては、今後、校長、生徒・保護者等へのアン

ケートなど調査研究に着手する予定であり、その中で
もろもろの課題等を整理して検討してまいりたいと考
えております。
　次に、台風による窓ガラス破損等の今後の対策につ
いてお答えいたします。
　台風21号により、与那国町の学校施設は、大きな
被害を受けました。飛来物等による窓ガラスの破損
は、備品等の被害もあり、学習活動にも支障を及ぼし
ました。台風による飛来物等への対応としましては、
防護ネット、飛散防止フィルム、雨戸の設置などが考
えられます。
　県教育委員会としましては、今後、有効な対策につ
いて、設置者である市町村とも連携して検討していき
たいと考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
　　　〔子ども生活福祉部長　金城　武君登壇〕
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　教育行政につ
いての御質問の中で、保育所の台風被害に係る今後の
対策についてお答えをいたします。
　被害を受けた僻地保育所の状況について、設置主体
である与那国町へ確認したところ、強化ガラスやアル
ミサッシの設置により、台風対策の強化を行うとのこ
とでありました。
　県においては、保育所等における防災対策の強化は
重要と考えており、今後実態を把握の上、市町村と連
携して取り組んでまいります。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
　　　〔土木建築部長　末吉幸満君登壇〕
○土木建築部長（末吉幸満君）　土木建築部関連につ
いての御質問の中の、白比川河川改修工事説明会の内
容と県の対応についてお答えします。
　白比川河川改修工事については、去る10月22日
に、中部土木事務所が北谷町の協力を得て、事業の概
要や今年度発注工事等の説明を行っております。説明
会の中で、住民の方々から、暫定掘削部の堆積土砂の
撤去、町道と一体となった管理用通路の整備、橋梁の
新設等の要望がありました。暫定掘削部の堆積土砂の
撤去については、今後適切に対応したいと考えており
ます。また、町道と一体となった管理用通路の整備に
ついては、町と連携して取り組んでいるところです。
なお、橋梁の新設については、河川事業での整備が困
難であることから、町がまちづくりの中で検討するよ
う調整しているところです。
　県としては、今後とも北谷町と連携し、早期完成を
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目指して、鋭意整備に取り組んでいきたいと考えてお
ります。
　次に、吉の浦火力発電埋立地背後水路の土砂づまり
対策についてお答えします。
　当該箇所の堆積土砂の撤去について、地元中城村か
ら要望を受け、去る10月30日に現地を確認したとこ
ろです。当該箇所は平成26年３月に沖縄電力が一部
土砂撤去を行ったものの、再度堆積していることか
ら、恒久的な対策が必要であると考えております。
　県としては、今後、水路の機能確保に向けて中城
村、沖縄電力と調整しながら、対策を検討していきた
いと考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　瑞慶覧　功君。
○瑞慶覧　功君　ありがとうございます。
○議長（喜納昌春君）　新田宜明君。
　　　〔新田宜明君登壇〕
○新田　宜明君　ハイサイ　グスーヨー　チューウガ
ナビラ。ユタシク　ウニゲーサビラ。
　まず、冒頭で所見を述べてから質問に入りたいと思
います。
　同時に、通告出しましたたくさんの質問を取り下げ
る予定ですから、所見を述べながら私の要望も申し上
げますので、関係部長の皆さんには、ぜひ頭のほうに
入れていただきたい。同時に答弁の予定をしていた内
容について、できれば後日その答弁予定の内容を開陳
していただければと思っております。
　さて、戦後70年間、沖縄を日本の独立と引きかえ
にアメリカに売り渡したり、他府県では嫌がる米軍基
地を本土復帰の願いを悪用して、74％の米軍基地を
集中させたりしております。これは、まさに沖縄を化
外の民として日本政府が扱っていることの証明ではな
いでしょうか。
　12月２日、翁長知事は代執行訴訟において国の不
条理、民主主義とは何か、国家とは何か、そのあるべ
き姿を根底から問う裁判で毅然と訴えました。裁判所
周辺では、知事を応援する熱烈な声援が飛び交い、感
動的でありました。２日の晩、10時過ぎには、「報
道ステーション」、「ＮＥＷＳ23」で知事が全国民
に向かって沖縄の真実を語り、国家のありさまについ
て語っておりました。まさに、有史以来の沖縄の真実
が日本全国に伝わってきたのであります。
　翌12月３日、多くの友人・知人から知事の第１回
口頭弁論における陳述書の全文を読んで、ナダ　グル
グルーしたよ、あるいは、絶対マキテーナランドー　
ガンバラナヤーという電話やメールが私のところにた

くさん届きました。歴代中央政府の不作為と政治の堕
落がもたらした辺野古新基地建設の強行を絶対に阻止
するために、知事を支え、精いっぱい頑張っていきた
いと考えております。
　ところで私ども、社会民主党全国連合は、この代執
行提訴に抗議する談話を発表しておりますが、少し御
紹介させていただきたいと思います。
　１つ、政府は翁長雄志沖縄県知事の辺野古沿岸部の
埋立承認取り消し処分を撤回する代執行に向けた行政
訴訟を福岡高裁那覇支部に提起した。2013年３月22
日提出の照屋寛徳議員の質問主意書に対し、「地方自
治法第245条の８の規定による代執行等を行うことは
検討していない」としていたにもかかわらず、辺野古
新基地建設ありきの国策を強権的に押しつけようとし
て、沖縄県民の民意を踏みにじり、地方自治と民主主
義を破壊するものであり、安倍政権に断固抗議する。
　２つ目に、沖縄県の意見書や弁明書、公開質問状に
まともに答えようとせず、政府が先に司法に訴えたこ
とは、何が何でも沖縄に恒久的基地を押しつけようと
する政府の最後通牒にほかならない。安倍政権の側か
ら地元の理解を得る努力を放棄したものであり、県民
に寄り添う、十分な説明をするとしていた安倍政権の
姿勢自体が虚偽・偽善であったことをみずからあらわ
にした。
　３点目に、政府は、稲嶺進市長が移設に反対してい
るにもかかわらず、移設先隣接３地区に対し、振興費
を直接支出する方針を決めている。米軍統治下で不満
を抱く県民を懐柔する手段としても使われ、統治に好
意的であるかどうかが支給の基準となった弁務官資金
をほうふつさせる。法的根拠も曖昧なまま、恣意的に
町内会と同じような任意の組織に、国が県や市など自
治体の頭越しに事業費を支出するのは、地方自治をな
いがしろにするものであると言わざるを得ない。一方
で地方自治や住民の民意を軽んじながら、他方で地方
自治法による代執行を強行する安倍政権のなりふり構
わぬ姿勢は極めて問題である。
　４点目に、政府は、代執行手続とは別に、翁長知事
の埋立承認取り消し処分を一時執行停止する決定を出
した。沖縄県はこの決定を不服として、総務省の第三
者機関・国地方係争処理委員会に審査を申し出てい
る。国は私人として行政不服審査法を濫用し、埋立承
認取り消しの執行停止と処分無効の申し立てをしなが
ら、他方で国家権力として代執行手続を進めるダブル
スタンダードは許されない。
　５点目に、国が代執行を求める訴訟は2000年の地
方自治法改正後、初めてであるが、分権改革によっ
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て、国と自治体の関係は、上下主従関係から水平・対
等な関係となり、国の関与の基本原則は、「地方公共
団体の自主性及び自立性に配慮しなければならない」
とされている。地方自治法第245条の８第８項の代執
行も、都道府県の法定受託事務の処理が法令の規定に
違反しているか、他の方法によって是正を図ることが
困難であり、かつ、それを放置することにより著しく
公益を害することが明らかであるときという極めて限
定的な状況において行うことが可能となるものであ
る。法的瑕疵のある承認を取り消すことは排除されな
いし、国には県の違法性等を立証する責任がある。高
等裁判所は、承認取り消しの違法性や適正性、公益へ
の影響等について、公正に審理を尽くすべきであると
考えます。
　それでは、質問に入らせていただきますが、１の知
事の政治姿勢については、別の場でたくさんお話をし
ていただきたいということで取り下げをさせていただ
きたいと思います。
　２、基地問題について、(1)も取り下げをさせてい
ただきます。約300人ほどがこの大浦崎収容所で亡く
なったという資料等が出ておりますが、しっかりした
調査をぜひやっていただきたいと。
　それから、(2)についても取り下げをいたします
が、私は、沖縄戦が始まる前後――沖縄戦は昭和５年
から始まった15年戦争の終結として、集約点として
沖縄戦があったわけですが――その辺の昭和５年から
昭和20年に至る歴史的な背景、その中における沖縄
の軍事要塞化等について議論したかったんですが、
きょうは時間ありませんので、これも取り下げをいた
します。
　(3)、国土交通相が提起した代執行訴訟、これも取
り下げをいたします。
　(4)、去る11月15日から22日まで島ぐるみ会議の
メンバー26人が訪米をいたしました。その際、アメ
リカ最大の労働組合、米労働総同盟産別会議（ＡＦＬ
－ＣＩＯ）を訪ねた際に、国際部長が「沖縄の闘いを
広めていきたい」と表明をいたしました。この労組は
民主党支持労組であります。
　県として、さまざまなチャンネルで、沖縄の基地問
題を訴えるべきであると考えますが、今後の県の取り
組みをお伺いしたいと思います。
　それから、３の文化財行政についても、これは取り
下げをいたします。
　ただ、アメリカに訪米した際に、アメリカの文化財
を取り扱う政府の諮問機関で、向こうの所長さんか
ら、もしキャンプ・シュワブ内に文化財等あるいは遺

跡等があれば、何らかのチェックをすべきという、問
題があればこの諮問機関のほうから国防省に照会をし
たいと、ですから沖縄から早急にリポートを出してほ
しいというそういう助言がありました。県の文化財課
においては、島ぐるみ訪米団の事務局の吉川秀樹さん
がかなりこの辺の詳しい内容を知っておりますので、
もし県のほうに何らかの照会等があれば手助けをして
いただきたいと思います。これも取り下げをいたしま
す。
　それから、農林水産、医療、土木建築行政について
も全部取り下げをいたします。
　それから、５番の観光行政についても取り下げをい
たしますけれども、世界のウチナーンチュ大会の件で
沖縄３世の方からこういう要請がありますので御紹介
をいたしたいと思います。
　前回、世界のウチナーンチュ大会に参加したウチ
ナーンチュ３世のサンフランシスコ州立大学の上運天
ウェスリー准教授でございますけれども、来年の世界
のウチナーンチュ大会では、ぜひ沖縄の基地問題に関
するシンポジウムなども開いていただきたいと、そし
て沖縄に対する認識をぜひ深めたいという要望があり
ましたので、ぜひとめていただきたいなというふうに
思っております。
　それから、私は訪米した際に、共和党の上院議員で
ジム・インホフという上院議員がいらっしゃいます
が、御本人とは会えませんでしたが、この方は上院の
環境公共工事委員会の委員長をされていて、上院の軍
事委員会の委員もされている方で、その秘書官から翁
長知事はぜひ国防省に直接行くべきだというそういう
助言もいただきましたので、御紹介をいたしたいと思
います。それから、連邦議会の調査局で非常に沖縄の
ことをよく知っておられる方が、日本語でやりとりを
いたしました。イアンさんという方でございますが、
そこでは、ぜひ沖縄に連邦議会の調査団の派遣を要請
いたしました。
　最初の質問の、基地問題についての(4)だけお答え
をいただきたいと思います。
　以上でございます。
　ありがとうございました。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
　　　〔知事公室長　町田　優君登壇〕
○知事公室長（町田　優君）　基地問題についての御
質問の中で、さまざまなチャンネルで沖縄の基地問題
を訴えることについてお答えします。
　県では、辺野古新基地建設問題を広く国内外に理解
していただくため、ホームページを充実させるととも
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に、ワシントン事務所を開設するなど情報発信を行っ
てまいりました。さらに国内外の多くの方々に沖縄の
基地問題について理解していただくため、各国の大使
館に対し、国連でのメッセージ及びパンフレットを送
付いたしました。今後とも多くの方に基地問題につい
て理解していただくことは重要であると認識してお
り、沖縄県の実情に関する情報を幅広く世界に発信し
てまいりたいと考えております。
　以上でございます。
○新田　宜明君　以上でございます。　
　ありがとうございました。
○議長（喜納昌春君）　仲村未央さん。
　　　〔仲村未央さん登壇〕
○仲村　未央さん　こんにちは。
　一般質問を行います。
　調整の過程において、多くの労をいただいた執行部
の皆さんにも御理解をいただきながら、読み上げを
もってそれ以外については次の課題にさせていただき
たいと思いますので、よろしくお願い申し上げます。
　１点目、在沖海兵隊について県の認識を伺います。
　(3)、21世紀ビジョンは、2030年の姿として「大
規模な米軍基地の返還が実現し、返還跡地を活用し
て、平和で豊かに暮らせる沖縄」を展望し、その実現
に向かっては全体を統合した工程表の作成を掲げてい
ます。15年先を見通すビジョンに対応した基地返還
計画の策定について伺います。
　次、３点目、基地汚染・環境問題への対応につい
て。
　(1)、沖縄市サッカー場の汚染問題で課題となって
いる国、県、市３者協議の議事録については、残し、
共有できる環境にあるのか。今後は、策定中の環境調
査ガイドラインにも手順として規定するべきと考える
が対応を伺います。
　(2)、相次ぐ汚染の発覚に県民は各地で不安を抱え
ています。土地使用履歴を開示させることは死活的に
重要であり、環境補足協定の実効性も問われます。３
者協議では各機関どのような認識に立ち協議に付して
いるのか。本国との二重基準は許されず、米軍に対
し、その責務を強く求められたい。
　以下、再質問を行います。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
　　　〔知事公室長　町田　優君登壇〕
○知事公室長（町田　優君）　在沖海兵隊についての
御質問の中で、基地返還計画の策定についてお答えし
ます。
　沖縄21世紀ビジョンにおいては、「基地のない平

和で豊かな沖縄をあるべき県土の姿としながら、基地
の整理縮小を進める」こととしております。その実現
のため、既に合意されたＳＡＣＯ及び再編に基づく統
合計画で示された基地の整理縮小を着実に進める必要
があり、日米両政府に強く求めてきたところでありま
す。
　御質問の基地返還計画の策定を含め、具体的な基地
の整理縮小に向けてさまざまな施策を研究していきた
いと考えております。
　次に、基地汚染・環境問題への対応についての御質
問の中で、沖縄市サッカー場の３者会議の議事録につ
いてお答えします。
　沖縄市サッカー場の調査については、市民や県民の
不安を解消することが重要であり、沖縄防衛局、沖縄
市及び沖縄県による３者会議において、事前に調査方
針を初め調査手法や項目を十分に協議しております。
３者会議については、率直な意見交換を損なわないと
の観点から、沖縄防衛局が会議の概要についてまとめ
た資料を作成しており、調査の実施に当たっては、会
議における関係者の意見が十分反映されていると考え
ております。
　県としては、今後とも３者会議を踏まえて行われる
調査の内容、過程、結果等について、できるだけ速や
かに、わかりやすい形で県民へ公表するよう沖縄防衛
局に働きかけていきたいと考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　環境部長。
　　　〔環境部長　當間秀史君登壇〕
○環境部長（當間秀史君）　基地汚染・環境問題への
対応についての中の、議事録の共有等に関する環境調
査ガイドラインへの規定についての御質問にお答えし
ます。
　基地に起因する環境問題について、国や県、市町村
で協議した場合におけるその内容の情報公開のあり方
については、平成28年度末を目途に策定作業を進め
ている基地環境調査ガイドライン（仮称）の中で検討
してまいります。
　同じく基地汚染に係る米軍の責務についての御質問
にお答えします。
　基地に起因する環境問題に迅速かつ適切に対処する
ためには、土地の使用履歴を明らかにすることが非常
に重要であると考えております。また、現在、策定作
業を進めている基地環境カルテ（仮称）に盛り込む情
報としても欠かせないものと考えております。
　そのため、県としましては、米軍に対して土地使用
履歴の開示を強く求めることについて、国へ要請して
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まいりたいと考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　仲村未央さん。
○仲村　未央さん　基地環境汚染について伺います
が、環境部長、ＪＥＧＳにおいて、その適用除外とさ
れている過去の米軍の活動によって引き起こされた環
境問題、これがＪＥＧＳの中で適用除外とされている
ことについて、どのように理解をされているのかお尋
ねいたします。
○議長（喜納昌春君）　環境部長。
○環境部長（當間秀史君）　これにつきましては、Ｊ
ＥＧＳの概要の中で、確かに国防省の過去の活動に
よって引き起こされた環境問題を改善するための措置
の決定、あるいは行為については適用除外という規定
がございます。これにつきましては、我々も今国に対
して、その解釈について説明を求めているところであ
ります。
○議長（喜納昌春君）　仲村未央さん。
○仲村　未央さん　それでは、このたび環境補足協定
において、その締結をされた中に、どのようなときに
立ち入りをするかというところの中では、「現にその
環境汚染が発生した場合」という、この「現に」とい
うことについてはどのように解釈をされているのかお
尋ねいたします。
○議長（喜納昌春君）　環境部長。
○環境部長（當間秀史君）　「現に環境汚染が生じた
場合」というのは、現に目に見える形で、人の健康に
影響を与えている現象が生じているということと考え
ております。
○議長（喜納昌春君）　仲村未央さん。
○仲村　未央さん　結局、ＪＥＧＳも過去の問題には
対応しないということをそもそも規定している。過去
に引き起こされた課題については、このＪＥＧＳの対
象としないと。地位協定でも原状回復はしないと、米
軍が直接にはですね、一義的にはその責任を負わない
と。しかも、環境補足協定も、現に起こっているもの
については対応すると書いてあるだけなんですね。と
なると、今各地で、あちらこちらで、浦添で沖縄市で
北谷で起きているような、過去どのようなことがあっ
てその問題に今行き着いているのか、そのことと過去
の使用がどういう状態にあったことが今のその汚染に
たどり着いているのかということについては、米軍と
してはやりませんということを重ねて表明しているに
すぎないんです。そういう中にあって、使用履歴すら
今取り寄せられないというこの現状なんです。これに
ついて、どのように国が認識をしているかということ

を知りたいがために、議事録の公開も含めて、どのよ
うな協議が行われていますかということを聞いていま
すが、いかがですか。
○議長（喜納昌春君）　環境部長。
○環境部長（當間秀史君）　具体的に、沖縄市のドラ
ム缶問題における防衛局、それから沖縄県、そして沖
縄市の話し合いの協議の内容につきましては、いわゆ
る環境調査及び環境の手法、項目等についての技術的
な話し合いをしている状況でありまして、そういった
過去の使用履歴等々に対する防衛の見解等々までは求
めることはしておりません。
○議長（喜納昌春君）　仲村未央さん。
○仲村　未央さん　だから何を会議しているかを知り
得るために、それを共有させるためにも必要なんで
す。今一義的に責任を負うべき日本政府がその立場に
立っていないからこそ、県が何をすべきかということ
を明確に求めているわけで、この一般質問において
も、沖縄市のサッカー場の発生があってから、もうこ
の２年来ですか、部長の答弁は一つも変わっていない
んです。土地使用履歴の開示を求めることについて
も、この議事録のあり方についても、何一つ今日まで
前進をしていない。だから、繰り返し聞くわけです。
　そこで私は提案をしますが、知事、ぜひ知事はこの
間米国内の環境汚染の取り扱いのありようと沖縄にお
けるありようが余りにもかけ離れている、これはまさ
に二重基準ですよ。本国ではやることがここではでき
ないというのは、単なる二重基準以外の何物でもない
と私は思います。そういう意味では、やはりワシント
ン事務所を通じて、直接に情報公開請求をかけて、沖
縄の基地がいかように使用されていたかという開示請
求を、県として主体的に求めること、これを同時にか
けていきながら、国に対しても要請を怠らない。この
２本柱で県の積極行政を、環境行政を動かすことが、
私は非常にこの基地汚染の対応には求められると思い
ますが、いかがでしょうか。
○議長（喜納昌春君）　翁長知事。
○知事（翁長雄志君）　仲村未央議員の御質問にお答
えをいたします。
　今、この一、二年来の執行部の答弁について、大変
歯がゆい思いをしているというものを聞きながら、な
おかつ私自身ももう20年近く前になりますよね、御
一緒した人も１人、２人は残っておられるんじゃない
ですかね、県議会議員で行きましたので。５カ所ぐら
い回りまして、アメリカにおけるまちづくりをする前
に15年も時間をかけて環境を除去して、そういった
ようなものでやっている姿を見て、余りの沖縄との違
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いに対して、本当に心が凍る思いをしたわけです。今
おっしゃるように、日米地位協定とかいろいろ難しい
問題ありますけれども、ワシントン駐在、せっかくい
ろんな形でそういったものを発信し、また情報収集を
するということになっていますので、早速これは向こ
うのほうにきょうの趣旨を伝えて、ぜひそういった観
点から、調査研究あるいは情報収集をやるように、そ
してまた日本政府に対しましても、なかなか今日まで
そう簡単に前に一歩進むことができませんでしたが、
こじあけるぐらいの気持ちで頑張っていきたいと思い
ますので、よろしくお願いいたします。
○議長（喜納昌春君）　仲村未央さん。
○仲村　未央さん　ありがとうございます。
　ぜひ積極的な情報開示請求をお願いいたしたいと思
います。
　それから１点目の21世紀ビジョンに対応する基地
返還計画、これは20年前にも策定をされて、本来で
あればこの2015年には沖縄の基地がなくなっている
ということを描いた、グランドデザインということ
に対応したということを過去にもやった経験がありま
す。今、21世紀ビジョンも2030年に基地なき沖縄を
展望するというビジョンがある。これを絵に描いた餅
に終わらせないためには、やはり今、国との争いの最
大の争点になっているところは、沖縄県は普天間基地
の返還閉鎖、そして辺野古もつくらせない。ところ
が、日本政府は辺野古なければ普天間固定化だという
前提に立った、そういう普天間の閉鎖のあり方を考え
ていると。この２つの論を突破するに当たっては、や
はり海兵隊、回転翼機部隊が必ずしもこの沖縄に固執
する必要はないんだという前提に立った、普天間の返
還も閉鎖も速やかなるものが求められ、辺野古もそこ
につくらせてはならないということを前提にした基地
なきビジョンというのは、やはり県が主体的に描く中
で、私はまちづくりに非常にその主体性を持って動き
始めるというふうに感じます。これは、４条１項１号
の合理性をめぐって争われている部分ですので、それ
は裁判の要請としても合理性の証明は必要であろうけ
れども、一方で、もっと主体的な判断としては、私
は21世紀ビジョンの15年先を見通した対応計画とし
て、この沖縄がどういうふうに基地返還を描くべきか
という、そのビジョン、その返還計画、そのグランド
デザインを主体的に持つべきだというふうに思います
が、この点についてはいかがでしょうか。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
○知事公室長（町田　優君）　議員御指摘のとおり、
私ども裁判におきましては、この海兵隊航空基地の抑

止力の問題であるとか、あるいは一体性の問題あるい
は地理的優位性の問題、そういうことについて根拠が
ないということを主張してまいりたいと思っておりま
す。
　それから、基地返還アクションプログラム、これも
議員の御指摘のとおり、大田知事時代に策定しており
ます。その当時は、国際都市形成構想というものがご
ざいまして、それを実現するためには、この広大な米
軍基地の跡地が必要であるという趣旨から基地返還ア
クションプログラムを策定しております。したがいま
して、このアクションプログラム策定に当たっては、
その跡地をどういうふうに利用するのか、あるいは沖
縄の県土全体をどういうふうに振興・発展していくの
か、させていくのか、その大きなビジョンを描きなが
ら、その中でどこどこの基地をいつごろ返還させる、
そういうことを策定しなければなりませんので、そこ
は企画部と連携し、いろいろな施策を検討していきた
いと考えております。
○議長（喜納昌春君）　仲村未央さん。
○仲村　未央さん　ぜひお願いします。最近でも、特
にマイク・モチヅキさんあたりが、かなり積極的に沖
縄に必ずしも海兵隊がいる必要がないという論、これ
は防衛省が言うことと全く違う話を現実的にしている
し、それから、オーストラリアまで含めたその展開の
ありようを現実的に見れば、むしろここに駐留すると
いう合理性はもはや失われているということの読みの
ほうが、今むしろ主流ではないかという、こういう考
え方も非常にあちこちで出ています。この情報の整
理、そして県なりのその海兵隊に対する論というの
は、しっかり情報整理をしてそれを世論につなげるよ
うな発信のあり方というのが私は今大事なところかな
と思っています。このあたり、いかがでしょうか、お
尋ねいたします。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
○知事公室長（町田　優君）　これまでも、海兵隊の
役割と任務につきましては、国との間でいろいろと質
疑応答などさせていただいております。私どもとして
は、その説明に対して決して納得しているわけではご
ざいませんので、今後ともこの海兵隊の役割、普天間
飛行場の役割、そういうものを分析し、情報を収集し
ながら施策に反映していきたいと考えております。
○仲村　未央さん　以上です。
○議長（喜納昌春君）　以上で本日の一般質問及び議
案に対する質疑を終わります。
　本日の日程はこれで全部終了いたしました。
　次会は、明10日定刻より会議を開きます。
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　議事日程は、追って通知いたします。
　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後４時０分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。
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平成 27 年
第 ８ 回 沖縄県議会（定例会）会議録（第７号）

平成27年12月10日（木曜日）午前10時８分開議

議　　事　　日　　程　第７号
平成27年12月10日（木曜日）

午前10時開議
第１　一般質問
第２　甲第１号議案から甲第４号議案まで及び乙第１号議案から乙第22号議案まで（質疑）
第３　甲第５号議案及び乙第23号議案から乙第28号議案まで（知事説明、質疑）

本日の会議に付した事件
日程第１　一般質問
日程第２　甲第１号議案から甲第４号議案まで及び乙第１号議案から乙第22号議案まで
　　　　　　甲第１号議案　平成27年度沖縄県一般会計補正予算（第２号）
　　　　　　甲第２号議案　平成27年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計補正予算（第１号）
　　　　　　甲第３号議案　平成27年度沖縄県国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計補正予算（第１号）
　　　　　　甲第４号議案　平成27年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計補正予算（第１号）
　　　　　　乙第１号議案　沖縄県行政機関設置条例の一部を改正する条例
　　　　　　乙第２号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例
　　　　　　乙第３号議案　沖縄県税条例の一部を改正する条例
　　　　　　乙第４号議案　沖縄県産業廃棄物税条例の一部を改正する条例
　　　　　　乙第５号議案　沖縄県個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例
　　　　　　乙第６号議案　電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律施行条例を廃止する条例
　　　　　　乙第７号議案　沖縄県石油貯蔵施設周辺環境監視測定機器等整備基金条例
　　　　　　乙第８号議案　国家戦略特別区域限定保育士事業の実施に伴う関係条例の整備に関する条例
　　　　　　乙第９号議案　工事請負契約について
　　　　　　乙第10号議案　工事請負契約について
　　　　　　乙第11号議案　工事請負契約について
　　　　　　乙第12号議案　財産の取得について
　　　　　　乙第13号議案　損害賠償額の決定について
　　　　　　乙第14号議案　指定管理者の指定について
　　　　　　乙第15号議案　指定管理者の指定について
　　　　　　乙第16号議案　指定管理者の指定について
　　　　　　乙第17号議案　指定管理者の指定について
　　　　　　乙第18号議案　指定管理者の指定について
　　　　　　乙第19号議案　指定管理者の指定について
　　　　　　乙第20号議案　指定管理者の指定について
　　　　　　乙第21号議案　当せん金付証票の発売について
　　　　　　乙第22号議案　沖縄県教育委員会委員の任命について
日程追加　緊急質問
日程第３　甲第５号議案及び乙第23号議案から乙第28号議案まで	 	 	
　　　　　　甲第５号議案　平成27年度沖縄県一般会計補正予算（第３号）
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説明のため出席した者の職、氏名
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総 務 部 長
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環 境 部 長
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浦　崎　唯　昭　君
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町　田　　　優　君
平　敷　昭　人　君
謝　花　喜一郎　君
當　間　秀　史　君

子 ど も 生 活
福 祉 部 長
保健医療部長
農林水産部長
商工労働部長
文 化 観 光
スポーツ部長

金　城　　　武　君

仲　本　朝　久　君
島　田　　　勉　君
下　地　明　和　君

前　田　光　幸　君

欠　　　　　員（１名）

欠　席　議　員（２名）

議　長
副議長
１　番
２　番
３　番
４　番
５　番
６　番
７　番
８　番
９　番
10　番
11　番
12　番
13　番
14　番
15　番
16　番
17　番
18　番
19　番
21　番
22　番

喜　納　昌　春　君
翁　長　政　俊　君
比　嘉　京　子　さん
比　嘉　瑞　己　君
西　銘　純　恵　さん
玉　城　　　満　君
仲　村　未　央　さん
新　田　宜　明　君
儀　間　光　秀　君
上　原　　　章　君
花　城　大　輔　君
砂　川　利　勝　君
具志堅　　　透　君
大　城　一　馬　君
具志堅　　　徹　君
渡久地　　　修　君
山　内　末　子　さん
仲宗根　　　悟　君
照　屋　大　河　君
當　間　盛　夫　君
𠮷　田　勝　廣　君
島　袋　　　大　君
中　川　京　貴　君

23　番
25　番
26　番
27　番
28　番
29　番
30　番
31　番
33　番
34　番
35　番
36　番
38　番
39　番
40　番
41　番
42　番
43　番
44　番
45　番
47　番
48　番

座喜味　一　幸　君
玉　城　ノブ子　さん
赤　嶺　　　昇　君
新　垣　清　涼　君
瑞慶覧　　　功　君
崎　山　嗣　幸　君
新　垣　安　弘　君
呉　屋　　　宏　君
照　屋　守　之　君
新　垣　良　俊　君
仲　田　弘　毅　君
嶺　井　　　光　君
嘉　陽　宗　儀　君
玉　城　義　和　君
奥　平　一　夫　君
新　里　米　吉　君
髙　嶺　善　伸　君
狩　俣　信　子　さん
金　城　　　勉　君
糸　洲　朝　則　君
新　垣　哲　司　君
具　志　孝　助　君

出　席　議　員（45名）

　　　　　　乙第23号議案　沖縄県行政不服審査会条例
　　　　　　乙第24号議案　沖縄県不服申立てに係る書面等の写し等の交付手数料条例
　　　　　　乙第25号議案　行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例
　　　　　　乙第26号議案　沖縄県警察関係手数料条例の一部を改正する条例
　　　　　　乙第27号議案　沖縄県風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条例の一部を改正
　　　　　　　　　　　　　する条例
　　　　　　乙第28号議案　訴えの提起について

20　番 32　番又　吉　清　義　君 前　島　明　男　君



−223−

職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名
事 務 局 長
次 長
議 事 課 長
副 参 事 兼
課 長 補 佐

比　嘉　徳　和　君
知　念　正　治　君
平　田　善　則　君

勝　連　盛　博　君

○議長（喜納昌春君）　これより本日の会議を開きま
す。
　日程第１及び日程第２を一括し、これより直ちに一
般質問を行い、甲第１号議案から甲第４号議案まで及
び乙第１号議案から乙第22号議案までを議題とし、
質疑に入ります。
　質問及びただいま議題となっております議案に対す
る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。
　嘉陽宗儀君。
　　　〔嘉陽宗儀君登壇〕
○嘉陽　宗儀君　おはようございます。
　通告に基づいて質問します。
　知事、きょうは12月10日、翁長知事の１年目の誕
生日です。おめでとうございます。
　連日の激務になっていますが、ぜひ健康には留意さ
れてこの激動の情勢を切り開くために、引き続き頑
張っていただきたいと思います。この歴史的な闘いを
前進させるための知事の奮闘を県民は高く評価し、力
強く支持しています。そして、ともに闘う決意に燃え
ています。どんな圧力や妨害にも屈せず、県民を信頼
して頑張り抜いている知事の姿に、県民は感動し勇気
づけられ誇りにしています。そして全国的な連帯も大
きく広がっています。この知事の道理にかなった道は
必ず勝利します。しっかり確信を持ってともに力を合
わせて頑張っていきましょう。
　そこで質問します。
　１、知事の政治姿勢について。
　(1)、知事訪米活動について、知事みずから沖縄県
民の新基地建設反対の民意を訴えた意義は大きい。今

後のアメリカの世論を動かす力になり得ると考えま
す。知事の所見と今後の抱負を伺います。
　(2)、辺野古新基地建設を中止させる取り組みにつ
いて、知事が埋立承認を取り消したことに対して国が
対抗して裁判に訴えていますが、まさに権力の濫用で
民意を押し潰す暴挙であります。県民は決して屈しな
い。知事の決意を伺います。
　(3)、前知事による埋立承認に瑕疵があるとこれま
で繰り返し指摘をしてきましたが、環境監視委員に受
注業者から多額の寄附があったことが明らかになり疑
惑が深まっています。知事の所見を伺います。
　(4)、しかも、この新基地受注企業に、前知事時代
の元幹部が天下りしていたとマスコミで報じられてい
ます。環境影響調査報告書にも問題があったことは明
らかであります。今後、前知事に絡む問題も究明すべ
きだと思いますが、知事の見解を伺います。
　(5)、米軍普天間基地の危険性の除去は、辺野古移
設をきっぱり断念し、県民が一丸となって普天間基地
の閉鎖、撤去を求めて立ち上がることが大事で、辺野
古移設にこだわっていたら解決はできません。知事の
見解を伺います。
　次は、警察行政について質問します。
　高江のヘリパッド建設問題、西普天間地区の環境調
査の現況と対策について。
　泡瀬干潟埋立問題について。
　あと数点の質問通告をしていましたが、それらは取
り下げたいと思います。
　理由は、辺野古の新基地建設をめぐる過剰警備で県
民が連日のようにけがさせられる、逮捕者が出るな

主 幹
主 査

中　村　　　守　君
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土木建築部長
企 業 局 長
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財 政 統 括 監
教育委員会委員
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公安委員会委員
警 察 本 部 長
労 働 委 員 会
事 務 局 長

人 事 委 員 会
委 員 長
代表監査委員

末　吉　幸　満　君
平　良　敏　昭　君
伊　江　朝　次　君
金　良　多恵子　さん
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池　田　克　紀　君
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加　藤　達　也　君

大　城　玲　子　さん
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知　念　建　次　君
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ど、異常事態が続いています。何とかしなければなら
ないとの強い思いで、それでいいのか警察行政、との
立場で質問させていただきます。
　(1)、キャンプ・シュワブゲートでの過剰警備で県
民にけがを負わせ、不当弾圧をしていますが、問答無
用で強権排除しています。職権濫用ではありません
か。県民の生命を脅かす事態になっていることに対す
る本部長と公安委員長の見解を伺います。
　(2)、警察車両が公道を占拠し、一般県民の通行を
妨害しています。自由往来妨害罪ではありませんか。
県民の生命・安全を守る立場からその中止を強く求め
ます。
　それから、過剰警備の見直しを求めます。
　以上、答弁によって再質問させていただきます。
○議長（喜納昌春君）　翁長知事。
　　　〔知事　翁長雄志君登壇〕
○知事（翁長雄志君）　ハイサイ　グスーヨー　
チューウガナビラ。
　嘉陽宗儀議員の御質問にお答えをいたします。
　知事の政治姿勢についてに関する御質問の中の、承
認取り消しに係る裁判についてお答えをいたします。
　国土交通大臣が代執行訴訟を提起したことは、法律
に基づくものとはいえ、沖縄県民にとっては銃剣とブ
ルドーザーによる強制接収を思い起こさせるものであ
ります。埋め立ての承認及び取り消しの審査権限は沖
縄県知事にあり、私が適法に行った承認取り消しを違
法と決めつけられるいわれはありません。
　沖縄県としましては、今後も訴訟の場などにおいて
県の考えが正当であることを主張・立証してまいりま
す。
　次に、普天間の閉鎖・撤去を求めることについてお
答えをいたします。
　普天間飛行場の移設先を辺野古が唯一とする政府の
説明は、実質的な根拠が乏しく、辺野古の埋め立ての
必要性は認められないと考えております。一方で、世
界一危険とも言われる普天間飛行場の固定化は絶対に
許されないと考えております。
　沖縄県としましては、沖縄に米軍基地が集中し騒音
や事件・事故の発生など、県民は過重な基地負担を背
負い続けており、県民の目に見える形での基地負担の
軽減が図られなければならないと考えております。
　その他の御質問につきましては、副知事、部局長か
ら答弁させていただきます。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
　　　〔知事公室長　町田　優君登壇〕
○知事公室長（町田　優君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、知事訪米についてお答えします。
　辺野古新基地建設に反対する県民世論及びそれを踏
まえた建設阻止に向けた知事の考えを伝え、国内世論
及び米国側の理解と協力を促すということは非常に重
要であると考えており、今後とも必要に応じて訪米等
を検討してまいります。
　次に、同じく知事の政治姿勢についての御質問の中
で、環境影響評価書の問題についてお答えします。
　環境影響評価書の作成過程については詳細には承知
しておりませんが、いずれにしましても、公有水面埋
立承認については環境保全への配慮についても要件を
欠くなど、取り消し得べき瑕疵があるものと認められ
たため取り消したものでございます。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
　　　〔土木建築部長　末吉幸満君登壇〕
○土木建築部長（末吉幸満君）　知事の政治姿勢につ
いての御質問の中の、普天間飛行場代替施設建設事業
に係る環境監視等委員会委員への寄附に対する所見に
ついてお答えします。
　県としては、環境監視等委員会委員への関連業者か
らの寄附・報酬により、環境保全対策等に関する指導
助言が客観的に適切なものであるか、重大な疑念があ
ると考えております。そのため、平成27年10月28日
付で、沖縄防衛局に対し、事実関係等に関する調査や
委員会議事録の全面公開を求めたところです。沖縄防
衛局からは11月４日付で、今般の寄附自体は、通常
の産学連携活動の一環であり問題はなく、また、本委
員会の指導助言機能は適切に果たされていたものと判
断しているとの回答がありました。しかしながら、県
が求めた事項について十分な回答がなかったことか
ら、11月６日に、安慶田副知事が沖縄防衛局長との
意見交換において、再度の報告を求めたところです。
現時点において沖縄防衛局から再度の報告はないこと
から、県としては改めて報告を求めることにしており
ます。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
　　　〔警察本部長　加藤達也君登壇〕
○警察本部長（加藤達也君）　警察行政に関する御質
問の中で、キャンプ・シュワブにおける警備について
お答えいたします。
　県警察といたしましては、キャンプ・シュワブ前に
おける抗議行動に対しては、それが適法・適正に行わ
れている限り、関与するものではありません。しか
し、連日、工事関係車両の入域時を中心に、抗議行動
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参加者によるゲート前の道路を占拠して車両の通行を
妨害する形での座り込み行為や寝転び行為、車道に飛
び出しての車両の前への立ち塞がり行為や、車両の下
への潜り込み行為といった危険かつ違法な抗議行動が
行われているため、これらの行動を行っている方に対
し再三の警告を行った上で、違法状態を解消するため
安全に最大限配慮した上で、必要最小限度の範囲にお
いて安全な場所に移動するなどの措置を講じておりま
すが、その際には、常に冷静沈着に対応するととも
に、抗議行動参加者１名に対して、複数の警察官で移
動させるなど、慎重な対応を行っているところであり
ます。また、警察官がけがをさせたという事実も確認
されておりません。不当弾圧や職権濫用との御指摘は
当たらないものと認識しております。
　次に、警察車両が一般県民の通行を妨害しているの
ではないかとの御質問についてお答えいたします。
　工事用ゲート前に駐車している２台の警察車両に関
しては、キャンプ・シュワブ前において、抗議行動参
加者が工事用ゲート前の道路上に幅広く広がって座り
込むなど、危険かつ違法な抗議行動を累次にわたり
行っていたため、危険防止等の観点から駐車している
ものであり、また、工事関係車両入域時に、工事用
ゲート近くに一時的に駐車している警察車両について
は、工事関係車両入域時に、危険かつ違法な抗議行動
を行っている方を移動させた後、再び車道に飛び出す
などしないようにするために駐車しているものであ
り、いずれも道路交通法等の関係法令に従っているこ
とから、往来妨害との御指摘は当たらないものと認識
しております。
　次に、警備の見直しについてお答えいたします。
　県警察としましては、キャンプ・シュワブ前におけ
る抗議行動に対しては、それが適法・適正に行われて
いる限り関与するものではなく、危険かつ違法な抗議
行動に対してのみ、あらかじめ警告を行った上で、違
法状態を解消するため安全に最大限配慮した上で、必
要最小限度の範囲において安全な場所に移動するなど
の措置を講じているところであり、引き続き適切に対
応するよう指導を行ってまいりたいと存じます。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　公安委員会委員。
　　　〔公安委員会委員　金城棟啓君登壇〕
○公安委員会委員（金城棟啓君）　警察行政に関する
御質問の中で、キャンプ・シュワブにおける警備につ
いて、本日は公安委員長が所用のため不在でございま
す。かわりに私のほうで公安委員会としてお答えをい
たします。

　キャンプ・シュワブ前では、連日、抗議行動参加者
による道路上への座り込み行為や車道に飛び出しての
立ち塞がり行為等の危険かつ違法な抗議行動が行われ
ている。そのため、県警察では、そのような行為に対
しまして、安全、これに最大限配慮した形で法令に基
づき適切な措置を講じているものと公安委員会では承
知しております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　嘉陽宗儀君。
○嘉陽　宗儀君　埋立承認の問題について、前知事の
埋立承認に瑕疵があるということで一貫してやってま
いりましたけれども、この防衛局の埋立環境影響評価
書をやった企業は、この新基地受注企業に県の元上の
幹部を天下りさせて、前知事が埋立承認を下す二、三
日前ずっと一緒にレクチャーもしている。そういう前
知事の側近になる人が天下りをしている状況の中で、
埋立承認が行われたんですけれども、その事実につい
てちょっと調べてみてはいかがでしょうか。
○議長（喜納昌春君）　総務部長。
○総務部長（平敷昭人君）　この受注企業、新基地の
受注企業に県の幹部が再就職していたということにつ
きましては、新聞報道により承知しておりますけれど
も、経緯の詳細については把握してございません。な
お、県は再就職、退職した職員の再就職につきまし
て、企業等へあっせんするということは行っていない
ため、一般的に言われる天下りに該当する事案でない
と考えております。また、その民間企業の人事の内情
について、県が権限を持って具体的に調査することは
厳しいかなと考えているところではございます。
○議長（喜納昌春君）　嘉陽宗儀君。
○嘉陽　宗儀君　県の幹部の退職後の就職まで私はあ
れこれ言っているんじゃなくて、この重大な埋立承認
に絡む件で、こういう人と政府の要人と一緒に話をす
る。それからもう一人県の埋立承認をした部署の幹部
が、前知事の関連する企業に天下りをしている。その
時期があの東京に行ったときの――いろいろあっとい
う間に埋立承認に変わった時期ですけれども、そうい
うことについては私が議会で委員会で質問して、天下
りいるかと言ったら皆さん方の幹部が私のほうに来
て、ちゃんと教えてもらったんですよね。だから、
しっかり調べて相手は埋立承認に瑕疵ある、我々こう
言っていて、向こうはないと言っているんだから、や
はり国を相手にしてやる場合には皆さん方も十分な調
査で、埋立承認の中身もしっかり熟知して対決しない
と押し切られる心配がありますよ。こういう疑惑に絡
むような環境影響報告書、これについてはやっぱり
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もっと皆さん方調べてやってください。（「一般的な
話じゃないよ」と呼ぶ者あり）　一般的な話じゃない
んだのに。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
○知事公室長（町田　優君）　私どもとしては、埋立
承認については瑕疵があるということで、今回代執行
訴訟で主張しているところでありまして、その内容と
しては、環境保全への配慮について要件を欠くなど、
取り消し得べき瑕疵があったと認められたため、取り
消しという主張をしておりましたし、今後もその主張
をしてまいりたいと思っております。
○議長（喜納昌春君）　嘉陽宗儀君。
○嘉陽　宗儀君　この調査報告書をつくった企業は、
ここで沖縄防衛局、いであ２カ所からの報告書になっ
ていますけれども、この報告書を作成したのはいであ
というふうに書かれています。これは間違いないです
ね。
　防衛局のやった報告書。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午前10時29分休憩
　　　午前10時30分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　環境部長。
○環境部長（當間秀史君）　今般の埋立承認に係る環
境影響評価書につきましては、今記憶しているだけで
すけれども、いであという株式会社が関与しているこ
とは事実であります。
○議長（喜納昌春君）　嘉陽宗儀君。
○嘉陽　宗儀君　いであということが出てまいりまし
たけれども、常任委員会の中で私はこれを見せまし
た。これ何かといいますと、新石垣空港建設のときに
白保の海を埋め立ててつくるときのこれは環境現況調
査報告書です。（資料を掲示）　その報告書を作成し
たのは新日本気象海洋株式会社、いであの昔の名前は
これじゃないですか、どうですか。
○議長（喜納昌春君）　環境部長。
○環境部長（當間秀史君）　ただいまの件につきまし
ては、承知していないところでございます。
○議長（喜納昌春君）　承知していない。
　嘉陽宗儀君。
○嘉陽　宗儀君　承知していないって……。
　これはちょっと部長、問題ですよ。これちゃんと質
問するからはっきり県としての整理をしておきなさい
と。裁判勝てるかどうかの問題ですよ、これ。当時私
は沖縄県の監査委員もしていまして、この新日本気象
は、貴重なアオサンゴがあるにもかかわらず、あの海

域には、白保の海域には貴重なサンゴは生息していま
せんという調査報告書をやった、それで追及したんで
す。今回の辺野古の貴重なサンゴについても、そう重
要視しないような状況で保全策もとられていない。そ
れでも保全策をちゃんとやりました、埋め立ては問題
ありませんという前知事の承認につながっているの
で、それだけをわざわざ問題提起として、今後この問
題、裁判を通じても明らかにしていく必要があります
ので、きちっと調査してください。いかがですか。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
○知事公室長（町田　優君）　今後裁判の中で、環境
保全への配慮について要件を欠いていたということを
しっかり主張していきたいと考えております。
○議長（喜納昌春君）　嘉陽宗儀君。
○嘉陽　宗儀君　知事が訴えられた以上、県職員一丸
となって、やはり向こうのやってきたことについて
ちゃんときちっと明らかにして、裁判に勝利するため
に最大の手だてをとるべきだと思うんですよ。議会で
僕らが提起しても、重視をしないで調べてこないとい
うのは問題じゃないですか、部長、いかがですか。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午前10時33分休憩
　　　午前10時34分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　安慶田副知事。
○副知事（安慶田光男君）　お答えいたします。
　今、嘉陽議員の御指摘を受けまして、私たちも去る
環境監視等委員会委員等の中に、いろいろと企業から
の献金があったことについて防衛省からの報告を受け
たんですが、その後はっきりしたことも承っておりま
せんし、また、私たちの裁判についても環境に不十分
だということも論点になっておりますので、今御指摘
を受けまして県としても慎重に調査して、あるいはま
た慎重に対応してまいりたいとそう考えております。
○議長（喜納昌春君）　嘉陽宗儀君。
○嘉陽　宗儀君　私のほうもまだ調査をしていますけ
れども、これ裁判長続きしますから、次の議会でもま
た提起します。
　次に、警察本部長にお聞きします。
　警察本部長の答弁は、現場に行って機動隊が向こう
に座り込んでいる皆さん方に対してやっている行為を
しっかり確認していますか。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
○警察本部長（加藤達也君）　現場の状況について
は、適宜報告を受け確認をしております。
○議長（喜納昌春君）　嘉陽宗儀君。
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○嘉陽　宗儀君　本部長、私の質問は、本部長じきじ
きに現場に行ってしっかり確認してからの答弁になっ
ているんですかと聞いているんですよ。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
○警察本部長（加藤達也君）　私自身現場にも何度か
行っておりますし、現場の状況については画像等含め
報告を受けております。
○議長（喜納昌春君）　嘉陽宗儀君。
○嘉陽　宗儀君　現場は私も大分行っていますけれど
も、きのうの現場の話をすると、現場でこれから議会
があるから帰ろうとしたら、警察機動隊が歩道を全部
占拠している、横に、縦じゃないですよ。トイレタイ
ムでもあるので急いでそこを通り抜けようとしたら通
さない、機動隊が。通せよと言ったら、いや通せませ
んと言って。これ現場報告聞いているはずですけれど
も、ああいうことはできるんですか。普通の通行人を
機動隊が令状もなしにすぐストップすることができる
んですか。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
○警察本部長（加藤達也君）　ただいまの御指摘に係
る行為がいかなる状況で行われたものか、これは私も
見ておりませんので、何ともお答えはいたしかねると
ころではありますが、先ほど御答弁申し上げましたよ
うに、現場においては法令にのっとって適切に警備措
置が行われているものと承知しております。
○議長（喜納昌春君）　嘉陽宗儀君。
○嘉陽　宗儀君　この本部長が言う法令にというのは
警察法に基づいてですか。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
○警察本部長（加藤達也君）　もちろん警察法が警察
の責務を規定しておりますので、これが一番大もとに
なりますけれども、その他警職法もございます、刑訴
法もございます。その他道交法等の法令もございま
す。
○議長（喜納昌春君）　嘉陽宗儀君。
○嘉陽　宗儀君　この警察法を見ると、極めて厳格に
権力の濫用をしないように戒められていると思うんで
すよ。警察法の１条、２条ちょっと読んでもらえませ
んか。
○警察本部長（加藤達也君）　休憩お願いします。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午前10時37分休憩
　　　午前10時38分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　警察本部長。
○警察本部長（加藤達也君）　警察法の１条につい

て、まず読み上げます。
　第１条、「この法律は、個人の権利と自由を保護
し、公共の安全と秩序を維持するため、民主的理念を
基調とする警察の管理と運営を保障し、且つ、能率的
にその任務を遂行するに足る警察の組織を定めること
を目的とする。」とございます。
○嘉陽　宗儀君　２条は。
○警察本部長（加藤達也君）　第２条でございます。
　「警察は、個人の生命、身体及び財産の保護に任
じ、犯罪の予防、鎮圧及び捜査、被疑者の逮捕、交通
の取締その他公共の安全と秩序の維持に当ることをも
つてその責務とする。警察の活動は、厳格に前項の責
務の範囲に限られるべきものであつて、その責務の遂
行に当つては、不偏不党且つ公平中正を旨とし、いや
しくも日本国憲法の保障する個人の権利及び自由の干
渉にわたる等その権限を濫用することがあつてはなら
ない。」とございます。
○議長（喜納昌春君）　嘉陽宗儀君。
○嘉陽　宗儀君　そこにおける不偏不党の解説ちょっ
としてください。
　政治的中立性のことよ。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
○警察本部長（加藤達也君）　不偏不党についてであ
りますけれども、不偏不党とは一つの政党その他の勢
力の意思に従ったり、それらを有利にしようとして
偏ったものとならないことを意味すると、ある解説本
には書いてございます。
○議長（喜納昌春君）　嘉陽宗儀君。
○嘉陽　宗儀君　この政治的中立性の問題について
も、時間ありませんからこれ以上議論しませんけれど
も、少なくとも皆さん方は公務執行妨害に対しての場
合でも職務の適法性というのを議論しているんでしょ
う。いかがですか。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
○警察本部長（加藤達也君）　もちろん私どもは法令
にのっとり適切に職務を執行しなければならないもの
と考えております。
○議長（喜納昌春君）　嘉陽宗儀君。
○嘉陽　宗儀君　私が今問題にしているのは、先ほど
の私の質問も、あれは取り消しそのものは合法的、国
のほうが憲法違反、公有水面埋立法違反、違法行為を
している。その違法行為を県民の力で是正しようとい
う行動、これは許されますか、許されませんか。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
○警察本部長（加藤達也君）　私どもは先ほども御答
弁申し上げましたとおり、現場において危険かつ違法
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な抗議行動が行われているため、これらの行動を行っ
ている方に対して再三の警告を行った上で違法状態を
解消するために、安全に最大限配慮した上で必要最小
限度の範囲において安全な場所に移動するなどの措置
を講じているところであります。
○議長（喜納昌春君）　嘉陽宗儀君。
○嘉陽　宗儀君　私が聞いているのは本部長、皆さん
方はいろいろ検問する場合でも、拘束する場合でも職
務の適法性というものに裏打ちされていなければなら
ない。僕らの認識は、向こうは憲法違反、違法状況が
進んでいて、それで知事も裁判に訴えられてこれは許
されないと。違法行為ですよ。ところが、皆さん方は
警察官が権力があるからといって、当然こういう違法
を許さないということで頑張っている住民運動を押さ
えつける。しかもオジー、オバーが座っていたら引き
抜いていくんですよ。それが適法ですか、警察は。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
○警察本部長（加藤達也君）　先ほども御答弁申し上
げましたけれども、県警察といたしましては、キャン
プ・シュワブ前における抗議行動に対しては、それが
適法・適正に行われている限り関与するものではござ
いません。しかしながら、先ほど申し上げたような危
険かつ違法な抗議行動が行われているため、この違法
状態を解消するために必要な措置を講じているところ
であります。
○議長（喜納昌春君）　嘉陽宗儀君。
○嘉陽　宗儀君　今の本部長、適法かどうかという問
題について今裁判訴えられていて、今の憲法体制のも
とでは判決が一つの判断を示すわけであって、警察官
があれは違法だという判断をして争いがあるものを、
そういう一方の立場に立って力ずくで排除する。そう
いうことは許されないじゃないんですか、一方的に。
皆さん方が裁判官になって判決を出したような格好
で、住民をごぼう抜きして引っ張り抜くというのはこ
れは許されない。
　それから現場に行ってオジー、辺野古のオバーが機
動隊に引っ張られて非常に危ないと思ったもんだか
ら、僕は機動隊にちょっとやめなさいと言ったら、こ
れ公務執行妨害罪、逮捕するぞと言われた。今押さえ
つけられて苦しんでいる人を議員として見かねて、こ
れ許されないぞと言って、その警察官にやめなさいと
言ったら公務執行妨害になるんですか、本部長。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
○警察本部長（加藤達也君）　ただいま議員お尋ねの
状況については私も状況を承知していませんので、具
体的なことについて申し上げるということは差し控え

させていただきたいと思います。
○議長（喜納昌春君）　嘉陽宗儀君。
○嘉陽　宗儀君　今後もこの問題は長引きますけれど
も、少なくとも警察法の精神を逸脱するようなことが
あってはならない。しかも、従来は沖縄県警の機動隊
員で、あんたウヤファーフジに申しわけないと思わぬ
か、ウチナー県民のチムグクルわからぬのかと言った
ら沖縄の機動隊の皆さん方顔をしかめて、やっぱり緩
やかにするけれども、今警視庁から来た人は、方言も
わからないし何を言うか、くそくらえみたいな格好で
非常に乱暴ですよ。そういう意味では、本当に本部
長、沖縄に赴任して、あなた沖縄県民の生命財産を守
る責任者になっているんですよ。それが一方的に対立
があるものを、一方の側に立って一方だけ取り締まる
というようなことはよくない。だから、きょうはこの
辺でとめますけれども、引き続きやっぱり県民の痛み
に心を寄せていただいて、警察行政に期してほしいと
いう要望を申し上げて終わりたいと思います。
○議長（喜納昌春君）　玉城　満君。
　　　〔玉城　満君登壇〕
○玉城　　満君　この前、離島行ったら、おいしい
ヒージャー刺しを食べまして、久しぶりにこれおいし
いなと思ったら、やっぱりつくり方が違うみたいです
ね。ウスカジが当たっているヒージャーと、そうじゃ
ないヒージャーとの差を実感しました。そして、皮を
焼くときにわらでやっていると、そうするとチップみ
たいな、ああいう何ていうのか、カバがして、すごく
おいしかったなと。
　今、ヒージャーの話する意味があるんですよ。ヒー
ジャー祭りというのがありまして、これもう10年ぐ
らい前に、第１回ヒージャー祭りと大々的に沖縄市で
あった。そうしたら、恩納村から恩納ナービ借りてき
て、恩納ナービって皆さん御存じですよね、直径６
メーターぐらいの。あれに多分ヒージャー20頭ぐら
い入っていると思うけれども、これを皆さんに振る
舞っているわけ。ところが、これ振る舞っているその
そばでヒージャーオーラセーしているんです。僕ら
は、ヒージャー食べながらヒージャーオーラセー見に
行ったもんだから、このヒージャーがやっぱりにおい
したんでしょうね。私たちの兄弟が食べられている。
ウリ　マキーネー　ツブサリンドーとそんな状況に
あって、これ残酷なイベントだなと僕は思ったんです
けれども、あれ以来このヒージャー祭りやっていない
みたいですけれども。
　ヒージャーヤー、皆さんよく行かれると思いますけ
れども、カウンターで若いニーシェーが大げんかして
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いるんですよ、大げんかしている。ヌーガヤーと思う
ぐらい口げんかしているんです。ところが急にこのけ
んかが聞こえなくなった。何をしているんかなと見た
ら、ヒージャー食べているんですよ。けんかの仲裁に
一番上等はヒージャー汁だなと。だから翁長知事、ぜ
ひ日本政府とヒージャー会をやっていただけません
か。仲直りをしていただきたいなと、やっぱりヒー
ジャーが一番効き目あると思います。このヒージャー
ヤーから外に出て、ちょっと歩いたら野良犬がいまし
て、イングヮーがワウー……。ヒージャーの中にイン
グヮーが入っていたんじゃないかなと思う。そういう
……、もう質問しましょうね。
　１、知事の政治姿勢について。
　(1)、辺野古埋立関連。
　アはカットいたします。
　イ、米国政府に対する今後の秘策、ワシントン事務
所の役割について、知事の見解を伺う。
　２、知事公室関連。
　(1)、住宅等開発磁気探査支援事業の課題について
伺う。
　３、文化観光スポーツ部関連。
　(1)はカットいたします。
　(2)、観光政策について。
　ア、観光振興のＰＤＣＡサイクルは機能しているか
を伺う。
　イ、観光収入における地元調達率について伺う。
　(3)と(4)はカットいたします。
　(5)、県立芸大卒の就職率について伺う。
　４、総務部関連について。
　(1)、県公共事業における物価調査会について伺
う。
　５、企画部関連について。
　これはカットいたします。
　６、商工労働部関連について。
　これもカットいたします。
　７、土木建築部関連について。
　(1)をカットいたします。
　(2)、国の推進する国土強靭化アクションプラン
2015において、路面下空洞調査の実施を明記してい
るが、県の対応について伺う。
　８、農林水産部関連について。
　(1)、県花であるデイゴを見かける機会が減ってい
るが、その理由と課題について伺う。
　９、これはカットいたします。
　10、我が会派の代表質問関連について。
　赤嶺昇県議の１の(7)、宮古・八重山ではガソリン

の価格が沖縄本島に比較して高いがこうした格差を解
消するべきじゃないか。これまでに格差解消のために
投資された予算は幾らかを伺う。
　この関連について、離島におけるガソリン価格につ
いて、ガスの価格は本島も離島も一緒であるが、ガソ
リンはなぜ高いのか、それについてお答えいただきた
いと思います。
　それと、３(4)のアの「総合評価などの公共工事の
あり方を改善し、参入機会の改革に取り組みます。」
の取り組み状況を伺うの中で、総合評価の見直しにつ
いて、特に技術面の評価について伺いたいと思いま
す。
　以上です。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
　　　〔知事公室長　町田　優君登壇〕
○知事公室長（町田　優君）　知事の政治姿勢につい
ての御質問の中で、ワシントン事務所の役割について
お答えします。
　ワシントン事務所については、知事訪米の対応、基
地問題に関する情報収集、沖縄の状況などの情報発信
を主な役割としております。辺野古新基地建設に反対
する県民世論及びそれを踏まえた建設阻止に向けた知
事の考えを伝え、米国側の理解と協力を促すというこ
とは非常に重要であると考えており、今後とも知事の
考えや沖縄の状況を正確に米側へ伝え、知事の公約実
現、そして沖縄の課題解決に向けて取り組んでまいり
ます。
　次に、知事公室関連についての御質問の中で、住宅
等開発磁気探査支援事業の課題についてお答えしま
す。
　民間工事における不発弾探査費用を補助するため、
平成24年度に住宅等開発磁気探査支援事業が創設さ
れており、平成25年度から沖縄県が事業主体となっ
ております。磁気探査費用の補助金交付に当たって
は、事前に申請が必要であり、県におきましては、申
請された書類の審査を行い、補助金の交付を決定して
おります。審査に当たっては、磁気探査の内容の確認
等、慎重に審査を行っているため、申請から補助金交
付決定までの期間短縮が課題となっております。
　県としましては、平成27年８月から他部局への合
議を省略し、事務手続を簡素化したほか、磁気探査の
関係団体と期間短縮のための意見交換を行ったところ
であり、今後とも民間工事への補助金交付決定が可能
な限り早期に行えるよう取り組んでまいります。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　文化観光スポーツ部長。
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　　　〔文化観光スポーツ部長　前田光幸君登壇〕
○文化観光スポーツ部長（前田光幸君）　文化観光ス
ポーツ部関連についての御質問の中の、観光振興のＰ
ＤＣＡサイクルについてお答えいたします。
　沖縄県は、沖縄21世紀ビジョン基本計画の着実な
推進を図るため、毎年度、ＰＤＣＡを実施し、施策の
評価、検証や改善結果を継続的に取り組みに反映させ
ることとしております。このうち、観光振興では、
183の施策について評価・検証等を行っております。
平成26年度の検証結果としましては、評価対象の
88％に当たる161の取り組みが順調となっており、
前年度と比べ3.5ポイント改善しております。
　県としましては、ＰＤＣＡの検証結果を踏まえ、や
やおくれや大幅おくれとなっている施策の課題を明ら
かにしながら、次年度に向けて、その見直しや改善に
取り組んでいるところであります。
　次に、観光収入における地元調達率についてお答え
いたします。
　平成26年度の観光収入は、入域観光客の大幅な増
加により、過去最高となる5342億円を記録しており
ます。観光関連施設における県産品の利用状況につ
きましては、平成26年度の観光産業実態調査におい
て、飲食部門全体で46.2％、物販部門では食料品等
で66.9％、工芸品で69.1％となっております。
　県としましては、観光収入による県経済への波及効
果を高めるため、関係機関と連携を図りながら産業間
連携を強化し、地元調達率の向上に努めてまいりま
す。
　次に、県立芸術大学の卒業生の就職率についてお答
えいたします。
　県立芸術大学の学部卒業生の就職率につきまして
は、平成24年度卒58％、平成25年度卒62％、平成
26年度卒68％となっております。県立芸術大学で
は、平成24年度から就職支援アドバイザーを配置
し、学生へのきめ細やかな就職相談に対応しておりま
す。また、平成26年度からキャリア支援事業を実施
し、学生と企業のマッチングを目的とした合同企業説
明会や企業訪問等を行うことにより、就職率は徐々に
上昇しております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
　　　〔土木建築部長　末吉幸満君登壇〕
○土木建築部長（末吉幸満君）　総務部関連について
の御質問の中で、県公共事業における資材単価調査に
ついてお答えします。
　資材単価は、実施設計単価表として年２回改定して

おり、変動しやすい鋼材等については、毎月発行され
ている物価資料の単価を採用しております。また、実
施設計単価表と物価資料に掲載されていない資材につ
いては、見積もり等を採用し、適正な単価設定に努め
ております。なお、実施設計単価表については、関係
業界団体から改定頻度をふやすよう要望があることか
ら、来年度より改定回数をふやすことについて検討し
ているところであります。
　次に、土木建築部関係についての御質問の中で、路
面下空洞調査の対応についてお答えします。
　国土強靱化アクションプランでは、事前防災及び減
災に取り組むため、交通ネットワークの強靱化に向け
て路面下空洞調査の実施が明記されております。県
においては、平成25年度から今年度にかけて道路ス
トック総点検として、トンネル、横断歩道橋、舗装、
道路標識、照明等の点検を実施してきました。路面下
空洞調査については、緊急輸送道路を優先に平成28
年度から調査を実施する予定であります。
　次に、我が会派の代表質問関連についての御質問の
中で、総合評価における技術評価基準の見直しについ
てお答えします。
　総合評価における評価基準については、国土交通省
直轄工事における品質確保促進ガイドライン参考資料
編をもとに設定しております。評価基準については、
これまでも関係業界団体の要望を踏まえ、改善を図っ
てきたところでありますが、さらなる改善の要望があ
ります。
　土木建築部としては、沖縄総合事務局や他県の事例
を研究するとともに、関係業界団体の意見も聞きなが
ら、改善に努めていくことにしております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　環境部長。
　　　〔環境部長　當間秀史君登壇〕
○環境部長（當間秀史君）　デイゴの開花の減少と課
題についての御質問にお答えします。
　デイゴは、材質が柔らかくて軽く、琉球漆器等の材
料として使用されるほか、成長が早く花がきれいなこ
とから、公園や街路樹等に利用されてきました。デイ
ゴはインド原産で乾燥地を好むことから、一般的に雨
量が少ない年に多く花を咲かすと言われていますが、
最近は害虫の被害等による開花の減少が多く見受けら
れます。デイゴの害虫被害としては、平成18年ごろ
に異常発生したヒメコバチとあわせ、ベニモンノメイ
ガの被害が地域によって確認されています。デイゴヒ
メコバチは、開花の抑制や枯損等の被害を引き起こす
ため、薬剤樹幹注入による防除が行われています。ま
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た、メイガ類については、適用農薬が登録されていな
いことから、剪定を行う等の物理的な防除が道路や公
園等、一部の施設の管理者において実施されてきまし
た。
　沖縄県としては、今後とも、街路樹、公園、学校等
の公共施設の管理者に薬剤を活用した防除方法の周知
を図るとともに民間の被害地においては、防除に関す
る情報提供を行うなど、デイゴの保全に努めてまいり
ます。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
　　　〔企画部長　謝花喜一郎君登壇〕
○企画部長（謝花喜一郎君）　我が会派の代表質問関
連についての中で、離島におけるガソリン価格につい
てお答えいたします。
　家庭用ＬＰガスについては、その多くが県外から直
接、各離島へ輸送されているため、本島との価格差が
ないものと認識しております。これに対し、ガソリン
については、一度県外から沖縄本島へ運ばれた後、各
離島へ輸送されており、その分経費がかかることにな
ります。
　県においては、石油製品輸送等補助事業により、こ
の輸送経費について補助しておりますが、依然として
本島との価格差が生じている状況にあります。その要
因としては、平成24年に行った調査によると、本島
と比較して販売量が少ない離島では、本島と共通の経
費である人件費等の固定的な経費を賄うため、経営判
断として１リットル当たりの粗利を高く設定している
状況にあると分析しております。
　県としましては、引き続きガソリンの価格差につい
て調査を続けてまいりたいと考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　玉城　満君。
○玉城　　満君　住宅等開発磁気探査支援事業の課題
なんですけれども、執行率がかなり低い。せっかく民
間でそういう磁気探査ができるという、公費でもって
できるという、そういう補助金が出ているのにもかか
わらず、ほとんどの人がやはりもうやらないんです
ね。何でかというと、建築許可をもらってそれからし
か受け付けはしないと。そうすると建築許可もらった
段階で遊ぶ時期が結局許可のおくれとともに建築もお
くれてしまうと。だからそういうふうな、どうもふぐ
あいが生じているみたいなんです。やっぱりこの辺
は、すぐすぱっと許可が出せるようなシステムをこれ
はもう絶対つくるべきだと思います。民間の中で事故
が起きないとも限らないんで、その辺、公室長、よろ

しくお願いいたします。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
○知事公室長（町田　優君）　議員の御指摘のとお
り、この住宅等開発磁気探査支援事業につきまして
は、申請から交付決定までの時間、これが大きな課題
になっております。私どもとしては、その課題を認識
しながら何とか早くするためにさまざまな内部手続な
ど工夫しております。その一つとして、先ほど申し上
げたように、決裁手続を短縮する試みをことしの８月
からやっております。それから、関係団体とも意見交
換をしまして、添付する資料なんかを例えば省略でき
ないかとか、それからある資料にかわって別の資料を
つけることによって期間を短縮できないかとか、そう
いう工夫も先月から始めておりますので、徐々にそう
いう期間短縮の効果が出てくるものと考えておりま
す。
○議長（喜納昌春君）　玉城　満君。
○玉城　　満君　ぜひ、頑張っていただきたいと思い
ます。
　観光政策なんですけれども、実は東京のほうで議員
研修があったときに、ちょうど私は観光におけるＰＤ
ＣＡの分科会に出ることができて、本当に目からうろ
こだったんです。
　今、沖縄県の観光の状態というのは、観光地から観
光地、観光地、観光地、観光地、空港と。そこに今一
番不足しているのは何かというと、観光地から観光地
まで行く間に町に入っていくという、この町。やっぱ
りこっちから北部まで行くときに観光地から観光地、
すぐホテルに行くというパターンが多いんですが、そ
の間に町に行って楽しむ、そういうシステムをつくら
ないと、今後の観光というのは難しいんではないか
と。だから観光地めぐりばかりが沖縄の場合は突出し
ているような感じがして、この辺は県としても意識は
されていますか、町に入っていくという。
○議長（喜納昌春君）　文化観光スポーツ部長。
○文化観光スポーツ部長（前田光幸君）　観光客の動
線がそういう形でこの観光地を点で結ぶ形で行ってい
る傾向にあるということについては、そういう状況が
課題だというふうに考えております。地域にどのよう
な形で観光客に周遊してもらえるか、そのためには市
町村それから地域の観光協会、そういったところが地
域のその文化、歴史、自然等を観光資源としながら、
いかに魅力のある地域、観光地づくりをしていくかと
いうところがポイントだと思っていまして、県のほう
ではそういった地域の取り組みを例えばアドバイザー
を派遣するであるとか、それから実際の地域に根差し
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た観光商品、着地型商品と呼んでおりますが、そう
いったものの開発支援とかそういったことをやること
によって地域に観光客が周遊していけるような、そう
いった取り組みを支援しているところでございます。
○議長（喜納昌春君）　玉城　満君。
○玉城　　満君　これですね、今後沖縄は絶対やるべ
きだと思うんです。やっぱりもう西海岸だけが観光地
であるみたいなイメージが余りにもあるもんですか
ら、私は地元はコザなんですけれども、結構やっぱ
りコザなんか来ると、ライブハウスとかすごくカル
チャーショックを起こすぐらいツアーをするといいみ
たいなんです。そういうことをもう少し、スキームの
枠をどんどん県のほうもふやしていただいて、例えば
今の地域の物産だけを支援するんじゃなくて、地域の
空気を支援する何がしかのスキームをこれからやっぱ
り意識してつくっていただきたいなと思います。とい
うことは、地域地域の文化に対してアンテナを張りめ
ぐらせてかかわっていくというのが今後の観光行政に
なっていくと思いますので、ぜひお願いしたいと思い
ます。
　次、この県公共事業における物価調査会について。
　部長、やっぱり２回だと資材によってはかなり価格
が変わってくるというものもあるんです。だから、回
数をふやすことによって、やっぱり僕は、今赤字だと
よく公共事業で言われているものが少なくとももう少
し解消できるんじゃないかと思っているんですが、こ
の辺いかがですか。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
○土木建築部長（末吉幸満君）　まさしく今議員の御
指摘のとおりでございまして、私どもが積算で採用し
ている単価が実勢の単価にちょっと違うんじゃないか
という意見も多うございます。ということで、我々、
年々刊行物に載っていない資材単価というのを年２回
の今調査やっているんですけれども、これを複数回
やっていきたいということを考えています。ただ複数
回やるとすると、沖縄県において最大35地区の資材
単価を定める必要がございます。離島が多うございま
すので。これを全部やるというのは、やっぱり予算上
非常に要することになりますので、せめて４分の１四
半期、３カ月ぐらいの調査ということで単価の改定が
できないかということで今関係部局とも調整を図らせ
ていただいているところでございます。
○議長（喜納昌春君）　玉城　満君。
○玉城　　満君　これはもうぜひやっていただきたい
と思います。
　それと、総合評価なんですけれども、技術面と会社

が得る点数が一緒だと。これ業界の皆さんがいつも
言っているのは何かというと、技術面の評価はヘッド
ハンティングされてほかの会社へ行ったら彼が点数持
つんですよ。ということは、こっちに点数がマイナス
になるんです、会社を移すと。この会社で育った技術
者が、点数を持って、ほかの会社に行って、ほかの会
社で採用されるという、これはどう見たっておかしい
んではないかなという感じがするんですが、こういう
現実というのは把握していますか。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
○土木建築部長（末吉幸満君）　技術者がヘッドハン
ティングされているという話は、実は今回初めて議員
から指摘受けてわかりました。状況等というのは、今
確認はしたいなと思っているんですけれども、私ども
土木建築部の優良技術者の表彰のあり方なんですが、
今、優秀な成績で工事を完成した建設業者及びその工
事において優秀な施工管理を行った配置技術者それぞ
れを優良建設業者表彰、優良技術者表彰ということで
表彰を行いまして、総合評価の配点の基準にもそれは
反映させていただいています。
　議員からの指摘もありますように、この優良技術者
の表彰における評価のあり方について、例えば、今、
過去の３年間のものを対象にしているんですけれど
も、この３年間がいいのか、あるいは１年がいいのか
２年がいいのか、あるいはこれをあっさりやめたほう
がいいのかといろんな意見ございまして、これを今沖
縄総合事務局や他県の事例を調査しながら、当然また
関係業界団体のほうの意見も聞かないといけないと
思っていますので、そういうことを踏まえながら、
ちょっと改善というのは検討していきたいと考えてお
ります。
○議長（喜納昌春君）　玉城　満君。
○玉城　　満君　これですね、やっぱりいろんな意見
があって、この会社で得た点数は、この会社を抜けた
とたんになしにするべきではないかと、一から出直し
させるべきじゃないかという話も結構あるんですよ。
これは、今後、いろんな業界の方たちと相談してやっ
ていただきたいなと思います。やっぱり総合評価方式
というのは、スタートして間もないはずですから、い
ろんな問題がこれからも出てくると思いますんで、密
にやっぱりこの辺はいろいろ勉強していただいて、い
い流れをつくっていただきたいと思います。
　それと、次はデイゴなんですけれども、デイゴって
県花ですよね。県花だけど、ことしも僕デイゴの花、
見ていないんです。観光客が沖縄県の県花は何ですか
と言ったら、デイゴですよと。どこに行ったら見られ
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ますかと言ったら紹介できないんですね。これはもう
少しデイゴに関しては、県花とうたっているわけだか
ら、もう少し頑張って花を咲かす努力をしたほうがい
いんじゃないかと思うんですが、いかがなもんでしょ
うか。
○議長（喜納昌春君）　環境部長。
○環境部長（當間秀史君）　デイゴの開花を阻害する
害虫等の駆除につきましては、それぞれ今街路である
とか公園であるとか、そういった施設の管理者が精力
的に行っているところではありますけれども、まだ成
果が出てきていないということであります。この問題
につきましては、関係部局と相談をしながら対応して
いきたいと考えております。
○議長（喜納昌春君）　玉城　満君。
○玉城　　満君　これだけはもうぜひやっていただき
たいと思います。
　あと最後に、これ石油とガソリンの資料を先ほど企
画部長にも知事にもお渡ししたんですが、この物流の
流れで、ガスはヤマトから直接来て、離島に来ている
わけです。そして、石油に関しては、一旦沖縄県に
入ってそれから来るわけでしょう。この沖縄県に入っ
て、離島に行くまでの物流の補助金だと思うんです。
これ年間10億も使って、多分、この表にも出ていま
すが、平均して22円高いわけです、離島が。この予
算をこれだけつぎ込んで、なおかつ22円高い。しか
しガスは、かえって離島のほうが安いというのは、こ
れちょっとやっぱり補助金を出しているにもかかわら
ず、これが解消されていないというのはどこかに僕は
問題があると思っているんです。その辺どうですか。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　まず、大変わかりやす
い資料をいただきましてありがとうございます。我々
が本当に課題として解決すべきではないかというよう
なことが、今この資料を見て感じられたわけです。
　先ほど私も答弁しましたし議員からもございました
ように、ＬＰガスについては、本土からほとんど直接
各離島に運ばれている。ところが石油製品等について
は、一旦本島に来て、そこから輸送するというような
形で、やはり今議員もおっしゃっていただきました
が、その本島から離島の分の価格差が出てくるという
ことで、この価格差を解消するためには、ＬＰガス等
の輸送についても検討をしなければならないかという
ことがあると思います。ただ一方で、精製等とかいろ
いろなことが課題になると思います。やっぱりＬＰガ
ス等については、ガスボンベ等でいろいろまた運ばれ
るという部分もあると思いますけれども、この部分に

ついては、今回いただきました資料をベースに、我々
さらに調査研究していきたいと思っております。
○議長（喜納昌春君）　玉城　満君。
○玉城　　満君　あのですね、先ほどの答弁では、人
件費がかかるから高くなっていると。しかし、これは
みんな一緒じゃないですか。本島も離島も一緒です
よ、人件費がかかるのは。それを何で向こうのほう
が、離島が人件費がかかって、本島はかからないのか
ということになるわけです。こういう調査報告という
のは、いかがなものかなと僕は思っています。やっぱ
りもう少し、せっかくこれだけの補助金が、どういう
ふうに使われ、どういうふうにしてそれの解消に向け
て使われているかということをしっかり把握してもら
いたいですね。単なる補助金として差し上げて、それ
でもなおかつ22円高いといったら、離島の皆さんこ
れ納得しないと思いますよ。補助金は出ているわけだ
から。この辺は、やはり均衡ある発展という、翁長知
事も沖縄全体の均衡ある発展を公約としてやられてい
るわけですから、知事、この解消に関しては、ぜひと
も知事がこれをしっかり本島と同じ価格にしていくと
いう、この決意をひとつ聞きたいなと思っています。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　お答えいたします。
　私が先ほどお話ししましたのは、本島と比べてとい
うことでかかっているかということでございます。調
査研究してみたいというのは、やはり直接県外から来
た場合にはやはり差がないという部分です。
　もう一つ、これまで県のほうも、この価格差、各離
島実はもう少し高目でございました。特に、宮古・石
垣の周辺離島は高かった。その部分は何かと申します
と、例えば、宮古・八重山でしたらタンカーが直接来
て、そのまま陸揚げするわけですけれども、各離島と
いいますのは、そこからまたタンクローリーですとか
コンテナとかドラム缶、そういったものでさらにまた
いろんな経費がかかっているということが判明したと
ころです。フォークリフト代とかですね。こういった
ものについて、さらに調査を行って、この分について
の補助を行うということで、逆にこの宮古・八重山の
周辺離島のほうが、宮古島・石垣島よりも価格が低く
なっているというようなことも実はございます。こう
いった形で我々もいろんな形で石油製品の価格差、
せっかく議員から先ほどもございましたように、補助
しているのにまだ価格差があるということについて
は、我々も重く見ているわけですけれども、ただ一方
で、こういったことをやることによりまして、実は同
じ離島県である長崎とか鹿児島、そこの離島よりは沖
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縄県の離島のほうはやはり安くなっているということ
も事実でございます。ただそういいましても、我々
しっかりと石油価格の調査をさらに行いまして対応し
ていきたいというように考えております。
○議長（喜納昌春君）　玉城　満君。
○玉城　　満君　これ本当に真剣に調査していただき
たいなと思います。ほかのものに関していろいろ電
話して、今、向こうでこれ幾らねと聞いたときに、
コーラが120円、変わらないんですね。しかし、その
石油だけはやっぱり変わっているということは、これ
ちょっとおかしいなという気がします。それで、ガス
はかえって５立方当たりの料金が安いわけですよ、離
島が。こういうことも、やはりなぜそこが安くなって
いるのかということを勘案して、石油もそういうふう
にガソリンもそういうふうにして持っていくみたい
な、これはぜひ県がやっぱり積極的にやるべきだと
思っております。
　以上です。
○議長（喜納昌春君）　西銘純恵さん。
　　　〔西銘純恵さん登壇〕
○西銘　純恵さん　こんにちは。
　日本共産党の西銘純恵です。
　一般質問を行います。
　最初に、辺野古新基地建設問題について。
　選挙で示した辺野古新基地建設反対の県民の民意、
第三者検証委員会の埋立承認に「瑕疵がある」との検
証結果を受けて、翁長知事は承認を取り消しました。
安倍政権による代執行裁判は、国民主権と地方自治を
じゅうりんする憲法違反の暴挙ではないか、知事の見
解を問います。
　政府は、審査請求の裁決を放置したまま工事を続行
し、代執行を提訴しました。代執行をするには「その
是正を図る方法が他にない」など厳格な要件があり、
また、「地方自治の尊重」もあります。裁判に対する
知事の見解を問います。
　政府は、佐賀空港の米海兵隊オスプレイ訓練を地元
の反対で取り消しました。政府の極秘指定文書で、
2010年の徳之島移設案は地元の反対を理由に米側が
拒否していたことが報道されました。安倍政権は、沖
縄県民の反対の民意を米国に伝え、辺野古新基地建設
を断念すべきではないか、知事の見解を問います。
　キャンプ・シュワブ内に７カ所の遺跡群がありま
す。今回発見された約2000年前の文化財などは、辺
野古の豊かな海がいにしえの沖縄の祖先の暮らしを支
えたのではないかとロマンが広がります。文化財遺跡
群が広がる可能性が指摘されているが、即刻工事を中

止して発掘調査を行うべきではないか、考古学的な価
値を伺います。
　100人以上の警視庁の機動隊が辺野古ゲート前での
住民排除を強行しています。ゲート前のリーダー２人
を含む３人を逮捕・拘留したのは、許せません。住民
がけがをしたり、肋骨を骨折させられたのは傷害罪、
暴行罪に該当するのではないか。力で排除してけがを
させるのが民主主義の国と言えるのか。警視庁機動隊
は誰が配備の要請をしたのか。リゾートホテルに宿泊
しているのは何人で、宿泊費を含む１日当たりの総警
備費用は幾らですか。機動隊は住民を弾圧するために
存在するのか。県民の生命財産を守らないで、米軍を
守るために存在するのか。
　米国防総省報告書で「海軍と海兵隊は、ジュゴンの
生息区域での訓練を回避しようとしている」と記述さ
れていると報道されました。「ジュゴンの生息に影響
しない」とした辺野古環境アセスは重大な瑕疵がある
のではないか、やり直しが必要ではないか、知事の見
解を問います。
　女性の人権と男女共同参画を向上させることについ
て。
　世界経済フォーラムが毎年男女の格差指数を公表
しています。2014年調査で、日本は142カ国中104
位、日本の女性の人権、平等のおくれは、国連の女性
差別撤廃委員会や人権規約委員会などの国際機関から
繰り返し改善するように指摘されています。ヨーロッ
パでは、有期雇用や非正規でも同じ仕事なら正社員と
の均等待遇を保障して、女性の賃金は男性の賃金の８
割から９割になっています。日本では、非正規と正規
の均等待遇を義務づけていないため、パートや非正規
の女性たちは、男性の半分の低賃金です。また、ヨー
ロッパでは、出産・子育て時期の女性の８割が働いて
います。日本では、保育や雇用の条件などの環境がお
くれているために妊娠・出産で６割の女性が仕事をや
めています。
　それでは質問します。
　パワーハラスメント、セクシャルハラスメントの実
態はどうなっていますか、県が調査を行うべきではな
いですか。
　ＮＰＯ法人非正規マタハラネットが、非正規雇用の
人が育休を取得して職場復帰できたのが24.2％とい
うマタハラ白書を公表しました。県内のマタニティー
ハラスメントの実態はどうなっていますか。県が調査
を行うことについて。
　県内事業所で育児休業制度と介護休業制度のあるそ
れぞれの事業所数と割合、育児休業と介護休業、それ
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ぞれを取得した男女別の人数と割合、取得していない
理由と改善策を問います。
　民間事業所の管理職に占める女性の割合は、全国と
比べてどうなっていますか。県はどうなっています
か。
　男性と女性の賃金格差はどうなっていますか。正規
雇用と非正規雇用の男女差、非正規雇用に占める女性
の割合はどうなっていますか。改善策を伺います。
　労働者への残業規制や長時間労働を規制することに
ついて。
　全国と比べた離婚件数とひとり親家庭の数と割合に
ついて。
　(8)と(9)は取り下げます。
　ストーカー行為は全国と比べてどうなっています
か。
　ＤＶ相談件数、警察の保護命令の件数と相談支援体
制の拡充について。
　警察に届けられた性犯罪、強姦、強制わいせつは減
少していますか。
　売買春の実態はどうなっているか。要保護児童の被
害はどうか、根絶のための対策を伺います。
　お金がなくて病院に行けない人のために、社会福祉
法に基づく無料低額診療制度があります。実施病院、
受診人数、病院が負担している医療費など実施状況は
どうなっていますか。薬代での実施状況、病院所在の
市町村に拡充することについて。また、県立病院に福
祉制度として無料低額診療の制度を創設することにつ
いて。
　伊平屋空港の建設計画と進捗、次年度予算の見通し
について。
　次は取り下げます。
　キャンプ・キンザーの汚染問題について、ジョン・
ミッチェル氏による情報公開請求で明らかにされた資
料を県は入手、分析しましたか。在沖米軍や総領事館
に情報開示を求め、汚染の履歴、除去の有無、汚染対
策について確認を求めるべきではないですか。
　浦添市長の軍港受け入れ表明で、那覇港湾計画にど
のような支障が出ていますか。軍港ありきでは、那覇
港湾のクルーズバース増設などに重大な支障が出ると
思うが、見解を伺います。
○議長（喜納昌春君）　翁長知事。
　　　〔知事　翁長雄志君登壇〕
○知事（翁長雄志君）　西銘純恵議員の御質問にお答
えをいたします。
　辺野古新基地建設問題についてに関する御質問の中
の、政府の対応と代執行訴訟に対する見解についてお

答えをいたします。１(1)と１(2)は関連しますので一
括してお答えをいたします。
　承認取り消しに対する審査請求、審査請求手続にお
ける執行停止決定及び代執行手続への移行といった一
連の政府の対応は、団体自治、住民自治といった地方
自治の本旨に照らしても、極めて不当であり、今日の
事態に至ったことはまことに残念であります。地方自
治法に基づく代執行手続は、国が地方公共団体に行う
関与の方法として最も厳しいものであります。このこ
とから、代執行等以外の措置によって是正を図ること
が困難であり、かつ、それを放置することにより著し
く公益を害することが明らかであるときに行うことが
できるという厳しい要件が課せられています。
　沖縄県としましては、今回の代執行訴訟の提起は、
その要件を満たしているとは言えないと考えており、
裁判所に提出した書面においても、その旨主張してお
ります。
　その他の御質問につきましては、副知事、部局長か
ら答弁させていただきます。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
　　　〔知事公室長　町田　優君登壇〕
○知事公室長（町田　優君）　辺野古新基地建設問題
についての御質問の中で、民意を踏まえた政府の対応
についてお答えします。
　戦後70年間、過重な基地負担を背負う沖縄が、危
険性除去のためとはいえ、代替施設を考えなければな
らないというのは、大変理不尽であると考えておりま
す。政府においては、地元の声に真摯に耳を傾け、普
天間飛行場移設問題の早期解決に向けて取り組んでい
ただきたいと思います。
　県としては、今後ともあらゆる手法を用いて辺野古
に新基地はつくらせないという知事公約の実現に全力
で取り組んでまいりたいと考えております。
　同じく辺野古新基地建設問題についての御質問の中
で、環境アセスについてお答えします。
　環境影響評価法及び環境影響評価条例に基づく手続
が終了した事案について、法令上、事業者に対し新た
な情報等が判明したことを理由として、環境影響評価
のやり直しを求める規定はありません。公有水面埋立
承認については、第三者委員会の検証結果報告書を踏
まえ、これを精査した結果、環境保全への配慮につい
て要件を欠くなど、取り消し得べき瑕疵があるものと
認められたため、取り消したものであります。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　教育長。
　　　〔教育長　諸見里　明君登壇〕
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○教育長（諸見里　明君）　それでは、辺野古新基地
建設問題についての御質問の中で、キャンプ・シュワ
ブ内での発掘調査の実施と考古学的な価値についてお
答えいたします。
　県教育委員会では、キャンプ・シュワブ内での発見
された土器等について、平成27年11月27日付で文化
財として認定いたしました。キャンプ・シュワブ内で
の文化財調査につきましては、文化財保護の視点から
名護市教育委員会が遺跡の有無等を確認するため、試
掘調査を実施しているところです。
　考古学的な価値については、名護市教育委員会が実
施している試掘調査の結果により今後明らかになって
いくものと考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
　　　〔警察本部長　加藤達也君登壇〕
○警察本部長（加藤達也君）　辺野古新基地建設問題
に関する御質問の中で、キャンプ・シュワブゲート前
の警備についてお答えいたします。
　県警察では、キャンプ・シュワブ前における、危険
かつ違法な抗議行動に対しては、あらかじめ警告を
行った上で、違法状態を解消するため、安全に最大限
配慮した上で、必要最小限度の範囲において安全な場
所に移動するなどの措置を講じているところでありま
すが、その際には、常に冷静沈着に対応するととも
に、抗議行動参加者１名に対して複数の警察官で移動
させるなど慎重な対応を行っているところでありま
す。
　また、現場においてけが人や体調不良者が発生した
場合には、その都度、安全な場所に移動させた上で救
急車を要請するなどの必要な措置を講じているほか、
取り扱い警察官等からの状況確認等も行っております
が、警察官がけがをさせたということは把握しており
ません。
　以上のとおり、県警察としては、キャンプ・シュワ
ブ前における危険かつ違法な抗議行動に対し、法令に
基づき適切に対応していることから、傷害罪、暴行罪
に該当するとの指摘は当たらないと認識しておりま
す。
　次に、警視庁機動隊の派遣につきまして、県警察で
は、キャンプ・シュワブ前での警備を含め、県内のさ
まざまな警察事象に的確に対応するため、沖縄県公安
委員会から東京都公安委員会に対し、警察法第60条
に基づく援助の要求を行ったものであります。
　警視庁から派遣されている警察官の人数、宿泊場
所、総警備費用等詳細につきましては、警察の対応能

力等が明らかになるおそれがあることから、お答えす
ることは差し控えさせていただきます。
　キャンプ・シュワブ前における県警察の職務遂行に
際しては、不偏不党かつ公平・中正を旨とし、現場に
おける安全確保とトラブル防止のため、安全に最大限
配慮した上で適切な措置を講じているところでありま
す。
　次に、女性の人権と男女共同参画を向上させること
に関する御質問の中で、ストーカー事案の全国比につ
いてお答えいたします。
　平成26年中のストーカー事案の相談件数は144件
で、前年の155件に比較して11件の減少となってお
ります。人口10万人当たりの相談件数は10.3件で、
全国平均の17.8件と比較して低い数値となっており
ます。
　この種事案は、行為者の行動等に伴い、事案の状況
や危険性が刻々と変化し、重大事件に発展する特徴が
あります。このため、県警察としましては、相談受理
の初期段階から、相談者から事案態様の詳細について
聴取し、危険性及び切迫性を判断して被害者の生命、
身体の保護を最優先に事案への対応を徹底していると
ころであります。また、県・市町村レベルでの職員研
修会、人権擁護委員会総会、市民を対象とした講座等
へ出向いて講話を行うなど、抑止を目的とした広報啓
発活動を行っております。
　次に、性犯罪の現状と抑止対策についてお答えいた
します。
　過去５年の強姦の認知件数は、平成22年10件、23
年８件、24年20件、25年16件、26年10件となって
おります。本年10月末現在の認知件数は９件で、前
年同期と比較して２件、28.6％増加しております。
　次に、強制わいせつの認知件数は、平成22年60
件、23年64件、24年75件、25年81件、26年67件と
なっております。本年10月末現在の認知件数は42件
で、前年同期と比較して11件、20.8％減少しており
ます。
　県警察における強姦や強制わいせつなどの性犯罪被
害の抑止対策といたしましては、この種事犯について
犯人の徹底検挙に努めるほか、企業に勤める女性職員
を対象とした護身術を含む防犯講話の開催、女性を性
犯罪の被害から守る啓発チラシ、ポスター等の作成・
配布、性犯罪の前兆と見られる声かけやつきまとい等
を行う者に対する指導・警告、検挙等による先制・予
防的活動などを実施しております。
　県警察といたしましては、今後とも女性を性犯罪の
被害から守るため、関係機関と連携を密にして安全対
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策を強化してまいりたいと考えております。
　次に、売買春の実態と根絶のための対策についてお
答えいたします。
　平成26年中の売春防止法違反の検挙件数は38件
で、被害者となった要保護女子数は、65人となって
おります。また、本年10月末現在の検挙件数は24件
で、要保護女子数は32人となっており、前年同期に
比べて15件、32人増加しております。平成26年中の
児童買春事犯の検挙件数は23件で、被害児童数は13
人となっております。また、本年10月末現在の児童
買春事犯の検挙件数は10件で、被害児童数は10人と
なっており、前年同期に比べて13件、３人減少して
おります。
　県内における売春事犯の実態につきましては、店舗
型性風俗特殊営業店舗いわゆるソープランドにおける
売春のほか、インターネット上の出会い系サイト等で
売春の相手方を勧誘する手口など、年々悪質化、巧妙
化の傾向にあります。
　県警察では、女性の人権を侵害する売春事犯の根絶
に向け、県内に点在する歓楽街の実態把握を徹底する
など、悪質な事犯に重点を指向した徹底した取り締ま
りを行っております。また、児童買春事犯に関しまし
ては、児童生徒への啓発活動が重要であることから、
非行防止教室やスマートフォンへのフィルタリング啓
発活動等を行い、被害防止を図っております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。
　　　〔商工労働部長　下地明和君登壇〕
○商工労働部長（下地明和君）　女性の人権と男女共
同参画を向上させることについての御質問の中の、パ
ワーハラスメント、セクシャルハラスメントの実態と
県の調査の実施についてお答えいたします。
　沖縄労働局によると、平成26年度における個別労
働紛争相談2244件のうち、パワーハラスメントを含
むいじめ・嫌がらせに係る相談は、504件とのことで
あります。また、平成26年度の男女雇用機会均等法
に関する相談192件のうち、セクシャルハラスメント
に係る相談は、107件とのことであります。県が平
成26年度に実施した沖縄県労働環境実態調査におい
て、セクシャルハラスメント対策の実施について事業
主に質問したところ、有効回答のあった2537事業所
のうち27.5％で対策を講じているとの回答がありま
した。実施した対策として、事業主の方針の明確化及
びその周知・啓発、相談窓口の設置、相談に対する適
切な対応等が挙がっております。パワーハラスメント
に関する調査につきましては、今後の状況等を勘案

し、次回の労働環境実態調査へ盛り込むことを検討し
たいと考えております。
　次に、県内のマタニティーハラスメントの実態と県
の調査の実施についてお答えいたします。
　沖縄労働局によると、平成26年度の妊娠等を理由
とした不利益取り扱い、いわゆるマタニティーハラス
メントに関する相談は、32件とのことであります。
なお、沖縄県の女性就業・労働相談センターには、マ
タニティーハラスメントに関する相談は寄せられてお
りません。調査につきましては、今後の状況等を勘案
し、次回の労働環境実態調査へ盛り込むことを検討し
たいと考えております。
　次に、県内事業所の育児休業制度と介護休業制度の
有無等についてお答えいたします。
　平成26年度に実施した沖縄県労働環境実態調査に
よると、有効回答のあった2537事業所のうち、育児
休業制度を採用している事業所は49.1％、介護休業
制度を採用している事業所は38.2％となっておりま
す。育児休業、介護休業の取得者数及び割合につい
て、男女別の調査は実施しておりませんが、育児休業
については、出産者数1147人のうち取得者数1060人
で、取得率92.4％となっております。介護休業につ
いては、取得者数は62人ですが、介護休業を希望す
る者の数を把握していないため、取得率は算出できま
せん。なお、従業員調査において、産休や育休を取得
しやすい環境にしてほしいとの意見が寄せられたこと
から、産休・育休が取得しづらい状況があるものと考
えております。
　県におきましては、今後とも事業主等に対し、労働
関係法令に関する啓発のセミナーを開催する等、働き
やすい環境整備の促進に取り組んでまいります。
　次に、男女の格差と改善策についてお答えいたしま
す。
　平成26年賃金構造基本統計調査によると、本県の
一般労働者の所定内給与額は、10人以上規模の事業
所で月額22万7700円となっております。男女別に見
ると、男性は25万1400円、女性は19万3600円で、
女性は男性の77％の水準となっております。
　平成24年就業構造基本調査によると、沖縄県の雇
用者全体のうち、正規雇用は29万6000人、男女別で
は男性19万5100人、これは65.9％です。女性10万
800人、これは34.1％となっております。非正規雇用
は23万7500人で、男性は８万5700人で36.1％、女
性は15万1800人で63.9％となっております。
　本県においては、近年、完全失業率及び有効求人倍
率の改善が進んでおりますが、地域、職種、正規・非
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正規等においてミスマッチが生じ、専門的・技術的業
種においては人材不足が生じております。県では職業
訓練等のスキルアップを支援し正規化を促進するとと
もに、ワーク・ライフ・バランスの推進等、女性も働
きやすい環境づくりに努めてまいります。
　次に、長時間労働の規制についてお答えいたしま
す。
　沖縄労働局では、平成26年11月の過重労働解消
キャンペーンにおいて、長時間労働等が疑われる50
事業所に重点監督を実施し、法令違反を確認した42
事業所に対して、是正・改善の指導を行っており、こ
としの11月にも同キャンペーンを行ったとのことで
す。国においては、労働基準法改正案に、月60時間
を超える時間外労働に係る割り増し賃金について、中
小企業への猶予措置を３年後に廃止すること等を盛り
込んでおります。また、沖縄県及び沖縄労働局は、平
成27年２月に使用者団体及び労働団体に対して、年
次有給休暇の取得促進を初めとする働き方の見直しに
取り組むよう要請するなど、長時間労働の抑制を働き
かけているところであります。
　県では、沖縄労働局と連携し、セミナーなどを通
し、法定労働時間や割り増し賃金の支払い等に係る労
働基準法の規定の周知啓発に引き続き取り組んでまい
ります。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
　　　〔子ども生活福祉部長　金城　武君登壇〕
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　それでは、女
性の人権と男女共同参画を向上させることについての
御質問の中で、管理職に占める女性の割合についてお
答えをいたします。
　民間事業者の管理職に占める女性の割合は、総務省
労働力調査の平成26年数値によりますと、全国平均
11.3％、沖縄県14.3％となっております。都道府県
の管理職に占める女性の割合は、内閣府調査によりま
すと平成26年４月１日現在、全国平均7.2％、沖縄県
6.2％となっております。なお、平成27年４月１日現
在、沖縄県においては7.4％となっております。
　次に、離婚件数とひとり親世帯数についてお答えを
いたします。
　本県における平成25年の離婚件数は3651件、人口
1000人当たりの離婚率は2.59で、全国の1.84と比較
して0.75ポイント高くなっております。また、平成
25年度に実施した沖縄県ひとり親世帯等実態調査に
おいては、本県の母子世帯数を２万9894世帯、父子
世帯数を4912世帯と推計しております。全世帯に占

める割合は母子世帯5.46％、父子世帯0.9％で全国と
比較していずれも約２倍の水準となっております。
　次に、ＤＶ相談件数及び保護命令件数、相談支援体
制の拡充についてお答えをいたします。
　本県における平成26年度のＤＶ相談件数は、配偶
者暴力相談支援センターで2615件、沖縄県男女共同
参画センターで615件、沖縄県警察で715件、合計で
3945件となっております。また、平成26年の保護命
令件数は、74件となっております。
　ＤＶ被害者への相談・支援については、平成23年
度までに女性相談所及び各福祉保健所に配偶者暴力相
談支援センターの機能を付与したほか、その後も相談
件数の増加に応じ、女性相談員を増員するなど体制の
拡充を図っております。
　次に、無料低額診療制度についての御質問の中で、
無料低額診療事業の実施状況についてお答えをいたし
ます。
　本県における無料低額診療事業は、現在２法人、８
施設で実施しております。平成26年度の無料低額診
療患者数は、６万7750名となっており、そのうち生
活保護受給患者数を除くと、1892名となっておりま
す。また、事業の実施により法人が負担した費用は、
594万2845円となっております。
　次に、薬代の実施状況等についてお答えをいたしま
す。
　無料低額診療事業については、外来患者に対する院
外調剤が事業の対象外となり、患者が負担することと
なっております。本県の事業実施施設においては、外
来患者への調剤が全て院外調剤となっております。国
においては、院外調剤を行う事業を無料低額事業の対
象とすることも含めて検討しているところでありま
す。また、県内の市町村において薬代に対する助成を
行っている団体はありませんが、県としましては、今
後とも、国や市町村の動向等を注視してまいりたいと
考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　病院事業局長。
　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕
○病院事業局長（伊江朝次君）　無料低額診療制度に
ついての御質問の中で、県立病院における無料低額診
療制度の創設についてお答えいたします。
　無料低額診療事業は、生計困難者の支援を目的に、
無料または低額の料金で診療が受けられる制度であり
ます。
　病院事業局としましては、当該事業の実施について
は、関係部局との調整や病院経営への影響など、慎重
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な検討が必要であると考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
　　　〔土木建築部長　末吉幸満君登壇〕
○土木建築部長（末吉幸満君）　伊平屋空港の建設計
画等についてお答えします。
　伊平屋空港の整備につきましては、伊平屋・伊是名
地域における住民生活の安定と地域振興の観点から、
その必要性を十分認識しております。平成23年５月
の環境影響評価書に対する知事意見の中で、埋立回避
の意見が出されたことから、滑走路長を800メートル
として基本設計を見直し、現在、環境影響評価書の補
正を行っているところであります。なお、新規事業化
に当たっては、航空会社の就航意向取りつけや需要喚
起策が重要なことから、伊平屋空港協議会や関係機関
と協議し、早期に事業着手できるよう取り組んでいる
ところであります。
　次に、那覇港湾計画についての御質問で、軍港受け
入れ表明による港湾計画への支障についてお答えいた
します。
　那覇港管理組合では、現在、那覇港港湾計画の改定
に向け、那覇港長期構想検討委員会を設置し、検討を
進めているところです。同検討委員会では、沖縄21
世紀ビジョン基本計画及び沖縄県アジア経済戦略構想
等の上位計画との整合を図りながら、将来の那覇港の
あり方を議論しているところです。その後、同検討委
員会の検討結果を踏まえ、地方港湾審議会及び国によ
る交通政策審議会を経て、浦添埠頭地区における港湾
の施設配置計画を含めた那覇港港湾計画が改定される
ことになります。なお、那覇軍港の代替施設の位置・
形状については、これまでの那覇港湾施設移設に関す
る協議会において、那覇港湾施設の移設については民
港の港湾計画と整合を図りつつ進めていくとされてき
た経緯があり、これまでどおり那覇港港湾計画との整
合が図られるものと考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　環境部長。
　　　〔環境部長　當間秀史君登壇〕
○環境部長（當間秀史君）　キャンプ・キンザーに関
する公開文書の入手及び汚染履歴等の確認についての
御質問にお答えします。
　キャンプ・キンザ－に関して公開された米軍文書に
ついて、県では、翻訳作業を実施するとともに、記載
内容について確認を行っているところです。また、浦
添市とも連絡、情報交換を行い連携して対応していく
ことで合意しております。さらに、沖縄防衛局へは当

時の米軍の対応状況について照会を行っているところ
です。
　県としては、今後とも浦添市等関係機関と連携して
対応してまいりたいと考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　質問の途中ではありますが、
時間の都合もありますので、西銘純恵さんの再質問は
午後に回したいと思います。
　休憩いたします。
　　　午前11時56分休憩
　　　午後１時24分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　西銘純恵さんの再質問を行います。
　西銘純恵さん。
○西銘　純恵さん　再質問に入る前に、警察本部長
に、辺野古の過剰警備なんですが、警察法の法の目
的、この法律が個人の権利と自由を保護することを筆
頭に目的を定めています。この立場でやってもらうよ
う、私はもう厳しく指摘をしておきます。
　それでは、再質問に移ります。
　女性の人権問題について。
　日本は、女性議員比率や司法や行政、民間などあら
ゆる分野で、方針や政策決定の過程に参加する女性が
圧倒的に少ない。管理職の女性比率が11.2％と女性
の地位が低い。法律上の男女差別が民法にいまだ残さ
れていることも世界からは信じがたいと言われていま
す。安倍首相は、女性の輝く社会を掲げていますが、
そのかなめとなる男女の格差の是正や女性に対する差
別の撤廃の言葉も政策もありません。ヨーロッパなど
では、国連の女性差別撤廃条約の実施で、女性差別の
禁止規定が明確にされて女性の地位と平等が大きく前
進をしています。
　沖縄の女性の地位、人権について知事の御所見を伺
います。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　お答えをいた
します。
　男女共同参画社会を、特に女性の地位向上というこ
とでありますと、そういう社会を実現するということ
が非常に大事かと思います。そういう意味で、社会の
あらゆる分野で政策や方針の決定の場に男女が参画し
て意見や考え方を反映させていくと、そういうことが
重要だと考えておりますので、そういう意識啓発等含
めて、県としてはそういう取り組みをやっていきたい
なというふうに考えております。
○議長（喜納昌春君）　西銘純恵さん。
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○西銘　純恵さん　雇用問題とか日本がおくれている
と私指摘しました。女性の人権と男女平等のおくれと
いうのは、日本政府の施策のおくれが根本にありま
す。でも、沖縄県政がやっぱりこれを前進させるよう
に強く要望したいと思います。
　それでは、辺野古新基地建設についてお伺いをしま
す。
　グレグソン元米国防次官補が、ワシントンの沖縄問
題に関するシンポジウムで、沖縄の民意は不平だと
言ったと報道されています。このときに、訪米中の島
尻安伊子沖縄担当大臣が、一日も早い普天間問題の解
決、辺野古の新基地計画を推進すべきだということも
述べたと言われています。このグレグソンの沖縄の民
意は不平だということに対する知事の所見を伺いま
す。
○議長（喜納昌春君）　翁長知事。
○知事（翁長雄志君）　西銘議員の再質問にお答えを
いたします。
　よくアメリカは民主主義の国だということで、大変
いろんな角度から期待されているようなところもある
んですけれども、こういった発言を聞きますと、大変
そういったものに疑念が生じるような感じがいたしま
す。民主主義というのは、一番選挙を通じての結果が
民意だというふうに思いますので、そういったような
ものを不平という言葉でやった場合には、アメリカで
はそういうことはどういうふうになっているのかなと
いう感じもしますし、それから基地問題という意味で
は、私がちょうどハワイに行ったときにＭＶ22が墜
落をしたんですが、あれはあれで、墜落は墜落として
も、その数年前から住民と軍のいわゆる討論の場とい
いますか、議論の場があって、そういう中においても
ああいう事故が起きたということであるんです。そこ
では何をやっているかというと、時間帯とかそういっ
たいろんなものの取り決めがあるんですね。そういっ
たものは、日本の日米地位協定などにはございません
し、それからいろんな環境の問題でも先ほど来本会議
でも話しましたが、そういったこと等がない中で不平
という問題を言いながら、また辺野古が唯一だという
ようなことに合意をしたということからすると、当事
者意識を持ってきたのかなという感じもしますけれど
も、この新聞だけでは全部はわかりませんが、いずれ
にしろ大変残念な発言だなという感じを持っておりま
す。
○議長（喜納昌春君）　西銘純恵さん。
○西銘　純恵さん　去年、宜野湾の市民の皆さんは、
知事選挙や衆議院選挙で辺野古反対という民意を選挙

で示しました。来年１月24日、宜野湾の市長選挙が
行われます。これに対してオール沖縄で辺野古反対と
いうことで動いていますけれども、選挙に対する知事
の思いを聞かせていただけますでしょうか。
○議長（喜納昌春君）　翁長知事。
○知事（翁長雄志君）　新辺野古基地はつくらせない
と、ありとあらゆる手段をというような意味の中に
は、やはり民意を含めてたくさんそういった意味で
は、日米両政府にも訴えるのが必要なのがあるだろう
し、それから国際社会にも訴えることがあるだろうと
思います。
　そういう意味では、昨年の一連の民意がほぼ
100％、沖縄県民の民意があらわされたということか
らしますと、また一つの当事者であります宜野湾の市
長選挙は、そういった件について大変重要な意味合い
を持っていると思いますので、私からすると大変その
意味合いは大きいというふうに思っております。
○議長（喜納昌春君）　西銘純恵さん。
○西銘　純恵さん　終わりに、12月２日、福岡高裁
那覇支部で知事が代執行裁判にする意見陳述を行いま
した。本当に、沖縄県民に揺るぎない確信と展望を与
えてくれました。不当きわまるこの代執行裁判で裁か
れるのは、日米政府ではないかという声も広がってい
ます。
　私たち県民が日本国憲法と民主主義を取り戻すため
に、オール沖縄をさらに確固なものにしていく、この
ために頑張っております。全国でも、ＳＥＡＬＤｓ・
大学生やママの会などが安倍政治打倒ということで、
戦争法廃止のために頑張っています。ぜひ私どもも翁
長知事を支えて、この政治を変えるという立場で頑張
る決意を述べて質問を終わります。
　ありがとうございます。
○議長（喜納昌春君）　狩俣信子さん。
　　　〔狩俣信子さん登壇〕
○狩俣　信子さん　皆さん、こんにちは。
　公明党さんから絶大なる御声援をありがとうござい
ます。
　社民・護憲ネット、狩俣でございます。
　けさの新聞を見ますと、翁長知事が１周年というこ
とで、95％の公約を取り組んできたというふうなこ
とが載っておりました。さすがだと思っています。県
民の意識はといいますと、圧倒的に翁長知事を支持し
ております。本当にこれはすばらしい、ぶれない知事
として県民が高く評価しているということがわかりま
す。
　さて、国は辺野古以外はないと何度も何度も発言し
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ていますが、これを言わないと不安で仕方がないん
じゃないかなと、国の焦りを私は感じております。
　さて、質問に入ります。
　１、基地問題について、全部カットいたします。取
り下げます。
　次、２、福祉関連について行きます。
　(1)行きます。
　介護施設や託老所などで働く職員から苦情が寄せら
れています。法令が守られてなく、意見を言うと嫌が
らせなどがあるようです。そういう施設に対しての指
導はどのようになっているのでしょうか、また職員な
どから県への苦情はどうでしょうか、労働基準監督署
への訴えなどはあるのでしょうか。
　次、(2)番はカットです。
　３、教育問題に行きます。
　(1)、就学支援金・奨学給付金について伺います。
　2014年度から始まったこの制度は、事務量の増大
とかいろいろあるようですが、その課題もありなが
ら、どうなんだろう、スムーズに行われているのかど
うか伺いたいと思います。
　イ、ウはカットです。
　(2)、臨時・非常勤教職員の待遇改善について伺い
ます。
　平成26年１月17日、総務省から臨時・非常勤教職
員の待遇改善について通知が出されたようですが、県
の対応を伺います。「厚生年金保険及び健康保険の被
保険者資格に係る雇用契約又は任用が数日空けて再度
行われる場合の取扱いについて」という通知文でござ
いますので、御答弁をお願いします。
　(3)、家庭教育支援条例について伺います。
　ア、少子・高齢化や核家族化が進む中で、社会情勢
が大きく変化し、家庭教育力の低下が深刻な社会問題
となっている状況にありますが、家庭教育の課題は何
でしょうか。また、それを解決するためにはどのよう
な取り組みが必要とお考えでしょうか。
　イ、昨年度から、家庭教育力の向上を目指した家庭
教育力促進「やーなれー」事業を実施していますけれ
ども、その取り組みをさらに前進させるため、家庭教
育支援条例を制定してはいかがでしょうか伺います。
　次、４番、いろんな方がこれを聞いていますが、私
も聞きます。
　機動隊・海上保安庁の暴力行為について。
　(1)、辺野古新基地建設をめぐってキャンプ・シュ
ワブ前や大浦湾での県警や警視庁、海上保安庁による
暴力行為がマスコミでも報道されています。11月28
日、被害に遭った方からそのときの状況をお聞きしま

した。失神寸前まで首を絞められたり、上から押さえ
つけて海に沈めたり、やりたい放題のようです。同
日、新たに機動隊に胸を押され肋骨を折った被害者が
出ました。指を曲げたりするなどで手が１週間ほど腫
れていたなどの報告を受けました。今にけがだけでな
く命にかかわる事態も起こるのではないかと危惧して
います。警察本部長はこのような状況について過剰警
備とは思わないですか。
　５、酒気運転、飲酒運転についてですね。
　(1)、近ごろ、酒気・飲酒運転による交通死亡事故
が多発しています。過去５年間の酒気・飲酒運転によ
る事故の状況を伺います。また、防止のためにどのよ
うなことに取り組んでいるのか伺います。
　以上です。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
　　　〔子ども生活福祉部長　金城　武君登壇〕
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　福祉関連につ
いての御質問の中で、介護施設等に関する苦情への対
応についてお答えをいたします。
　介護施設等について苦情が寄せられた場合や法令違
反などが疑われる場合には、法令に基づき随時指導を
行い、改善を求めるとともに、必要に応じて労働基準
監督署へ情報提供を行っております。また、沖縄労働
局が公表している平成26年度の労働紛争関係の状況
については、業種別にはなっておりませんが、全体
で労働相談件数が8598件、個別労働紛争相談が2244
件、助言指導及びあっせんが156件となっておりま
す。
　県としましては、介護施設等において適正な運営と
質の確保がなされるよう、引き続き法令の遵守につい
て指導・監督を行ってまいります。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　教育長。
　　　〔教育長　諸見里　明君登壇〕
○教育長（諸見里　明君）　それでは、教育関連につ
いての御質問の中で、就学支援金制度等の実施につい
てお答えいたします。
　県教育委員会では、高校生の教育費の負担軽減を図
るため、平成26年度から就学支援金事業及び奨学の
ための給付金事業を実施しております。平成26年度
は新入生１万5060人のうち、就学支援金を１万3833
人、約91.8％、奨学のための給付金を5275人、約
35.0％の生徒に支給しております。また、学校現場
において新たな業務が生じることから、事務補助員を
各学校に１名配置しており、次年度以降も引き続き配
置する予定で事業の円滑な実施に取り組んでまいりま
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す。
　次に、臨時的任用教職員の処遇改善についてお答え
いたします。
　文部科学省から「厚生年金保険及び健康保険の被保
険者資格の取扱いについて」の通知を受け、県教育委
員会においては、平成26年３月13日付で各県立学校
へ通知を行い、同一事業所において任用が数日の間を
あけて再度行われる場合において、被保険者資格を喪
失させることなく継続する処理を行っています。臨時
的任用教員の任用期間については、地方公務員法第
22条の規定に基づき、１年以内の任用が可能となっ
ております。
　今後、他県の動向も注視しながら、適切な任期の設
定について検討していきたいと考えております。
　次に、家庭教育への支援についてお答えいたしま
す。
　家庭教育の課題としましては、基本的な生活習慣や
学習習慣の確立、規範意識やマナーの欠如などが挙げ
られます。
　県教育委員会としましては、昨年度、沖縄県家庭教
育支援推進計画を策定し、支援者養成、支援活動、広
報活動及び検証活動等を実施するとともに、関係団体
等と連携し、保護者向けの学習プログラム等を実施し
ており、県民総がかりで家庭教育を支える体制づくり
を目指しているところです。
　次に、家庭教育支援条例の制定についてお答えいた
します。
　家庭教育は、全ての教育の出発点であり、子供の基
本的な生活習慣や豊かな情操、善悪の判断などの基本
的倫理観、自立心、社会的なマナーなどを身につける
上で重要な役割を担うものであります。
　なお、家庭教育支援に関する条例につきましては、
その重要性に鑑み、関係団体、関係部局と調整の上、
制定できるよう取り組んでまいりたいと考えておりま
す。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
　　　〔警察本部長　加藤達也君登壇〕
○警察本部長（加藤達也君）　機動隊・海上保安庁の
行為に関する御質問の中で、機動隊による警備につい
てお答えいたします。
　県警察としましては、キャンプ・シュワブ前におけ
る抗議行動に対しては、それが適法・適正に行われて
いる限り、関与するものではありません。しかし、連
日、工事関係車両の入域時を中心に、抗議行動参加者
によるゲート前の道路を占拠して車両の通行を妨害す

る形での座り込み行為や寝転び行為、車道に飛び出し
ての車両の前への立ち塞がり行為や車両の下への潜り
込み行為といった危険かつ違法な抗議行動が行われて
いるため、これらの行動を行っている方に対し再三の
警告を行った上で、違法状態を解消するため安全に最
大限配慮した上で、必要最小限度の範囲において安全
な場所に移動するなどの措置を講じております。
　なお、その際には、常に冷静沈着に対応するととも
に、抗議行動参加者１名に対して複数の警察官で移動
させるなど、慎重な対応を行っているところでありま
す。
　御指摘の肋骨を折ったけが人につきましては、事案
認知後に救急車を要請するなどの必要な措置を講じて
おり、取り扱い警察官や目撃警察官からの状況確認等
を行った結果、警察官がけがをさせたという事実は確
認されておりません。また、指を曲げたりするなど手
が腫れた方につきましても、現場において確認されて
おらず、抗議行動参加者からの申し出もありません。
　以上のとおり、県警察としては、キャンプ・シュワ
ブ前における危険かつ違法な抗議行動に対し、法令に
基づき適切に対応しており、過剰警備との指摘は当た
らないと認識しております。
　次に、酒気運転による過去５年の飲酒絡み事故の発
生状況と防止のための取り組みなどについてお答えい
たします。
　本県における過去５年間の交通人身事故の発生状
況につきましては、平成22年は6501件で、その後は
6500件前後で推移し、平成26年は6242件と減少し
ております。そのうち、飲酒絡み人身事故の発生に
つきましては、平成22年は154件で、その後、130件
前後で推移し、平成26年は117件と減少しておりま
す。交通死亡事故につきましては、平成22年は発生
が47件、死者数は47人で、その後、40件から51件の
間で推移し、平成26年は過去最少の34件、死者数は
36人と減少しております。そのうち、飲酒絡み死亡
事故につきましては、平成22年は発生が８件、死者
数は８人で、その後、発生は５件から10件の間で推
移し、平成26年は９件、死者数は９人となっており
ます。
　全人身事故に占める飲酒絡み人身事故の構成率に
つきましては25年連続で、また、全死亡事故に占め
る飲酒絡み死亡事故の構成率につきましては、２年
連続で全国で最も高くなっております。なお、本年
10月末現在の飲酒絡み人身事故につきましては88件
で、前年同期と比べ12件、12％の減少、飲酒絡み死
亡事故につきましては９件で、前年同期と比べ１件、
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12.5％の増加となっております。
　県警察におきましては、飲酒運転根絶に向けたさら
なる取り組みの強化を図るため、本年１月、警察本部
に飲酒運転根絶総合対策室を設置し、飲酒運転取り締
まりの強化と飲酒運転根絶県民運動の拡充を柱に各種
取り組みを推進しております。飲酒運転取り締まりの
強化につきましては、事故を起こす前に検挙すること
を目的に、酒類提供飲食店が密集する繁華街周辺や主
要幹線道路での取り締まりを強化するとともに、前夜
の深酒の影響による朝の出勤時間帯の事故が多いこと
から、白バイ等による早朝取り締まりを強化しており
ます。本年10月末現在の飲酒運転の検挙につきまし
ては1296件で、前年同期と比べ368件、39.7％増加
しており、依然として悪質な運転者が後を絶たない状
況にあります。
　飲酒運転根絶県民運動の拡充につきましては、沖縄
県飲酒運転根絶条例に、県民の責務として飲酒運転の
危険性について自覚し、家庭や地域、職場で飲酒運転
根絶の取り組みに努める旨規定されておりますが、本
年上半期に飲酒運転で検挙された運転者に対する実態
調査では、約７割の運転者が「酒を飲んだ後に車を運
転するつもりだった」と回答していることからも、県
民一人一人に対する飲酒運転根絶意識の浸透が極めて
重要なことと考えております。
　そのため、県や市町村、関係機関・団体、交通ボラ
ンティア等と連携して、居酒屋等酒類提供飲食店にお
けるハンドルキーパー運動、ポスター、ステッカー掲
示等による意識啓発、運転免許保有者からの飲酒運転
根絶宣言書の署名提出による意識啓発、自治会長等を
飲酒運転根絶アドバイザーとして委嘱しての意識啓
発、地域ＦＭ局と連携した飲酒運転根絶や交通事故防
止に関する情報発信などの活動を推進しております。
また、若年者や家庭対策として、小学生から高校生ま
でを対象とした交通安全教育、子供から父母、祖父母
等に飲酒運転根絶を呼びかけるメッセージの発信、警
察官が建築現場等に赴いての出前型講話や運転免許を
取得する自動車学校の教習生を対象とした講話などの
取り組みを推進しております。
　県警察といたしましては、今後とも飲酒運転取り締
まりの強化を初め、県や市町村、関係機関・団体、交
通ボランティア等とより一層連携を密にして、飲酒運
転のない安全・安心な沖縄県を実現するため、県民の
皆様と一体となって取り組んでまいりたいと考えてお
ります。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　狩俣信子さん。

○狩俣　信子さん　御答弁ありがとうございます。
　まず最初に、奨学支援金の事務員の加配、来年も引
き続きということでこれありがとうございます。
　それから、臨時・非常勤職員の待遇改善なんです
が、これについては次回しっかりとまた議論をしてい
きたいと思いますのでよろしくお願いいたします。
　それから、家庭教育支援条例につきましては、やは
りいろんなところと連携してこれはやれるというこ
と、これは期待していますので頑張ってください。
　次、県警のほうです。
　酒気運転、飲酒運転については、いろいろワースト
ワンとかいうのもある中で、いろんな取り組みをして
いらっしゃる、これは高く評価します。やっぱり酒気
運転ワーストワンと言われている中で、飲酒による事
故もたくさんあります。そういう中で県警がいろんな
対策をとってやっていること、これについて私高く評
価いたします。
　引き続き辺野古について行きますが、私、沈着冷静
でやると言ったんですが、辺野古に行きまして、いろ
んな場面、こういうふうに押さえ込んでいる、県警の
皆さん。（資料を掲示）　そして、首を絞めている県
警の皆さん、本部長見ていますか。首絞めているんで
すよ、首を、県警が。これ過剰じゃないんですか。こ
れ沈着冷静ですか、そうはならないでしょう。こうい
うふうな形で何名でも押さえ込んでいる。こういうふ
うな方で機動隊に倒されて後頭部を打つ、こういう方
たちは全部救急車で搬送されたりしているんですよ。
私は命と財産を守るというのが県警であるならば、こ
ういう過剰な警備、これは必要ないと思います。こう
いうふうに道路を封鎖する。これも県警やっているん
ですよ。これはいろいろ理由はまたつけるかもしれま
せん。私は、またある方からお手紙いただきました。
この機動隊の方に押さえ込まれて首を絞められて、け
がをした方なんですが、そういう方々からもお手紙が
来ていますよ。そういう過剰な警備、これは県警が幾
ら、本部長が幾ら言ったって、それをまともに聞く人
はいませんよ。こんなたくさんのけが人が出て、それ
で過剰じゃないと言う、そこらあたりがちょっとわか
りません。もう１回御説明お願いします。（発言する
者あり）
　やり過ぎはだめよ。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
○警察本部長（加藤達也君）　先ほど御答弁申し上げ
ましたとおり、現場においては危険かつ違法な抗議行
動が行われているため、これらの行動を行っている方
に対して再三の警告を行った上で、違法状態を解消す
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るために安全に最大限配慮した上で必要最小限度の範
囲において、安全な場所に移動するなどの措置を講じ
ているところであります。また、その際には、常に沈
着冷静に対応するとともに、抗議行動参加者１名に対
して複数の警察官で移動させるなど、慎重な対応を
行っているところであります。
　また、けがをさせたということでありますけれど
も、取り扱いの警察官とか目撃の警察官とかからの状
況確認等を行った結果、警察官がけがをさせたという
事実は確認をされていないということであります。
　以上のとおり、県警察としてキャンプ・シュワブ前
における危険かつ違法な抗議行動に対して、法令に基
づいて適切に対応しておりまして、過剰警備との指摘
は当たらないと認識しているところでございます。
○議長（喜納昌春君）　狩俣信子さん。
○狩俣　信子さん　ちょっと押しただけでも公務執行
妨害であっちにいる人は捕まるわけですよ。県警は強
く押して骨を折っても捕まらないんですよ。おかしい
んじゃないですか、これ。現場で確認されていないと
いうんですが、私が行った日にちょうどこの事故が起
こったんですよ。そうしたら片手で引いて、県警。そ
うしたら片方で胸をぐっと押して、それでぽきっと
なったそうですよ。そういう中で、この事故が起こっ
ているわけですから、県警、知らないでは済まされま
せん。
　それから同じように、山城博治さんが向こうで立っ
ていますよ。山城博治さんは御存じのように、リンパ
腫で今治療もしながら、その彼の注射ポートというの
をすごく押したわけですね。彼はもう死ぬんじゃない
かと思ったと言っているんですよ。こういう手荒なこ
とをやっていて、何が沈着冷静ですか、意味がわかり
ません。
　それから、一言、県警本部長、お話ししておきます
けれども、沖縄は27年間異民族支配、米軍の支配で
したよ。その中で、私たちの人権、平和、非常に押さ
えつけられてきたんです。その思いがあって私たちは
これ以上沖縄に基地は要らない、この思いで県民は
頑張っているんです。そして、1970年12月20日、米
軍車両がちょっとした事故でいろいろ取り扱っている
ときに、道路の真ん中に全部持ってこられて、黄色ナ
ンバー、焼き討ちに遭いましたよ。沖縄県民はホスピ
タリティーに富んで、なかなかこういう面で反抗でき
ない県民性を持っていますよ。でも度が過ぎますと、
こういうことも起こりかねない。そういう思いで私は
……（「警告だよ」と呼ぶ者あり）　いやいや、だか
ら警告も何もない、事実を述べている、事実。（発言

する者あり）　だから沖縄県民も……
○議長（喜納昌春君）　静粛に。
○狩俣　信子さん　我慢できるまでしかできないと私
は思いますので、一言言っておきます。現場での確認
がされていないと言いますが、はっきりと本人は引か
れながらやられたと、押さえられたと言っていますの
で、これは県警本部長、後で確認してください。
　時間がありません、私は終わります。
　以上です。
○議長（喜納昌春君）　山内末子さん。
　　　〔山内末子さん登壇〕
○山内　末子さん　ハイタイ　グスーヨー　チューウ
ガナビラ。
　この１年で、この言葉だけは上手になりました。
　知事、就任１年おめでとうございます。
　県民の多くの期待を受け、走り出したこの１年、暴
風雨の中をサバニでこいで岸を目指すという、そうい
う厳しい１年ではなかったかと思います。
　政府の不条理で強権的な姿勢に凛として立ち向か
い、国連や米国に対して県民の思いを堂々と訴えるそ
の姿に多くの県民が、知事を誕生させてよかったと胸
を張っております。それだけではなく、新たな経済の
構築に向け、中国、台湾、シンガポールなどなど、積
極的にトップセールスを行うなど、バランスのとれた
その行政運営にも高く評価が上がっています。漢の古
くからのことわざに、多々益々弁ずという言葉があり
ます。名将は、困難な仕事が多ければ多いほど見事に
うまくこなしていくと、そういう意味だそうです。２
期目に向け、ますます厳しさの増す政治状況になるか
と予測されておりますけれども、知事にこの言葉を贈
りたいと思います。どうぞ、お体に気をつけて２期目
も頑張っていただきたいと思っております。（「２年
目ね」と呼ぶ声あり）　２年目、失礼しました。一足
飛びに、２年目も頑張っていただきたいと思います。
　それでは、一般質問に入ります。
　１、知事の政治姿勢について。
　(1)、辺野古新基地建設をめぐって、改正地方自治
法施行後初の国が知事を訴えるという裁判が始まりま
した。国と地方は対等だという法の精神を国みずから
否定してきています。このことは、沖縄県だけの問題
ではなく地方自治のあり方を問う裁判でもある。全国
に向けその趣旨を訴えるメッセージを出すべきだと考
えておりますが見解を伺います。
　(2)、国は、辺野古が唯一の根拠として、抑止力を
強調しておりますが、与那国、石垣、宮古への離島防
衛強化としての自衛隊配備策を見ると、その抑止力は
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破綻していると証明しているようなものです。相反す
る防衛政策で沖縄県全体が要塞化することに県民は危
機感を抱いております。
　そこで伺います。
　ア、辺野古が唯一という政府の説明についての知事
の見解を伺います。
　イ、離島防衛について、具体的な説明を求めます。
その際の住民の安全をどう確保するかについて見解を
伺います。
　(3)、イスラム国は機関誌で「安倍政権の愚かさに
より全ての日本人が戦闘員の標的になった」と宣言し
ており、とりわけ米軍基地のあるこの沖縄も危機管理
を強化しなければならないと考えます。取り組み体制
を伺います。
　(4)は削除いたします。
　２は全体的に削除いたします。
　３、エネルギー政策について。
　(1)、来年４月の電力自由化に向け、新規電力事業
者の沖縄参入の表明があります。実態とその影響はど
のように波及していくのか伺います。
　(2)は取り下げます。
　(3)、宜野湾浄化センターと具志川浄化センターに
おけるバイオガス発電事業はＣＯ2削減・コスト削減
にも効果の出る事業だと考えますが、その取り組み状
況を伺います。
　４は削除します。
　５も削除いたします。
　６、教育行政について。
　(1)、学校現場における体育や課外活動における事
故の現状と課題、対策について伺います。
　(2)、学力向上対策に関して、児童生徒・教師から
も補習漬けの実態について悲鳴が上がっています。誰
のための何のためのテストなのか、その声をどう受け
とめているのか教育長の見解を伺います。
　(3)、新たな教職員評価システム導入によりどのよ
うな効果を期待するのか伺います。
　(4)、教員の多忙化・超過勤務の実態が問題視され
ています。現状と対策を伺います。
　７、医療福祉政策について。
　(1)は取り下げます。
　(2)、世界的に若者の間で梅毒や性病が急増してい
るようです。実態と対策について伺います。
　(3)、性的マイノリティー、ＬＧＢＴについて理解
しともに生きていく社会づくりについての取り組みを
伺います。
　８の公安委員会関係について。

　辺野古ゲート前警備についてですが、その件につき
ましては警察本部長、それから公安委員会、現地へ
しっかりと視察をしていただき、その警備のあり方、
対応について再検討を強く要望し、質問は取り下げま
す。
　我が会派の関連質問についても取り下げます。
　以上、よろしくお願いします。
○議長（喜納昌春君）　翁長知事。
　　　〔知事　翁長雄志君登壇〕
○知事（翁長雄志君）　山内末子議員の御質問にお答
えをいたします。
　知事の政治姿勢についてに関する御質問の中の、全
国へメッセージを出すことについてお答えをいたしま
す。
　承認取り消しに対する審査請求、審査請求手続にお
ける執行停止決定及び代執行手続への移行といった一
連の政府の対応は、団体自治、住民自治といった地方
自治の本旨に照らしても、極めて不当であり、今日の
事態に至ったことはまことに残念であります。
　沖縄県としては、今後、訴訟の場や記者会見など、
あらゆる機会を通して、県の考えが正当であることを
主張・立証していくとともに、沖縄県にのみ負担を強
いる今の日米安保体制は正常といえるのか、国民の皆
様に問いかけてまいりたいと考えております。
　次に、辺野古に対する政府の説明についてお答えを
いたします。
　普天間飛行場の移設先を辺野古が唯一とする政府の
説明は、実質的な根拠が乏しく、辺野古の埋め立ての
必要性は認められないと考えております。
　沖縄県としましては、沖縄に米軍基地が集中し騒音
や事件・事故の発生など、県民は過重な基地負担を背
負い続けており、県民の目に見える形での基地負担の
軽減が図られなければならないと考えております。
　私は、今後もあらゆる手法を用いて、辺野古に新基
地はつくらせないという公約の実現に向けて、不退転
の決意で取り組んでまいります。
　その他の御質問につきましては、副知事、部局長か
らお答えをさせていただきます。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
　　　〔知事公室長　町田　優君登壇〕
○知事公室長（町田　優君）　知事の政治姿勢につい
ての御質問の中で、離島防衛の具体的な説明と住民の
安全確保についての御質問にお答えします。
　自衛隊の南西地域の態勢については、防衛白書にお
いて、災害対応を含む各種事態発生時の迅速な対応を
可能とするため、自衛隊配備の空白地域となっている
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島嶼部に警備部隊などを新編することにより、南西地
域の島嶼部の態勢を強化することとしております。与
那国町については、陸上自衛隊の沿岸警備部隊、約
150名程度を配置することとしております。敷地面積
は約26ヘクタールであり、施設としては、隊舎、庁
舎、沿岸監視用レーダーを配置することとなっており
ます。宮古島市については、警備部隊、地対空ミサイ
ル部隊、地対艦ミサイル部隊等で、700から800人程
度の規模としております。石垣市については、宮古島
市と同様の部隊等で、500から600人程度の規模とし
ております。
　県としては、自衛隊の配備について、地元の理解と
協力が得られるよう、政府は丁寧に説明を行うととも
に、住民生活の安全、安心に十分配慮するべきである
と考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　警察本部長。
　　　〔警察本部長　加藤達也君登壇〕
○警察本部長（加藤達也君）　知事の政治姿勢に関す
る御質問の中で、危機管理強化の取り組み体制につい
てお答えいたします。
　県警察といたしましては、我が国がアルカーイダや
ＩＳＩＬいわゆるイスラム国等のイスラム過激派から
テロの標的として名指しをされていることなどから、
我が国に対するテロの脅威は現実のものとなっている
と認識しております。最近では、先月13日のフラン
ス・パリにおける連続テロ事件の発生を受け、警察庁
から関連情報の収集、関係機関と連携した水際対策の
強化及び関連施設の警戒強化等、同種事案の未然防止
を徹底するよう指示がなされているところでありま
す。
　このような情勢を踏まえ、県警察におきましては、
テロリストを我が国に入れない、拠点をつくらせな
い、テロを起こさせないとの観点からテロを未然に防
止するため、各種対策に取り組んでいるところであり
ます。具体的には、空港、港湾関係施設と連携した水
際対策のほか、爆発物、原材料、取り扱い事業者及び
ホテル等のテロに利用されるおそれのある事業者に対
する指導等を行っております。また、米軍施設、公共
交通機関及び多数の人が集まる集客施設等のテロの標
的となり得る施設に対する警戒や管理者との連携体制
を確立するための訓練等を実施しているところであり
ます。
　県警察といたしましては、今後とも関係機関や一般
事業者等と連携した各種対策を強力に推進し、官民一
体となってテロの未然防止を図っていく所存でありま

す。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。
　　　〔商工労働部長　下地明和君登壇〕
○商工労働部長（下地明和君）　エネルギー政策につ
いての御質問の中の、電力自由化による新規電力事業
者の沖縄参入の実態と影響及び波及についてお答えい
たします。
　平成28年４月１日から始まる電力小売の全面自由
化に向け、県外事業者が10月に行ったプレス発表に
よると、沖縄地域は他地域と比較して特殊性はある
が、進出に向け実現の可能性も含めて調査すると発表
しております。現時点では、進出の可否については発
表されておりませんが、全国的にも新規参入に向けて
活発な動きがあることから、これらの動きと県内への
影響や波及について、今後動向を注視してまいりたい
と考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
　　　〔土木建築部長　末吉幸満君登壇〕
○土木建築部長（末吉幸満君）　エネルギー政策につ
いての御質問の中の、宜野湾浄化センターと具志川浄
化センターのバイオガス発電事業についてお答えしま
す。
　下水処理の過程で発生するバイオガスは、燃料とし
て発電に利用できることから、宜野湾浄化センターと
具志川浄化センターにおいて、再生可能エネルギー固
定価格買取制度を活用した民間事業者によるバイオガ
ス発電事業を進めております。発電事業者は下水処理
場内に発電設備を設置し、管理運営を行い、沖縄県は
バイオガスと処理場内の土地を有償提供することによ
り収益を得ます。事業期間は20年間で、具志川浄化
センターは来年４月から、宜野湾浄化センターは10
月から発電による売電開始を予定しています。この
事業により、年間約6300トンのＣＯ2削減と、年間約
１億1700万円の収益を見込んでいます。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　教育長。
　　　〔教育長　諸見里　明君登壇〕
○教育長（諸見里　明君）　それでは、教育行政につ
いての御質問の中で、体育活動中の事故の現状等につ
いてお答えいたします。
　日本スポーツ振興センターの平成26年度災害共済
給付状況によりますと、本県の体育活動中における
事故発生件数は、公立の小学校で893件、中学校で
1928件、高等学校で1875件、計4696件となってお
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ります。なお、５年前と比較すると、小学校で244
件、中学校で214件、高等学校で242件、それぞれ増
加しておりますが、都道府県別では３番目に少ない状
況となっております。
　県教育委員会としましては、増加傾向の改善に向
け、学校安全管理講習会等を開催するとともに、体育
の授業や運動部活動等における学校事故の未然防止及
び事故後の適切な対応について周知徹底を図っている
ところです。
　次に、学力向上のための補習の取り組みについてお
答えいたします。
　児童生徒一人一人が将来、自己実現を図り、夢や目
標を達成するために、学力向上の取り組みは重要だと
考えております。学校においては、教師は児童生徒一
人一人と向き合い、わかる授業づくりに努めるととも
に、補習等を通して児童生徒を支援しております。今
年度の児童生徒質問紙によると、教科の勉強が「好
き」や「大切」、「役立つ」などの意識は、ほとんど
全国平均を上回っており、正答率が高くなると学習意
欲や自己肯定感についても向上するという結果が出て
おります。
　県教育委員会としましては、今後とも学校に寄り添
いつつ、テストのための学習ではなく、かつ教師や児
童生徒の負担感にも配慮した取り組みを推進してまい
りたいと考えております。
　次に、新たな教職員評価システム導入の効果につい
てお答えいたします。
　教職員評価システムの導入は、平成26年の地方公
務員法の一部改正により全国的に義務づけられていま
す。教職員評価システムは、幼児・児童生徒が伸び伸
びと健やかに成長するために、教職員の資質能力の向
上及び学校組織の活性化を図るとともに、その評価結
果を人事管理の基礎とすることを目的としています。
　県教育委員会としましては、学校全体の教育力を高
めるために教職員評価システムの効率的な運用に努め
てまいります。
　次に、教員の多忙化、超過勤務の現状と対策につい
てお答えいたします。
　県教育委員会では、教職員の多忙化解消に向けて、
調査依頼や通知文書の見直し、指定研修の期間縮減等
に取り組んでおります。また、小中学校校務改善検討
委員会より提言を行い、学校行事の精選や会議等の持
ち方の見直し、職務の合理化など、各学校の実情に応
じた取り組みを推進しているところであります。県教
育委員会の実態調査結果では、「１日平均の勤務時間
外業務時間が１時間以上」と答えた割合は、平成25

年度に比べ平成26年度は小中学校で1.0ポイント、県
立学校で0.7ポイントそれぞれ減少しております。
　県教育委員会としましては、今後とも、教職員がよ
り働きやすい環境づくりに努めてまいります。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　保健医療部長。
　　　〔保健医療部長　仲本朝久君登壇〕
○保健医療部長（仲本朝久君）　それでは、医療福祉
政策についての御質問の中で、性感染症の実態と対策
についてお答えいたします。
　性感染症は、世界的に増加傾向にありますが、特に
梅毒は、先進国を中心に男性同性間の性的接触による
報告が増加しています。県内における梅毒患者の報
告件数は、平成25年の16例に対し、平成26年は39例
と、前年の2.4倍に増加しています。39例の内訳は、
男性が38例を占め、年齢別では30代が12例と最も多
く、次いで40代が10例、20代が７例の順になってい
ます。主な感染経路は、男性同性間の性的接触となっ
ていますが、近年は、異性間性的接触による報告の増
加傾向も見られます。
　性感染症の対策としましては、発生動向をホーム
ページ等で公表し、注意喚起を行うとともに、リーフ
レット配布や学校での講演会、教材貸し出し等による
性感染症に対する正しい知識の普及啓発に努めており
ます。また、各保健所においては、無料匿名でＨＩ
Ｖ、梅毒、クラミジア等の性感染症検査を同時に実施
し、感染者を早期に発見することで、２次感染防止及
び早期の治療に結びつけております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
　　　〔子ども生活福祉部長　金城　武君登壇〕
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　それでは、医
療福祉政策についての御質問の中で、性的マイノリ
ティーなどを理解しともに生きていく社会づくりにつ
いてお答えいたします。
　県においては、人権尊重思想の普及高揚を図り、県
民に人権問題に関する正しい認識を広めるため、法務
省からの委託を受け、人権啓発活動を実施しておりま
す。また、那覇地方法務局、那覇市、沖縄県人権擁護
委員連合会及び県を構成員とする、沖縄県人権啓発活
動ネットワーク協議会が平成12年に設立されており
ます。同協議会では、「性的指向を理由とする偏見や
差別をなくそう」及び「性同一性障害を理由とする偏
見や差別をなくそう」を含む17項目の人権問題につ
いて、相互に連携、協力して啓発活動に取り組んでい
ます。
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　性的マイノリティーなどに係る問題については、社
会の動向を注視し、県としても差別のない社会の実現
に向けた人権啓発活動に今後とも取り組んでまいりま
す。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　山内末子さん。
○山内　末子さん　休憩お願いします。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午後２時19分休憩
　　　午後２時20分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　山内末子さん。
○山内　末子さん　答弁ありがとうございました。
　知事、この裁判本当にまさしく知事が今おっしゃっ
ていましたように、地方自治についての根幹をしっか
りと問う裁判にもなっていくと思っております。もち
ろん行政手続や法の矛盾を指摘する裁判にもなるかと
は思いますけれども、そこはしっかりと地方分権、地
方自治というものが何なのかということを、これ沖縄
だけの問題ではなくて、やはり全国に知らしめるとい
うことはとても大事なことになってきますので、裁判
の中でしっかりと訴えていただきたいなというふうに
思っております。最近、憲法学者やあるいは政治学
者、あるいは識者の皆さんたちが民主主義を沖縄に学
べですとか、民主主義をしっかりと沖縄から日本を変
えていこうというそういう声が今全国に広がっており
ます。それはやはり、沖縄県が知事の、民意を背に受
けて地方自治を行政の中で知事がしっかりと取り組ん
でいるということに対して、すごい評価だと思うんで
す。そういう意味で、この裁判を通して、しっかり何
度も申し上げますけれども、自治を根本から考えると
いうことを全国でしっかりと捉えていただきたいなと
いうふうに思っております。
　渉外知事会ですとか、そういうことでもしその意見
を述べる場所があれば、そういうところも考えられる
のではないかと思いますけれども、その辺についてど
うお考えでしょうか。
○議長（喜納昌春君）　翁長知事。
○知事（翁長雄志君）　先日ですか、全国町村議会議
長会で沖縄県側から要請をして、日米地位協定の改定
などにも議論がなされました。私どもも市町村会など
も、そういった場所でそういったようなことも、去
年、一昨年までやっておりましたので、まだ県知事の
全国知事会でこういった機会がなかったわけですか
ら、これからもそういう場所におきましても、沖縄の
振興策と基地の関係等々も含めて、真実の状況という

ものを知っていただく中から物事を構築してもらいた
いという意味では、沖縄の現状というものを知事会で
も、あるいはまた九州知事会等々でもお話をしていき
たいというふうに思っています。
○議長（喜納昌春君）　山内末子さん。
○山内　末子さん　ありがとうございます。
　子ども生活福祉部長、ＬＧＢＴについてですけれど
も、人権啓発委員会ですとか、そういうところで今い
ろんな被害について、あるいは偏見について頑張って
いることは私も存じておりますし、沖縄県のその委員
会の皆さんたちの仕事については評価をしておりま
す。しかし、今この問題というものは、やはりここで
行政がしっかりと表明をしていく、支援をしていくと
いうことをやることがとても大事だと思うんです。学
校現場であったり、社会であったり、企業であった
り、そういうところで苦しんでいる、差別に苦しんで
いるという人たちが大変多いです。そういう意味で
は、この差別を受けて、いつも苦しんでいる沖縄だか
らこそ、全国に先駆けてこういったところにも目を向
けて、しっかり取り組んでいくということは大事だと
思っております。那覇市がそういう意味では、レッド
リボンの事業ですとか、支援宣言をやっております。
そういう意味では、早急にそのことも考えられないの
か、そのことについてもう一度お考えをお聞かせくだ
さい。
　できれば、安慶田副知事、よろしくお願いします。
○議長（喜納昌春君）　子ども生活福祉部長。
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　お答えをいた
します。
　県としましては、人というのはやはり誰しも生まれ
ながらにして幸せに生きる権利を持っていると思いま
すがやっぱり現実的には、いろんなこの性的指向、あ
るいは同一性障害を理由とする偏見、差別などいろん
な問題があるのも事実であるということを認識してお
ります。全ての人々がそういう意味で、個人として尊
重されて、幸せに生きるためには、私たち一人一人が
人権に配慮した行動を心がける、そして家庭、学校、
職場など地域社会が連携して取り組むことが大変重要
であると考えておりまして、今後ともこういう性的マ
イノリティーなどのものにつきましても、国そして市
町村等と連携しながらしっかりと協力して人権啓発活
動に取り組んでまいりたいというふうに考えておりま
す。
○議長（喜納昌春君）　山内末子さん。
○山内　末子さん　よろしくお願いいたします。
　それでは、教育長、今学力対策について一生懸命頑
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張っていることもわかっておりますし、もちろんもう
テストがあり順位というものが決まれば、何となく順
位を上げたいというのは、これ人間の当然の考えだと
思っております。しかし、それがために今学校現場で
教師あるいは子供たちが悲鳴を上げているという、そ
ういう声が実はどんどん出ているんです。私、この
間、教員を中心とした皆さんたちのシンポジウムに出
てきました。その中で、やっぱり言ってきたことが、
こういう言葉もありました。成果を上げられなけれ
ば、あなたは首ですよと、こういうことを教育現場で
管理職のほうから言われたと。そういうような声とい
うもの、それはその人が確かに言ったことですけれど
も、果たしてそういう事実があるのかどうか。そのこ
とがもしも事実であれば、とても大変なことだと思っ
ております。その現場について、そういう声につい
て、教育長としてどのように把握していらっしゃるの
かお聞かせください。
○議長（喜納昌春君）　教育長。
○教育長（諸見里　明君）　成果を上げられなければ
首だというのは、ちょっと言い過ぎだと思うんですけ
れども、その辺のことは、新聞報道では承知しており
ます。ただ、現状そうであったのかどうかというの
は、確認はしておりません。
○議長（喜納昌春君）　山内末子さん。
○山内　末子さん　ぜひ、これは校長会ですとか、あ
るいは教育事務所でいろいろな研修があると思いま
す。そういうところでしっかりと確かめていただい
て、その言葉で、まさしく小学生が24位、20位と上
がっていくに従って、やはりそこでは次は後戻りをし
ちゃいけないとか、そういうものへのプレッシャーと
いうものが現場には漂ってくると思うんですよ。そう
いうプレッシャーが、やっぱり生徒に対して、教員の
プレッシャーは生徒に対するプレッシャーにもなって
きます。そういう雰囲気をつくっていたら、何のため
の教育現場なのか、子供たちの教育というものを一体
どう考えているかという疑問が出てきますので、その
辺のところをもう一度しっかりと対応していただける
かどうか、決意もお願いいたします。
○議長（喜納昌春君）　教育長。
○教育長（諸見里　明君）　御指摘ありがとうござい
ます。
　議員の御指摘を受けまして、本当に感じるのは、私
たち県教育委員会がやってきたこの学力向上の取り組
み、本当に賛否両論あるなというのがわかります。一
方では、全国、昨年度が24位、ことしが20位、もう
大躍進でしたので激励を受けましたけれども、一方で

は今の御指摘のような学校の大変さというのも新聞報
道等であるいはまた耳にもしております。私たちのや
り方、取り組み方、振り返ってみても、私たち県教育
委員会は、全国で学力最下位であった６年連続、７年
ですね、この汚名を返上すべく、そして子供たちには
将来学力は必要であると、絶対に全国並みのですね。
そういう意味で、本当にがむしゃらにやってきたのも
また事実であるわけです。こういうがむしゃらにやっ
てきたのが今こういうことも出てきているのかなと
思っておりますけれども、私は、学力の向上というの
は、学校の責務であると、それから子供たちに将来、
夢と希望に向かっても、ある程度の全国並みの学力は
必要であると、それを視点に据えながら今御指摘の学
校の大変さにも向き合って、これまでの取り組みでど
ういうところがまた反省すべきであるのか、いろいろ
検討して改善していきたいと思っております。
○議長（喜納昌春君）　山内末子さん。
○山内　末子さん　とても教育現場は頑張っていると
思っております。そこを改善するには、やはり現場と
教育委員会と何が必要で何が足りないのか、その辺の
ところはコミュニケーションをしっかりとキャッチ
ボールやっていただいて、ぜひ沖縄県の子供たちの教
育現場、しっかりとしたものをつくっていただきたい
と思っております。
　それから人事システムについては、やはりそれが給
与に反映をしていくとなると、教育現場でその成果が
給与に反映していくとなると、学校現場、教育現場が
株式会社と同じではないかと、そういうような疑問も
出てきます。そのことについてもう一度、ひとつお願
いいたします。
○議長（喜納昌春君）　教育長。
○教育長（諸見里　明君）　今回の新たなこの教職員
評価システムの導入ですけれども、先ほども答弁した
んですけれども、平成26年度の地方公務員法の一部
改正によって、全国的に義務づけられているんです。
そこでの評価システムの目的については、幼児・児童
生徒が伸び伸びと健やかに成長するために、教職員の
資質能力の向上及び学校組織の活性化を図るというの
がうたわれているんです。実は、評価システムは古
いので10年前ぐらいから導入しているんですけれど
も、その導入に際しても一番気をつけたことは、管理
職と先生方とのコミュニケーション、信頼関係、そし
てお互いが疎外感がないような仕組みづくりを目指し
てきたんです。それを受けて、今度新たな段階に入っ
ていくわけですけれども、今回は給与と連動するとい
うことで、いろいろ危惧する面もあるんですけれど
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も、やはり一番は学校組織の信頼関係、それから一人
一人とのコミュニケーション等々を大切にしながら、
その指標を生かしてやっていくことが私は大切だと
思っております。そのためにも、公正・公平なこの評
価のあり方、それからそのための研修のあり方も頑
張ってまいりたいと思っております。
○議長（喜納昌春君）　山内末子さん。
○山内　末子さん　最後に、エネルギー政策につい
て、部長は、新規参入についてまだ知らないと言って
いましたけれども、新聞報道ではイーレックスさんが
参入を表明しております。その皆さんたちは、石川火
力発電所を中心としてとありますけれども、その辺は
しっかりと確かめていただいて、例えば、そこの電力
の供給を特自貿の企業の皆さんたちのほうに供給をし
ていくと、そこからまたコストの削減ですとか、そう
いった意味でそのエネルギーについては、先ほどバイ
オの発電もありました。資源にもなっていく、循環し
て資源になっていく。これはこれからの沖縄の本当に
大きな資源に、エネルギーが資源を生み出すという観
点でとても大きな事業になると思っておりますので、
ぜひ研究していただきたいと思っております。最後
に、お願いいたします。
○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。
○商工労働部長（下地明和君）　御指摘の新規参入に
ついては、新聞報道等で去る10月30日にプレス発表
がされたことは承知しております。ただ、まだその進
出の表明がされていないということで、先ほどの答弁
もさせていただいたということであります。確かに、
Ｊ－ＰＯＷＥＲとの協議によってそれを活用したとい
うアイデアがあるということも伺っております。ただ
し、今懸念されるのは、こういうふうにしていいとこ
取りという言葉が合っているかどうかわかりません
が、大きいところずどんずどんと需要者を低価格で卸
でとって、供給するという形で大きいところだけいい
ところ取りすると、次はユニバーサルサービスという
離島の問題、そして地方の問題そういったものにどの
ようなしわ寄せが来るのか、いろいろ課題があると思
いますので、それはまた検討していきたいと思いま
す。
○議長（喜納昌春君）　山内末子さん。
○山内　末子さん　検討してください。
　ありがとうございました。
○議長（喜納昌春君）　仲宗根　悟君。
　　　　〔仲宗根　悟君登壇〕
○仲宗根　悟君　ハイサイ　グスーヨー　チューウガ
ナビラ。

　議席16番、社民・護憲ネット、仲宗根です。
　一般質問を行いたいと思います。
　祖国復帰の父と言われました、琉球政府公選主席、
そして復帰後、初の県知事である屋良朝苗氏の地元読
谷村で顕彰事業が今行われております。そして、顕彰
事業推進期成会によりまして、顕彰碑の建立、そして
銅像が高らかに建ちました。御尽力をいただきました
県当局の皆さんにも、この場より厚く感謝を申し上げ
たいと思います。本当にありがとうございました。
　そこで、先日の日曜日にも村の主催でありましたけ
れども、屋良朝苗シンポジウムが開催されました。そ
こで、琉球新報社からでしたけれども、日本復帰と自
己決定権回復へ、そして闇を貫き前途を照らす「一条
の光」という本が発行されました。こちらは、屋良朝
苗氏の日々の日記をもとにつづられていますけれど
も、まだ全体読んでおりませんけれども、ひもといて
みますと当時の屋良朝苗氏の軍政権下にあっての非常
に苦難な日々がつづられていて、現代にも示唆を与え
られるような内容になっているなというふうな気がし
てなりません。
　この中で、私たち沖縄は、全国でも唯一日米軍事政
策に対してノーと言えるような県民として立ち上がっ
てきた歴史が非常につづられている。そして、この復
帰闘争の延長上にある現在だというふうに私そのもの
も思っているんです。そしてまたシンポジウムの中で
も紹介されましたけれども、今、頑張っている翁長県
知事が、どうもこの屋良朝苗氏とオーバーラップする
んだというようなことでありました。まさにそのとお
りだろうなというふうに思っています。
　屋良さんも唱えた自己決定権、復帰運動として民主
主義をともに確立を要求していた軍政下の中、今を生
きる私たちこの沖縄のアイデンティティー、そして差
別への怒りということで、もう一つの屋良、そして翁
長両知事の共通点といいますのは、行政と大衆運動の
結合であるんだというふうな屋良さんの時代に培われ
た闘争形態が、今日のこの沖縄闘争、遺産とも言える
ようなことではないかというふうに思います。どうぞ
お勧めいたしますので、御愛読いただきたいなという
ふうに思います。
　そして、今日オーバーラップというふうにも申し上
げましたけれども、この１年翁長県政振り返ってどの
ような県政運営であったのか含めて、まず感想をお伺
いしたいなというふうに思います。
　(2)番目、(3)番目は、こちらのほうは我が会派の代
表質問と重なりますので、こちらのほうは取り下げを
いたします。
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　次に、米軍基地関係に関してです。
　(1)、基地負担の軽減をまさに逆行する基地の使用
状況が続いています。嘉手納基地においては、常駐機
に加えて州軍部隊の暫定配備による離着陸訓練の増加
により、航空機騒音、墜落の不安、健康被害にさいな
まれ、周辺住民は、受忍限度は限界だと、そして外来
機や州軍所属の飛行訓練の中止、騒音防止協定の遵守
を強く求めています。県の見解と今後の対応について
伺いたいと思います。
　(2)番目についても取り下げをいたしましょう。
　産業振興に関してでありますが、(1)、県産品海外
市場展開と現状と今後の取り組みについて伺います。
　(2)番目のほうも取り下げをしたいと思います。
　(3)、農水産物の生産拡大、品質向上を図る取り組
みについて伺いましょう。
　そして(4)番目の黒糖に関してはぜひお願いをした
いなと。黒糖生産は分蜜化が困難な離島地域における
離島経済を支える重要な産業であります。輸入黒糖、
それから再製糖との競合で黒糖の市況は厳しい状況下
にあるとされてきました。現在の黒糖の消費拡大の取
り組み状況について、どうなっているのか伺いたいと
思います。
　４番目、土木建築行政です。
　読谷村内における県道６号線、そして県道12号線
及び県道16号線の渋滞緩和対策について伺います。
　そして、読谷―沖縄市間を結ぶはしご道路の県計画
への位置づけについて伺います。
　我が会派の代表質問との関連については、取り下げ
をいたします。
　よろしくお願いします。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午後２時41分休憩
　　　午後２時41分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　翁長知事。
　　　〔知事　翁長雄志君登壇〕
○知事（翁長雄志君）　仲宗根悟議員の御質問にお答
えをいたします。
　まず、知事の政治姿勢についてに関する御質問の中
の、１年を振り返っての県政運営についてお答えをい
たします。
　私は、昨年12月の知事就任以来、経済発展、生活
充実、平和創造の３つの視点から施策を展開してまい
りました。経済発展では、沖縄県アジア経済戦略構想
を策定いたしました。同構想に基づきアジアの活力を
取り込み、本県の自立型経済の構築を加速させたいと

考えております。生活充実では、しまくとぅばなどウ
チナー文化の普及促進、子供の貧困対策を初めとする
福祉・医療・教育の充実、離島力の向上など各種施策
に取り組んでおります。平和創造では、辺野古新基地
建設に反対し、普天間飛行場の県外移設及び早期返
還、危険性の除去に全力で取り組んでおります。
　私が掲げた公約については、95％以上着手できた
ところであります。課題は山積しておりますが、引き
続きその解決に一つ一つ着実に取り組んでまいりま
す。
　次に、産業振興についてに関する御質問の中の、県
産品の海外市場展開の現状と今後の取り組みについて
お答えをいたします。
　県産品の主な輸出品である、食料品及び飲料の輸
出額は、国際貨物ハブが開設された平成21年の８億
3000万円から、平成26年には14億5000万円と順調
に増加しております。輸出先別では香港が約半数を占
め、次いで台湾、米国となっており、品目別ではビー
ル等の飲料が最も多く、次いでナマコ等の魚介類とい
う状況になっております。
　今後、沖縄県としましては、健康志向の高まるアジ
ア市場に向け、海外の通信販売サイトを活用し、健
康・長寿等の沖縄県産品の高品質イメージを形成する
とともに、海外での定番商品化を進めてまいります。
また、県内事業者の海外渡航や見本市出展への助成、
航空コンテナ借り上げ事業等を拡充し、県産品の海外
展開を拡大してまいります。
　次に、農水産物の生産拡大と品質向上についてお答
えをいたします。
　沖縄県では、亜熱帯性気候や地理的特性を生かした
農林水産業の振興を図るため、沖縄21世紀ビジョン
基本計画に基づき、おきなわブランドの確立と生産供
給体制の強化、流通・販売・加工対策の強化、農林水
産技術の開発と普及など７つの基本施策に取り組んで
おります。農林水産物の生産拡大と品質向上を図る取
り組みとして、高品質果実生産支援システムの開発や
栽培環境の改善を支援する果樹生産イノベーション事
業、養殖ハタ類の生産体制強化を図るおきなわ産ミー
バイ養殖推進事業などの各施策事業を推進しておりま
す。
　沖縄県としては、引き続き持続的農林水産業の振興
とフロンティア型農林水産業の振興に努めてまいりま
す。
　その他の御質問につきましては、副知事、部局長か
ら答弁をさせていただきます。
○議長（喜納昌春君）　知事公室長。
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　　　〔知事公室長　町田　優君登壇〕
○知事公室長（町田　優君）　米軍基地関係について
の御質問の中で、州軍部隊の嘉手納飛行場配備につい
ての御質問にお答えします。
　米国州空軍Ｆ16戦闘機につきましては、ことし１
月及び６月に続き、10月中旬からも嘉手納飛行場に
配備され、周辺自治体から同機の配備中止を求める声
が上がっております。県は、去る11月４日から10日
にかけて、沖縄防衛局長、第18航空団司令官等と意
見交換を行い、嘉手納飛行場への外来機配備について
言及し、騒音を初めとした周辺住民の負担軽減を図る
よう求めたところであります。意見交換の中で、沖縄
防衛局長は、州空軍Ｆ16戦闘機を含めた他基地所属
の航空機は、日米安保条約の目的達成のために配備さ
れるとし、政府はこれまで、航空機騒音規制措置の実
施、訓練移転の実施等に取り組んでおり、今後も同飛
行場周辺の騒音の軽減に努めていくとしております。
米軍再編に伴う一部訓練移転が実施されている中、た
び重なる外来機の配備により、依然として目に見える
形での負担軽減があらわれているとは言えないもので
あり、県としては、今後もあらゆる機会を通じ、航空
機騒音の軽減を日米両政府に対して粘り強く働きかけ
ていきたいと考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。
　　　〔農林水産部長　島田　勉君登壇〕
○農林水産部長（島田　勉君）　産業振興についての
御質問の中で、黒糖の消費拡大の取り組みについてお
答えいたします。
　県では、町村やＪＡ、黒砂糖工業会で構成される沖
縄県含みつ糖対策協議会において、平成22年度に５
月10日を「黒糖の日」と制定し、黒糖の消費拡大に
取り組んでまいりました。主な取り組み内容としまし
ては、１、黒糖の日関連行事として県内外での販売促
進イベントの開催、２、沖縄産黒糖の海外販売展開、
３、沖縄産黒糖の新商品開発などを実施してまいりま
した。また、平成27年９月に、県外黒糖ユーザーと
連携し、東京での黒糖のＰＲイベントを開催したとこ
ろであります。
　県としましては、ＪＡ、市町村等関係機関と連携し
黒糖の消費拡大に取り組んでまいります。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
　　　〔土木建築部長　末吉幸満君登壇〕
○土木建築部長（末吉幸満君）　土木建築行政につい
ての御質問の中の、県道６号線、県道12号線及び県

道16号線の渋滞緩和対策についてお答えします。
　現在、読谷村においては、今年４月に村道中央残波
線が開通し、また、沖縄西海岸道路の一部区間である
読谷道路や国道58号嘉手納バイパス等の整備が進め
られているところであります。
　県道６号線や県道12号線、県道16号線の渋滞対策
については、これらの道路の整備供用後の交通状況を
勘案し検討していきたいと考えておりますが、県道６
号線上の６カ所の交差点については、これまでも検討
を進め、対策に取り組んでいるところであります。そ
の一つとして、トリイステーション前交差点について
は、右折車線の設置工事を行ったところであります。
また、県道16号線についても、国道58号に接続する
大湾交差点が、沖縄地方渋滞対策推進協議会において
特定した主要渋滞箇所となっており、短期的・中期的
対策について関係機関と連携し検討していきたいと考
えております。
　次に、読谷―沖縄市間を結ぶはしご道路の県計画へ
の位置づけについてお答えします。
　沖縄県総合交通体系基本計画では、本島地域間の移
動の円滑化を図るため、はしご道路の整備を位置づけ
ております。読谷―沖縄市間を結ぶ道路のはしご道路
への位置づけについては、当該道路が米軍嘉手納弾薬
庫地区を横断する道路であり、同地区が日米で合意さ
れた返還予定地に含まれていないことから、現時点で
は困難であると考えております。しかしながら、当該
道路の可能性について、これまで沖縄防衛局へ問い合
わせを行っており、回答についてはいまだありません
が、改めて確認していきたいと考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　仲宗根　悟君。
○仲宗根　悟君　それでは、再質問させていただきた
いと思います。
　まず、土木行政の今答弁いただきましたけれども、
６号、12号、16号の渋滞緩和策、この中で右折だま
りをつくりながら主要交差点、渋滞するであろう交差
点を定めながら今進められているということで、12
号線の拡幅工事ですとか、あるいは６カ所を定めた対
策の中で着手をしながら、完成近いのがトリイのこの
交差点でありますけれども、こちらのほうもありがた
く、緩和につながっているのかなという気はします
が、とりわけ年々交通量が多くなっている現状を考え
ますと、残りのまた交差点のほうも随時頑張っていた
だきたいなというふうな気がしました。
　改めて、またお聞きいたしますが、12号、そして
６号の接続するＪＡ前なんですが、こちらのほうはた
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びたび付近住民の皆さん、そしてドライバーの皆さん
からも要請が強い箇所であります。この辺のところも
拡幅工事なり、隣接する地主とも協議を重ねていきた
いとこれまで聞いておりますけれども、その後のそれ
以来の進展といいましょうか、地元の市町村やあるい
はこの地主の皆さんとどういった協議がされてきてい
るのか、その辺についてお伺いしたいんですが。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
○土木建築部長（末吉幸満君）　県道12号線との交
差点、高志保の交差点でございますが、読谷農協前の
この交差点につきましては、先ほど議員御指摘のとお
り、我々は用地買収をやって抜本的なことをやりたい
ということを考えていたんですけれども、なかなかま
だその用地交渉というのがうまくいかないということ
で、まずは短期的対策として既設の道路敷地内で右折
車線の確保をまずやっていって、用地補償を伴った抜
本的対策については、この状況を見ながらやっていき
たいと今判断しているところです。
○議長（喜納昌春君）　仲宗根　悟君。
○仲宗根　悟君　鋭意頑張っていただきたいというふ
うに思います。
　そしてまた、強い要望がこの(2)なんですよね。国
道58号から弾薬庫、軍用地を突き抜ける形にはしご
道路というようなことを要望しておりますけれども、
これはもう再三この二十数年来、中部市町村会ですと
か、いろんな要望で東の沖縄市そして西の読谷・嘉手
納というところで、東西の行き来で非常に重要な道路
になるであろうというように思っています。そこで県
とそして市町村と管理をする防衛局と３者で話し合い
がなされてきて、この防衛局からいまだに回答が得ら
れないと、この可能性について協議はしたんだけれど
も、まだいただいていないというようなことで、今後
も重ねていきたいというような内容ではあるんですけ
れども、とにかく軍用地でありますから難しいのはわ
かります。そこはまた特に弾薬庫地域ということもあ
りまして、非常に難しいところはあろうかというふう
に思います。回答を待つというよりも、むしろこちら
から建設工法ですとか、いろんなプランを立ててこう
いうのができたらどうかというような提案をしてみた
らどうかなと思ったりもするんですが、いかがでしょ
う、部長。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
○土木建築部長（末吉幸満君）　これまでも道路サイ
ドからしては、この道路というのはやりたいという気
持ちは我々持っているということは、答弁させていた
だきました。

　ただ、嘉手納弾薬庫地区の中がどのような状況か
我々もわからないという中で、具体的な絵が描きづら
いという状況でございます。そういうことがございま
して、あれだけの広大な土地でございますから、どこ
かにはあるんじゃないかという期待はあるんです、
我々も。そういうことがありまして、防衛局通じて、
当然読谷村も協力していただいているんですが、ここ
を通れるようなルートはないんですかというような問
い合わせ、問いかけというのはやっているところでご
ざいます。
○議長（喜納昌春君）　仲宗根　悟君。
○仲宗根　悟君　読谷側もそして沖縄市側もいろんな
ルートを探りながら、実現可能性については両方とも
模索はしているという中なんです。もちろんウレー　
イッチェー　インダンルアクトゥ　何が詰まっている
のかよくわからないと思います。それに対応できるよ
うな、21世紀ですからいろんな工法ができるんだろ
うなというふうに夢を描きながらも、実現性に向かっ
てぜひ頑張っていただきたいなというふうに思ってい
ます。
　あと、済みません、休憩お願いします。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午後２時56分休憩
　　　午後２時56分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　仲宗根　悟君。
○仲宗根　悟君　生産拡大、品質向上は農林水産です
ね。今、研究機関を本当に充実させて技術開発、今答
弁もありましたけれども、ぜひこの辺のところを手が
たく、厚くして、研究成果として種雄牛ですとか、あ
るいは芋でいえばちゅら恋紅ですか、あとは甘多でし
たっけ優秀な製品も出ているんですよね。今、観光客
で一番のお土産で持っていかれるのは芋で生産された
お菓子類だというふうに聞くんですよ。ところがその
原料である芋のほうの生産が間に合わない状況なんだ
と。そして農家の皆さんからお話を伺いますとたくさ
ん芋をつるにできるような仕組みを県の研究によって
私たちはできていますよと、非常に喜びの声も上がっ
ているんです。もっとその研究機関を充実させて、農
家の生産向上も図れるような取り組みが私は非常に必
要だというふうに思うんですが、その辺についていか
がでしょうか。
○議長（喜納昌春君）　農林水産部長。
○農林水産部長（島田　勉君）　県内、県産の農産物
については、もちろん県内、県外はもちろんのこと海
外でもかなり人気がございまして、今お話ししていま
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したカンショについても海外の評価を聞きますとかな
り上位に来るような人気がございます。そういう意味
で、いろんな台風に強い、それから病害虫に強い品種
の育成等が大事になってきますので、そういう意味で
はうちの研究機関のほうで品種改良について常に研究
しておりますので、さらに研究を進めておきなわブラ
ンドとして県外、海外にも大きく進出できるよう取り
組んでまいりたいと考えております。
○議長（喜納昌春君）　仲宗根　悟君。
○仲宗根　悟君　よろしく。頑張ってください。
　以上で終わります。
○議長（喜納昌春君）　大城一馬君。
○大城　一馬君　まず質問に入ります前に、所見を述
べさせてもらいたいと思っております。
　きょうで知事が就任１年ということで、本当に沖縄
の県知事、基地問題に忙殺されて毎日が大変だろうな
という気がしております。しかしながら、やはり翁長
知事、しっかりと辺野古の埋立承認取り消し、そして
法廷闘争、そしてまた国連あるいは訪米行動、そうい
う意味で非常にこの基地問題に県民の民意を体現すべ
く一生懸命頑張っているということで、私ども社大
党、100点満点の100点で評価していますけれども、
本来ならば200点満点であれば200点という評価をし
ております。そしてまた、もちろんそれは基地問題だ
けではなくて、経済の振興も、アジア経済戦略構想、
そしてまた大型ＭＩＣＥの建設、そしてアジアショッ
プへのトップセールス等々、経済振興の面でもしっか
り頑張っているということを高く評価して質問に入り
たいと思っております。
　まず、１の基地行政、これの(1)、(2)、(3)、(4)取
り下げといたします。
　(5)の教育委員会に対して、辺野古海域での文化財
の件についてお尋ねしたいと思っております。
　教育長、端的に申し上げまして、11月27日です
か、文化財指定ということになりました。これからそ
れに基づいて、いろんな流れが出てくるだろうという
ふうに思っております。遺跡認定とか試掘調査、そし
てまた場合によっては記録の保存という形で流れてい
くと思いますけれども、この流れ、一体どの程度の時
間を予定しているんですか。
○議長（喜納昌春君）　教育長。
○教育長（諸見里　明君）　調査期間についての御質
問にお答えいたします。
　まだ試掘の段階でして、この試掘で見つかって遺物
が発見されるかどうか、この遺物がどれぐらいの範囲
かあるいはどの程度のものであるのか、いろいろこの

期間があるんですね。これが大変かなり文化的に価値
があると、あるいはグスクとかそういうのが出てきた
ら長期になりますし、今のところどれぐらいの期間か
というのはちょっとお答えできないと思います。
○議長（喜納昌春君）　大城一馬君。
○大城　一馬君　沖縄の文化、まさに文化力、これは
沖縄の精神の支柱にもなると思っております。私は
しっかりこの文化財を保存するために、あるいはまた
後世に残すためにも、教育委員におきましては、教育
長を先頭にしてぜひしっかりやってもらいたいと思っ
ております。ところで、いろんな意見がございます、
この文化財の指定によってですね。教育長としてはこ
の文化財を指定したことによって、この辺野古海域で
の、今基地問題で国が強行しております。これに与え
る影響というのはどういう認識ですか。答え切れるん
でしたらどうぞ答えてください。
○議長（喜納昌春君）　教育長。
○教育長（諸見里　明君）　個人的に言えば、何らか
の影響は与えると思っております。
　これはさきの答弁もしたんですけれども、文化財保
護行政を預かる中立な立場の県教育委員会としまして
は、工事の影響についてはお答えする立場にありませ
んと前にお答えしております。
○議長（喜納昌春君）　大城一馬君。
○大城　一馬君　ぜひ工事をストップするぐらいの決
意で取り組みをしてほしいというふうに思っておりま
す。
　次に、２番目の大型ＭＩＣＥ施設なんですけれど
も、この件についてお聞かせ願いたいと思います。
　去る11月20日に、サンライズ協議会いわゆる地元
与那原・西原、そしてまた中城・北中城の自治体がつ
くっておりますけれども、サンライズ協議会から知事
に対しまして６項目要請が出ております。その件につ
いて概略、どういう対応するのか、まず簡単に説明を
お願いします。
○議長（喜納昌春君）　文化観光スポーツ部長。
○文化観光スポーツ部長（前田光幸君）　東海岸地域
サンライズ推進協議会から県に行われた要請の主な内
容としましては、国内外のさまざまなＭＩＣＥ需要に
対応できるよう、施設については多機能型とし、そし
て拡張性を持った施設配置とすること、計画的な道路
等のインフラ整備やＭＩＣＥ関連施設の配置、新たな
公共交通機関の整備について検討すること、協議会と
県の連携であるホテル等の誘致、地元と県の協議の場
を設けることとなっております。
　県としましては、大型ＭＩＣＥ施設を国内外のさま
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ざまなＭＩＣＥ需要に対応する多機能な施設としつ
つ、展示会場について将来の需要動向に対応できるよ
う拡張性を確保するほか、多目的ホールや中小会議室
についても状況に応じた見直しが行えるよう検討を
行っております。また、ホテル等の誘致、交通インフ
ラ整備については、庁内関係部局が連携し、地元と一
体となって推進できるよう積極的に取り組んでいきた
いと考えております。
○議長（喜納昌春君）　大城一馬君。
○大城　一馬君　その中で、施設の展示場、非常にい
ろんな議論が出ております、提言もあります。いわゆ
る拡張性の問題ですね。県の案としては２万平米とい
う案が今出されておりますけれども、場合によっては
３万、あるいはまた将来的には改装で４万までもって
いくのかなと、そういった議論もありますけれども、
こういう拡張性について、県の対応についてはどう考
えていますか。
○議長（喜納昌春君）　文化観光スポーツ部長。
○文化観光スポーツ部長（前田光幸君）　大型ＭＩＣ
Ｅ施設については、平成25年度に基本構想をまとめ
ております。その中で、多目的ホールについて7500
平米規模、これは4000人の食事会に対応できる施設
規模ということでございます。それから、展示会場に
つきましては、１万平米から２万平米、そして会議室
については20室から30室の会議室の整備と、これが
構想段階でまとめられたいわゆる素案でございます
が、その後ことしまでの検討の中で、将来的に大型Ｍ
ＩＣＥ施設、とりわけ展示会場につきましては、今後
のアジアの需要を取り込んでいくといった観点等を考
慮しますと、拡張性を確保していくということも重要
というふうなことなどが有識者会議などで出ておりま
した。現在はさまざまな案を検討しておりまして、年
内に方向性をまとめていきたいと考えております。
○議長（喜納昌春君）　大城一馬君。
○大城　一馬君　この展示場の件は、地元からも先ほ
ど部長の６項目の説明があったように、いわゆる拡張
性を持ってやってくれということで、必ずしも５万と
かには何もこだわっていないということも地元の意見
としてあります。やはりいろんな採算性等々を考える
と、徐々に２万からあるいはまた３万、４万ともって
いくのかなと思っておりますけれども、副知事、担当
副知事ですからＭＩＣＥで、どうですか、こういった
いわゆる地元はそういう形でぜひ拡張性を持ってやっ
てほしいと。しかしながら、ある一部の経済界からは
５万平米からだというようなこともあります。しか
し、この14年度の国内の大展示会というのが、５万

平米以上が７件の展示しているわけですね。そして
３万平米でもやっぱり９件、14年度は。そういう統
計が出ておりますけれども、その件について、部長の
考えと副知事、三役の考えというのはどういった整合
性が出てくるのか答弁お願いします。
○議長（喜納昌春君）　安慶田副知事。
○副知事（安慶田光男君）　再質問にお答えいたしま
す。
　今部長からも答弁がありましたように、当初の計画
は、展示場を２万平米でやっていこうかという計画が
ありましたけれども、具体的に進んでまいりますと、
あちらこちらから、あるいは経済界を中心とした方々
の意見が出てまいりまして、それからまた経済動向や
あるいはアジアの動向、世界の動向を見まして、今後
は地元の意見、地元自治体の意見も注視しながら、
５万それから２万を中心としてその間はないのかとい
うことで模索をしているところでありまして、先ほど
部長が答弁しましたように、工事の着工それからオー
プン時期を考えますと、年内にはやはりその規模を決
めていかなければならないんじゃないかとそのように
考えております。
○議長（喜納昌春君）　大城一馬君。
○大城　一馬君　いろんな意見を聴取しながら、ぜひ
しかるべき拡張性を持ったＭＩＣＥ施設にしていただ
きたいというふうに思っております。
　そして、やっぱりこの大型ＭＩＣＥ施設は、まず運
営方法、運営が一番大きな問題であろうと。採算性、
集客性含めて。そういったことで、やはりこの運営に
ついて、どういったビジョンを持っているんですか。
○議長（喜納昌春君）　文化観光スポーツ部長。
○文化観光スポーツ部長（前田光幸君）　大型ＭＩＣ
Ｅ施設については、建設コストや運営コストの低減を
図り、民間活力の導入を含めた適切かつ合理的な手法
を検討するというそういったことを目的に、現在民間
活力導入可能性調査を実施しております。運営方法や
整備手法については、これについてもことしじゅうに
はその方向性を示していきたいと考えています。
○議長（喜納昌春君）　大城一馬君。
○大城　一馬君　この件もいろんな意見があります。
公設民営型だとか、そしてまた県単独でやるのかある
いは外資に委託するのか含めて、ぜひこれまたしかる
べき、しっかりと検討してもらいたいと思っておりま
す。
　次に、６月定例会の中で、私のＭＩＣＥ関連の質問
に対して副知事のほうから、ＭＩＣＥ戦略策定いわゆ
るＭＩＣＥビジョンを策定するという答弁をもらって
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おります。このＭＩＣＥビジョンについて、現在どう
いった進捗状況なのか。
○議長（喜納昌春君）　安慶田副知事。
○副知事（安慶田光男君）　お答え申し上げます。
　ＭＩＣＥビジョンにつきましては、28年度に向け
て制定していく予定で作業を進めております。
○議長（喜納昌春君）　大城一馬君。
○大城　一馬君　そのときの６月定例会の答弁では、
いろんな県全体を視野に入れた、例えばコンベンショ
ンとの兼ね合い、あるいは万国津梁館との兼ね合い、
いろんなそういった沖縄県全体を想定したＭＩＣＥビ
ジョンという答弁がございましたので、これも鋭意
しっかりと立ち上げていただきたいというふうに要望
しておきたいと思っております。
　次の道路行政については取り下げでございます。
　次は、公共交通についてですけれども、ＬＲＴ導入
なんですけれども、何度も質問通告しましたが、その
都度取り下げあるいは時間制限がありまして、この件
につきまして、私、翁長県政になって初めて質問をし
ますけれども、このＬＲＴ導入、いろんな質問があり
ます。そして、私も公共交通ネットワーク特別委員会
では、毎回のごとく謝花部長には質問をさせてもらっ
ております。しかし、やはり今の段階ではまだ構想の
段階で、事業着手には至っていないというような答弁
でございました。そのとおりですか。
○議長（喜納昌春君）　企画部長。
○企画部長（謝花喜一郎君）　お答えいたします。
　鉄軌道の計画案につきまして、５つのステップに分
けて今段階を踏んで計画を行っておりまして、今ス
テップ３の段階でございます。
　御質問のＬＲＴにつきましては、フィーダー交通
ネットワークのあり方、その中で盛り込むこととして
おりまして、このＬＲＴの議論の際には、市町村等と
情報交換を行いながら検討してまいりたいというのが
我々の考えでございます。
○議長（喜納昌春君）　大城一馬君。
○大城　一馬君　翁長知事も市長時代にこのＬＲＴの
件につきましては、一度公共交通協議会を立ち上げて
やろうとしたんだけれども、なかなかこれが実現しな
かったという経緯もあります。しかしやっぱり今のこ
の時代、やはりこのＬＲＴの導入というのはこれはも
う優先事項だと思っているんですよ。そして、知事の
10の公約、その中の２番目にこういうことが書かれ
ているんですね。いわゆる次世代型交通ネットワーク
の構築ということで、そして環境や交通弱者に優しい
ＬＲＴなどの整備により、南北を縦貫する鉄軌道と結

ぶと。いわゆるＬＲＴが優先なんですよ、知事の公約
は。それからしますと、やはりぜひこのＬＲＴ、実は
今、地元の話になりますけれども、那覇、南風原、与
那原のそれぞれの議会の議員がお互いに党派を超えて
勉強会を立ち上げているんですね。ぜひＬＲＴ導入し
ようということの立ち上げでございます。それについ
て、私しっかり応えていくべきではないかなと。大型
ＭＩＣＥも建設されます。やはり交通インフラの整
備、アクセスの整備、これからしますと、今世界はみ
んなもうこのＬＲＴなんですよ、ＬＲＴ。これもう台
湾行ったりあるいはウィーン行ったり、ストラスブー
ルに行ったりしておりますけれども、やはり実証ルー
トをぜひやって、先行的にやっていただきたいなと。
そして、沖縄県の交通網はＬＲＴでやって、そして日
本でもいわゆるＬＲＴの先進県としてぜひ位置づけて
もらいたいというふうに思いますけれども、ここは
やっぱり知事の出番じゃないかなと思っておりますが
どうですか。
○議長（喜納昌春君）　翁長知事。
○知事（翁長雄志君）　ただいまの大城一馬議員から
ＬＲＴあるいはまた南北鉄道のこと等もみんなかか
わってくると思いますけれども、先日、旭橋の再開発
のほうで軽便鉄道の駅といいますか、そういったもの
が埋蔵物も発見されて、沖縄のいろんな今日までのそ
ういった鉄道関係の歴史も県民の耳目を集めているの
かなというふうに思っています。やっぱり交通事情と
か経済あるいは観光、沖縄の自然、歴史、伝統文化と
いうソフトパワーということからしますと、ただ速く
て合理的な鉄軌道ではなかなか沖縄の魅力というのは
出てこないだろうという意味から、やはりＬＲＴのそ
れぞれの、ここでいいますと、那覇を起点にして与那
原とか西原、糸満ということもあるでしょうし、中部
は中部で沖縄市だったり宜野湾市からまた延びていっ
たりするというようなこと等もあわせながら、ある意
味でこの経済的合理性とプラスゆっくリズムといいま
すか、こういったこと等もかみ合わせながらというよ
うな議論を今日まで私はしてきたわけですね。私はし
てきたわけですが、今県のほうでも、５段階で３段階
のほうに来ているというようなところまで詰めており
ます。それからゆたかはじめ先生とかいろんな方々が
いろんな意見をおっしゃっていますので、そういった
こと等もぜひ勘案しながら、いい形で経済にも資しま
すけれども、沖縄の自然、歴史、伝統文化というもの
を壊さないで観光にも資して、そして県民がこの交通
事情を乗り切って、観光客と一緒になって頑張ってい
けるようなものを力を合わせて頑張っていきたいと
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思っております。
○大城　一馬君　ぜひよろしくお願いします。
　終わります。
○議長（喜納昌春君）　20分間休憩いたします。
　　　午後３時18分休憩
　　　午後３時42分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　この際、申し上げます。
　知事公室長から12月３日の座喜味一幸君の代表質
問における再質問及び12月８日の照屋守之君の一般
質問における再質問に対する答弁について、釈明発言
の申し出がありました。
　議長としましては、知事公室長からの釈明発言申し
出について、発言趣旨や発言責任を明らかにする必要
があると判断したことから、発言を許可します。
　知事公室長。
　　　〔知事公室長　町田　優君登壇〕
○知事公室長（町田　優君）　去る12月３日の代表
質問における座喜味一幸議員の質問に対し、承認に瑕
疵があるとの答弁をいたしました。一方、再質問にお
いて、この埋立承認願書につきましては、瑕疵がある
と判断したという発言をしましたが、正しくは、この
埋立承認願書に基づく承認につきましては、瑕疵があ
ると判断したという趣旨でした。また、12月８日の
一般質問における照屋守之議員の再質問において、承
認願書に瑕疵があるというのは間違いでございまし
て、承認に瑕疵があるという発言をしましたが、その
趣旨は、先ほどの釈明と同じく、この埋立承認願書に
基づく承認につきましては、瑕疵があると判断したと
いうことであります。
　言葉が足りず、誤解を招く答弁をしたことについて
釈明し、おわびを申し上げます。
　以上でございます。
○座喜味　一幸君　議長。
○議長（喜納昌春君）　座喜味一幸君。
○座喜味　一幸君　この際、動議を提出します。
　先ほどの知事公室長の釈明発言を受け、知事公室長
が行った代表質問における再質問への答弁について確
認する必要があるので、同意の上、この際、日程に追
加し、緊急質問を行うことを要求いたします。
○具志堅　透君　議長。
○議長（喜納昌春君）　議席番号11番具志堅　透
君。
○具志堅　透君　ただいまの座喜味議員の動議に賛成
をいたします。
○照屋　守之君　議長。

○議長（喜納昌春君）　照屋守之君。
○照屋　守之君　私も先ほど知事公室長が行った一般
質問における再質問の答弁について確認する必要があ
りますので、この際、日程に追加し、緊急質問を行う
ことを要求いたします。
　よろしくお願いします。
○島袋　　大君　議長。
○議長（喜納昌春君）　島袋　大君。
○島袋　　大君　ただいまの照屋議員の動議に賛成い
たします。
　よろしくお願いします。
○議長（喜納昌春君）　ただいま座喜味一幸君及び照
屋守之君から、知事公室長が行った答弁について確認
する必要があるので、同意の上、この際日程に追加
し、緊急質問を許されたいとそれぞれの動議の提出が
あり、所定の賛成者がありますので、動議は成立いた
しました。
　よって、座喜味一幸君及び照屋守之君からの動議に
ついて採決いたします。
　お諮りいたします。
　それぞれの動議のとおり決することに御異議ありま
せんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。
　よって、座喜味一幸君及び照屋守之君の緊急質問を
日程に追加し、議題とされたいとの動議は可決されま
した。
　　　――――――――――――――――――
○議長（喜納昌春君）　順次発言を許します。
　なお、緊急質問につきましては、議会運営委員会決
定事項の質疑の回数に準じて質問回数は２回までとい
たします。
　座喜味一幸君。
　　　〔座喜味一幸君登壇〕
○座喜味　一幸君　緊急質問を行わせていただきま
す。
　今回の案件、県民にとって、仲井眞前知事が行った
辺野古承認の取り消しという法廷、県民にとっては最
大の関心事であります。そのような中にありまして、
今議会の中で、埋立願書に瑕疵があったとの私への答
弁が、照屋議員には埋立承認に瑕疵があったと訂正さ
れるなど、根本的なこの法廷闘争の肝心かなめの部分
がころころと変わっていくということは、この継続が
あると議会として機能不全に陥るということは、言う
までもありません。
　私は、今回のこの釈明そのものが、県側の弁護団と
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県当局の認識にずれがあった結果がこのようなことに
なったのではないかというふうに思ったりもするわけ
であります。もう少し、今回議会が私ども自民党の４
名の議員の一般質問の発言権、これが喪失された。こ
れもしっかりとした県当局が誠意を持って、一つの
しっかりとした考え方を持って対応すれば防げたもの
というふうに思っております。当局の反省を促したい
と思っております。
　質問に入りますが、まず１つに、埋立承認願書の説
明と釈明の部分の説明をお願いしたい。非常にわけが
わかりにくい釈明でありますから、明確な御説明をお
願いしたいと思っております。
　第２点でありますが、今回の釈明に対して、私個人
としては大変違和感を感じております。照屋守之議員
の承認願書に瑕疵があるというのは、間違いでありま
すと答弁しており、何の問題もないはずであります。
訂正された問題をわざわざ釈明するという理由、根拠
がよくわかりません。私は、今回の釈明が今行われて
いる辺野古代執行訴訟において大きな影響を及ぼすと
いうことで、釈明せざるを得なかったというふうに理
解しておりますが、そのとおりでよいか確認をしてお
きたいと思っております。
　次に、辺野古代執行訴訟の第１回口頭弁論で、代執
行の補完性の項目、わかりやすい瑕疵とは何ぞやとい
う部分で、裁判長が一番わかりやすいミスについて県
側の弁護団に尋ねております。県側は、自然生態系の
保全部分で大浦湾と安謝新港、やはり違う、宜野湾と
か北谷とか相当埋め立てられて自然海岸がなくなって
いるところの違いとかの問題があると説明し、さらに
裁判長が、審査すべき密度とか深度が間違っているか
との問いに、県側は、そうだと答え、調査、事実の把
握自体がやはり合理的ではないと答えております。こ
のようなやりとりは、埋立承認願書そのものに問題が
あるとしたことを指摘していると考えます。このよう
に申請を出す国側と、申請を受理し審査する県側の根
本的な手続の捉え方が異なっているということは、そ
もそも埋立承認願書の時点で違いが明確になっている
と思えてならないのであります。密度、深度の違い
は、埋立承認願書にあらわされております。訴訟で県
側は、埋立承認願書に瑕疵があるとの前提で論点が組
み立てられているというふうに私は理解をしておりま
す。なぜ裁判が始まるまでは埋立願書に瑕疵があった
と、今それを修正するのか、説明を願いたいと思いま
す。
　次に、自然生態系の保全の部分では、辺野古の埋立
問題でどう考えても大浦湾と安謝新港との比較や、宜

野湾とか北谷とか埋め立てされて、自然海岸がなく
なっていることの違いとかを持ち出すこと自体が不思
議だと思います。これはまさに、埋立手続の捉え方の
大きな違いであり、埋立承認願書の瑕疵を指摘したも
のであると私は思います。なぜ、今修正をする必要が
あるのか。
　次に、行政の継続性からいえば、県の審査の落ち
度、審査すべき密度とか深度が間違っていたことに
よって承認がなされ、承認を得たものに対し、不利益
を遡及したことになるがその認識はお持ちなのか。ま
た、県行政に対する県民の信頼を失わせ、職員はもは
やモチベーションが消失しつつあるというふうに私は
理解をしておりますが、その裁判でよしあしは別にし
てもこの県行政に対する責任、どうするのか、私は大
きな課題と思っておりますが答弁を願いたいと思って
おります。
　次に、取り消し処分の手続は適正に行われたか、審
査項目の適合、不適合の判断をするには、行政手続の
手順に従い、埋立法の審査基準にのっとって所管各部
の審査をやり直す必要があります。第三者委員会は、
あくまでも私的機関の報告であり、県が行政として行
う判断は、行政手続法にのっとったものでなくてはな
らないと思うが、この決裁手続の過程をしっかりと説
明を願いたいと思います。
　次に、承認取り消し、両方にかかわった職員がいな
いと、第１回の法廷で県側が述べております。まさに
このことは、問題の本質的な部分を指しております。
すなわち、承認した職員は、今もなお承認は間違って
いなかったと考えております。違法性はないとの認識
だというふうに私は思います。また逆に職員は、取り
消すこと自体、行政手続の判断として、公正・公平で
はないとの声も私は聞いておりますが、この辺につい
ての所見を伺います。また、県民にとって埋立承認審
査は、当時も今も県政最大の関心であり焦点でありま
す。もし翁長知事が言うように、違法な承認によって
埋め立てが開始され、今日の事態を招いたとするなら
ば、判断を誤った県の責任、かかわった職員の責任は
明確にしなければやむを得ないと思っております。こ
こを不問にしたまま司法に持ち込んだというところ
は、何ら説得力がないというふうに思っておりますが
お聞かせください。
　次に、承認も取り消しも知事の裁量を挟む処分であ
る以上、一方を完全に違法と断ずることは難しい。つ
まり翁長知事は、みずからの政治姿勢、公約に沿っ
て、取り消しではなく撤回に臨むべきだったのではな
いか、違法性によって取り消しを主張するのならば、
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県の審査の落ち度、責任を整理しなければ、これは当
然としていけません。この辺はいずれにしてもやがて
判決が下されるわけですが、この基本的な行政手続の
ミスに関しては少なくとも整理をし、しっかりと県の
職員に対する整理をしなければならない、この辺につ
いて答弁をお願いしたいと思います。
　答弁によって再質問させていただきます。（発言す
る者多し）
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午後３時57分休憩
　　　午後４時５分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　知事公室長。
　　　〔知事公室長　町田　優君登壇〕
○知事公室長（町田　優君）　座喜味一幸議員の御質
問にお答えします。何点か重なっている部分もござい
ますので、その点についてはまとめて答弁させていた
だきます。
　まず、願書の説明とそれから釈明についての御説明
について御質問がございました。
　願書につきましては、私ども従来るる説明しており
ますとおり、問題点として第４条第１項第１号の要件
について実質的な根拠が乏しいということを述べてお
りますし、それから第２号要件につきましては、環境
保全措置につきまして適正に講じられているとは言い
がたい、あるいはその程度が十分とも認めがたいなど
と指摘してございます。
　ただ今回の釈明におきまして、私が申し上げたの
は、この十分ではない、あるいは根拠が乏しいという
ことは申し上げておりましたけれども、これまで座喜
味議員の質問に対して願書につきまして瑕疵があると
いう表現をしたことについてその説明を訂正し、願書
ではなくて、埋立承認願書に基づく承認につきまして
は瑕疵があると、そういう答弁に訂正したいというこ
とで今回釈明をしたところでございます。
　それから、今回なぜ座喜味議員の質問に対してだけ
釈明するのではなく、照屋議員の質問に対しても釈明
するのかという御質問がございました。
　確かに、照屋議員に対しては、私は座喜味議員に対
する発言の訂正をしたところでございます。ただ、そ
の訂正の仕方につきまして、今回表現方法を一致させ
たほうが皆様方の理解の助けになるかと考えまして、
照屋議員の質問に対しても同様に、埋立承認願書に基
づく承認につきましては瑕疵があると判断したと、同
様の表現にすることで皆様の理解を得ようと思って両
者に対して釈明したところでございます。

　それから、議員のほうからるる裁判との関係につい
て御質問がございました。
　今回の釈明につきましては、あくまでもこの県議会
での私ども県の考え方について説明したものでござい
まして、県議会の発言が直接裁判と関係するとか、そ
ういうふうな認識には立っておりませんので、その点
御理解を賜りたいと思っております。
　それから、職員のモチベーションでありますとかあ
るいは責任の問題などについて御質問がございまし
た。
　私どもとしては、職員は、当時の考え方のもとで、
適切に審査基準に対する考え方のもとで、適切に審査
を行ったものと理解しております。今回の承認手続の
法的な瑕疵というようなものは、そもそもこの承認そ
のものが公有水面埋立法の定める要件を満たしていた
かどうかの問題でございまして、職員の責任の問題
は、これはまた地方公務員法との問題であると理解し
ておりますので、したがいまして両者は別の問題であ
ると理解しております。
　それから、撤回についての御質問がございました。
　なぜ撤回しないのかという質問がございましたけれ
ども、あくまでも私どもの立場は、今回第三者委員会
の検証結果報告書を踏まえ県で精査した結果、取り消
し得べき瑕疵があるということで取り消したものでご
ざいます。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午後４時11分休憩
　　　午後４時12分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　知事公室長。
　　　〔知事公室長　町田　優君登壇〕
○知事公室長（町田　優君）　失礼いたしました。
　取り消し手続について、なぜ各部で審査をやらな
かったのか、手続その説明をしてほしいという御質問
がございました。
　今回の取り消しにつきましては、第三者委員会の検
証結果を踏まえて、そして行政内部でもしっかり精査
をしております。そして、弁護士さんとも相談し、そ
の結果取り消し得べき瑕疵があるという手続を踏んで
おりまして、私どもとしては丁寧に手続を進めてきた
と理解しております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　座喜味一幸君。（発言する者
あり）
　静粛に願います。
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　　　〔座喜味一幸君登壇〕
○座喜味　一幸君　ちょっと再質問させてください。
　今回の私は、代表質問に対して質問した答弁、これ
のほうが妥当だと思っているんですよ、実は。すなわ
ち、職員の責任問題について質問をしました。そうす
ると、私どもは承認を担当した職員の基準にのっとっ
て適切に審査を行ったと理解しております。ただ、埋
立承認願書につきましては、瑕疵があるという判断を
したわけだけれども、その承認願書に瑕疵があるこ
と、職員の問題とは別だという、逆に答弁をしており
ます。この埋立申請に対する手続は基準に基づいて
粛々と審査して、これは正しい。正しくないのは単純
に何かというと、審査以外のものにおいてこの瑕疵が
あるわけだ。そうすると、小さな風呂敷で包むべきも
のが、大きな風呂敷でないと特に環境評価において
は、妥当ではない、合理性に欠けるというような論点
になっているとすると、その埋立願書そのものが広域
的な環境評価というのがなされなくて、地域的なもの
で、そもそも願書が出てきてその小さな風呂敷の中で
結果が詰まっている。だから合理性がないというよう
な言い方のほうが、僕は県側弁護団の理屈のほうが正
解だと。それを職員も守ります、そしてこの過失もあ
りましたというような論理立てというのが、そこで大
きな私は問題というふうになっておりますから、その
辺の整合をぴしっともう一回。したがって、その承認
願書に瑕疵があったということが私は納得しやすい。
それを釈明で取り消したということ自体が逆に合理性
がないと思っておりますので、その辺を御答弁願いた
いというふうに思っております。
　もう一点でありますが、この釈明の中で、私は、正
しくはこの埋立承認願書に基づく承認につきまして
は、瑕疵があると判断したという趣旨でしたというふ
うに釈明をいたしておりますが、この釈明は、いろん
な捉え方があるというふうに、曖昧な表現になってい
るんでこの辺を確認したい。要するに、正しくは、こ
の文章の中で、瑕疵のある、埋立承認願書に基づく承
認につきましては瑕疵があると判断したと。なぜ今
回、埋立承認願書に基づくという釈明をしなければな
らないのか、それに関して適切な御説明をお願いした
いと思っております。
　もう一点、この承認取り消し、承認手続の件につい
て、ちょっと回答が少なかったんですが、埋立承認
は、手続に基づいてやります。承認取り消しには、行
政手続は要らないのか、縦覧公告等を含めた諸手続が
なされるべきであって、知事公室が中心になって問題
を整理して、担当の部長、部局が決裁を行った。これ

は、私は大変わかりにくい。どのような体制でこの瑕
疵について審査を行ったのか。ましてや土建部長は、
申しわけないけれども、承認をした側でもあって取り
消しをもした側でありますから、今回のこの問題に関
しては、明白にしなければ職員のメンツが保てない。
担当部局のメンツがこれは保てない。これに対して、
この瑕疵がなかったとしたときと瑕疵があったという
ことに対しては、明確に答えておかなければならない
責任があるというふうに思っております。
　そして、もう一点は、職員の責任は問わないという
答弁だけれども、現実としてこれは問われなければな
らない。承認をしたときも、承認を取り消したとき
も、そのポストにおいて同一であっては、行政として
これは筋が通りません。これに関して土建部長に明白
なお答えをいただきたいなというふうに思っておりま
す。
　できれば私は、知事から答弁をいただきたいんです
が、今代執行の訴訟が行われております。いずれにし
ても、これは結果を待てばいいんですが、そこにおけ
る知事裁量が相当働いた。それに関して、結果を粛々
と受けとめて、私は知事のその責任というものは、大
変大きなものがある。すなわち、行政手続で進められ
てきた職員、それを私は第三者委員会の答申をもって
返したというのは、これは大変これまでかつてない行
政手続を変えるという大変な行為でありますから、こ
の知事の公約、その実現のために本当に行政手続その
ものをひっくり返してまでもやるべき案件であったの
か、行政に対して政治力が介入すべきことであったの
か、知事はその辺に関しては、しっかりと県民に対し
てメッセージを送るべきだと思いますが、よろしくお
願いいたします。（発言する者あり）
○議長（喜納昌春君）　静粛に、静粛に。（発言する
者多し）
　静粛に願います。
　休憩いたします。
　　　午後４時20分休憩
　　　午後４時22分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　知事公室長。
　　　〔知事公室長　町田　優君登壇〕
○知事公室長（町田　優君）　座喜味議員の再質問に
お答えします。
　まず、願書の瑕疵のほうがわかりやすい、なぜそう
しないのかという御質問でございましたけれども、私
ども先ほども申し上げましたとおり、願書に瑕疵があ
るというのは、私が座喜味議員に対しての再質問に際
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して使ってしまった言葉ですけれども、従来そういう
言い方はしておりません。あくまで、願書に対して
は、実質的な根拠が乏しいであるとか、十分ではない
とか、そういう言い方でやっておりまして、実際訴訟
の場でもそういうふうな言い方をしております。どち
らのほうがわかりやすいのかというのは、それはそれ
ぞれの受けとめかと思いますので、私どもとしては、
あくまで願書に瑕疵があるという立場ではございませ
ん。
　それから、釈明の中で願書に基づくという言葉がな
ぜあるんだという質問でしたけれども、これは特に意
味はございません。早い話が、承認につきましては瑕
疵がある。そういうことで御理解いただきたいと思い
ます。
　それから取り消しの手続について、なぜ知事公室中
心でやるんだ、土建部はどうなんだという御質問がご
ざいました。
　私ども知事公室のほうには、土木建築部からも環境
部からもそれから農林水産部からも職員を兼任で派遣
しております。したがいまして、それぞれの職員が責
任を持ってこの取り消しについて審査し、あるいは土
木建築部もその決裁手続に加わっておりますので、私
どもとしては、手続としてはしっかりやっていると理
解しております。
　それから、知事からメッセージを発すべきではない
かという御質問がございました。
　これは従来から、知事のほうで、その時々できちん
と記者会見を開いて知事の考えを御説明しておりま
す。したがいまして、県民に対して、この取り消し手
続の正当性、適法性、それはしっかりと説明できてい
ると理解しております。
　以上でございます。
○座喜味　一幸君　答弁漏れが……
○議長（喜納昌春君）　答弁漏れですか。
　休憩いたします。
　　　午後４時25分休憩
　　　午後４時25分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　総務部長。
　　　〔総務部長　平敷昭人君登壇〕
○総務部長（平敷昭人君）　御質問の中で、職員の責
任を問うべきではないかという趣旨の御質問がござい
まして、これにつきましてお答えいたします。
　職員の責任となりますと、具体的な地方公務員法に
基づく懲戒処分ということになろうかと思いますが、
地方公務員法に基づく懲戒処分といいますのは、職員

が故意に過失を持って、まず１点目には、地方公務員
法、またはこれに基づく条例等に違反した場合、２と
して、職務上の義務に違反し、または職務を怠った場
合、３つ目に、全体の奉仕者たるにふさわしくない非
行にあった場合、これらの場合に職員の道義的責任を
問い、公務秩序の維持を目的として行うという趣旨の
ものでございます。
　審査に当たった職員は、懲戒処分の指針というのが
ございますけれども、これに例えば例示されておりま
すような類型、いわゆる欠勤とか違法な政治行為とか
横領、わいせつ等々、飲酒運転とか、そういうもので
はなくて、通常の業務に従事したということであっ
て、地方公務員法上の処分、懲戒処分等事案のもので
はないと考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　照屋守之君。（発言する者多
し）
　休憩いたします。
　　　午後４時26分休憩
　　　午後４時31分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　照屋守之君。
　　　〔照屋守之君登壇〕
○照屋　守之君　ただいま知事公室長から、12月８
日の一般質問における再質問の内容について釈明をし
たいという申し出がございまして、私も質問をさせて
いただきます。
　私は、せんだって埋立承認願書に基づく承認につい
ては瑕疵があるという、そこは質問の中で指摘をさせ
ていただきまして、その結果、埋立承認願書には瑕疵
があるのではなくて、承認に瑕疵があるという答弁が
ございました。
　今回、私は、座喜味一幸議員にのみ釈明の機会が与
えられるものだというふうに捉えておりまして、私は
もう既にあの質問の中で済んでいることだということ
で、決着をしておりました。せんだって私の答弁の中
で、知事公室長の代表質問での答弁、あるいはまた私
の答弁も含めて休憩に入ったわけであります。私は既
に、知事公室長がそこの部分を訂正してわびをしたと
いうこともあるものですから、この休憩中に知事公室
長がわびをしている分については、当然これは知事の
大きな責任の範疇ですから、知事に対してもそういう
ふうな対応を求めるという、そのようなことで若干時
間を要して議会が再開できなかったわけでありますけ
れども、けさになって執行部のほうから私のほうにも
そういう釈明をしたいというふうな申し出があったと
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きに、本来はあの私の質問の中で知事公室長から釈明
をし、あるいはまた県知事の対応というふうなこと
で、休憩中の協議がなされていれば今回のようなこと
にはならないわけですね。
　休憩中に何を我々は協議したかというと、知事公室
長の発言、おわびについて、これは県知事として当然
わびるべきだというそういうふうな交渉をずっとやっ
てまいりました。案をつくっていろいろ協議をした結
果、なかなか折り合いがつかなくて本会議が再開する
ということになりましたけれども、知事公室長のこう
いうふうな訂正をしていく、釈明をしていくという、
そういう発言をもとにというふうな協議であれば、何
もああいう形で長時間にわたる議会の空転はなかった
わけですよね。ですから、それが非常に残念だという
思いとそのおかげで我々自民党県議４名の質問ができ
ない状態に立ち至ったという、そういうようなことも
含めて非常に恐縮をしているわけであります。
　休憩中に、先ほども申し上げましたように、やっぱ
りこの知事公室長の釈明、ここをまずやってその後に
知事の対応という、そういう協議が整っていればなか
なかこういう事態にはならなかったんじゃないかなと
いう思いがあって、きょう朝、私に釈明をしたいとい
うふうなことですから、質問をさせていただきます。
　まず１点目、先ほども知事公室長からありましたよ
うに、答弁を統一したいという説明がありましたけれ
ども、私は、先ほどから申し上げておりますように、
その質問中にそういうことをやるべきだという、やる
べきであったというふうに、今でもそう思っておりま
す。本日の釈明は、実はきょうの朝なんですよね。だ
から急遽、急遽、心構えもしないうちに急遽タイミン
グ的にきょう朝、それできょうやるという話ですか
ら、気の小さい私としては非常に動揺して、これどう
したものかというふうなことがあったわけであります
けれども、先ほどの答弁の統一ということはわかりま
したから、なぜ、きょうの朝、きょうの朝なのか。こ
こですね、ここをどういう経緯があって、どういう協
議がなされて、きょうの朝私に釈明するということに
なったのか。釈明しないと私がまた大騒ぎするとい
う、そういうことになったのか、その御説明からお願
いします。
　２点目は、先ほど言いましたように、私は知事公室
長がわびて訂正をしたことから、当然のことながら翁
長知事がわびるべきだと考えておりました。12月８
日の休憩中に知事がわびをしないとかという、これは
私どもの協議のいろいろいきさつもあって結果的にそ
ういうふうなことになりましたけれども、その件は既

に終わったことですから、決着をつけております、私
の中では。ですから、今回の釈明を、質問をする側は
求めておりません。求めておりませんから、私のため
ではありませんね。だから、この釈明はいったい誰の
ために、何の目的で釈明が行われているのか、この御
説明をわかりやすくやってもらえませんか。
　３点目ですね、３点目。この釈明の内容にあります
ように、結果的にこの埋立承認願書に基づく承認につ
きましては、瑕疵があると判断したということになっ
ております。私は、これが妥当だろうなと思っている
んです。むしろ、願書に瑕疵があるということ自体
が、いつからそういう説明になったんですかという形
で本当に耳を疑いました。座喜味一幸議員の答弁を聞
いたときには。我々がこれまで認識しておりますの
は、もう覚えていますよ、私。第三者委員会の検証結
果を受けて、法的に瑕疵がある部分があったと。それ
を県が精査した結果、これは取り消すべきだというふ
うなことで、第三者委員会の検証結果、法的に瑕疵が
あるという、そこの認識はもうずっと持っておりま
す。ずっと持っておりまして、それがやっぱり筋だろ
うということで思っていて、今の法廷闘争もあるわけ
ですけれども、今回この釈明、承認につきましては瑕
疵があるという判断をしたということは、私の理解、
先ほども言いましたように第三者委員会の検証結果、
法的な瑕疵があるというそういうふうなことに基づい
てというそこの部分と一致をしているのか、そこの御
説明をお願いしたいと思っております。これが一致し
ないとまたややこしくなります。
　次に、翁長知事が就任してから、以前にはこういう
問題がありました。質問があって答弁をし、また別の
日に答弁をしたら食い違うということがありました。
　私は、翁長知事はこれだけ行政経験も含めて、議
会、市長の経験もありながら、このように議会対応す
るというのは、なかなか理解しがたいんですね。県議
会は、県執行部を監視、チェックするというそういう
権限を持っているわけであります。私は、せんだって
の休憩中の執行部の対応についても少し不満を持って
おりますけれども、やっぱりこのような形でのあのよ
うな形での事態収拾は、なかなかやっぱりお互い執行
部と議会の信頼関係の構築ができないだろうというふ
うに思っておりまして、今回の知事公室長の発言を受
けての議会の対応、あるいはまた今後の対応につい
て、ぜひ翁長知事の見解をお伺いできればというふう
に思っておりますけれども、よろしくお願いします。
　その次、私は、今回座喜味一幸議員の代表質問にお
ける、承認願書に瑕疵があるというこの発言、このこ
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とを確認するために質問で取り上げたわけでありま
す。私は、非常に意外に感じたのは、知事公室長がい
とも簡単に間違いでありました、おわびをしますとい
う、あそこに非常に意外性を感じたわけです。まさ
か、こんな重大な問題が、そういうような形でいとも
簡単に覆されるのかなということも含めて非常に疑問
を持ったわけであります。
　これは、知事公室長のそういう発言でありますけれ
ども、やはりこれは翁長県政のそういうふうな問題の
捉え方、共有の仕方、あるいは変更の仕方というとこ
ろに大きな問題があるんだろうなという思いをしてい
るわけでありますけれども、この問題、私が一般質問
で取り上げて指摘をさせていただきました。その結
果、訂正しておわびをするということになりました。
議会で問題を指摘したら直す、指摘しなければそのま
ま、いつこれが、発言を調整するということが恐らく
できなかったんだろうなと思うんですね。知事公室長
もいろいろ忙しいことですから、議会が終わればもう
別のことに仕事を頑張らないといけないということに
なれば、これは指摘をしたら直す、指摘しなければそ
のままという、そういう理解でいいのかその御説明を
お願いします。
　次ですね、わかりやすいですよね、答えやすいです
よね。
　今回のこの埋立承認の取り消しに係る問題、時間の
経過とともに説明が微妙に変わってきております。先
ほど申し上げましたように、第三者委員会の検証結果
を受けて、法的な瑕疵が見つかって、精査をして取り
消したという、法的な瑕疵です。いつの間にか願書と
いう形に変わりました。今度また戻りました。だから
私は、最初から申し上げておりますように、第三者委
員会の検証結果を受けての取り消しという、そういう
ことで貫いておけばこんなごたごたにならぬわけで
す。ですからこんな重要な問題に、重要な問題といい
ますか、そういうふうなことには発展をしなかったの
ではないかということを考えているわけでありますけ
れども、なぜそのようになったのかそこのところ御説
明お願いできますか。
　次ですね、この第三者委員会の法的な瑕疵があった
ということは、これ客観的に見ると私は、県の内部の
問題です、内部の責任です。ところが、承認願書に瑕
疵があったということになれば、これは承認願書を提
出した国に責任がある。そういうことで理解をして、
この違いは相当大きいんだろうなと思っているんで
す。願書に瑕疵があるとなると、先ほども知事公室長
からも言われておりました、いろいろ問題あるにして

も瑕疵というところまでは表現しなかった。ところが
いつの間にか願書に瑕疵があったというのは、これは
国そのもの自体が最初から問題だ、責任だという、そ
ういう捉え方もできるわけであります。ですから我々
は、この本会議における議会におけるこの表現という
のは、説明の違いで責任の所在がこれだけ違ってしま
うということを今回まざまざといろいろ考えたわけで
あります。このことについてのこれは認識も含めて―
―こういうことはあれなんでしょうね、知事が少し見
解を述べたほうがいいんでしょうね。このことも含め
てお願いします。
　行政の事務手続は、法律に基づいた手順に沿って進
められてまいります。異議があれば行政はその手続に
沿って行っていきます。今まさに、翁長県政が行って
いるとおりであります。国の手続が完了して、あとは
県行政のそういう部分で今行っているわけであります
けれども、国はもう終わっていますから、今度は県の
問題ですね。異議を唱える県がこの事実関係でこれだ
け変化をしていく。先ほどの問題提起と若干重複しま
すけれども、そのようなことになっていくと非常に解
決していくには、あるいはまた今司法の判断が待たれ
ているわけですけれども、第三者から見た場合におい
ても県の対応というのは、非常に不利になっていく。
そういうようなことを考えているわけであります。で
すから、このことについても御説明をお願いできれば
というふうに思っております。
　先ほど知事公室長は、このような問題がこれは県の
あるいはまた議会の問題で、今取り組まれている裁判
については影響を及ぼすものではない、あるいはまた
そこに関知するものではないというそういうふうな立
場でした。恐らくそうだろうと思います。実態はそう
ですけれども、ただこれだけの非常に難しい課題です
から、やっぱり県議会でどういうふうな執行部が説明
をして、どういうふうな対応をしているのかというこ
とについては、やっぱり司法としても第三者的にある
いは法律に照らして判断することからすると、非常に
大きな影響を与える事案であるというふうに私は認識
しているんですね。ですから、その認識、改めてお伺
いをしたいと思っております。我々が持つ認識と、外
から見る我々の認識というのはやっぱり違うというこ
とを前提に対応をしていかなければいけないんじゃな
いかなというふうに思っておりますので、そのことも
含めて御説明をお願いします。
　よろしくお願いします。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午後４時50分休憩
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　　　午後４時53分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　知事公室長。
　　　〔知事公室長　町田　優君登壇〕
○知事公室長（町田　優君）　照屋議員の御質問にお
答えします。何点か重複する部分もありますので、一
括してお答えする部分もございます。
　まず、なぜけさなのかという御質問がございまし
た。
　これにつきましては、議員から御指摘があった後、
私ども事務的な手続でさまざまな調整をしながら進め
てまいりました。その結果、座喜味議員の質問に対す
る釈明とあわせて照屋議員の質問に対する釈明もあわ
せてやったほうがいいのではないかという結論になっ
て、けさ議員のほうにお伝えしたところでございま
す。議員のほうにお伝えするのがおくれたことについ
ては、大変申しわけなく思っております。
　それから、何のためにやるのかという御質問がござ
いましたけれども、これは当然ながら答弁の正確性を
期すという目的でやっております。
　それから、これまでの議会でいくと第三者委員会の
検証結果を踏まえて埋立承認に瑕疵があるという理解
でいるが、それでいいのかという御質問がございまし
たけれども、そのとおりでございます。
　それから、今回の対応についての見解、あるいは指
摘したら直す、指摘しなければ直さない、これはいか
がなものか、あるいは、初め第三者委員会の承認に瑕
疵がある、それが願書に瑕疵があるに移ってまた戻っ
た、なぜそうなったのか、あるいは、説明の仕方で責
任者が変わる、これは重大な問題だという認識につい
て御指摘がございました。
　今回の件につきましては、全て私が誤解を招く答弁
をしたことに発しておりますので、改めておわびをし
たいと思っております。
　それから、裁判との関係についての御質問がござい
ましたけれども、先ほども御説明したとおり、私ども
としては今回の議会での答弁の釈明、それは全く裁判
とは関係するとは理解してございません。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　照屋守之君。
　　　〔照屋守之君登壇〕
○照屋　守之君　公室長、御答弁ありがとうございま
した。
　とにかく返す返すも12月８日の私の一般質問の中
でこういうようなことが行われれば、４名の自民党の
議員も質問ができたというふうなことがあって、非常

に残念であります。再度、確認をして終わりますか
ら、この件についてだけお願いします。
　１点目は、埋立承認の過程の審査における法的な瑕
疵と、２点目は、国の願書にミスはなかったと、それ
で３点目、知事は御答弁なさいませんけれども、私は
ぜひ今回の議会での対応あるいはまた休憩中のそうい
うふうな執行部と議会とのやりとり等々も含めて、知
事の見解を賜りたいんですよ。
　私は、部長もそうですけれども、やっぱり知事と同
じ仕事をしてそれぞれの部署の責任者であって、一手
に責任を担ってやっているのは、これは知事のために
やっているわけですね。そういう形で、当事者の部長
がそういうわびをする、あるいは今のような形で訂正
をするというふうなことになれば、やっぱり最終的に
は、知事は部長たちをしっかり守ってあげる、フォ
ローしてあげるというのが翁長知事の立場だろうと
思っているんですね。
　ですから、そういうことからいたしましても、やっ
ぱり職員が安心してしっかり責任を全うするという、
そういう観点に立てば議会に対してしっかり知事はそ
ういうような表明をすべきだろうというふうなことを
思っているわけです。もし、知事にそういうふうなお
考えがあれば、この場でこの件についての対応につい
て御説明をお願いしたいと思っております。
　以上で終わります。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午後４時59分休憩
　　　午後５時０分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　知事公室長。
　　　〔知事公室長　町田　優君登壇〕
○知事公室長（町田　優君）　照屋議員の再質問にお
答えします。
　承認に瑕疵があったということでよいのかという御
質問がございました。
　それにつきましては、承認に瑕疵があるということ
で理解しております。
　それから、願書には瑕疵はないのかということでよ
いのかという質問がございました。
　これにつきましては、本会議での答弁でも何度も申
し上げておりますけれども、今回の願書について、私
どもの取り消し通知書の中で問題点を幾つか指摘して
おります。第４条１項１号の要件について、実質的な
根拠が乏しい、あるいは２号要件につきましてはその
程度が不十分であるとか、そういうことを指摘した上
で結果として承認に瑕疵があると判断したということ
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を申し上げておりますので、そのとおりでございま
す。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　安慶田副知事。
　　　〔副知事　安慶田光男君登壇〕
○副知事（安慶田光男君）　照屋守之議員の最後のほ
うの質問にお答えしたいと思います。
　今回の執行部の答弁におきまして、質問者並びに議
会に御迷惑をかけたことは大変申しわけないと思って
おります。
　私たちも、去る一般質問では誠意を持って議会の対
応をしたんですが、最終的に合意に至らず、そのよう
なことになったことは、大変申しわけないと思ってお
ります。今後、これを機会に、二度とこういうことが
ないように気をつけてまいりたいとそう思っておりま
す。
　以上であります。
○議長（喜納昌春君）　次に、子ども生活福祉部長か
ら、12月８日の金城勉君の一般質問における再質問
に対する答弁について、釈明発言の申し出がありまし
た。
　議長としましては、子ども生活福祉部長からの釈明
発言申し出について、発言趣旨や発言責任を明らかに
する必要があると判断したことから、発言を許可しま
す。（発言する者多し）
　静粛に願います。
　子ども生活福祉部長。
　　　〔子ども生活福祉部長　金城　武君登壇〕
○子ども生活福祉部長（金城　武君）　12月８日の
一般質問における金城勉議員の再質問の中で、児童養
護施設退所児童に対する支援策であります就職支度費
について、正規雇用以外の場合は支弁対象とならない
と答弁をいたしましたが、正しくは正規雇用以外の場
合でも支弁することができるということでございまし
た。
　誤った答弁をしたことをおわび申し上げまして、訂
正をしたいと思います。申しわけございませんでし
た。
○議長（喜納昌春君）　質問及び質疑を行います。
　新里米吉君。
　　　〔新里米吉君登壇〕
○新里　米吉君　ハイサイ、新里米吉です。
　一般質問を行いますが、その前に取り下げをしま
す。
　１、経済振興の(1)、(2)、(6)、(7)、(8)、２、基地
問題の(2)は質問を取り下げます。

　それでは質問を行います。
　１、経済振興について。
　(3)、去る11月16日から19日まで西原町議会、町
関係職員とともに香港のＭＩＣＥ施設等を視察した。
視察中、多くの町議会議員の皆さんと意見交換した
が、ほとんどの方がＭＩＣＥ展示場は２万平方メー
トルからスタートして将来拡大したほうがいいとい
う意見であった。11月26日の沖縄懇話会では５万平
方メートル以上を提言と報道されているが、眞銅ＪＥ
ＴＲＯ理事は講演の中で日本国内のＭＩＣＥ施設と世
界と比較した上で、規模が大きければいいものでもな
く、稼働率を高めることが重要だと述べたとのことで
ある。私は眞銅氏の述べたことが重要だと思う。県の
所見を伺いたい。
　(4)、ＭＩＣＥの公設民営について、県の所見を伺
いたい。
　(5)、９月定例会で質問した中城湾港新港地区への
クルーズ船の寄港が16年ぶりに実現することになり
評価したい。16年前に比べるとインフラ整備も進ん
でいるが課題もある。課題と県の対応を伺いたい。
　２、基地問題について。
　(1)、９月28日に締結された環境補足協定につい
て、アメリカのマーチ空軍基地で環境浄化担当官を務
めた県出身の国吉信義氏は「環境補足協定は米国に譲
歩した内容だ。環境事故があって、返還される場合で
ないと適応されないとされる。米軍の運用が優先さ
れ、米軍の判断に調査が委ねられるのはおかしい。調
査はしていいとするが、逃げ道がたくさんある。米軍
がより厳しい基準を採用するとされる「日本環境管理
基準」について「一般的に採用」などの表現で何が言
いたいのか分からない。」、「沖縄には汚染の法律が
なく野放し状態だ。」と述べていることについて、県
の感想を伺いたい。
　３、南西石油について。
　ブラジル国営石油会社ペトロブラス傘下の南西石油
がことし３月に製油所の閉鎖方針を表明。９月に取引
先に対し、来年３月末以降、石油製品の販売契約を結
ばないと通知していたことが明らかになった。
　(1)、再就職への対応は最低でも撤退の３カ月前か
ら動く必要があると言われている。現状はどうなって
いるか。
　(2)、同社はガソリンを初め県内の石油製品の約６
割を供給しており、ペトロブラス社が他社に事業を引
き継がずに撤退すれば混乱が起きると予想される。県
経済への影響も大きいと思う。状況はどうか伺いた
い。
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　４、ブラックバイトについて。
　違法や違法に近い劣悪な労働条件で働かされるブ
ラックバイトについて、厚生労働省が実施した調査に
よると、６割が労働条件に関するトラブルを経験して
いたとのことである。県内の状況を把握しているか伺
いたい。
○議長（喜納昌春君）　文化観光スポーツ部長。
　　　〔文化観光スポーツ部長　前田光幸君登壇〕
○文化観光スポーツ部長（前田光幸君）　経済振興に
ついての御質問の中の、大型ＭＩＣＥ施設の展示場規
模と稼働率についてお答えいたします。
　沖縄県においては、これまで成長著しいアジア地域
や国内のＭＩＣＥ需要を取り込むため、大型ＭＩＣＥ
施設の整備を検討してきたところであり、施設につい
ては、展示場を含め競争力のある規模を確保すること
が重要であると考えております。また、施設を安定的
に運営していくためには、企業のインセンティブ・ツ
アー、各種学会、展示会など多様なＭＩＣＥを誘致し
て、年間を通して地域へにぎわいをもたらし、高い経
済効果を波及させる必要があり、施設の稼働率を高め
ていくことが非常に重要であると考えております。
　次に、大型ＭＩＣＥ施設の公設民営についてお答え
いたします。
　大型ＭＩＣＥ施設については、将来の安定的な管理
運営に向けて、施設整備費等のイニシャルコストに加
え、施設の維持管理費及び運営費等のランニングコス
トを低減することが重要であります。
　このようなことから、県としましては、整備と運営
の手法については、民間のノウハウを活用した施設整
備や維持管理及びＭＩＣＥの誘致に取り組む必要があ
ると考えており、公設民営方式について検討を行って
おります。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　土木建築部長。
　　　〔土木建築部長　末吉幸満君登壇〕
○土木建築部長（末吉幸満君）　経済振興についての
御質問の中の、中城湾港クルーズ船寄港に対する県の
対応についてお答えします。
  中城湾港新港地区では、地元自治体が主体となって
中城湾港の振興を考える会を発足させて、クルーズ船
誘致へ取り組むことになっております。旅客ターミナ
ルや航路拡幅等の港湾施設整備については、今後のク
ルーズ船寄港の実績と見込みや、中城湾港の振興を考
える会の中での検討を踏まえ、関係機関と調整してい
きたいと考えております。
　県としては、今後ともクルーズ船受け入れについて

積極的に取り組んでいきたいと考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　環境部長。
　　　〔環境部長　當間秀史君登壇〕
○環境部長（當間秀史君）　基地問題についての中
の、環境補足協定に関する元環境浄化担当官の意見に
対する県の見解についての御質問にお答えします。
　沖縄県としても、今回の環境補足協定は、事故時の
立ち入りについて「米軍が全ての妥当な考慮を払う」
と規定されており、米軍の運用に左右されること、さ
らに、米軍が遵守するとしている日本環境管理基準
（ＪＥＧＳ）の運用状況が公表されるかどうか不明で
あることなど、十分な内容とは言えない部分があると
考えております。
　そのため、環境事故発生時の調査の迅速な実施、日
本環境管理基準（ＪＥＧＳ）の運用状況の公表などに
ついて、引き続き国及び米軍に対して求めてまいりた
いと考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　商工労働部長。
　　　〔商工労働部長　下地明和君登壇〕
○商工労働部長（下地明和君）　南西石油についての
御質問の中の、再就職への対応についてお答えいたし
ます。
　沖縄県及び沖縄労働局において、再就職支援を行う
場合には、離職者の意向調査や合同就職説明会・面接
会、職業紹介などの実施を予定していることから、南
西石油に対し、３カ月程度の支援期間の確保を要請し
ております。現在、沖縄県では、同社従業員の離職者
が発生した場合に備え、同社と意見交換を行うととも
に、沖縄労働局と定期的な会議を開催するなど迅速に
対応できるよう取り組んでいるところです。仮に離職
者が発生した場合には、沖縄県・労働局・西原町・南
西石油の４者で構成される緊急雇用問題連絡会議を設
置し、離職者に対する再就職支援を行うこととしてお
ります。
　次に、事業承継手続の状況についてお答えいたしま
す。
　南西石油は、ことし４月末に精製を停止したもの
の、現在も県外及び国外から石油製品を受け入れ、県
内の卸売業者に対して石油製品を供給しております。
今年度末には、ターミナル機能の維持など安定供給に
向けた体制を確保して事業を承継する計画であり、現
在、資源エネルギー庁の指導を受けながら手続を進め
ているとのことですが、承継先の選定については時間
を要しているとのことであります。
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　県としましては、資源エネルギー庁及び関係省庁等
と連携しながら、県内に安定供給できる企業へ迅速か
つ円滑に承継が図られるよう引き続き取り組んでまい
ります。
　次に、ブラックバイトについての御質問にお答えい
たします。
　沖縄労働局に寄せられたパート・アルバイトから
の労働相談は、平成24年584件、平成25年523件、
平成26年343件と減少傾向にあります。労働局では
近年の雇用状況の改善を反映しているものと推測し
ております。なお、沖縄労働局では、ブラック企業
とブラックバイトを分けて扱ってはいないとのこと
です。平成26年11月の過重労働解消キャンペーンに
おいて、若者の使い捨てが疑われる50事業所に重点
監督を実施し、法令違反を確認した42事業所に対し
て、是正・改善の指導を行っており、本年も11月に
同キャンペーンを行ったと聞いております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　新里米吉君。
○新里　米吉君　香港の２カ所のＭＩＣＥを視察いた
しました。１つは香港コンベンション＆エキシビショ
ンセンター、ここは1988年に総面積４万平方メート
ル、展示場１万8000平方メートルでスタートして、
２回の増築、拡張を行った結果、現在は総面積９万
1500平方メートル、展示場６万6000平方メートルに
なっています。
　今日どういう状況にあるかというと、１日３回から
４回のイベントがある。年間110以上の展示会がある
ということで、ほとんど使われているという状況です
ね。展示会というのは１日で終わるわけじゃないわけ
ですから、二、三日やるわけで、110回もあるという
ことはもう相当使われているということです。
　それから、アジアワールド・エキスポというところ
はそれより後にできていますが、総面積、現在７万平
方メートル、展示場４万平方メートルです。
　２カ所回って感じたことは、１つは、香港はコンベ
ンションの運営等でノウハウ、蓄積があるということ
です。本人たちもそう言っています。それから、会社
職員のスキルが高く、評価が高い。３つ目には、中国
が隣にあるというのを盛んに強調しています。中国が
隣にあり、アジアの中心にある。180カ国からの飛行
便があり、ビザなしで163カ国が入れる。世界のビジ
ネス都市で税金が低い、英語使用等利点を説明してい
ます。特に私がはっと思ったのは、雇用スタッフは全
員正式雇用だと強調していました。これは後で感じた
んですが、正式雇用でスタッフがいるということがノ

ウハウの蓄積につながっていくわけですよね。それが
信頼につながっていくわけです。ですから、彼たちが
何を言っているかというと、みんな２カ所とも黒字だ
そうです。一般的に一定の赤字があってそれを政府が
補って、県が補って、でもそれ以上の波及効果がある
と私もそう思っていました。それはそうなんですが、
それだけでもなくて黒字であると。これは何かという
と、さっきも言いましたが、稼働率の問題だと思うん
ですよね。さっき言ったように非常に稼働している。
本人たちが盛んに強調しているのは、周辺に競争相手
がいるわけです。上海も競争相手、深圳も競争相手、
それから隣のちょっと離れた有名な国……（「マカ
オ」と呼ぶ者あり）　マカオじゃなくてもっと離れた
……
○議長（喜納昌春君）　シンガポール。
○新里　米吉君　シンガポール、そうそうそうそう、
時々物忘れするんです。シンガポールも競争相手。そ
の中で一番高いのは香港だというんです、使用料高
い。高いけれども稼働率が高い。
　なぜか。ノウハウの蓄積です。
　さっき言った職員を正式雇用、まずは臨時的に何か
大きな行事をやる場合はそれはバイトは別として、職
員は基本的に正式雇用。スキルが高くなるということ
は、少々高くても香港のＭＩＣＥを使うということに
信頼感がある、そういうことが強調されておりまし
た。非常に学ぶことが多いと思いました。
　だから最初から大きく広げればいいという話じゃな
いなというのもわかりました。だから２万平方メート
ルと言っているんです、我々は、勉強してきて。大き
ければ人が集まるんじゃなくて、ノウハウの蓄積があ
り、国際競争力をつけているわけですよ、要するに。
端的に言えば、その周辺の国の中でも国際競争力を香
港は持っている。その国際競争力というのが、さっき
言ったような香港のこれまでの努力なんです。最初か
ら広げたんじゃなくて、沖縄が予定しているものより
も小さいものから始まったけれども、それだけ信頼が
高まってくるに従ってその後２回も拡張してきた。た
だ、アジアのダイナミズムを感じました。何かという
と、２つとも競争し合っていますが、２つとも言って
いることは、近い将来また拡張せんといかぬだろうと
言っています。それぐらいニーズがあると言っていま
す。ただニーズがあればどこでも来るのかと、大きけ
ればみんな入るのかというとそうではないですね、
やっぱり聞いてみたら。さっき言ったような要件が
あって、だから沖縄もスタートにおいて２万から始め
て、そしてノウハウを蓄積しながら力をつけて、国際
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競争力をつけて拡張していくというのが私は正しいや
り方だろうと思います。
　そのことを申し上げて、私の質問ではなくて要望、
所見を終わります。
○議長（喜納昌春君）　以上をもって通告による一般
質問及び議案に対する質疑は終わりました。
　これをもって質疑を終結いたします。
　ただいま議題となっております甲第１号議案から甲
第４号議案まで及び乙第１号議案から乙第22号議案
までについては、お手元に配付してあります議案付託
表のとおりそれぞれ所管の常任委員会に付託いたしま
す。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔議案付託表　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
○議長（喜納昌春君）　20分間休憩いたします。
　　　午後５時24分休憩
　　　午後５時45分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　日程第３　甲第５号議案及び乙第23号議案から乙
第28号議案までを議題といたします。
　知事から提案理由の説明を求めます。
　翁長知事。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔知事追加提出議案　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　　　〔知事　翁長雄志君登壇〕
○知事（翁長雄志君）　平成27年第８回沖縄県議会
（定例会）に追加提出いたしました議案について、そ
の概要及び提案の理由を御説明申し上げます。
　今回の追加提出議案は、予算議案１件、条例議案５
件、議決議案１件の合計７件であります。
　それではまず、甲第５号議案の予算議案について御
説明申し上げます。
　甲第５号議案「平成27年度沖縄県一般会計補正予
算（第３号）」は、辺野古新基地建設に係る抗告訴訟
に要する経費につきまして、歳入歳出予算額に1334
万3000円を追加するものであります。
　次に、乙第23号議案から乙第27号議案までの条例
議案５件のうち、その主なものを御説明申し上げま
す。
　乙第23号議案「沖縄県行政不服審査会条例」は、
行政不服審査法の全部改正に伴い設置される沖縄県行
政不服審査会について、その組織及び運営に関する事
項を定めるため条例を制定するものであります。
　乙第27号議案「沖縄県風俗営業等の規制及び業務

の適正化等に関する法律施行条例の一部を改正する条
例」は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関す
る法律の一部改正に伴い、特定遊興飲食店営業の営業
所設置許容地域の指定等を行うため条例を改正するも
のであります。
　最後に、議決議案であります乙第28号議案「訴え
の提起」について御説明申し上げます。
　私は、去る10月13日に辺野古新基地建設に係る公
有水面埋立承認を取り消しました。これに対し、沖縄
防衛局長は、国土交通大臣に対し行政不服審査法に基
づく審査請求及び執行停止申し立てを行い、これを受
けて10月27日、国土交通大臣が執行停止を決定しま
した。
　県としましては、国土交通大臣が行った執行停止決
定は違法と考えていることから、執行停止決定の取り
消しを求める抗告訴訟を提起するため、地方自治法第
96条第１項の規定により議会の議決を求めるもので
あります。
　以上、追加提出いたしました議案について、その概
要及び提案の理由を御説明申し上げました。
　慎重なる御審議の上、議決を賜りますようお願い申
し上げます。
○議長（喜納昌春君）　知事の提案理由の説明は終わ
りました。
　ただいま議題となっております議案中、職員に適用
される基準の実施、その他職員に関する事項について
必要な規定を定める条例については、地方公務員法第
５条第２項の規定により人事委員会の意見を聞く必要
がありますので、ただいまから人事委員会委員長の意
見を求めます。
　人事委員会委員長。
　　　〔人事委員会委員長　玉城　健君登壇〕
○人事委員会委員長（玉城　健君）　ただいま議長か
ら、地方公務員法の規定に基づき人事委員会の意見を
求められましたので、当委員会の意見を申し上げま
す。
　乙第25号議案「行政不服審査法の施行に伴う関係
条例の整備に関する条例」のうち、沖縄県職員の退職
手当に関する条例の一部改正及び沖縄県職員の給与に
関する条例の一部改正につきましては、いずれも公正
性の向上などを目的に改正された行政不服審査法の施
行に伴い、引用条項を改める所要の改正でありますの
で、適当であると考えます。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　人事委員会委員長の意見の開
陳は終わりました。
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　　　――――――――――――――――――
○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入ります。
　乙第28号議案に対する質疑の通告がありますの
で、発言を許します。
　なお、質疑の回数は２回までといたします。
　照屋守之君。
　　　〔照屋守之君登壇〕
○照屋　守之君　ただいま提案をされました、国交大
臣の執行停止決定の取り消しを求める抗告訴訟のため
の議案について、質疑をさせていただきます。予算も
1334万3000円が追加提案をされております。
　今、埋立承認を国が代執行する裁判が提起され、係
争中であります。そのような中で、私ども沖縄県が執
行停止の決定の取り消しを求める裁判を起こす。県民
の立場から実にわかりにくい現状であります。と同時
に、理解はなかなか得にくいのではないかと考えるわ
けであります。
　国が起こした代執行する裁判の結果が出たら、県も
執行停止の決定の取り消しの裁判を起こす必要はな
いはずであります。その必要性のない裁判に1334万
3000円の予算をかける。同時に今沖縄県は埋立承認
の問題等で、宜野湾市民から提訴されております。も
う裁判が行われているんですか、これから始まるんで
すか。いずれにしても沖縄県民からも県は訴えられて
おります。
　沖縄県の行政は、裁判闘争に対応するために機能は
麻痺しているのではないかと私は考えております。
　沖縄県が国から訴えられる。そして、県が国を訴え
る。県民から沖縄県が訴えられる。まさに異常事態で
あります。裁判をすることが沖縄県の仕事であるの
か。翁長知事の仕事は裁判で国と対立し、県民と対立
することを先導することが仕事なのでありましょう
か。私は以前から申し上げておりますように、なぜ、
翁長知事の政治力や交渉力を発揮しないのか、非常に
不思議に思っております。
　裁判闘争の難点は、裁判の結果が出されても、それ
ぞれの立場の主張は対立したまま残っていくというこ
とであります。本来は、そのような対立をさせない。
あるいはまた対立を解消させていくのが、政治力であ
ると私は考えているわけであります。ですから、今回
の翁長知事の提案は、大変残念に思います。
　行政事件の訴訟法では、抗告訴訟、取り消し訴訟
は、元来、個人の権利救済とする目的があると考えて
おります。そしてこの取り消し訴訟は、法律上の利益
を有する者に限られると定められているわけでありま
す。そのことを申し上げて、なぜ今、代執行裁判中

で、その結果を待つまでもなく県が新たな裁判を提起
しようとしているのか、その御説明をお願いいたしま
す。
　２つ目、いつ裁判を起こすのか、あるいはまた今回
の予算の内訳、そのことについても御説明をお願いし
ます。
　そもそも先ほど申し上げましたように、本来はこの
ような取り消し訴訟は、個人の利益、そのことに関す
るものというふうに私は理解をいたしております。県
は、今回の提訴で、県にこの原告適格があるのか、そ
のことをお尋ねをいたします。
　その次に、この原告適格があるとすると、取り消し
によって、県が法律上のどのような利益を有するの
か、その御説明をお願いいたします。
　次に、翁長知事は、地方自治法に基づく代執行と行
政不服審査法に基づく審査請求を行った国に対して、
茶番劇だ、国の立場と私人の立場を使い分けていると
厳しく批判をいたしております。県が抗告訴訟を起こ
すことは、県も同様に全く翁長知事が国を批判するよ
うなそのような立場にあって、私人の立場を使い分け
ているのではないかと考えるものであります。このこ
とについての見解をお願いいたします。
　専門家の中では、このような訴えは認められないと
の見解もあるようであります。そのことについて県の
見解を伺います。
　次に、やはり裁判ですから、県民のための大事な予
算を使ってやるわけですから、この裁判で訴えて、勝
つ見込みその方策も含めてしっかり県民に示す必要が
ございます。その見解をお願いいたします。
　以上です。お願いします。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午後５時59分休憩
　　　午後６時１分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　知事公室長。
　　　〔知事公室長　町田　優君登壇〕
○知事公室長（町田　優君）　照屋議員の御質問にお
答えしたいと思います。
　まず、今回なぜ新たな裁判を起こすのかという御質
問がございました。
　代執行訴訟では、主に沖縄県知事の行った公有水面
埋立承認の取り消しの適法性が主な論点になります。
これに対して、今回起こした抗告訴訟では、国土交通
大臣の行った執行停止決定の適法性が主な論点になり
まして、その前提となる沖縄防衛局長の行った審査請
求及び執行停止申し立ての適法性についても、主な論
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点、重要な論点になるという違いがございます。
　それから２点目、いつ裁判を起こすのかという御質
問がございました。
　議会の議決を得られれば、私どもできるだけ早目に
訴状、あるいは証拠の準備を整え次第訴えを提起する
予定でございます。
　それから、予算の内訳についての御質問がございま
したけれども、1334万3000円の内訳ですけれども、
これにつきましては、職員あるいは弁護士の旅費とし
て418万円、あと弁護士に対する訴訟事務などの委託
料916万3000円となっております。
　それから、幾つかの質問共通しておりますので、一
括して答弁したいと思います。
　まず、原告適格の問題、あるいは県も私人の立場で
やっているのは茶番、おかしいのではないか、あるい
は専門家は今回の訴訟は認められないという意見もあ
るがどうかという御質問がございました。
　確かに、県が国に抗告訴訟を起こす場合、特に出訴
する資格が否定されるのではないかという御指摘があ
ることは私どもも承知しております。しかし、県では
いろんな判例でありますとか文献等、あるいは行政法
研究者、あるいは弁護士などの専門家から意見をお聞
きして、この点についても対処できるものと判断して
今回提案させていただきました。
　それから、訴訟の取り消しによる利益とは何かとい
う御質問がございましたけれども、これは一例でいい
ますと、例えばこの公有水面埋立事業によって地域環
境に十分配慮のない公有水面埋立事業から地域の環境
を守るというそういう地方公共団体の利益があるかと
思います。
　それから、勝つ見込みはあるのかという御質問がご
ざいました。
　これにつきましては、私どもこれから訴えを提起し
て県の主張をしてまいりますので、今後、裁判所の判
断はどうなるかわかりませんけれども、私どもとして
は県の主張が適法である適正であるという主張を立証
していくのみであると考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　照屋守之君。
　　　〔照屋守之君登壇〕
○照屋　守之君　まず、私人というそういう表現です
けれども、翁長知事は国に対して茶番劇だ、国の立場
と私人の立場を使い分けているという表現をして厳し
く批判をしております。今回の訴訟はまさに全く同じ
ようなことをやっていませんか。国に対しては批判す
る、自分がやることに対しては関係ない。まさにそう

いうふうな二重人格的なやり方というのが非常に不思
議に思うんですよ。国に対しては茶番劇だ、私人の立
場を使い分けていると言って、県がそういうことをや
るというのはこれはおかしな話じゃないですか。国に
対してそういうことを求めるんであれば、県もそれは
一切しない。それが県知事としてのそういう立場だろ
うと思っているんですね。
　ですから、そういうことも含めてどういう利益があ
るかということですよね。
　先ほど知事公室長が環境云々とかと言っておりまし
た。これは具体的に取り消しによって県が法律上どの
ような利益を有するかという、ここはこれだけ金をか
けてやるということですから、その結果についてどう
いう利益があるかということは明確にしなければなら
ないわけであります。私がそういうことを、個人の裁
判ということですから、個人はそのことによって利益
というのは明確になるわけであります。そういう環境
とかというふうな曖昧な表現では、これはやっぱりな
かなか理解は難しいんだろうなという思いがします。
例えばこの取り消しによって、勝つことによって辺野
古の埋め立てができない。利益は普天間飛行場の固定
化だ、そういうふうなことを明確に言い切ることがで
きるのかということなんですよ。結局その取り消しに
よって県が勝ったにしても、その基地の現状というの
は変わらないわけですね。ですから、県全体の県民の
立場としての利益という面では、まさに説得力のない
提案じゃないでしょうか、と私は考えているわけであ
ります。
　ですから、再度県が法律上どのような利益を有する
のか、このことを明確に説明をしていただきたい。
　先ほどの国の立場を批判した私人の関係も全く同じ
であります。なぜ国はそれがだめで、県は全く同じこ
とで許されるのか、その御説明ですね。
　今、裁判は確かに国の代執行訴訟という点で、代執
行の裁判ですね。あれが行われて結局種類は違います
けれども、結局は埋立承認問題に係る事案でありま
す。一方の判決が出れば、この裁判を起こすものの目
的というのは同時に達成できると私は考えておりま
す。ですから、そういうふうに埋立承認という同じ
テーマの部分を国も県も同時にあえて裁判を行う。代
執行訴訟は事務的にかなり早いペースで進むというふ
うに聞いております。仮に高裁から最高裁に持ち込ま
れたって、この県が提起する裁判よりはかなり早い進
捗があると思っております。ですから、あえてなぜそ
ういうふうなことが意思決定が行われると埋立承認の
取り消しについての司法の判断が出るというこの中
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で、全く同じ、裁判は違いますけれども、結果的にそ
ういう種類の裁判を1300万余りの予算をかける、県
職員もそれに対応する、弁護士も対応するという、そ
ういうことを行うのか。これはぜひ県民にわかりやす
いように問題提起の中で説明をお願いしたいわけであ
ります。
　先ほど勝つ見込みがない、あるいはやってみないと
わからぬという説明です。
　全く失礼な話じゃないですか、裁判ですからね。で
すから、代執行の裁判に対する見通し、私はこのこと
も非常に重要だと思います。そこを捉えて、こういう
形でいくと次の裁判が勝てる、２つの裁判で仮に両方
とも負けたらどうなるんですか。そういうふうなこと
がある中で、やってみないとわからぬというこういう
裁判を提起しようとする、予算をかけようとする、そ
こが全く不思議でならないわけであります。そのこと
についても再度、わかりやすい丁寧な説明をお願いし
ます。
　同時に今、先ほど冒頭にも説明しましたように、我
が沖縄県は、宜野湾市民から訴えられております。こ
の種の裁判が行われます。
　国とも裁判を行い、宜野湾市民から訴えられた裁判
を行う、新たな裁判を起こす。今回の裁判は、もしか
したら先ほど言いましたように代執行の裁判との絡み
もありますから、県民も非常に関心を持っておりま
す。関心を持っておりますから、これについて県民か
らさらに新たな裁判が提起される、損害賠償を訴えら
れるという事態を招く危険性があります。これは、
はっきりしていますよ。そういう形で幾度の裁判があ
る中で、同じテーマでずっと裁判をやり続けて、金を
かけてやっていく。県民からすると一体全体どうなっ
ているんだ沖縄県政はという、そういう形になるわけ
であります。県民から訴えられる危険性、そのことも
含めてどのようにお考えなのか。
　そして、こういうふうに冒頭で指摘しておりますけ
れども、この裁判の結果、代執行もこれは国が提起し
た裁判であります。今回、県が裁判を起こします。そ
して、宜野湾の裁判でも訴えられております。新たに
もしそういう形で県民から新たなこの件についての裁
判が起こされたときに、その裁判の結果が出たときの
沖縄県知事の責任問題はどういうようになっていくの
か。そのところの見通しも含めて、今回の裁判という
ものは、私どもは県議会としても考えていかないとい
けない。そういうふうに思っているわけであります。
　御答弁お願いします。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。

　　　午後６時13分休憩
　　　午後６時15分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　知事公室長。
　　　〔知事公室長　町田　優君登壇〕
○知事公室長（町田　優君）　照屋議員の再質問にお
答えします。
　まず県は私人の立場で訴えるのは二重人格じゃない
か、なぜ国はだめで県はいいのかという御質問がござ
いました。
　今回の抗告訴訟、県は地方公共団体として出訴資格
を有しているという前提で提起しているところでござ
いまして、私人として訴えを提起しているわけではご
ざいません。
　それから２点目に、今回の訴えの法律上の利益は何
ぞやという御質問がございましたけれども、これは先
ほどもお答えしましたとおり、この地域環境、公有水
面埋立事業から地域環境を保護するという、そういう
県としての利益、それが訴えの利益でございます。
　それから、代執行訴訟判決が出た際には、一体何が
達成できるんだという御質問がございました。
　今回の抗告訴訟については、国土交通大臣が行った
執行停止決定の効力を失わせ、沖縄防衛局の行う埋立
工事をとめることができるという、そういう方法だと
いうことで私どもは訴訟を提起しているところでござ
います。
　それから４点目、勝つ見込みはあるのかという御質
問と、それからもし負けた際は、市民から訴えられ
る、県民から訴えられる、知事の責任があるのではな
いかという御質問がございました。
　当然ながら裁判の行方については、予断を持って申
し上げることはどなたもできないんですけれども、私
ども県としては、あくまでも私どもの申し立ては適法
であり、そのことを裁判で主張、立証していきたいと
考えております。
　以上でございます。
○議長（喜納昌春君）　以上で通告による質疑は終わ
りました。
　これをもって質疑を終結いたします。
　この際、お諮りいたします。
　ただいま議題となっております議案のうち、乙第
28号議案については、米軍基地関係特別委員会に付
託の上審査することにいたしたいと思います。
　これに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。
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　よって、さよう決定いたしました。
　　　――――――――――――――――――
○議長（喜納昌春君）　ただいま米軍基地関係特別委
員会に付託されました議案を除く甲第５号議案及び乙
第23号議案から乙第27号議案までについては、総務
企画委員会に付託いたします。
　　　――――――――――――――――――
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午後６時18分休憩
　　　午後６時20分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　この際、お諮りいたします。
　委員会審査及び議案整理のため、明12月11日から

17日までの７日間休会といたしたいと思います。
　これに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。
　よって、明12月11日から17日までの７日間休会と
することに決定いたしました。
　　　――――――――――――――――――
○議長（喜納昌春君）　以上をもって本日の日程は全
部終了いたしました。
　次会は、12月18日定刻より会議を開きます。
　議事日程は、追って通知いたします。
　本日は、これをもって散会いたします。
　　　午後６時21分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。
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平 成 27 年
第 ８ 回 沖縄県議会（定例会）会議録（第８号）

平成27年12月18日（金曜日）午前10時２分開議

議　　事　　日　　程　第８号
平成27年12月18日（金曜日）

午前10時開議
第１　乙第１号議案から乙第６号議案まで及び乙第23号議案から乙第27号議案まで（総務企画委員長報告）
第２　乙第８号議案（文教厚生委員長報告）
第３　乙第７号議案（土木環境委員長報告）
第４　乙第14号議案、乙第15号議案、乙第21号議案及び乙第22号議案（総務企画委員長報告）
第５　乙第12号議案及び乙第16号議案から乙第18号議案まで（経済労働委員長報告）
第６　乙第13号議案（文教厚生委員長報告）
第７　乙第９号議案から乙第11号議案まで、乙第19号議案及び乙第20号議案（土木環境委員長報告）
第８　乙第28号議案（米軍基地関係特別委員長報告）
第９　甲第１号議案及び甲第５号議案（総務企画委員長報告）
第10　甲第３号議案（経済労働委員長報告）
第11　甲第２号議案及び甲第４号議案（土木環境委員長報告）
第12　国立大学法人に対する運営費交付金の充実・確保を求める意見書
　　　　山内　末子さん　花城　大輔君
　　　　仲田　弘毅君　　翁長　政俊君
　　　　具志　孝助君　　照屋　大河君
　　　　髙嶺　善伸君　　玉城　義和君　　

提出  議員提出議案第１号
 

　　　　𠮷田　勝廣君　　渡久地　修君	
　　　　當間　盛夫君　　大城　一馬君
　　　　比嘉　瑞己君　　呉屋　　宏君	
　　　　新垣　安弘君　　嶺井　　光君
第13　ウイルス性肝炎患者に対する医療費助成の拡充を求める意見書
　　　　呉屋　　宏君　　又吉　清義君
　　　　島袋　　大君　　照屋　守之君
　　　　新田　宜明君　　狩俣　信子さん
　　　　赤嶺　　昇君　　糸洲　朝則君　　提出  議員提出議案第２号
　　　　西銘　純恵さん　比嘉　京子さん
　　　　嶺井　　光君　　當間　盛夫君
　　　　比嘉　瑞己君　　新垣　安弘君	
第14　学徒合同石碑の建立に関する決議
　　　　呉屋　　宏君　　又吉　清義君
　　　　島袋　　大君　　照屋　守之君
　　　　新田　宜明君　　狩俣　信子さん
　　　　赤嶺　　昇君　　糸洲　朝則君　　提出  議員提出議案第３号
　　　　西銘　純恵さん　比嘉　京子さん
　　　　嶺井　　光君　　當間　盛夫君 
　　　　比嘉　瑞己君　　新垣　安弘君
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第15　陳情第110号（総務企画委員長報告）
第16　請願第４号、陳情平成25年第49号、陳情平成26年第27号、同第51号、陳情第９号、第63号、第108号
　　　 及び第111号（文教厚生委員長報告）
第17　閉会中の継続審査の件

本日の会議に付した事件
日程第１　乙第１号議案から乙第６号議案まで及び乙第23号議案から乙第27号議案まで
　　　　　　乙第１号議案　沖縄県行政機関設置条例の一部を改正する条例
　　　　　　乙第２号議案　沖縄県使用料及び手数料条例の一部を改正する条例
　　　　　　乙第３号議案　沖縄県税条例の一部を改正する条例
　　　　　　乙第４号議案　沖縄県産業廃棄物税条例の一部を改正する条例
　　　　　　乙第５号議案　沖縄県個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例
　　　　　　乙第６号議案　電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法律施行条例を廃止する条例
　　　　　　乙第23号議案　沖縄県行政不服審査会条例
　　　　　　乙第24号議案　沖縄県不服申立てに係る書面等の写し等の交付手数料条例
　　　　　　乙第25号議案　行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例
　　　　　　乙第26号議案　沖縄県警察関係手数料条例の一部を改正する条例
　　　　　　乙第27号議案　沖縄県風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条例の一部を改正
　　　　　　　　　　　　　する条例
日程第２　乙第８号議案									       
　　　　　　乙第８号議案　国家戦略特別区域限定保育士事業の実施に伴う関係条例の整備に関する条例
日程第３　乙第７号議案									       
　　　　　　乙第７号議案　沖縄県石油貯蔵施設周辺環境監視測定機器等整備基金条例
日程第４　乙第14号議案、乙第15号議案、乙第21号議案及び乙第22号議案
　　　　　　乙第14号議案　指定管理者の指定について
　　　　　　乙第15号議案　指定管理者の指定について
　　　　　　乙第21号議案　当せん金付証票の発売について
　　　　　　乙第22号議案　沖縄県教育委員会委員の任命について
日程第５　乙第12号議案及び乙第16号議案から乙第18号議案まで
　　　　　　乙第12号議案　財産の取得について
　　　　　　乙第16号議案　指定管理者の指定について
　　　　　　乙第17号議案　指定管理者の指定について
　　　　　　乙第18号議案　指定管理者の指定について
日程第６　乙第13号議案									       
　　　　　　乙第13号議案　損害賠償額の決定について
日程第７　乙第９号議案から乙第11号議案まで、乙第19号議案及び乙第20号議案
　　　　　　乙第９号議案　工事請負契約について
　　　　　　乙第10号議案　工事請負契約について
　　　　　　乙第11号議案　工事請負契約について
　　　　　　乙第19号議案　指定管理者の指定について
　　　　　　乙第20号議案　指定管理者の指定について
日程第８　乙第28号議案									       
　　　　　　乙第28号議案　訴えの提起について
日程第９　甲第１号議案及び甲第５号議案									       
　　　　　　甲第１号議案　平成27年度沖縄県一般会計補正予算（第２号）
　　　　　　甲第５号議案　平成27年度沖縄県一般会計補正予算（第３号）
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日程第10　甲第３号議案									       
　　　　　　甲第３号議案　平成27年度沖縄県国際物流拠点産業集積地域那覇地区特別会計補正予算（第１号）
日程第11　甲第２号議案及び甲第４号議案									       
　　　　　　甲第２号議案　平成27年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計補正予算（第１号）
　　　　　　甲第４号議案　平成27年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計補正予算（第１号）
日程第12　国立大学法人に対する運営費交付金の充実・確保を求める意見書
日程第13　ウイルス性肝炎患者に対する医療費助成の拡充を求める意見書
日程第14　学徒合同石碑の建立に関する決議
日程第15　陳情第110号									       
　　　　　　陳情第110号　国立大学法人に対する運営費交付金の充実及び確保に関する陳情
日程第16　請願第４号、陳情平成25年第49号、陳情平成26年第27号、同第51号、陳情第９号、第63号、
　　　　　 第108号及び第111号									       
　　　　　　請願第４号　ウイルス性肝炎患者に対する医療費助成の拡充に関する請願
　　　　　　陳情平成25年第49号　学徒合同石碑の建立に関する陳情
　　　　　　陳情平成26年第27号　「30人以下学級」の早期実現を求める陳情
　　　　　　陳情平成26年第51号　「30人以下学級」早期完全実現に関する陳情
　　　　　　陳情第９号　学徒合同石碑の建立に関する陳情
　　　　　　陳情第63号　「30人以下学級」早期完全実現に関する陳情
　　　　　　陳情第108号　精神障害者社会適応訓練事業に関して入院中の精神障害者も訓練対象者とすること
　　　　　　 　　　　　　  を求める陳情
　　　　　　陳情第111号　実習助手の「実習教諭」への呼称変更に関する陳情
日程第17　閉会中の継続審査の件
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○議長（喜納昌春君）　これより本日の会議を開きま
す。
　日程に入ります前に申し上げます。
　去る12月11日、元議長志村恵氏が逝去されまし
た。
　つきましては、志村氏の長逝に対しまして哀悼の意
を表し、その御冥福を祈るため黙禱をささげたいと思
います。
　全員御起立を願います。
　黙禱。
　　　〔全員起立・黙禱〕
○議長（喜納昌春君）　黙禱を終わります。
　御着席願います。
　　　――――――――――――――――――
○議長（喜納昌春君）　次に、報告いたします。
　昨日、山内末子さん外15人から、議員提出議案第
１号「国立大学法人に対する運営費交付金の充実・
確保を求める意見書」、呉屋宏君外13人から、議員
提出議案第２号「ウイルス性肝炎患者に対する医療費
助成の拡充を求める意見書」及び議員提出議案第３号
「学徒合同石碑の建立に関する決議」の提出がありま
した。
　　　――――――――――――――――――
○議長（喜納昌春君）　日程第１　乙第１号議案から
乙第６号議案まで及び乙第23号議案から乙第27号議
案までを議題といたします。
　各議案に関し、委員長の報告を求めます。
　総務企画委員長山内末子さん。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　　　〔総務企画委員長　山内末子さん登壇〕
○総務企画委員長（山内末子さん）　ハイタイ。おは

ようございます。
　ただいま議題となりました乙第１号議案から乙第６
号議案まで、乙第23号議案から乙第27号議案までの
条例議案11件について、委員会における審査の経過
及び結果を御報告申し上げます。
　委員会におきましては、総務部長、企画部長、警察
本部生活安全部長の出席を求め慎重に審査を行ってま
いりました。
　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の
概要等について申し上げます。
　まず、乙第１号議案「沖縄県行政機関設置条例の一
部を改正する条例」は、福祉保健所を福祉事務所と保
健所に再編するため条例を改正するものである。
　主な改正の内容は、１点目に、北部・中部・南部・
宮古及び八重山福祉保健所を各福祉事務所に改めるこ
と、２点目に、関係条例の一部を改正すること、３点
目に、施行期日を平成28年４月１日とすることであ
るとの説明がありました。
　次に、乙第２号議案「沖縄県使用料及び手数料条例
の一部を改正する条例」は、採石法及び砂利採取法の
一部改正に伴い、法を引用する規定を整理する必要が
あるため条例を改正するものである。
　主な改正の内容は、引用条項の整理を行うこと、ま
た、施行期日を平成27年12月26日とすることである
との説明がありました。
　次に、乙第３号議案「沖縄県税条例等の一部を改正
する条例」は、地方税法等の一部改正に伴い、徴収の
猶予及び換価の猶予の手続等に係る規定を改める等の
必要があるため条例を改正するものである。
　主な改正の内容は、１点目に、申請に基づく換価の
猶予手続等に係る規定を設けるほか、既存の徴収の猶
予及び職権による換価の猶予手続等に係る規定の見直
しを行うこと、２点目に、課税を行った県税事務所等

職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名
事 務 局 長
次 長
議 事 課 長
副 参 事 兼
課 長 補 佐
主 幹

比　嘉　徳　和　君
知　念　正　治　君
平　田　善　則　君

勝　連　盛　博　君

中　村　　　守　君

主 査
政 務 調 査 課 長
副 参 事
主 幹 
主 幹  
主 幹   

川　端　七　生　君
宮　城　　　弘　君
前　田　　　敦　君
上　原　　　毅　君
天　久　庸　隆　君
田　代　寛　幸　君
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において交付することとなっている納税証明書等につ
いて、いずれの県税事務所等においても交付できるよ
うにすること、３点目に、施行期日を公布の日とする
こと等の説明がありました。
　次に、乙第４号議案「沖縄県産業廃棄物税条例の一
部を改正する条例」は、平成27年度をめどとして条
例の規定を検討することとされている産業廃棄物税に
ついて、制度の継続を図る必要があるため所要の改正
を行うものである。
　主な改正の内容は、検討時期を平成27年度から平
成32年度に改めること、また、施行期日を平成28年
４月１日とすることであるとの説明がありました。
　次に、乙第５号議案「沖縄県個人番号の利用及び特
定個人情報の提供に関する条例」は、行政手続におけ
る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する
法律の施行に伴い、個人番号の利用及び特定個人情報
の提供等に関する事項を定める必要があるため条例を
制定するものである。
　主な内容は、１点目に、個人番号及び特定個人情報
等の用語を定義すること、２点目に、個人番号の利用
範囲及び特定個人情報の提供について定めること、３
点目に、施行期日を平成28年１月１日とすることで
あるとの説明がありました。
　本案に関し、行政手続の簡素化による県民負担の軽
減にはどのようなものがあるのかとの質疑がありまし
た。
　これに対し、法定事務について、知事部内の行政機
関同士や知事部と教育庁など他機関同士で情報提供等
を行うことにより、従来保護者が提出していた添付書
類を省略できることになり、県民の利便性の向上につ
ながるとの答弁がありました。
　そのほか、個人番号とカード申請との関係、個人情
報の管理体制及びセキュリティー対策などについて質
疑がありました。
　次に、乙第６号議案「電子署名に係る地方公共団体
の認証業務に関する法律施行条例を廃止する条例」
は、電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する
法律の一部が改正され、認証業務の実施主体が地方公
共団体情報システム機構に移管されることに伴い、県
において認証業務を行わないこととなるため条例を廃
止するものである。
　主な内容は、１点目に、電子署名に係る地方公共団
体の認証業務に関する法律施行条例を廃止すること、
２点目に、電子証明書の発行手数料及び失効情報の提
供手数料等の納付手続に関し、必要な経過措置を設け
ること、３点目に、廃止条例の施行に伴い、市町村へ

依頼していた手数料の徴収事務を廃止し、関係条例の
一部を改正すること、４点目に、施行期日を平成28
年１月１日とすることであるとの説明がありました。
　次に、乙第23号議案「沖縄県行政不服審査会条
例」は、行政不服審査法の全部改正に伴い、設置され
る沖縄県行政不服審査会について、組織及び運営に関
する事項を定める必要があるため条例を制定するもの
である。
　主な内容は、１点目に、附属機関の名称を沖縄県行
政不服審査会とすること、２点目に、審査会の組織、
委員の任命・任期、守秘義務、専門委員、議事、罰則
等を定めること、３点目に、施行期日を平成28年４
月１日とすることであるとの説明がありました。
　本案に関し、審査請求についての裁決の客観性・公
正性を高める観点から附属機関を設けるものであると
の説明であるが、これまでとどう変わるのかとの質疑
がありました。
　これに対し、改正前は処分庁の上級庁に対して行政
不服審査請求を行い、処分にかかわった当事者が対応
する部分もあったが、改正後は処分に関係のない審理
員が審理手続を行い意見書を作成し、第三者機関であ
る行政不服審査会の答申を受け審査庁が裁決を行うこ
とになり、請求人の権利保護の観点からより公平性・
透明性が確保される制度になるとの答弁がありまし
た。
　そのほか、最近の不服審査請求事案の内容及び件
数、不服が認められた件数、生活保護関連で不服が認
められた事例、審理員の人数及び審理体制などについ
て質疑がありました。
　次に、乙第24号議案「沖縄県不服申立てに係る書
面等の写し等の交付手数料条例」は、行政不服審査法
の全部改正に伴い、不服申し立てに係る書面の写し等
の交付手数料に関する事項を定める必要があるため条
例を制定するものである。
　主な内容は、１点目に、手数料の種類及び金額を定
めること、２点目に、手数料の納付期限、減免、不還
付等を定めること、３点目に、施行期日を平成28年
４月１日とすることであるとの説明がありました。
　次に、乙第25号議案「行政不服審査法の施行に伴
う関係条例の整備に関する条例」は、行政不服審査法
の全部改正に伴い、関係条例の規定を整備する必要が
あるため条例を制定するものである。
　主な内容は、１点目に、不服申し立ての種類が、審
査請求に一元化されたことに伴い規定の整備等を行う
こと、２点目に、引用条項の整理を行うこと、３点目
に、施行期日を平成28年４月１日とすることである
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との説明がありました。
　次に、乙第26号議案「沖縄県警察関係手数料条例
の一部を改正する条例」は、風俗営業等の規制及び業
務の適正化等に関する法律施行令及び地方公共団体の
手数料に関する政令の一部が改正されたことに伴い、
新たに特定遊興飲食店に関する手数料等を定める必要
があるため条例を改正するものである。
　主な改正の内容は、１点目に、特定遊興飲食店の
営業許可等に関する手数料の種類及び金額を定める
こと、２点目に、引用条項の整理を行うこと、３点
目に、施行期日を平成28年６月23日とすること、な
お、特定遊興飲食店営業の許可申請手数料について
は、平成28年３月23日とするとの説明がありまし
た。
　次に、乙第27号議案「沖縄県風俗営業等の規制及
び業務の適正化等に関する法律施行条例の一部を改正
する条例」は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等
に関する法律の一部改正に伴い、風俗営業の営業延長
許容地域の指定を行う等の必要があるため条例を改正
するものである。
　主な改正の内容は、１点目に、風俗営業の営業延長
許容地域及び営業延長許容時間を定めること、２点目
に、特定遊興飲食店営業について、営業所設置許容地
域、営業時間の制限、深夜における騒音及び振動の規
制等を定めること、３点目に、風俗環境保全協議会の
設置について定めること、４点目に、ゲームセンター
等への18歳未満の者の立ち入らせに関する制限を定
めること、５点目に、施行期日を平成28年６月23日
とすることであるとの説明がありました。
　本案に関し、営業延長に伴う地域住民の安全確保や
深夜徘回への対策はどのように行うのかとの質疑があ
りました。
　これに対し、条例改正に伴い治安の乱れや少年非行
がないよう警察官の街頭活動や取り締まりの強化を行
い、風俗環境に影響が出ないよう努めるとの答弁があ
りました。
　そのほか、指定地域における交番等の状況、規制緩
和地域における対象施設数及び収容人員、通学路等の
環境保全対策などについて質疑がありました。
　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま
すが、採決の結果、乙第１号議案から乙第６号議案ま
で、乙第23号議案から乙第27号議案までの11件は、
全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決定
いたしました。
　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ
ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。
○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり
ますが、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　これより乙第１号議案から乙第６号議案まで及び乙
第23号議案から乙第27号議案までを一括して採決い
たします。
　お諮りいたします。
　ただいまの議案11件は、原案のとおり決すること
に御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。
　よって、乙第１号議案から乙第６号議案まで及び乙
第23号議案から乙第27号議案までは、原案のとおり
可決されました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○議長（喜納昌春君）　日程第２　乙第８号議案を議
題といたします。
　本案に関し、委員長の報告を求めます。
　文教厚生委員長呉屋　宏君。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　　　〔文教厚生委員長　呉屋　宏君登壇〕
○文教厚生委員長（呉屋　宏君）　ただいま議題とな
りました乙第８号議案の条例議案１件について、委員
会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま
す。
　委員会におきましては、子ども生活福祉部長の出席
を求め慎重に審査を行ってまいりました。
　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の
概要等について申し上げます。
　まず乙第８号議案「国家戦略特別区域限定保育士事
業の実施に伴う関係条例の整備に関する条例」は、児
童福祉施設等における職員の配置基準等について、国
家戦略特別区域限定保育士を保育士と同等の取り扱い
にするため関係する条例の規定を整備するものであ
る。
　主な内容は、児童福祉施設等の職員の配置基準等に
ついて、国家戦略特別区域限定保育士を保育士と同等
の取り扱いとするものであるとの説明がありました。
　本案に関し、国家戦略特別区域限定保育士と通常の
保育士との違いを聞きたいとの質疑がありました。
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　これに対し、通常の保育士は、児童福祉法に基づき
年に１回実施される試験による保育士資格である。国
家戦略特別区域限定保育士は、特別法を利用して事業
を行うことにより、当該２次試験を行った区域におい
て３年間は保育士と同様の資格を有するということに
なり、３年経過後はどこでも保育士として勤務するこ
とができるという資格であるとの答弁がありました。
　次に、公定価格における保育士の給与は、経験年数
何年をめどに措置されているのかとの質疑がありまし
た。
　これに対し、公定価格における保育士の給与は、
経験年数７年をめどに措置されており、平成26年度
改定後の水準で19万7268円となっている。年額では
363万円を公定価格として算出しているとの答弁があ
りました。
　次に、保育士を定着させるための県独自の施策はな
いのかとの質疑がありました。
　これに対し、県独自の施策として、潜在保育士の復
職に当たっての一番の不安が仕事と家庭の両立だとい
う調査結果をもとに、休みがとりづらいというところ
を改善していきたいということで、年休取得支援事業
を９月補正予算で立ち上げたところであるとの答弁が
ありました。
　次に、国のメニューにある宿舎借り上げ支援事業の
利用状況はどうなっているか、また、補助基準額は幾
らかとの質疑がありました。
　これに対し、今年度、国への事前協議として上げて
いる段階であり、名護市で７カ所、宮古島市で11カ
所、本部町の１カ所でこの事業を実施したいというこ
とで手が挙がっているところである。補助基準額は、
１カ所当たり月額８万2000円となっているとの答弁
がありました。
　そのほか、国家戦略特別区域限定保育士導入のメ
リット、国家戦略特別区域限定保育士事業を国が実施
した理由、幼保連携型認定こども園を除くと位置づけ
られている理由、国家戦略特別区域限定保育士の保育
の受け皿整備に対する貢献度、国家戦略特別区域限定
保育士試験を実施する都道府県の数、公定価格の10
年前との比較、勤務年数15年での給与の推計額、潜
在保育士の沖縄県と全国の状況、保育士の処遇改善を
国に訴える場の有無、認可保育所の給与モデルの有
無、積立資産の状況などについて質疑がありました。
　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま
すが、採決の結果、乙第８号議案は、全会一致をもっ
て原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。
　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終
わります。
○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり
ますが、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　これより乙第８号議案を採決いたします。
　お諮りいたします。
　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ
んか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。
　よって、乙第８号議案は、原案のとおり可決されま
した。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○議長（喜納昌春君）　日程第３　乙第７号議案を議
題といたします。
　本案に関し、委員長の報告を求めます。
　土木環境委員長新垣良俊君。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　　　〔土木環境委員長　新垣良俊君登壇〕
○土木環境委員長（新垣良俊君）　おはようございま
す。
　ただいま議題となりました乙第７号議案の条例議案
について、委員会における審査の経過及び結果を御報
告申し上げます。
　委員会におきましては、環境部長の出席を求め慎重
に審査を行ってまいりました。
　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の
概要等について申し上げます。
　乙第７号議案「沖縄県石油貯蔵施設周辺環境監視測
定機器等整備基金条例」は、沖縄県石油貯蔵施設周辺
環境監視測定機器等整備基金を設置し、その管理及び
処分に関し必要な事項を定める必要があるため条例を
制定するものである。
　主な内容は、基金の設置目的について、基金に積み
立てる額について、基金の処分について、施行期日に
ついてであるとの説明がありました。
　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま
すが、採決の結果、乙第７号議案の条例議案は、全会
一致をもって原案のとおり可決すべきものと決定いた
しました。
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　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ
ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終
わります。
○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり
ますが、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　これより乙第７号議案を採決いたします。
　お諮りいたします。
　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ
んか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。
　よって、乙第７号議案は、原案のとおり可決されま
した。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○議長（喜納昌春君）　日程第４　乙第14号議案、
乙第15号議案、乙第21号議案及び乙第22号議案を議
題といたします。
　各議案に関し、委員長の報告を求めます。
　総務企画委員長山内末子さん。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　　　〔総務企画委員長　山内末子さん登壇〕
○総務企画委員長（山内末子さん）　ただいま議題と
なりました乙第14号議案、乙第15号議案、乙第21号
議案及び乙第22号議案の４件について、委員会にお
ける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。
　委員会におきましては、総務部長及び企画部長の出
席を求め慎重に審査を行ってまいりました。
　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の
概要等について申し上げます。
　まず、乙第14号議案「指定管理者の指定につい
て」は、沖縄県公文書館の指定管理者の指定につい
て、地方自治法第244条の２第６項の規定に基づき議
会の議決を求めるものである。
　主な内容は、指定管理者となる団体は公益財団法人
沖縄県文化振興会であり、指定の期間は平成28年４
月１日から平成33年３月31日までであるとの説明が
ありました。
　本案に関し、指定管理者が行っている業務の範囲は
どこまでか、また、指定管理業務に携わる職員は何名
いるのかとの質疑がありました。

　これに対し、沖縄県公文書館の業務のほとんどを委
託しており、具体的には、公文書等の収集・整理業
務、修復を含む保存業務、利用・普及及び会館管理業
務が主なものである。また、業務に携わる職員は役員
及び県派遣職員を除き、33名いるとの答弁がありま
した。
　そのほか、専門員の配置状況及び専門の内容、所蔵
資料の総数、公開状況及び今後の収集予定、年間入館
者数及び推移状況、利用促進のための普及啓発などに
ついて質疑がありました。
　次に、乙第15号議案「指定管理者の指定につい
て」は、沖縄ライフサイエンス研究センターの指定管
理者の指定について、地方自治法第244条の２第６項
の規定に基づき議会の議決を求めるものである。
　主な内容は、指定管理者となる団体は沖縄ライフサ
イエンス研究センター指定管理者共同企業体であり、
指定の期間は平成28年４月１日から平成33年３月31
日までであるとの説明がありました。
　本案に関し、前回、指定管理者の指定に当たり附帯
決議が付されたが、その経緯と内容はどのようなもの
だったか、また、決議内容への取り組みは行われてい
るかとの質疑がありました。
　これに対し、前回は、平成24年11月議会に議案を
上程し議決を求めたが継続審査となり、翌年２月議会
において「県内事業者育成に向けて、積極的に県内企
業等と連携を図り、人材育成やノウハウ移譲に努める
こと。」を内容とする附帯決議が付され議決された。
また、県内業者への研究機器の保守管理、建物管理や
警備等の発注、県出身者の採用、県内企業との共同企
業体方式による事業連携等によりノウハウ移譲も図ら
れ、県内企業の育成が図られつつあるとの答弁があり
ました。
　そのほか、応募２団体のうちもう１団体の概要、共
同企業体の役割分担、入所企業８社の研究成果、事業
化の状況、経営状況及び将来展望、創薬分野における
県内の状況、県内産業及び企業の育成方針などについ
て質疑がありました。
　次に、乙第21号議案「当せん金付証票の発売につ
いて」は、平成28年度において本県で発売する当せ
ん金付証票の発売限度額について、当せん金付証票法
第４条第１項の規定に基づき議会の議決を求めるもの
である。
　発売限度額は143億円としているとの説明がありま
した。
　次に、乙第22号議案「沖縄県教育委員会委員の任
命について」は、教育委員会委員６人のうち１人が平
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成27年12月31日に任期満了することに伴い、その後
任を任命するため、改正前の地方教育行政の組織及び
運営に関する法律第４条第１項の規定に基づき議会の
同意を求めるものであるとの説明がありました。
　以上が委員会における説明及び質疑の概要であり
ますが、採決の結果、乙第14号議案、乙第15号議案
及び乙第21号議案の３件は、全会一致をもって可決
すべきものと決定し、乙第22号議案は、全会一致を
もって同意すべきものと決定いたしました。
　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ
ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終
わります。
○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり
ますが、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　休憩いたします。
　　　午前10時34分休憩
　　　午前10時34分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　これより乙第14号議案、乙第15号議案、乙第21号
議案及び乙第22号議案の採決に入ります。
　議題のうち、まず乙第14号議案、乙第15号議案及
び乙第21号議案の３件を一括して採決いたします。
　お諮りいたします。
　ただいまの議案３件は、委員長の報告のとおり決す
ることに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。
　よって、乙第14号議案、乙第15号議案及び乙第21
号議案は、委員長の報告のとおり可決されました。
　　　――――――――――――――――――
○議長（喜納昌春君）　次に、乙第22号議案を採決
いたします。
　お諮りいたします。
　本案は、これに同意することに御異議ありません
か。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。
　よって、乙第22号議案は、これに同意することに
決定いたしました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○議長（喜納昌春君）　日程第５　乙第12号議案及
び乙第16号議案から乙第18号議案までを議題といた

します。
　各議案に関し、委員長の報告を求めます。
　経済労働委員長上原　章君。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　　　〔経済労働委員長　上原　章君登壇〕
○経済労働委員長（上原　章君）　おはようございま
す。
　ただいま議題となりました乙第12号議案及び乙第
16号議案から乙第18号議案までの４件について、委
員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま
す。
　委員会におきましては、農林水産部長、商工労働部
長及び文化観光スポーツ部長の出席を求め慎重に審査
を行ってまいりました。
　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の
概要等について申し上げます。
　まず、乙第12号議案「財産の取得について」は、
サトウキビの難防除害虫イネヨトウの防除に用いる交
信攪乱剤を取得する必要があるため、議会の議決に付
すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２
条の規定に基づき議会の議決を求めるものであるとの
説明がありました。
　契約の内容は、交信攪乱用フェロモン剤の取得で
あり取得数量は6544巻、取得金額は7774万2720円
で、契約の相手方は信越化学工業株式会社であるとの
説明がありました。
　本案に関し、当該事業は本年度で終了するとのこと
であるが、駆除状況を確認した上で事業終結すべきで
はないかとの質疑がありました。
　これに対し、フェロモンチューブによる防除は平成
27年度が終期であるが、より効果的なスプレー式の
散布方法を開発し、今後の事業につなげていきたいと
考えている。発生消長の調査については、継続して行
う計画であるとの答弁がありました。
　次に、技術的にある程度確立してきたゾウムシなど
の駆除についても、沖縄振興一括交付金制度がある間
に速やかにしっかりと対応すべきと考えるがどうかと
の質疑がありました。
　これに対し、ゾウムシ関連の駆除については、農林
水産部としてしっかり取り組んでいるところである。
防除の範囲が広いため計画的な駆除を行っていかなけ
ればならない。指摘を踏まえ集中的に対応するよう努
めていきたいとの答弁がありました。
　そのほか、イネヨトウ用交信攪乱剤の効果と防除実
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績などについて質疑がありました。
　次に、乙第16号議案「指定管理者の指定につい
て」は、沖縄国際物流拠点産業集積地域那覇地区の指
定管理者の指定について、地方自治法第244条の２第
６項の規定に基づき議会の議決を求めるものである。
　主な内容は、指定管理者となる団体は、沖縄国際物
流拠点管理運営共同企業体であり、指定期間は平成
28年４月１日から平成33年３月31日までであるとの
説明がありました。
　本案に関し、近年、指定管理者の応募がほとんど１
社、多くても２社という状況が続いている。競争力が
失われ、制度の根幹が形骸化していると言われても仕
方がないと思うがどう認識しているかとの質疑があり
ました。
　これに対し、指定管理者制度に移行したことによっ
て、軽微な修繕への迅速な対応が可能となるなど、施
設管理という意味ではメリットが出てきている。指定
管理期間を３年から５年に延ばすことによって、社員
の正規雇用につながったという事例も出てきつつある
ことから、今すぐに指定管理者制度の是非を問うこと
は時期尚早と判断しているとの答弁がありました。
　次に、指定管理の施設で働いている労働者の正規雇
用をふやしていくことに対する県の認識はどうかとの
質疑がありました。
　これに対し、正規雇用、非正規雇用は業務の態様に
もよるが、県としては、指定管理者に対し、可能であ
れば正規雇用をしていただきたいという話は、当然に
行っていく立場であるとの答弁がありました。
　そのほか、当該施設の正規、非正規雇用の状況など
について質疑がありました。
　次に、乙第17号議案「指定管理者の指定につい
て」は、沖縄ＩＴ津梁パーク施設の指定管理者の指定
について、地方自治法第244条の２第６項の規定に基
づき議会の議決を求めるものである。
　主な内容は、指定管理者となる団体は、株式会社沖
縄ダイケンであり、指定期間は平成28年４月１日か
ら平成33年３月31日までであるとの説明がありまし
た。
　本案に関し、今回、指定管理期間が５年になった
が、期間が長くなることによって管理が惰性に流され
ないよう、各年度における検査体制が重要になると考
えるがどうかとの質疑がありました。
　これに対し、定期の指定管理業務の評価として指定
管理者制度運用委員会を開催し、その中で指定管理者
が提出した事業報告書に対し、委員の意見を聞くほ
か、随時必要に応じて指定管理業務や経理に関して指

定管理者に報告を求め、施設内において管理業務の調
査を行うこととしているとの答弁がありました。
　次に、指定管理者の応募がほとんど１社、多くても
２社という現状を鑑みると、制度に課題がないわけで
はない。指定管理者制度における課題の点検が必要で
はないかとの質疑がありました。
　これに対し、沖縄ＩＴ津梁パークは以前、株式会社
沖縄ダイケンとは違う業者が指定管理者になっていた
こともあり、指定管理者がかわる場合もある。審査基
準もそれほど難しい要件はなく、今回たまたまこのよ
うな応募状況が続いているものと認識している。今
後、制度を運用し同じ状況が続くようであれば点検し
なければならないと考えているとの答弁がありまし
た。
　そのほか、指定管理の契約金額、応募条件、応募者
数、指定管理者制度のあり方などについて質疑があり
ました。
　次に、乙第18号議案「指定管理者の指定につい
て」は、沖縄県立博物館・美術館の指定管理者の指定
について、地方自治法第244条の２第６項の規定に基
づき議会の議決を求めるものである。
　主な内容は、指定管理者となる団体は、一般財団法
人沖縄美ら島財団であり、指定期間は平成28年４月
１日から平成33年３月31日までであるとの説明があ
りました。
　本案に関し、県の外郭団体で県からの出資もある一
般財団法人沖縄美ら島財団のような団体が指定管理者
に指定されると、今後、競争原理が働かなくなってい
くと考えるがどうかとの質疑がありました。
　これに対し、県立博物館・美術館は、社会教育施設
として位置づけられた役割をしっかりと果たしていく
ために、収集管理、展示等の事業について、一定の仕
様の中で水準を示し、それを達成できるかどうかを基
準に指定管理者の審査をしている。そこには複数の応
募がある場合もあるが、今回については、１団体の応
募となったものと理解しているとの答弁がありまし
た。
　次に、県立博物館・美術館としての学術的な蓄積や
ノウハウを指定管理者がかわる中でどのように継承し
ていくのかとの質疑がありました。
　これに対し、博物館・美術館では、県職員である学
芸員において調査研究や企画展の企画を行い、指定管
理者はその運営を行っている。したがって、研究成果
のノウハウや教育普及の企画といったことについて
は、県の組織の中で引き継がれるとの答弁がありまし
た。
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　そのほか、今回、指定管理者がかわる理由、指定管
理者に求める資格者の配置要件などについて質疑があ
りました。
　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま
すが、採決の結果、乙第12号議案及び乙第16号議案
から乙第18号議案までについては、全会一致をもっ
て可決すべきものと決定いたしました。
　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ
ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終
わります。
○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり
ますが、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　これより乙第12号議案及び乙第16号議案から乙第
18号議案までの４件を一括して採決いたします。
　お諮りいたします。
　ただいまの議案４件は、委員長の報告のとおり決す
ることに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。
　よって、乙第12号議案及び乙第16号議案から乙第
18号議案までは、委員長の報告のとおり可決されま
した。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○議長（喜納昌春君）　日程第６　乙第13号議案を
議題といたします。
　本案に関し、委員長の報告を求めます。
　文教厚生委員長呉屋　宏君。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　　　〔文教厚生委員長　呉屋　宏君登壇〕
○文教厚生委員長（呉屋　宏君）　ただいま議題とな
りました乙第13号議案の議決議案１件について、委
員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま
す。
　委員会におきましては、病院事業局長の出席を求め
慎重に審査を行ってまいりました。
　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の
概要等について申し上げます。
　まず、乙第13号議案「損害賠償額の決定につい
て」は、医療事故に関する損害賠償額の決定につい
て、地方自治法第96条第１項及び沖縄県病院事業の

設置等に関する条例第８条の規定に基づき議会の議決
を求めるものである。
　主な内容は、平成26年８月６日に沖縄県立中部病
院において化学療法のため行った中心静脈カテーテル
挿入術の際に、胸腔内に出血を来し患者が死亡した事
故に対する損害賠償額1731万3812円を決定するもの
であるとの説明がありました。
　本案に関し、損害賠償額はどのように算定している
のかとの質疑がありました。
　これに対し、損害賠償額は主に死亡の慰謝料、逸失
利益、葬儀費を合計して決定している。今回について
は、死亡の慰謝料が1500万円である。患者がもとも
とがんが全身に転移して手術できない状態であったと
ころ、病院としては化学療法で何とか延命を図りたい
ということで静脈路を確保する手技をしようとしたと
いうことがあり、逸失利益は算定していないとの答弁
がありました。
　次に、遺族とのやりとりは何回ほどやったのか、遺
族の思いを受け入れるような立場で丁寧にやったのか
との質疑がありました。
　これに対し、回数は正確には記録されていないが、
当初から事故の状況を詳細に正直に説明しており、院
長を初め故人の葬式にも行き、十分に弔意を伝えてい
る。回数としては頻繁に賠償も含めた交渉がなされた
という状況であるとの答弁がありました。
　そのほか、中心静脈カテーテル挿入術の難易度と挿
入の際のモニター利用の有無、遺族からの訴えの有
無、過去の同様な事例の有無、医療現場における集団
的な医者の議論のやり方などについて質疑がありまし
た。
　以上が委員会における説明及び質疑の概要であり
ますが、採決の結果、乙第13号議案は、全会一致を
もって可決すべきものと決定いたしました。
　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ
ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終
わります。
○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり
ますが、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　これより乙第13号議案を採決いたします。
　お諮りいたします。
　本案は、委員長の報告のとおり決することに御異議
ありませんか。
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　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。
　よって、乙第13号議案は、委員長の報告のとおり
可決されました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○議長（喜納昌春君）　日程第７　乙第９号議案から
乙第11号議案まで、乙第19号議案及び乙第20号議案
を議題といたします。
　各議案に関し、委員長の報告を求めます。
　土木環境委員長新垣良俊君。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　　　〔土木環境委員長　新垣良俊君登壇〕
○土木環境委員長（新垣良俊君）　ただいま議題と
なりました乙第９号議案から乙第11号議案まで、乙
第19号議案及び乙第20号議案の議決議案５件につい
て、委員会における審査の経過及び結果を御報告申し
上げます。
  委員会におきましては、土木建築部長の出席を求め
慎重に審査を行ってまいりました。
  以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の
概要等について申し上げます。
　まず、乙第９号議案「工事請負契約について」は、
宜野湾北中城線トンネル本体工事（その１）に係る工
事請負契約について、地方自治法第96条第１項の規
定に基づき議会の議決を求めるものである。
　主な内容は、主要地方道宜野湾北中城線における延
長263メートルのトンネル本体工事のうち、片側の下
り車線をＮＡＴＭ工法により掘削する工事で、契約金
額は６億8904万円、契約の相手方は株式会社南海建
設、株式会社屋部土建の２者で構成する特定建設工事
共同企業体であるとの説明がありました。
　次に、乙第10号議案「工事請負契約について」
は、国道449号新本部大橋橋梁整備工事（上部工Ｐ２
からＰ３）に係る工事請負契約について、地方自治法
第96条第１項の規定に基づき議会の議決を求めるも
のである。
　主な内容は、新本部大橋の橋脚Ｐ２、橋脚Ｐ３区間
の上部工となる延長61メートルの鋼床版箱桁を製作
し、台船一括架設工法により、これを架設する工事
で、契約金額は６億9768万円、契約の相手方は株式
会社横河ブリッジ、有限会社福地組の２者で構成する
特定建設工事共同企業体であるとの説明がありまし
た。
　本案に関し、県議会では、これまでも超党派で公共

工事の県内企業への優先発注について取り組んできた
が、入札参加資格要件等で、県内企業が受注するには
いまだに高いハードルがあるように感じている。これ
は、県内企業への優先発注について、県が積極的に取
り組んでいないからではないのかとの質疑がありまし
た。
　これに対し、県としては、当然、県内企業を優先す
るという考えである。今回の工事は、工法の問題で県
内企業ではできないということで、県外企業をメーン
に持ってきたという事情がある。しかし、県内企業が
努力して、技術的に県内企業でもできる工事について
は、県内企業に優先して発注しているところであると
の答弁がありました。
　次に、乙第11号議案「工事請負契約について」
は、浦添西原線都市モノレール建設工事（地下構造物
Ｈ27―ＮＡＴＭ）に係る工事請負契約について、地
方自治法第96条第１項の規定に基づき議会の議決を
求めるものである。
　主な内容は、主要地方道浦添西原線のモノレールイ
ンフラ部地下構造物のうち、延長241.5メートルのト
ンネル本体工事を、ＮＡＴＭ工法により掘削する工事
で、契約金額は16億725万6000円、契約の相手方は
株式会社國場組、株式会社太名嘉組、國和建設株式会
社の３者で構成する特定建設工事共同企業体であると
の説明がありました。
　本案に関し、モノレールは高架を走るものというイ
メージがあり、トンネルとなると工事費がかなり割高
になると思うが、なぜトンネル方式をとることになっ
たのかとの質疑がありました。
　これに対し、工事箇所は、浦添消防署前からてだこ
浦西駅付近をつなぐ場所であるが、この区間の高低差
が約40メートルあり、トンネル方式をとらないと縦
断することができないため、トンネル方式を採用した
ものであるとの答弁がありました。
　そのほか、落札率、ＮＡＴＭ工法の内容等について
質疑がありました。
　次に、乙第19号議案「指定管理者の指定につい
て」は、県民広場地下駐車場の指定管理者の指定につ
いて、地方自治法第244条の２第６項の規定に基づき
議会の議決を求めるものである。
　主な内容は、指定管理者となる団体は、株式会社沖
縄ダイケンで、指定の期間は平成28年４月１日から
平成31年３月31日までの３年間であるとの説明があ
りました。
　本案に関し、指定管理者制度全般に言えることだ
が、そこで働く人のことなどを考えると、指定期間は
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５年にすべきだと考える。今回の指定期間は３年と
なっているが、指定期間を５年に延ばすことについ
て、どのように考えるかとの質疑がありました。
　これに対し、総務部が定めている「公の施設の指定
管理者制度に関する運用方針」において、指定期間は
原則５年以内となっているが、施設の維持管理が主た
る業務の施設は３年以内と注釈がついていることか
ら、今回の議案は３年としている。しかし、土木建築
部内でもいろいろな意見があり、議論をしているとこ
ろであるが、委員からの指摘も踏まえて、土木建築部
としては５年の方向で検討していきたいとの答弁があ
りました。
　そのほか、駐車場の稼働率、ＥＶ充電器設置台数、
ＥＶ充電器の仕様等について質疑がありました。
　次に、乙第20号議案「指定管理者の指定につい
て」は、西原・与那原マリンパークの指定管理者の指
定について、地方自治法第244条の２第６項の規定に
基づき議会の議決を求めるものである。
　主な内容は、指定管理者となる団体は、株式会社ク
リード沖縄で、指定の期間は平成28年４月１日から
平成31年３月31日までの３年間であるとの説明があ
りました。
　本案に関し、西原・与那原マリンパーク地区は、Ｍ
ＩＣＥ施設の建設も予定されており、今後、かなりの
人の出入りが予想される。そのため、利用者の安全を
どのように確保するかということが重要になってくる
と思うが、この辺について県と指定管理者の間で取り
決めなどはあるのかとの質疑がありました。
　これに対し、警備の話だと思うが、今回、公募に当
たっては、事業者から管理運営方針等を出してもらっ
ている。その中で、保守点検についてはどういった作
業を年に何回実施するとか、警らを１日に何回実施す
るといったことをきちんと記述してもらっており、こ
の施設を安全に運営できる体制がとれる事業者を選定
している。人数までは県から言及していないが、現在
は18名体制で運営されており、４月以降の新しい契
約でも、その体制は維持されるものと考えているとの
答弁がありました。
　そのほか、災害復旧費用の負担割合、施設利用の許
可権者、指定管理者の収支等について質疑がありまし
た。
　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま
すが、採決の結果、乙第９号議案から乙第11号議案
まで、乙第19号議案及び乙第20号議案の議決議案５
件は、全会一致をもって可決すべきものと決定いたし
ました。

  以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ
ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終
わります。
○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり
ますが、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　これより乙第９号議案から乙第11号議案まで、乙
第19号議案及び乙第20号議案の５件を一括して採決
いたします。
　お諮りいたします。
　ただいまの議案５件は、委員長の報告のとおり決す
ることに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。
　よって、乙第９号議案から乙第11号議案まで、乙
第19号議案及び乙第20号議案は、委員長の報告のと
おり可決されました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○議長（喜納昌春君）　日程第８　乙第28号議案を
議題といたします。
　本案に関し、委員長の報告を求めます。
　米軍基地関係特別委員長新垣清涼君。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　　　〔米軍基地関係特別委員長　新垣清涼君登壇〕
○米軍基地関係特別委員長（新垣清涼君）　ハイサイ　
グスーヨー　チューウガナビラ。
　ただいま議題となりました乙第28号議案の議決議
案１件について、委員会における審査の経過及び結果
を御報告申し上げます。
　委員会におきましては、知事公室長の出席を求め慎
重に審査を行ってまいりました。
　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の
概要等について申し上げます。
　乙第28号議案「訴えの提起について」は、国土交
通大臣が沖縄県知事に対して行った公有水面埋立承認
取り消し処分に対する執行停止決定の取り消しを求め
る訴えを提起するため、地方自治法第96条第１項の
規定に基づき議会の議決を求めるものである。
　主な内容は、国土交通大臣が沖縄県知事に対して平
成27年10月27日付で行った公有水面埋立承認取り消
し処分に対する執行停止決定を取り消すこと、訴訟費
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用は被告の負担とすることであるとの説明がありまし
た。
　本案に関し、県は、裁判を起こすことだけが目的と
なっていないか、勝つ見込みはあるのか、裁判となっ
た場合、宜野湾市民は、裁判の決着がつくまで何年間
も危険性が除去されずに苦しむことになるが、それで
いいという考えなのか、それとも、この訴訟をするこ
とによって、一日も早く危険性から解放されると思っ
ているのかとの質疑がありました。
　これに対し、裁判の結果については予断を持って言
えないが、県としては、県の主張は適法・適正である
と立証していきたいと考えている。当然、勝つことを
目標に提訴するものである。普天間飛行場について
は、市街地の中心にあってさまざまな影響を与えてお
り、県としては、その早期返還、そして危険性の除去
は喫緊の課題であると思っている。普天間飛行場の固
定化はあってはならないと再三申し上げており、危険
性除去のため、一刻も早く５年以内の運用停止を進め
てほしいということを政府に対して求めているところ
である。一方、普天間飛行場の移設先については、県
外を求める民意が出ていると思っているので、普天間
飛行場の県外移設、そして辺野古新基地建設反対を申
し上げているとの答弁がありました。
　次に、国は県の埋立承認取り消しは違法だというこ
とで、既に代執行裁判が行われている。どちらが適法
かということは、埋立承認にかかわることなので、こ
の代執行裁判で決着がつくと思っているが、どうして
今、県が裁判を起こす必要があるのかとの質疑があり
ました。
　これに対し、県が埋立承認の取り消しを行ったこと
に対し、国は行政不服審査手続に基づく執行停止を行
い、それと同時に代執行手続という２つの手続を踏ん
でいる。今回、代執行については裁判が進んでいる
が、不服審査手続についてはまだ裁判でその適法性を
争うような状態になっていない。そのため、県として
は、代執行の手続とは別に、不服審査手続について
も、その適法性、違法性について争うべきと考え、抗
告訴訟を提起することにした。国が辺野古での工事を
再開したのは、県が行った埋立承認取り消しに行政不
服審査手続に基づく執行停止がかけられているためで
あり、国の工事をとめるためには、国が行った行政不
服審査手続に基づく執行停止の執行停止を求める訴え
を起こす必要があるとの答弁がありました。
　次に、普天間飛行場問題の解決には、国との対話の
場、協議の場をしっかりつくっていくということが重
要だと思うが、県の見解はどうかとの質疑がありまし

た。
　これに対し、しっかり協議をしなければならないと
いう提言については、県としては全く否定しない、賛
成である。国と協議をすることを県として拒んでいる
わけではない。そのため、この問題の解決のためにど
のようなことができるのか、あるいはどういった方策
があるのかについて、引き続き国と話し合っていけれ
ばと思っているとの答弁がありました。
　次に、国は、不服審査請求において、公有水面埋立
承認については、一般私人に対する免許とほぼ同様の
手続を踏んでいることから、国の承認についても私人
と同様だと立論をしているが、承認と免許は別々に
やっているわけで、手続が同じだから私人同様だとい
う理屈は通らないと思うが、県の見解はどうかとの質
疑がありました。
　これに対し、公有水面埋立法では免許と承認の両方
の手続がある。現実問題として、承認手続については
免許と違い国に対してさまざまな手続が免除されてい
る。したがって、承認手続をするということは、国と
して請求し、承認を得たということであり、決して私
人同等の立場ということにはならないと理解してい
る。そもそも行政不服審査手続は、私人の権利救済を
目的としている。国はその手続を使って県の承認取り
消しの執行停止を行っているが、これはまさに、工事
をするためにこの法律を便宜的に使ったと思われても
仕方がない行為だと考えているとの答弁がありまし
た。
　そのほか、代替施設を新基地と表現する理由、機能
強化と考える理由、久辺３区に移設した場合に迷惑す
る者、迷惑の具体例、代執行訴訟が結審した場合にお
ける抗告訴訟の取り扱い、裁判で主張する県の法律上
の利益、冒頭陳述で自己決定権を持ち出した理由、提
訴する時期、行政不服審査法が対象とするもの、沖縄
防衛局が主張する米軍プレゼンスの重要性に関する見
解、沖縄防衛局が提出した不服審査請求書に関する見
解、空軍と海軍が一体となった米軍基地の有無等につ
いて質疑がありました。
　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま
すが、採決に先立ち、乙第28号議案については、自
民党所属委員から反対する旨の意見表明があり、採決
の結果、乙第28号議案は、賛成多数をもって可決す
べきものと決定いたしました。
　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ
ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終
わります。
○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり
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ますが、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　これより討論に入ります。
　本案に対する討論の通告がありますので、順次発言
を許します。
　花城大輔君。
　　　〔花城大輔君登壇〕
○花城　大輔君　失礼いたします。
　乙第28号議案「訴えの提起について」、反対の立
場から討論を行います。
　去る11月17日、国土交通相が翁長知事のなした埋
立承認の取り消しを違法として、福岡高裁那覇支部に
提訴したことで新たな段階に入りました。そのような
中、沖縄県が執行停止の決定の取り消しを求める裁判
を起こす。県民の立場から実にわかりにくい現状であ
ります。
　国が起こした裁判の結果が出たら、県も執行停止の
決定の取り消しの裁判を起こす必要はないはずであり
ます。その必要性のない裁判に1334万3000円の予算
をかける。同時に、今沖縄県は埋立承認の問題等で宜
野湾市民から提訴されております。沖縄県が国から訴
えられる。そして、県が国を訴える。県民から沖縄県
が訴えられる。まさに異常事態であります。なぜ翁長
知事はその政治力や交渉力を発揮しないのか、非常に
残念であります。
　裁判闘争は裁判の結果が出されても、それぞれの立
場の主張は対立して残ったままになるということであ
ります。対立を回避する、対立を解消させていくとい
うのが政治力であり、知事のリーダーとしての資質だ
と考えます。
　結局は、提起される「埋立承認取り消し効力を停
止」を違法とする訴訟は埋立承認問題に係る代執行訴
訟に包括されるべき事案であります。一方の代執行の
訴訟の判決が出れば、今議案の「訴えの提起につい
て」の目的というものは同時に達成できると私は考え
ております。
　そのように埋立承認という同じテーマの部分を、国
も県も同時にあえて裁判を行うことは無駄の骨頂であ
ります。代執行訴訟は、事務的にかなり速いペースで
２月中にも結審するとも言われております。仮に代執
行訴訟が高裁から最高裁に持ち込まれたと仮定したと
しても、県が提起する裁判よりはかなり早い結審にな
ると思っております。結果的に、そういう種類の裁判

を提起する、また、1300万円余りの予算をかける、
県職員もそれに対応させる。そのような異常な事態と
断ぜるを得ないその裁判の結果が出たときに、沖縄県
知事の責任問題というものはどのようになっていくの
か。そのような総合的な見通しも含めて、今回の裁判
というものは、私どもは県議会としても、冷静かつ慎
重に考えていかないといけないと思っているわけであ
ります。
　前県政が埋立法に基づき、厳しいまでの審査の結果
として、埋立承認の行政手続を取り消すことは全国的
にも事例がないこと。行政の継続の原則は担保されな
ければならないことからも、多くの学識者は県の勝訴
はあり得ないとの見方もある。中でも、沖縄の事情に
精通した福岡高等裁判所の元大塚判事は、沖縄のマス
コミの番組の中で、国の代執行訴訟問題について発言
をしています。要約は、前知事が埋立法に基づき審査
し、辺野古基地埋立承認を知事が変わったからといっ
て、取り消すということについてはわけがわからない
という発言をしております。国の委託事務について、
知事が拒否することはできないと明確に発言している
わけであります。沖縄の事情に精通した元判事の発言
は大変重たいものがあり、耳を傾けなければならない
と思います。
　いずれにいたしましても、本議案であります「訴え
の提起について」は、県議会の良識と品格が問われる
ことになります。
　以上を申し上げ、反対の討論といたします。
○議長（喜納昌春君）　玉城義和君。
　　　〔玉城義和君登壇〕
○玉城　義和君　賛成討論を行いますが、その前に一
言だけ申し上げておきます。
　私も沖縄県が裁判闘争になることを決して好ましい
ことではないと思っております。本来、沖縄県の民意
というものは、昨年出尽くしているわけでありますか
ら、当然それをしんしゃくして、政府・自民党が政治
決断をすべき、こういう局面であります。その民意を
受けて、辺野古の基地は中止をするということが本来
政治のあるべき姿であって、それを裁判に持ち込むこ
とは政治の責任の放棄であって、私は好ましいことで
はないと思います。ただ、売られたけんかであります
から、これは買わざるを得ない。そういう意味でこの
裁判について、訴えの提起について、以下申し上げた
いというふうに思います。
　私は、今回の国土交通大臣による執行停止決定は、
行政不服審査法の趣旨にもとる違法なものだと考えて
おります。行政不服審査法第１条は、この法律の趣旨
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として、「この法律は、行政庁の違法又は不当な処分
その他公権力の行使に当たる行為に関し、国民に対し
て広く行政庁に対する不服申立てのみちを開くことに
よつて、簡易迅速な手続による国民の権利利益の救済
を図るとともに、行政の適正な運営を確保することを
目的とする。」と定めております。ここに言う国民と
いうのは、一般国民、つまり個人あるいは法人を指し
ます。沖縄防衛局長が国土交通大臣に提出した審査請
求書を見ますと、審査請求人の欄に沖縄防衛局長井上
一徳と記載されております。沖縄防衛局は個人でもな
ければ法人でもなく、社団や財団でもなく国の一機関
であります。審査請求書には沖縄防衛局、その長とし
ての局長の肩書きと名前、沖縄防衛局の所在地が書か
れていますが、行政不服審査法にはそのような記載事
項の規定はありません。国自体が明確な法律違反をし
ているのであります。
　審査請求適格についてでありますが、沖縄防衛局長
は免許と承認はほぼ同様の手続で同様の基準のもとで
処分を受けたので、私人と同様の立場で審査請求適格
を有すると主張しております。しかしながら、公有水
面埋立法第２条第１項は、「埋立ヲ為サムトスル者ハ
都道府県知事ノ免許ヲ受クヘシ」と定める一方、第
42条第１項では、「国ニ於テ埋立ヲ為サムトスルト
キハ当該官庁都道府県知事ノ承認ヲ受クヘシ」と定め
ております。これを率直に読むならば、国が埋め立て
をしようとする場合は、知事の承認を受ける、それ以
外の者が埋め立てをしようとする場合は免許を受ける
という仕組みになっていること、誰の目にも明らかで
はありませんか。また、免許と承認とは法律上の取り
扱いも異なっているのであります。それにもかかわら
ず、沖縄防衛局長は審査請求書の中で、一般の私人と
同様の立場で埋立承認を受けたので、審査請求適格を
有すると主張しているのであります。しかしながら、
前知事は国の機関である沖縄防衛局長に対して公有水
面埋立承認を行ったのであって、井上一徳氏個人に承
認を与えたわけではありません。まさにこれは法律を
曲解する強弁以外の何物でもありません。さらに理屈
に合わないのは、入り口のところでは私人と同様の立
場であると言いながら、審査請求書の中身を見ます
と、外交上、防衛上の利益や日米同盟の維持、米軍の
プレゼンスなど、国の立場でしか主張し得ないことが
述べられている点であります。私人と同じ立場と言い
つつ、国の立場でしか言えないことを主張するという
のは全く筋が通っておらず、矛盾かつ不当でありま
す。個人同様という、同様という言葉を編み出し、ご
まかすというまるで手品ではありませんか。

　これだけの問題がある中で、あろうことか国土交通
大臣のその言い分をそのまま認め、それを前提として
執行停止を決定いたしました。それと同時に政府は、
知事の承認取り消しは違法であるとして、地方自治法
に基づく代執行等の手続に着手する旨の閣議了解をし
ております。国土交通大臣が行政不服審査法における
審査庁としての立場と地方自治法における公有水面埋
立法を所管する大臣の立場を都合に応じて使い分けて
いるのは明らかであります。
　この執行停止決定は、代執行訴訟に承認取り消しの
効力をとめる執行停止の手続がないことから、埋立工
事を行うための方便として行われたものと言わざるを
得ないのではないかと私は考えております。この決定
によって、辺野古への移設を唯一の解決策とする閣議
決定がある中で、内閣の構成員である国土交通大臣
が、同じ内閣の構成員である防衛大臣の指揮を受け
る、沖縄防衛局長が行った審査請求において、適切な
判断を行うことは期待し得ないということが明らかに
なりました。
　この審査請求手続は、中立性・公正性を欠いてお
り、そもそも行政不服審査制度の趣旨に反する違法な
ものであると考えております。政府は、我が国は法治
国家であると繰り返し述べております。このことにつ
いて、翁長知事はすれすれ法治国家とコメントされま
したが、まさにそのとおりであります。無理な手法を
用いて、恒久的な基地を何が何でも沖縄に押しつけよ
うとする政府の姿勢は、辺野古新基地建設に反対する
多くの県民の思いを踏みにじるものであり断じて容認
できません。
　議案に係る抗告訴訟の提起は、辺野古の埋立工事を
とめるために有効な手段であります。また、今申し上
げましたように、本県の執行停止決定は違法であると
確信しております。しっかりとした論理を構成して臨
めば、必ず沖縄県の主張は通るものと確信をしており
ます。
　以上、乙第28号議案「訴えの提起について」、賛
成の立場から討論を行いました。
　議員の皆様の御賛同を賜りますようお願いを申し上
げて討論を終わります。
　ありがとうございました。
○議長（喜納昌春君）　嘉陽宗儀君。
　　　〔嘉陽宗儀君登壇〕
○嘉陽　宗儀君　賛成討論を行います。
　乙第28号議案「訴えの提起について」の討論を行
います。
　本議案は県知事が辺野古新基地建設に係る公有水面
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埋立承認を取り消したことに対し、沖縄防衛局長から
の審査請求及び執行停止の申し立てを、平成27年10
月27日に国土交通大臣が当該埋立承認取り消しの効
力の執行停止を決定したことに対して、行政事件訴訟
法の規定に基づき、県が国土交通大臣の執行停止決定
の取り消しを求める訴えを提起するため、訴訟に要す
る経費を計上したものであります。
　県民の立場からすれば、民意を権力で県民の抵抗を
押し潰し、政府の言いなりに新基地建設を進めようと
するものであり、絶対に認められるものではありませ
ん。この議案は、県民の誇りを守るために、県民は決
して屈しないという意思を全国に発信するためにも、
県民代表としての県議会の意思を示すためにも全会一
致で可決していただきたいものです。
　そもそも前知事が行った埋立承認は、経過を見れば
明らかなように違法であり、疑惑に満ちたものであり
ます。何ひとつ県民を納得させるものではありませ
ん。特に、私はたびたびこれを持ち出して説明してい
ますけれども、これは前知事が行った埋立承認書で
す。（資料を掲示）　この中身には、前知事は現段階
でとり得ると考えられる環境保全措置が講じられてお
りということが書いてありますけれども、ところが、
埋立環境調査報告書を見ると、実に中身がずさんに
なっているということで、例えば、埋立承認書を見れ
ば、環境保全措置がとられていないにもかかわらず承
認したことが明確になっています。県は防衛局に環境
アセスを出したときに、１次から４次にわたって187
項目の質問をしていますがまともな答えをしていませ
ん。環境保全策について、必要に応じて専門家の指導
助言を得て必要な措置を検討し、適正に実施していく
という表現が42カ所もあります。それから、必要に
応じて対処しますが53カ所、同じような具体的な環
境保全策が不明の表現が合計321カ所もあります。こ
のような環境保全策が不明な表現が合計321カ所あり
ますが、このような防衛局の態度は、沖縄県民を無能
扱いにして県民をだまして、基地建設を違法に進めよ
うとするものであり許されません。
　この中身、ぜひ各議員の皆さん方も目を通してほし
いと思うんですけれども、できないものを適否・適い
ろいろ書いていますけれども、環境保全策ができない
にもかかわらず、声ではゴーサインを出しているとい
うのがいっぱいあります。
　だからそもそもこの裁判はやるべきではない、やる
べきではなかったんです。この埋立承認書のとおりに
防衛局と県が協議をして取り組んでいたならば、埋め
立てそのものが起こるはずはなかったんです。それを

無理して米軍のために、向こうに強度な米軍基地をつ
くるために公有水面埋立法を無視して進めているとこ
ろに最大の問題があるわけです。そういう意味では、
こういうやり方を沖縄県議会として許すわけにはいか
ないと思います。
　防衛局長が国土交通大臣に出している審査請求書と
いうのがありますけれども、この中身を読んでみます
と、防衛局自身があの埋め立てでは自然環境を保全で
きない、この中にはいっぱいあります。であるにもか
かわらず、強引に力ずくで沖縄県がとった埋立取り消
しを裁判に訴えてでもねじ伏せるというようなことは
絶対認められない。そういう意味では、ぜひ県議会の
良識を発揮してこの議案が通るように皆さん方の賛成
を得たいということを申し上げまして討論とします。
○議長（喜納昌春君）　以上で通告による討論は終わ
りました。
　これをもって討論を終結いたします。
　休憩いたします。
　　　午前11時33分休憩
　　　午前11時35分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　これより乙第28号議案を採決いたします。
　本案に対する委員長の報告は、可決であります。
　お諮りいたします。
　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の
諸君の起立を求めます。
　　　〔賛成者起立〕
○議長（喜納昌春君）　起立多数であります。
　よって、乙第28号議案は、委員長の報告のとおり
可決されました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○議長（喜納昌春君）　日程第９　甲第１号議案及び
甲第５号議案を議題といたします。
　各議案に関し、委員長の報告を求めます。
　総務企画委員長山内末子さん。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　　　〔総務企画委員長　山内末子さん登壇〕
○総務企画委員長（山内末子さん）　ただいま議題と
なりました甲第１号議案及び甲第５号議案の予算議案
２件について、委員会における審査の経過及び結果を
御報告申し上げます。
　委員会におきましては、総務部長の出席を求め慎重
に審査を行ってまいりました。
　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の
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概要等について申し上げます。
　まず、甲第１号議案「平成27年度沖縄県一般会計
補正予算（第２号）」は、沖縄振興特別推進交付金を
活用した事業のほか、当初予算成立後の事情変更によ
り緊急に対応を要する経費等について、予算を編成す
るものである。
　補正予算案の総額は、歳入及び歳出ともに19億
6137万円で、補正後の改予算額は、7504億8664万
1000円となる。
　歳入の主な内容は、現年課税分の自動車取得税、児
童保護費の国庫負担金及び沖縄振興特別推進交付金等
の国庫補助金、平成26年度決算剰余金の一部を活用
する繰越金、都市モノレール建設受託金等の諸収入、
沖縄振興特別推進交付金事業等のため発行する県債で
ある。
　歳出の主な内容は、自動車取得税の増収に伴う市町
村への交付に要する経費、沖縄振興特別推進交付金を
活用した市町村事業の推進に要する経費、ひとり親家
庭に対する認可外保育施設利用料の負担軽減に要する
経費、工芸の杜（仮称）及び工芸振興センターの整備
に要する経費、沖縄都市モノレール延長整備事業に係
る那覇市道石嶺線整備の補助に要する経費、沖縄県総
合運動公園陸上競技場への大型映像装置用カメラ設置
に要する経費、那覇空港管制塔建設工事に伴い国から
受託する文化財発掘調査に要する経費などであるとの
説明がありました。
　本案に関し、本県の振興予算等の執行率に関して繰
越額や不用額の多さが指摘されているが、執行率向上
への取り組みはどうなっているのかとの質疑がありま
した。
　これに対し、予算執行率の向上のため、毎月、執行
状況を確認・把握し、ソフト交付金に関しては、事業
スキームの見直しや新たなニーズ、執行見込みのある
事業及び市町村事業に振りかえて不用額の減少を図
り、また、ハード交付金に関しては、債務負担行為の
設定により年度当初から着手できるようにし、執行率
の向上を図りたいとの答弁がありました。
　次に、沖縄振興特別推進交付金を県事業分から市町
村事業分に振りかえるのはなぜかとの質疑がありまし
た。
　これに対し、県庁内の毎月の執行管理会議におい
て、今後の執行状況及び不用見込みを把握し、県事業
内での振りかえ作業を行った後、ニーズが多く年度内
完了が見込める市町村事業分に振りかえて執行するこ
とにしたものであるとの答弁がありました。
　そのほか、繰越明許費に係る事業の内容、繰越額の

総予算に占める割合及び他府県より多い理由、自動車
取得税の増加理由、エコカー減税がない場合の税収見
込み額などについて質疑がありました。
　次に、甲第５号議案「平成27年度沖縄県一般会計
補正予算（第３号）」は、普天間飛行場代替施設建設
に係る公有水面埋立承認の取り消しについて、行政事
件訴訟法の規定に基づき、県が国土交通大臣が行った
執行停止決定の取り消しを求め訴えを提起するため、
予算を計上するものである。
　補正予算案の総額は、歳入及び歳出ともに1334
万3000円で、補正後の改予算額は、7504億9998万
4000円となる。
　歳入の内容は、平成26年度決算剰余金の一部を活
用する繰越金である。
　歳出の内容は、訴訟に要する経費であるとの説明が
ありました。
　本案に関し、抗告訴訟に係る予算の内訳はどうなっ
ているのか、また、追加経費の発生はあるのかとの質
疑がありました。
　これに対し、補正予算の内訳は、４つの法律事務
所、７名の弁護士に対する訴訟業務の委託料916万
3000円、及び当該訴訟対応分の旅費418万円となっ
ている。また、今回の経費は、訴訟が結審するまでの
弁護委託料と年度内の対応旅費を計上しており、訴訟
が新年度まで継続した場合には旅費の追加が必要にな
る可能性があるとの答弁がありました。
　そのほか、抗告訴訟に至った原因、想定している新
たな訴訟、行政不服審査法の趣旨、同法律で規定する
国民と沖縄防衛局長との関係などについて質疑があり
ました。
　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま
すが、採決の結果、甲第１号議案は、全会一致をもっ
て原案のとおり可決すべきものと決定し、甲第５号議
案は、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきもの
と決定いたしました。
　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ
ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終
わります。
○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり
ますが、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　これより討論に入ります。
　甲第５号議案に対する討論の通告がありますので、
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順次発言を許します。
　照屋守之君。
　　　〔照屋守之君登壇〕
○照屋　守之君　おはようございます。
　甲第５号議案「平成27年度沖縄県一般会計補正予
算（第３号）」、そこの部分の辺野古埋め立て取り消
しの裁判に係る議案、1334万円の補正額について反
対の立場から討論を行います。
　先ほど「訴えの提起について」、玉城義和議員が裁
判闘争によらない解決、私も賛同しております。やっ
ぱりオスプレイ配備反対のオール沖縄体制の事務局
長、次長は、心が合っていますよ。あのオール沖縄体
制をどうやって築き上げたかというそういう難しさを
わかっておりますから。ですから、私はオール沖縄
は、選挙利用だということで批判をしておりますけれ
ども、今回の取り組みについても、義和議員、やっぱ
りこれは知事に申し出て、自民党の意見もしっかり聞
いたほうがいいよ、公明党の意見もしっかり聞いたほ
うがいいよ、というふうなことであれば、しっかりこ
の法的な手続ではなくて民意に沿ったそのような話し
合いがスタートできたと思っております。残念ながら
しかし、恐らく玉城義和議員がアドバイスしても、知
事は聞く耳を持たなかったと思うんです。これは、最
初から翁長知事が選挙結果とかそういう民意のもと
に、そういう国の立場も理解をしながら県の立場を主
張していくというようなことであれば、ちゃんとした
協議ができたわけであります。残念ながら翁長知事
は、この国に対して法律的な手続、埋立承認というこ
の法的な手続、そこから、真っ向から対立をしていく
わけであります。これ行政手続に関する法的な問題で
すから、これはもう話し合いどころではなくて、集中
協議もやりましたけれども、なかなかそれも功を奏さ
ないということもあって、裁判闘争に至ったという、
そういうことを私は考えているわけであります。
　ですから、これはやっぱり、オール沖縄という主張
をするからには、現在のオール沖縄はもう自民党・公
明党入っておりませんからね。この問題について、そ
の当時はオスプレイ配備反対で一点集中しました。普
天間飛行場の返還という形でそういう問題を捉えて、
オール沖縄でどう取り組むかというふうなことになっ
ていけば……（発言する者あり）
○議長（喜納昌春君）　静粛に、静粛に。
○照屋　守之君　この民意の尊重という観点から、政
府としっかりとした冷静な協議ができたものだという
ふうに考えるものであります。
　今回、私は予算についての反対をさせていただきま

すけれども、この予算を中心にやりますけれども、先
ほどの「訴えの提起について」も含めて、その予算面
とどういうことをやるのかという内容も伴いますか
ら、問題提起をさせていただきますけれども。
　この予算、我が沖縄県の一般会計予算の３分の２は
国からいただいております。地方交付税も含めてです
ね。約３分の１しか自己財源はありません。そういう
ふうな形で運営をしているという中で、今回、翁長知
事が就任をして、財政的に予算的にどういうふうなこ
とをやってきたのかということを振り返ってみます
と、今、アメリカに沖縄県駐留の事務所を設置してお
ります。これは、職員を配置したりあるいはまた特別
職を配置して、１年間で約１億円ぐらいの予算がかか
るということになっております。これだけの大きなお
金がかかります。同時に、就任してから、辺野古基地
の対策課、独自で対策課をつくって、普天間返還対策
課ではなくて、辺野古の基地に対応する対策課、つま
り反対をしてつくらせないという課をつくっているわ
けですね。これで10名余り職員配置しておりません
か。
　私は、行政の一番の大きなコストは人件費だと思っ
ております。県行政一般会計予算の約３分の１しか私
どもは自己財源はないという形で申し上げましたけれ
ども、この全体の予算の３分の１は人件費です。福利
厚生も含めてですね。そういたしますと、辺野古基
地の対策課に相当の、11名もし仮に対応するとする
と、年間で１億円余り近くの予算がそこで人件費とし
て活用されるという、そういう事態になっているわけ
です。
　同時に、辺野古の埋立承認の取り消しにまつわるさ
まざまな動きがありました。第三者委員会の報償費と
いうんですか、この手当、委員の。岩礁破砕云々とい
う形で、独自でまた調査をする。そういうふうな予算
も活用しているわけであります。
　そういうふうな、さまざまな予算を活用し、この１
年間で、わずか１年間でそういうふうな形でどんどん
予算も使うということが行われているにもかかわら
ず、現状は辺野古の作業が進められ、普天間飛行場
の返還については、何らめどづけがない。裁判闘争
に陥っているわけであります。ですから、私はこの
1334万円の予算の活用、このことについては、県議
会挙げてしっかりこれまでやってきた部分の１年間の
そういう予算の支出がどういう効果があって、今後ど
ういう可能性があるのか。辺野古をつくらせない、反
対、それ実現のために本当に有効に財源を活用され
ているのかというふうな観点もありますから、この
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1334万円の予算の活用について問題提起をしている
わけであります。
　私は、翁長知事の基地問題、辺野古反対、つくらせ
ないと普天間飛行場返還の実現に期待をしておりまし
た。翁長知事の自民党としての議員、あるいはまた那
覇市長としての長年の政治家としての政治力、交渉
力、あるいは実績、そのことにこの沖縄県の辺野古の
問題、普天間問題を解決していくという期待をしてお
りました。さらに翁長知事は、県議時代には、辺野古
移設を積極的に推進をしてきた政治家であります。当
時の県議会において、辺野古誘致の決議を行うなど、
約20年にわたる、平成８年に日米合意がなされてこ
の問題が協議されてきましたけれども、この辺野古普
天間問題の全てを知り尽くしている政治家ではないか
なという、そういうことを考えておりまして、そうい
う翁長知事は、この問題を解決してくれるだろうとい
う期待をしていたわけであります。
　しかしながら、就任以来この１年の辺野古をつくら
せないや、あるいは普天間返還の政治手法と取り組み
に、今、私は疑問を抱いております。何よりも不思議
なことは、辺野古問題の原点である普天間飛行場の返
還について、私は、今、知事公室長が返還を求めてい
るとかいろいろ説明をしておりますけれども、これは
事務的な返還要求だというふうに捉えております。翁
長知事の普天間返還の取り組みは、就任１年になるに
もかかわらず、普天間飛行場の現場視察を正式に行っ
ていない、そのことが明らかになって、基本的にこの
普天間飛行場の現状というか、危険性というか、そう
いうそのもの自体、認識をしていないんだなというこ
とを感じるわけであります。知事は、答弁で、個人的
には普天間飛行場を見ていると、そのような趣旨の説
明をしております。私が申し上げる視察というのは、
宜野湾市長やあるいは宜野湾市の関係部局、あるいは
また防衛局でもいいかもしれませんね、そういう方々
に現場の立ち会いを求めて、普天間飛行場の危険性の
状況、あるいは訓練の状況、さらには基地被害の状
況、あるいはまた地域住民の反応とか、あるいはまた
国の対応とかそういうのを現場で協議をして、市と県
が連携をして、この問題解決を図っていく。そういう
のもあわせた形での現場視察を言っているわけであり
ます。私も、何回も個人的には回っていますよ。大変
ですねと通りすがり回っていますけれどもね。ですか
ら、この程度で知事がやってもらっては困るという、
そういうふうなことです。
　今、宜野湾市長選挙が近づいておりますから、もう
そのようなことはできないはずであります。このこと

について、我が沖縄県議会で就任１年後、県議会で知
事に対して普天間飛行場視察に行きましたかどうかと
いうそのもの自体を取り上げてやらないといけない。
これ非常に残念に思うわけであります。
　私は、普天間飛行場の返還を翁長知事が実現できれ
ば、辺野古問題はなくなると思っております。そう思
いませんか、皆さん。翁長知事は、今、辺野古をつく
らせないという形で特に力を入れておりますけれど
も、翁長知事が普天間返還を実現すれば反対運動も裁
判もなくなるわけであります。
　せんだって私は、翁長知事が普天間返還を実現する
ために提言をさせていただきました。
　１つ目、県と国は、立場の違いを認め合った上で、
解決策を冷静に協議をする。２つ目、かわりの案を県
と国が協議をする。知事は、国に求めておりますけれ
ども、これはやっぱり県と国が協議をした上で解決策
を見出していくという、このことを翁長知事が国に提
案して、ぜひ進めていただきたい。このことを改めて
提案をするわけであります。
　さて、裁判の費用1334万3000円がかかるとのこと
です。私は、先ほどから申し上げておりますように、
この普天間返還のめどがつく、この問題が解決する、
この目的であれば喜んで賛成をさせていただきます。
しかしながら、今回の裁判によって、辺野古問題がよ
り複雑になるだけだと私は考えておりまして、普天間
返還にはつながらない。そのように思っているわけで
あります。
　国は、普天間返還と辺野古問題は一体で取り組んで
おります。沖縄県は、辺野古をつくらせない、このこ
とと、普天間返還は一体の取り組みではないと考えて
おります。今、国の代執行裁判が行われておりますけ
れども、次のように私は理解をしております。
　この裁判で、県が勝てば、埋立承認は取り消され、
したがって国は作業ができずに中止になると思ってお
ります。そうなると、普天間飛行場は、現在地にその
まま残ることになります。県は、新たに普天間返還問
題に取り組むことになるわけでありますけれども、国
は、最高裁の判決が出たら、それに従わないといけな
い。そのような立場であります。国が普天間返還と辺
野古問題とを一体で取り組んでいるとは、このような
ことであります。一方――先ほどは県が勝ったときで
すね。次、国が勝てば、辺野古の作業は進められます
と、そして普天間飛行場は、返還に向けて進んでいく
というふうに考えるものであります。裁判で決着をつ
けるとは、私はこのようなことだと理解をいたしてお
ります。国も県も裁判、高裁や最高裁の判決には従わ
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ないといけないわけであります。
　今回のこの裁判で、県の求める利益について尋ねま
したら、自然環境の保護が県の利益だと言っておりま
す。沖縄県は、県民全体の行政ですから、県の利益に
ついては、多角的に検討することが求められていると
私は考えております。一方の利益のみを県は追求して
はならない。そのように思うわけであります。
　今回の埋立承認がもたらす県民に対する利益は、ま
ず宜野湾市民であります。事故から生命や財産を守
る。これは、非常に大きな利益であります。普天間飛
行場の返還後、はかり知れない経済発展が利益として
もたらされます。私どもは、基地返還後に鉄軌道導入
も計画をするわけでありますけれども、これはやっぱ
りそういう利益も絡んできます。さらにまた、辺野古
地域の皆様方の利益はどうなるかということでありま
す。今、辺野古地域の整備について、国から直接支援
をするという、そういう利益がございます。漁業組合
の皆様方には御承知のように、保証された金額、利益
があるわけであります。今後、その地域については、
昭和30年、31年、その時代にかなり経済的に活況を
呈したということを伺っております、辺野古地域です
ね。そういうような形で、経済的な利益もあるわけで
あります。
　そしてまた、一方で、これは、県と国の対決ですか
ら、国の利益もあるはずであります。国は、我が日本
国を守っていくという大変大きな責務がありますか
ら、国防上の利益があるわけであります。それにあわ
せて、我が沖縄県は、尖閣諸島を守っていく、県土を
守っていくという、そういう利益もあるわけでありま
す。
　ですから、先ほど申し上げましたように、今回の裁
判で県が受ける利益、環境の保護、この１点だけであ
ります。県民の受ける利益は、はるかに膨大にござい
ます。国もそうです。そうなりますと、本来我が沖縄
県、県行政とすると、これを進めていくときに、この
県民にどういうふうな利益があり、どういうふうな不
利益があり、その利益をトータル集めてそれを精査し
た上で、どのほうが利益が多いのかという、そういう
観点で行政は進める立場であると私は考えておりま
す。ですから、一方的に、環境の意味の利益というこ
とで、この裁判を起こす。そういうふうなことは、県
民全体からの利益という観点からも許されることでは
ないと、私は考えているわけであります。
　そして、今回の裁判、今、提起されている国の代執
行裁判の判決がおりれば、埋立承認に対する国、県、
その責任が明確になるわけでありますけれども、あえ

てこういう中で新たな裁判を1334万をかけて提起し
ていくということの中で、今、進められている辺野古
の作業を停止させる。そういう目的もあるとのことで
あります。作業を停止して、一体その後どうするんで
すか。残念ながら具体的なこの説明はございません。
作業をとめるのが目的、とめた後どうするんですかと
いう、そこに県民は大きな関心があるわけでありま
す。国は、県の求めに応じて８月から１カ月間作業を
停止して集中協議を行ったわけであります。作業をと
めて、集中協議を行ったわけであります。しかしなが
ら、そのチャンスがあったにもかかわらず、県はつく
らせない、工事をずっととめ続けるという、そういう
ふうなことが実現できなかったわけであります。です
から、しばらく前に１カ月間作業を停止しても何ら効
果のない、そういうものを裁判に求めて、停止させ
て、その後はわかりませんという、こういうふうな裁
判を起こす予算の活用というのは、やっぱり県民の理
解は得られないわけであります。
　先ほどから、くどく言っておりますけれども、私
は、普天間飛行場の返還を実現することが目的です。
この一つ一つの仕事をとめるとか、作業をとめるとか
というそういうふうなことで公の予算を使うべきでは
ないと考えているわけであります。
　同時に、この審議の中でもありますけれども、一体
全体この裁判を通して、今後、県がどのような形でこ
の辺野古つくらせないを実現して普天間返還の実現を
図るのか、その道筋を我々議会にも県民にも示すこと
ができないわけであります。私どもは問題解決が主で
すから、この問題解決のためにこういうような道筋で
頑張っていきます。この裁判、この裁判、こうやって
いきますというふうなことがあればいいわけでありま
すけれども、その説明がない。説明がないというより
は、そういう考えがないというふうに言ったほうがい
いのではないかと私は考えているわけであります。
　私は、そういうことも含めて今回、県の訴訟は見
送って、国の代執行裁判の判決が出て、その中で、
県、新たに対策を考えて、どういう形でこの問題解決
を図っていくのかということを、先ほど玉城義和議員
からもありましたけれども、そのときにぜひ自民党に
も来てください。一緒に協議をして、こういうふうに
具体的にしていくと解決の方向が探れるはずだという
ことを、戦略を立て直してやっていかないと、ずるず
るずるずる反対、つくらせないということが起こっ
て、結局、県と国が対立をしたままずっとやっていき
ますから、さまざまな影響が出ていくというそういう
ふうなことになるわけであります。ぜひ頑張ってもら
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いたいというふうなことです。
　そのきっかけとして、国は、普天間の５年以内の運
用停止は、辺野古移設が前提条件だと明言をしており
ます。その前提条件が明言になっているということを
わかっているにもかかわらず、県は、５年以内の運用
停止を求めるというふうにしております。ここの部分
から、私は、共通の認識というか協議が、糸口がとれ
るのではないかなというふうに考えているわけであり
ます。
　いずれにしても、今、発生している全ての問題は、
普天間飛行場の返還、このことについて、県と国が共
通テーマとして問題解決を図る、それを沖縄県知事が
どう道筋をつくっていくか、そのことだけだと思うわ
けであります。ですから、今回の裁判の訴えはやめ
て、速やかに話し合いをしていただきたい。
　以上申し上げて、反対の討論といたします。
○議長（喜納昌春君）　比嘉瑞己君。
　　　〔比嘉瑞己君登壇〕
○比嘉　瑞己君　私は、うまんちゅの会を代表して、
ただいま議題となっています甲第５号議案「平成27
年度一般会計補正予算（第３号）」について賛成する
立場から討論を行います。
　この補正予算は、翁長知事が行った辺野古埋立承認
取り消しについて、安倍内閣の石井啓一国土交通大臣
が執行停止を決定したことに対する、抗告訴訟の予算
であります。今、国は沖縄県を相手取って代理訴訟を
行っております。本来であれば、その判決が出るまで
は、あの新基地建設の工事はできないはずでありま
す。この抗告訴訟は、こうした今まさに行われている
安倍政権の強権的な基地建設作業をとめるための訴訟
であります。沖縄県民の圧倒的民意に応えるための訴
訟であり、私たちは全面的に支持をするものでありま
す。
　県民の皆さん、辺野古に今つくられようとしている
新基地は、あの美しい大浦湾の海を埋め立て、これま
でにはなかった滑走路を２本にふやし、弾薬庫の機能
もふやし、巨大な軍艦も接岸できるようにする、そ
してその基地は、今後200年以上も沖縄に固定化をす
る、アメリカの最新鋭、最強の新基地建設でありま
す。
　私たち沖縄県民は、これまでこの新基地建設をとめ
るためにオール沖縄の島ぐるみの運動であの建白書を
安倍総理に手渡しました。建白書には、危険なオスプ
レイの配備撤回、普天間基地の閉鎖・撤去をし県内移
設を断念すること、このことを求めております。今私
たちが頑張るべきその道は、この建白書の立場で心を

一つに頑張ることではないでしょうか。辺野古移設を
断念することができれば、必ずや普天間基地は閉鎖・
撤去に追い込むことができる、このことに確信を持つ
ものであります。
　さて、翁長知事は10月13日、仲井眞前知事が公約
を覆して行った辺野古埋立承認について、県知事とし
ての権限を行使して、法にのっとって歴史的な取り消
し処分を行いました。ところが翌日14日、沖縄防衛
局は行政不服審査請求を用いて、翁長知事の取り消し
について執行停止を求め、27日に国土交通大臣が決
定を下し、再び辺野古新基地建設の作業を強行しまし
た。
　そもそも行政不服審査法は、違法・不当な公権力の
行使から「国民の権利利益の救済を図る」ことを目的
としてつくられた法律です。辺野古新基地建設を進め
る国の行政機関である沖縄防衛局が、国民と同じ私人
に成り済まし執行停止を申し立てる。そしてそれを判
断するのは、同じ国の行政機関である国土交通省。こ
れでは、国が国をかばい合う自作自演、最初から結論
ありきの出来レースだと批判されるのも当然のことで
す。しかも、執行停止を決定した同じ日には、安倍内
閣は、知事のかわりに国が埋め立てを承認する代執行
手続を進めることを閣議決定し、その後沖縄県を訴え
ました。自分たちの都合のいいように、私人と国を使
い分け、沖縄県民の民意を押さえつけるその姿勢は、
法治国家にもとる卑劣な行為だと言わざるを得ませ
ん。翁長知事が歴史的な埋立承認を取り消した以降、
安倍政権はこれまで以上に強権的な姿勢をあらわにし
ております。抗議行動が続くキャンプ・シュワブゲー
ト前に警視庁の機動隊100人以上も動員し、県や名護
市の頭越しに辺野古周辺３区に直接予算を支出するよ
う決定する。沖縄担当大臣は、振興予算と基地のリン
ク論を公然と認める発言をしたりと、県民の気持ちに
寄り添うとは到底思えない、不公正きわまりない横暴
的な態度であります。
　しかし、こうした政府の強権的な姿勢は、翁長知事
の埋立承認取り消しによって、新基地建設を進める唯
一の法的根拠を失った安倍政権の焦りのあらわれでも
あると思います。辺野古新基地建設反対、普天間基地
の閉鎖・撤去、これを求める沖縄県民の圧倒的民意
は、この国の地方自治や民主主義のあり方を問いか
け、その世論と運動は、今大きく広がっております。
　安倍政権が翁長知事の承認取り消しを執行停止し、
新基地建設作業を強行している今、今回の抗告訴訟
は、あらゆる手法を用いて辺野古に新基地はつくらせ
ない、翁長知事の公約実現のために当然行うべき訴訟
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であり、圧倒的多くの県民が支持していることに確信
を持つものであります。
　よって、甲第５号議案「平成27年度一般会計補正
予算（第３号）」について賛成をするものです。
　議員各位の御賛同をよろしくお願いいたします。
○議長（喜納昌春君）　以上で通告による討論は終わ
りました。
　これをもって討論を終結いたします。
　休憩いたします。
　　　午後０時15分休憩
　　　午後０時15分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　これより甲第１号議案及び甲第５号議案の採決に入
ります。
　議題のうち、まず甲第１号議案を採決いたします。
　お諮りいたします。
　本案は、原案とおり決することに御異議ありません
か。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。
　よって、甲第１号議案は、原案のとおり可決されま
した。
　　　――――――――――――――――――
○議長（喜納昌春君）　次に、甲第５号議案を採決い
たします。
○議長（喜納昌春君）　休憩いたします。
　　　午後０時16分休憩
　　　午後０時16分再開
○議長（喜納昌春君）　再開いたします。
　次に、甲第５号議案を採決いたします。
　本案に対する委員長の報告は、原案可決でありま
す。
　お諮りいたします。
　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の
諸君の起立を求めます。
　　　〔賛成者起立〕
○議長（喜納昌春君）　起立多数であります。
　よって、甲第５号議案は、委員長の報告のとおり可
決されました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○議長（喜納昌春君）　日程第10　甲第３号議案を
議題といたします。
　本案に関し、委員長の報告を求めます。
　経済労働委員長上原　章君。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕

　　　――――――――――――――――――
　　　〔経済労働委員長　上原　章君登壇〕
○経済労働委員長（上原　章君）　ただいま議題とな
りました甲第３号議案の予算議案１件について、委員
会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま
す。
　委員会におきましては、商工労働部長の出席を求め
慎重に審査を行ってまいりました。
　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の
概要等について申し上げます。
　甲第３号議案「平成27年度沖縄県国際物流拠点産
業集積地域那覇地区特別会計補正予算（第１号）」
は、地方自治法第214条の規定に基づき、債務負担行
為の追加を行うものである。
　主な内容は、沖縄国際物流拠点産業集積地域那覇地
区指定管理料で、期間は平成28年度から平成32年度
まで、限度額は４億6037万5000円であるとの説明が
ありました。
　本案に関し、過去３年間の予算と比較して、単年度
の指定管理料が上がる理由は何かとの質疑がありまし
た。
　これに対し、国際物流拠点産業集積地域那覇地区４
号棟の関連で警備員の配置がふえることに伴う増額で
あるとの答弁がありました。
　次に、指定管理料の内容はどのようなものかとの質
疑がありました。
　これに対し、主な内容としては、人件費、消耗品
費、修繕費及び警備、清掃、設備の点検に要する業務
委託費であるとの答弁がありました。
　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま
すが、採決の結果、甲第３号議案は、全会一致をもっ
て原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。
　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ
ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終
わります。
○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり
ますが、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　これより甲第３号議案を採決いたします。
　お諮りいたします。
　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ
んか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
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○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。
　よって、甲第３号議案は、原案のとおり可決されま
した。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○議長（喜納昌春君）　日程第11　甲第２号議案及
び甲第４号議案を議題といたします。
　各議案に関し、委員長の報告を求めます。
　土木環境委員長新垣良俊君。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　　　〔土木環境委員長　新垣良俊君登壇〕
○土木環境委員長（新垣良俊君）　ただいま議題とな
りました甲第２号議案及び甲第４号議案の予算議案２
件について、委員会における審査の経過及び結果を御
報告申し上げます。
　委員会におきましては、土木建築部長の出席を求め
慎重に審査を行ってまいりました。
　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の
概要等について申し上げます。
　まず、甲第２号議案「平成27年度沖縄県宜野湾港
整備事業特別会計補正予算（第１号）」は、沖縄県宜
野湾港整備事業特別会計では、施設使用料にあわせて
施設使用料に係る消費税及び地方消費税を徴収し、税
務署に申告納付を行っているが、平成26年度の施設
使用料が見込みより1700万円余り多く、その申告納
付に係る予算額に不足が生じたことから、宜野湾港管
理運営費203万5000円の増額補正を行うものである
との説明がありました。
　次に、甲第４号議案「平成27年度沖縄県中城湾港
（新港地区）整備事業特別会計補正予算（第１号）」
は、中城湾港新港地区の東埠頭において、港湾機能の
強化を図るため、2000平方メートルの上屋一棟を増
設するものであるが、上屋の実施設計において、基礎
の設計に不測の時間を要したことから、今年度予定し
ている上屋工事の所要工期を年度内に確保できなかっ
たため、繰越明許費を追加するものであるとの説明が
ありました。
　本案に関し、新港地区に整備する上屋は何棟目にな
るのか、整備はこれで完了するのかとの質疑がありま
した。
　これに対し、上屋は新港地区全体では４棟目にな
り、東埠頭では２棟目となる。現在、東埠頭では、マ
イナス11メートルの岸壁３バース、マイナス12メー
トルの岸壁１バースが未整備であり、計画どおりバー
スが完成して取扱貨物量がふえれば、それに応じて上

屋の増設もあるのではないかと考えているとの答弁が
ありました。
　次に、所要工期を年度内に確保できなかった具体的
な理由は何かとの質疑がありました。
　これに対し、東埠頭に１棟目をつくった際には、支
持基盤が浅いところにあり直接基礎で施工できたこと
から、２棟目も杭は不要で、直接基礎で施工できると
見込んで事業をスタートさせた。しかし、設計の中で
ボーリング調査を行った結果、支持基盤が想定より約
30メートル下にあることが判明したことから、どう
いった基礎工法を採用したほうが安価でかつ効果が期
待できるかということで、基礎工法の検討に不測の時
間を要したことから所要工期を年度内に確保できな
かったものであるとの答弁がありました。
　次に、新港地区の整備は、沖縄県の振興にどのぐら
い寄与するのかとの質疑がありました。
　これに対し、中城湾港新港地区は産業支援港湾とい
うことで、沖縄21世紀ビジョンにも位置づけられて
いる。具体的には、背後に工業用地を整備して、そこ
に企業を誘致するものであるが、現在、新港地区には
190社の企業が立地し、5067名が雇用されているこ
とから、中部地区圏域の雇用や経済振興に大きく寄与
しているものと考えているとの答弁がありました。
　そのほか、上屋に入居する企業の業種、クルーズ船
の入港計画、埋め立て前の地盤データの有無等につい
て質疑がありました。
　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま
すが、採決の結果、甲第２号議案及び甲第４号議案に
ついては、全会一致をもって原案のとおり可決すべき
ものと決定いたしました。
　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ
ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終
わります。
○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり
ますが、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　これより甲第２号議案及び甲第４号議案の２件を一
括して採決いたします。
　お諮りいたします。
　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに
御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。
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　よって、甲第２号議案及び甲第４号議案は、原案の
とおり可決されました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○議長（喜納昌春君）　日程第12　議員提出議案第
１号　国立大学法人に対する運営費交付金の充実・確
保を求める意見書を議題といたします。
　提出者から提案理由の説明を求めます。
　山内末子さん。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔議員提出議案第１号　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　　　〔山内末子さん登壇〕
○山内　末子さん　ただいま議題となりました議員提
出議案第１号につきましては、12月14日に開催した
総務企画委員会の委員等により協議した結果、議員提
出議案として提出することに意見の一致を見ましたの
で、提出者を代表して提案理由を御説明申し上げま
す。
　提案理由は、国立大学法人に対する運営費交付金の
充実・確保を求めることについて、関係要路に要請す
るためであります。
　次に、議員提出議案第１号を朗読いたします。
　　　〔国立大学法人に対する運営費交付金の充実・
　　　　確保を求める意見書朗読〕
　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審
議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ
ます。
○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり
ますが、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　この際、お諮りいたします。
　ただいま議題となっております議員提出議案第１号
については、会議規則第37条第３項の規定により委
員会の付託を省略いたしたいと思います。
　これに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。
　よって、本案については、委員会の付託を省略する
ことに決定いたしました。
　　　――――――――――――――――――
○議長（喜納昌春君）　これより議員提出議案第１号
「国立大学法人に対する運営費交付金の充実・確保を
求める意見書」を採決いたします。

　お諮りいたします。
　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ
んか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。
　よって、議員提出議案第１号は、原案のとおり可決
されました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○議長（喜納昌春君）　この際、日程第13　議員提
出議案第２号　ウイルス性肝炎患者に対する医療費助
成の拡充を求める意見書及び日程第14　議員提出議
案第３号　学徒合同石碑の建立に関する決議を一括議
題といたします。
　提出者から提案理由の説明を求めます。
　呉屋　宏君。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔議員提出議案第２号及び第３号　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　　　〔呉屋　宏君登壇〕
○呉屋　　宏君　ただいま議題となりました議員提出
議案第２号及び同第３号の２件につきましては、文教
厚生委員会の委員等により協議した結果、議員提出議
案として提出することに意見の一致を見ましたので、
提出者を代表して一括して提案理由を御説明申し上げ
ます。
　提案理由は、議員提出議案第２号につきましては、
ウイルス性肝炎患者に対する医療費助成の拡充につい
て関係要路に要請するためであり、議員提出議案第３
号につきましては、学徒合同石碑の建立に関して知事
に要請するためであります。
　次に、議員提出議案第２号を朗読いたします。
　　　〔ウイルス性肝炎患者に対する医療費助成の拡
　　　　充を求める意見書朗読〕
　次に、議員提出議案第３号を朗読いたします。
　　　〔学徒合同石碑の建立に関する決議朗読〕
　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審
議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ
ます。
　なお、議員提出議案第３号につきましては、その趣
旨を知事に要請するため、文教厚生委員会委員を議会
代表として派遣する必要があるとの意見の一致を見て
おりますので、議長におかれましてはしかるべく取り
計らっていただきますようお願い申し上げます。
○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり
ますが、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
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　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　この際、お諮りいたします。
　ただいま議題となっております議員提出議案第２号
及び第３号については、会議規則第37条第３項の規
定により委員会の付託を省略いたしたいと思います。
　これに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。
　よって、両案については、委員会の付託を省略する
ことに決定いたしました。
　　　――――――――――――――――――
○議長（喜納昌春君）　これより議員提出議案第２号
「ウイルス性肝炎患者に対する医療費助成の拡充を求
める意見書」及び議員提出議案第３号「学徒合同石碑
の建立に関する決議」の２件を一括して採決いたしま
す。
　お諮りいたします。
　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに
御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。
　よって、議員提出議案第２号及び第３号は、原案の
とおり可決されました。
　　　――――――――――――――――――
○議長（喜納昌春君）　ただいま可決されました議員
提出議案第３号に関し、提案理由説明の際提出者か
ら、知事にその趣旨を要請するため文教厚生委員会委
員を派遣してもらいたいとの要望がありました。
　よって、お諮りいたします。
　議員提出議案第３号の趣旨を知事に要請するため、
文教厚生委員会委員を派遣することとし、その期間及
び人選については、議長に一任することに御異議あり
ませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。
　よって、さよう決定いたしました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○議長（喜納昌春君）　日程第15　陳情１件を議題
といたします。
　本陳情に関し、委員長の報告を求めます。
　総務企画委員長山内末子さん。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　山内末子さん登壇〕
○総務企画委員長（山内末子さん）　ただいま議題と
なりました陳情１件につきましては、慎重に審査いた
しました結果、お手元に配付してあります審査報告書
のとおり処理すべきものと決定いたしました。
　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告
を終わります。
○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり
ますが、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　これよりただいま議題となっております陳情１件を
採決いたします。
　お諮りいたします。
　本陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異
議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。
　よって、ただいまの陳情１件は、委員長の報告のと
おり決定いたしました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○議長（喜納昌春君）　日程第16　請願１件及び陳
情７件を議題といたします。
　請願及び各陳情に関し、委員長の報告を求めます。
　文教厚生委員長呉屋　宏君。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔請願及び陳情審査報告書　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
　　　〔文教厚生委員長　呉屋　宏君登壇〕
○文教厚生委員長（呉屋　宏君）　ただいま議題とな
りました請願１件及び陳情７件につきましては、慎重
に審査いたしました結果、お手元に配付してあります
審査報告書のとおり処理すべきものと決定いたしまし
た。
　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告
を終わります。
○議長（喜納昌春君）　これより質疑に入るのであり
ますが、ただいまのところ通告はありません。
　質疑はありませんか。
　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　質疑なしと認めます。
　これをもって質疑を終結いたします。
　これよりただいま議題となっております請願１件及
び陳情７件を一括して採決いたします。
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　お諮りいたします。
　請願及び各陳情は、委員長の報告のとおり決するこ
とに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。
　よって、ただいまの請願１件及び陳情７件は、委員
長の報告のとおり決定いたしました。
　　　―――――――◆・・◆―――――――
○議長（喜納昌春君）　日程第17　閉会中の継続審
査の件を議題といたします。
　　　――――――――――――――――――
　　　〔閉会中継続審査及び調査申出書　巻末に掲載〕
　　　――――――――――――――――――
○議長（喜納昌春君）　各常任委員長、議会運営委員
長及び各特別委員長から、会議規則第82条の規定に
よりお手元に配付いたしました申出書のとおり閉会中
の継続審査の申し出があります。
　お諮りいたします。
　各委員長から申し出のとおり閉会中の継続審査に付
することに御異議ありませんか。
　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
○議長（喜納昌春君）　御異議なしと認めます。
　よって、各委員長から申し出のとおり閉会中の継続
審査に付することに決定いたしました。
　　　――――――――――――――――――
○議長（喜納昌春君）　以上をもって本日の日程は全
部終了いたしました。
　本日をもって11月定例会も閉会となり、本年の定
例会は全て終わることになります。
　さて、この１年の本県議会の活動を顧みますと、４
回の定例会と３回の臨時会が開催され、年間を通して
の会期日程の合計は122日でありました。なお、８月
24日に開催予定であった臨時会については、台風第
15号の影響により初の流会となり、８月31日に改め
て臨時会が招集されました。
　主な活動状況を申し上げますと、まず、６月定例会
において、議員発議による２つの条例を制定いたしま
した。
　１つ目は、公有水面埋立事業に関連して、「公有水

面埋立事業における埋立用材に係る外来生物の侵入防
止に関する条例」を制定いたしました。
　２つ目は、議会改革推進会議での協議を踏まえ、南
部離島７町村から要望のあった那覇市との合区及び南
城市の１人区の解消を図るため、「沖縄県議会議員の
定数並びに選挙区において選挙すべき議員の数に関す
る条例」を改正し、従来の選挙区の名称を改めるとと
もに、新たに那覇市・南部離島選挙区及び島尻・南城
市選挙区を設置することといたしました。
　また、ことしは台風の襲来がたび重なり、とりわけ
９月27日から28日にかけて与那国島を襲った台風第
21号による被害は甚大なものとなりました。そのた
め、９月定例会の会期中に、各常任委員会を代表する
議員を与那国島に派遣し被害状況調査を行い、「台風
第21号関連被害に対する支援等を求める要請決議」
を可決し、知事に対して早期の災害復旧及び救済・支
援対策についての要請を行いました。
　このように議員各位が、県民の福祉の向上を図るべ
く、県政の課題に関し、活発な議論・政策提言を行う
とともに、直面するさまざまな課題の解決に向けて積
極的に活動したことは、県民から高い評価と支持を得
たものと確信する次第であります。
　普天間飛行場代替施設建設事業に係る公有水面埋立
承認問題を初めとする米軍基地問題並びに産業振興、
子供の貧困や待機児童問題などについては、なお年を
越すことになりましたが、今後とも議員各位の英知を
結集して諸課題の解決に向け、県民を代表する機関と
して二元代表制の一翼を担い、県民の負託に応えて邁
進してまいりたいと思います。
　終わりに、11月定例会を閉じるに当たり、この１
年の円滑な議会運営に関し議長への御協力を賜りまし
たことを心から感謝申し上げますとともに、新しい年
においても議員各位が健康に留意され、県勢発展のた
めなお一層活躍されんことを願うものであります。
　以上をもって本日の会議を閉じます。
　これをもって平成27年第８回沖縄県議会（定例
会）を閉会いたします。
　　　午後０時47分閉会
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